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様式２－２－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 評価の概要 

 

１．評価対象に関する事項 

法人名 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 

評価対象事業年度 中長期目標期間実績評価 第３期中長期目標期間 

中長期目標期間 平成２５～２９年度 

 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣 内閣総理大臣 

 法人所管部局 宇宙開発戦略推進事務局 担当課、責任者 宇宙開発戦略推進事務局、髙倉秀和参事官 

 評価点検部局 大臣官房政策評価広報課 担当課、責任者 政策評価広報課、河田浩樹課長 

主務大臣 総務大臣 

 法人所管部局 国際戦略局 担当課、責任者 宇宙通信政策課、村上聡課長 

 評価点検部局 大臣官房政策評価広報課 担当課、責任者 政策評価広報課、菅原希課長 

主務大臣 文部科学大臣 

 法人所管部局 研究開発局 担当課、責任者 宇宙開発利用課、藤吉尚之課長 

 評価点検部局 科学技術・学術政策局 担当課、責任者 企画評価課、井上恵嗣課長 

主務大臣 経済産業大臣 

 法人所管部局 製造産業局 担当課、責任者 宇宙産業室、浅井洋介室長 

 評価点検部局 大臣官房政策評価広報課 担当課、責任者 政策評価広報課、三浦聡課長 

 

３．評価の実施に関する事項 

平成３０年６月２９日 文部科学省宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）部会委員、経済産業省ＪＡＸＡ部会委員、内閣府ＪＡＸＡ分科会委員による現地視察（ＪＡＸＡ相模原キャンパス）。 

平成３０年７月 ５日 内閣府によるＪＡＸＡ業務実績に係るヒアリングを実施。 

平成３０年７月 ９日 文部科学省によるＪＡＸＡ業務実績に係るヒアリングを実施。 

平成３０年７月１３日 総務省によるＪＡＸＡ業務実績に係るヒアリングを実施。 

平成３０年７月１７日 総務省によるＪＡＸＡ業務実績に係るヒアリングを実施。 

平成３０年７月１８日 文部科学省によるＪＡＸＡ業務実績に係るヒアリングを実施。 

平成３０年７月２０日 経済産業省によるＪＡＸＡ業務実績に係るヒアリングを実施。 

平成３０年８月 １日 内閣府宇宙航空研究開発機構分科会における意見聴取。 

平成３０年８月 １日 経済産業省宇宙航空研究開発機構部会における意見聴取。 

平成３０年８月 １日 文部科学省宇宙航空研究開発機構部会における意見聴取。 

平成３０年８月 ３日 総務省宇宙航空研究開発機構部会における意見聴取。 

平成３０年８月１０日 総務省国立研究開発法人審議会における意見聴取。 

平成３０年８月２２日 文部科学省国立研究開発法人審議会における意見聴取。 

 

〔内閣府宇宙政策委員会宇宙航空研究開発機構分科会構成員：青木節子委員（慶應義塾大学大学院法務研究科教授）、田辺国昭臨時委員（東京大学大学院法学政治学研究科・公共政策大学院教授）、遠藤典子

委員（慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科特任教授）、片岡晴彦臨時委員（元防衛省航空幕僚長）、白坂成功臨時委員（慶應義塾大学大学院システムデザイン・マネジメント研究科教授）、関淑子臨時委

員（付加価値技術研究所代表）〕、竝木則之臨時委員（国立天文台教授） 

 

〔総務省国立研究開発法人審議会宇宙航空研究開発機構部会構成員：梅比良正弘委員（茨城大学工学部教授）、知野恵子委員（読売新聞東京本社編集委員）、水野秀樹委員（東海大学工学部教授）、入澤雄太専
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門委員（監査法人アヴァンティアパートナー）、生越由美専門委員（東京理科大学経営学研究科教授）、小塚荘一郎専門委員（学習院大学法学部法学科教授）、末松憲治専門委員（東北大学電気通信研究所教

授）、中須賀真一専門委員（東京大学大学院工学系研究科教授）、藤野義之専門委員（東洋大学理工学部教授）、藤本正代専門委員（情報セキュリティ大学院大学客員教授）、矢入郁子専門委員（上智大学理工

学部准教授）〕 

 

〔文部科学省国立研究開発法人審議会宇宙航空研究開発機構部会構成員：髙橋德行委員（トヨフジ海運株式会社代表取締役社長）、古城佳子委員（東京大学大学院総合文化研究科・教養学部教授）、白坂成功

臨時委員（慶應義塾大学大学院システムデザイン・マネジメント 研究科教授）、スティーブ・スクワイヤーズ臨時委員（コーネル大学教授）、黒田有彩臨時委員（株式会社アンタレス代表取締役）、永原裕子

臨時委員（日本学術振興会学術システム研究センター副所長）、平野正雄臨時委員（早稲田大学商学学術院教授）〕 

 

〔経済産業省国立研究開発法人審議会宇宙航空研究開発機構部会構成員：芦邉洋司臨時委員（ＧＣＡ株式会社顧問）、大貫美鈴臨時委員（スペースフロンティアファンデーション、宇宙ビジネスコンサルタ

ント）、後藤高志委員（株式会社西武ホールディングス代表取締役社長）、坂下哲也臨時委員(一般財団法人日本情報経済社会推進協会電子情報利活用研究部部長)、多屋淑子臨時委員（日本女子大学教授）、

吉村隆臨時委員(一般社団法人日本経済団体連合会産業技術本部長)〕 

 

 

４．その他評価に関する重要事項 

○宇宙基本計画（平成２７年１月９日宇宙開発戦略本部決定）を踏まえ、宇宙基本計画に掲げられた３つの政策目標に沿う形で、平成２７年３月に中長期目標、中長期計画の項目の組替等を実施。 

○平成２８年１２月１３日付けで、平成２８年度補正予算の使途を特定するための中長期計画の変更認可を行った。 

○平成３０年３月２７日付けで、平成２９年度補正予算の使途を特定するための中長期計画の変更認可を行った。 
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様式２－２－２ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 総合評定 

 

１．全体の評定 

評定※ 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ，Ｄ） 
Ａ 

（参考）見込評価 

Ａ 

評定に至った理由 
法人全体に対する評価に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の

期待等が認められるため。 

 

２．法人全体に対する評価 

第３期中長期目標期間において、我が国の宇宙開発の役割は大きく進化し、国の成長と発展及び安全保障、防災・減災に直結するようになり、ＪＡＸＡの使命は極めて重要なものとなった。このような状

況変化の中、項目別評定において、全体的に着実な業務の進捗が見られるとともに、その中でさらに、Ｓが４項目、Ａが１４項目あり、「研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項」の項

目やそれ以外の項目、それぞれの分野において顕著な成果が認められた。したがって、全体として中長期目標等に定められた以上の業績の進捗が認められると総括する。 

特に、打上げ成功率をはじめ世界最高水準の運用実績を重ねるとともに、イプシロンロケットの開発成功により小型衛星需要への日本の自立性を確保した宇宙輸送システム、防災・災害対応・環境保全・

経済活動などにとって必要不可欠な社会インフラとして発展、社会に浸透し、また日本の国際貢献の一翼も担うようになった衛星リモートセンシング、世界初・世界最高水準の研究成果を複数創出し航空機

の安全性向上や航空産業の国際競争力強化に貢献した航空科学技術については、特に顕著な成果の創出が認められた。 

また、平成２７年度の新たな宇宙基本計画の策定に伴い強化された宇宙安全保障に関する取組について、防衛省をはじめとする安全保障関連機関との協力を深化させ、顕著な成果の創出が認められた。 

加えて、有人宇宙活動においては、宇宙ステーション補給機（ＨＴＶ）及び日本実験棟（ＪＥＭ）の運用実績を通じ、我が国の国際的プレゼンス向上に大きく貢献するとともに、ＪＥＭでの創薬のための

実験に大きな進捗が見られるなど、顕著な成果の創出が認められた。また、「第２回国際宇宙探査フォーラム」（ＩＳＥＦ２）のホスト国として政府と連携し、有人、無人問わず、宇宙探査の目的、国際協力

の重要性などを確認し参加国間で共有された「共同声明」「東京原則」の発行に大きく貢献するなど、顕著な成果の創出が認められた。 

さらに我が国の宇宙開発の自立性確保や宇宙産業の振興のためには、要素技術の国産化や高性能化は必要不可欠であり、重要な基盤部品開発やシステム開発など国産化技術開発や世界最高性能の部品・機

器開発において顕著な成果を創出したと認められた。加えて、民間事業者との連携や宇宙利用の拡大に取り組んだ結果、民生技術を使用した世界最小のロケット（ＳＳ－５２０）実験の成功や日本政策投資

銀行（ＤＢＪ）等による月資源探査ベンチャーへの大規模投資を実現したことは、宇宙産業の振興や国際競争力強化に大きく貢献した成果と認められた。 

平成２７年度にはＸ線天文衛星ＡＳＴＲＯ－Ｈの喪失事案が発生したが、法人はプロジェクトマネジメント改革に着手するとともに、そのマネジメント対策を他のプロジェクトに水平展開し、再発防止に

取り組んだ。 

法人全体のマネジメントにおいては、平成２７年度の国立研究開発法人への移行時に、本部制を部門制に改め、法人全体でプロジェクトを推進する組織再編に取り組み、研究成果の最大化に向けた体制を

整え、また、新たな宇宙基本計画の策定に伴う政府の安全保障政策、外交政策の転換等に対応するため、柔軟な組織運営を実施し、限られたリソースの中、新たに付与された役割を遂行した。 

元理事による収賄疑惑については、司法による判断を待たなければならないとはいえ、事実とすれば機構の信用を損なう行為であり、それを防止できなかった内部統制の仕組みに不十分なところはなかっ

たのか徹底した検証と再発防止が必要である。 

 

３．項目別評価の主な課題、改善事項等 

○衛星リモートセンシングの項目において、実利用が進んできた技術は積極的に民間に移転するなどし、ＪＡＸＡしかできない研究開発に取り組んでいくことが望まれる。（ｐ１１参照） 

○有人宇宙活動の項目において、ＪＡＸＡの内部評価と部会での評価が乖離することが多く、その原因を明らかにすることが望ましい。（ｐ３９参照） 

○個別プロジェクトを支える産業基盤・科学技術基盤の強化策の項目において、宇宙産業の振興、国際競争力強化という根幹的な課題の一層の前進のため、中心的に推進すべき技術開発を明確化し、産業界

とも連携の上で取り組んでいくことが必要と考える。（ｐ４３参照） 

○航空科学技術の項目において、知的財産の保護、技術の流出防止について、細心の対応が望まれる。（ｐ４６参照） 

○利用拡大のための総合的な取組の項目において、ＪＡＸＡの持つ様々な成果・財産を有効に活用するため、衛星データの利用促進に向けた環境整備をはじめとする新たなサービスやビジネスの創出・支援

に資する取組を通じて宇宙産業の裾野拡大へ貢献していくことが期待される。また、民間の比重が大きくなるにつれ、ＪＡＸＡが果たすべき役割も変わっていくと思われる。将来を見据え、中長期的な戦

略についても、併せて検討していただきたい。（ｐ４９、５０参照） 

○国内の人的基盤の総合的強化、国民的な理解の増進の項目において、イノベーションハブは、その研究成果自体も重要であるが、「イノベーションハブの仕組みを活用した人材育成活動」と捉えることも

できることから、民間企業に対し、ＪＡＸＡの高度な研究開発現場における実習を通じた人材育成と理解されるようなプロモーションも必要ではないかと考える。（ｐ５７参照） 

○内部統制・ガバナンスの強化の項目において、新たなプロジェクト管理が、効率的かつ確実なものとなったか、ＰＤＣＡによる不断の点検評価・改善を行っていただきたい。また、プロジェクト管理の見
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直しに伴う調達形態や契約内容等の見直しにおいても、世界の先進的宇宙活動国における調達や契約の水準に合致したものとなるよう、継続的な対応を期待する。（ｐ７０参照） 

○柔軟かつ効率的な組織運営の項目において、年度単位での成果は見えにくいが、全体として、ＪＡＸＡ法の改正や宇宙基本計画策定などの環境変化に対し、理事長の強いリーダーシップの下、中長期目標

期間を通じて体制を変革してきたことは高く評価できる。（ｐ７３参照） 

○施設・設備に関する事項の項目において、施設・設備の状況分析・優先度評価を実施し適切かつ合理的な老朽化対策や予防保全の取組の継続的な推進が求められるとともに、調布航空宇宙センターの風洞

防音対策に代表される多角的に恩恵がある設備更新や整備を積極的に推進することが望まれる。（ｐ８０参照） 

○安全・信頼性に関する事項の項目において、Ｘ線天文衛星「ひとみ」（ＡＳＴＲＯ－Ｈ）のミッション喪失という事案に対し、ＪＡＸＡはプロジェクトマネジメント改革に着手し、４つのマネジメント対策

に取り組んでいるが、ＳＳ－５２０－４号機の実験失敗の原因究明結果等も踏まえ、今後も引き続き信頼性の確保に努めていくことが重要である。（ｐ８４参照） 

 

４．その他事項 

研究開発に関する審議会の

主な意見 

○研究開発成果の最大化を実現するためには、個人やチームのパフォーマンスの最大化が最重要。待遇面や職場環境、人事諸制度の改善をはじめ、様々な改革を行い、パフォー

マンスの最大化に取り組むことが期待される。 

○予算や人材の制約がある中で、経営と現場が一体となって効率化に取り組むことで、広範な宇宙航空関連の事業で多くの成果を上げていることは評価できるが、多額の費用を

投入している事業に関し、国民に対し明確な成果（アウトカム）を示すことが強く求められる。また、民間への事業移転やオープンイノベーションなど、ＪＡＸＡ外部の力を

活用する取組は緒についたところであり、これを加速していくことも重要である。 

○今後は、国際的な情報や民間からの情報収集・分析に基づく戦略がより一層求められることから、法人全体として調査分析・戦略立案機能の強化が重要である。 

○第３期中長期目標期間は、ＪＡＸＡ法の改正や宇宙基本計画の策定など宇宙政策の転機となった期間であり、事業の多様化（科学技術の開発だけではなく外交・安全保障の点

からの要請に応える必要が出てきた）が一層求められる中、環境変化に対応するべく多くの成果をあげてきたと評価できる。 

○組織に関しては、中長期目標期間の途中に新たな宇宙基本計画の策定や国立研究開発法人への移行等の大きな政策転換のタイミングにおいて、理事長の指揮のもと、大胆な組

織改革を行い、全体として宇宙政策の実現に向けた適切な組織運営を進めてきたと評価できる。 

○Ｘ線天文衛星「ひとみ」（ＡＳＴＲＯ－Ｈ）は、打上げ後２か月でミッション喪失という事案が発生し、ＪＡＸＡは「プロジェクトマネジメント改革」に着手したが、平成２９

年１月にはＳＳ５２０－４号機が設計ミスにより失敗。再発防止に取り組んでいるが、信頼性確立の途上であることを認識して取組を続けていただきたい。 

○今後も引き続き基盤整備や研究開発に取り組みつつ、産業界と連携して、その成果を産業振興につなげていくことを期待する。目標や評価指標の設定に当たっては、こうした

取組や成果が十分に評価されるよう検討いただきたい。 

○宇宙利用拡大は重要な課題であり、ＪＡＸＡが持つ様々な成果・財産を、いかに有効に活用していくかが重要。衛星データの利用促進に向けた環境整備を進めるとともに、ネ

ットワークの拡大等を通じ、新たなサービスやビジネスの創出・支援に資する取組を強化し、宇宙産業の裾野拡大に貢献していただきたい。 

○平成１８年度に打ち上げた技術試験衛星（ＥＴＳ）８号機について、軌道上運用１０年を達成した。第２期中期目標期間における技術実証が、その後の商用展開に繋がったこ

とに加え、第３期中期期間にまたがり長期間の軌道上運用を成功させたことにより、我が国の大型静止衛星バス技術の高い信頼性と実績を示したことは評価できる。 

○失敗を完全に防止するのは難しく、新しい技術に取り組んでいることから、失敗も経験することがあると思われるが、組織的な問題（旧３機関の壁等）に起因する失敗は避け

るよう、改善を進めていく必要がある。 

○宇宙基本計画など国の政策を受け、安全保障分野の研究、ベンチャー育成のような新産業創出支援など、新たな試みを進めている一方で、国の宇宙科学・探査予算減少など、

宇宙機関としての将来が懸念される問題も起きている。安全保障、新産業創出支援などの新たな試みへ、どの程度の人材、時間、予算を割くかなど、組織としての方針を明確

にし、取り組む必要がある。 

○自然災害（土砂災害）についての未然防止策の実施、「情報処理安全確保⽀援⼠」の資格取得、材料試験データの改ざん問題対応等は他法人にも参考になると考える。 

○安全保障分野を中心に政府や防衛省との連携が深まる一方で、宇宙航空産業の育成・発展への一段の貢献が求められる等、ＪＡＸＡの経営の期待・負荷が高まっている中で、

着実な事業推進と一部で顕著な研究開発成果を達成したことは評価できる。 

○中期計画期間中の評定が３年間Ｂであっても、平成２９年度Ａのものが、中期期間全体Ａ、あるいは毎年Ｂであるにもかかわらず中期期間全体がＡという項目がある。このよ

うな項目については、今後、評定根拠のよりわかりやすい説明が求められる。 

○宇宙政策目標を達成する上で、「自立性の確保」と「国際競争力の確立」がカギとなる。第４期に向けて、「自立性の確保」のため「国産化」にこだわり、「国際競争力の確立」

を実現するため徹底したベンチマーキングと世界トップの目標設定をお願いしたい。 

○平成２９年度自己評価資料において、平成２８年度評価にて指摘された課題と改善内容及び平成２９年度自己評価にて抽出した課題・抱負と対応方針の記載欄がフォーマット

化され、項目ごとに記述されているのは、ＰＤＣＡサイクルを回す上で大変重要なプロセスなので、是非継続していただきたい。 

○予算と人員が増えない中で、多方面から（今期途中から安全保障の観点からの要請が増大した）の多くの要請がＪＡＸＡに対して行われており、評価も多様な観点からなされ
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るようになっている。予算と人員という資源に制約がある以上、今後、どのような資源配分が適切なのか、という点について考える必要があるのではないか。 

○ＪＡＸＡには研究開発法人として、技術を中心として、その低コスト化も含めた研究開発を確実に行うことを期待する。その際、 ＪＡＸＡで開発した技術を、小型化・低コス

ト化し、利用を通じて、その活用も実証した上で、早期にそれらを民間（特にベンチャー企業）に移管して、民間がそれを活用してビジネスを実施するといった、エコシステ

ムを早急に確立していただくことを期待する。 

○第４期中期期間においては、「アウトカム」「アウトプット」「具体的な取り組み」を常に意識し、手段である「具体的な取組」が「目的化」しないよう、取り組んでほしい。ま

た、役割が拡大することにより業務負荷が増大し、現場が疲弊していく懸念が考えられる。トップが「バッドニュースファースト」を徹底し、職場の風通しを良くして、迅速

かつ適切な対応をお願いしたい。 

○国の方針にそって、当初計画していなかった活動も積極的におこなうなどマネジメントは評価できると考える。今後は、ぜひ更に、技術の研究開発から、民間への移転、宇宙

関連ビジネスの拡大を通じた宇宙利用の拡大といった、エコシステムの確立を、宇宙開発全般にて実施していくなど、ＪＡＸＡ全体としてのマネジメントの実現を期待する。 

○総務省、文部科学省、内閣府、経済産業省などそれぞれの省庁が連携をはかり、ＪＡＸＡがより効率的に機能することを期待している。 

監事の主な意見 特になし 

※  Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められ る。  

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。  

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等を求める。 
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様式２－２－３ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評定総括表 

 

中長期目標（中長期計画） 

年度評価 中長期目標期間評価 
項目別

調書№ 
備考欄 

 

中長期目標（中長期計画） 

年度評価 
中長期目標期間

評価 
項目

別調

書№ 

備考欄 
２５

年度 

２６

年度 

２７

年度 

２８

年度 

２９

年度 

見込 

評価 

期間実績

評価 

 ２５

年度 

２６

年度 

２７

年度 

２８

年度 

２９

年度 

見込 

評価 

期間実

績評価 

Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 

 
１．宇宙安全保障の確保          

  １．内部統制・ガバナンスの強

化 
  

Ｃ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ⅱ-1 - 
（１）衛星測位 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ⅰ-1-1 -   （１）情報セキュリティ Ａ Ｂ 

（２）衛星リモートセンシン

グ 
Ｓ Ｓ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ⅰ-1-2 - 

  
（２）プロジェクト管理 Ａ Ｂ 

（３）衛星通信・衛星放送 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ⅰ-1-3 -   （３）契約の適正化 Ａ Ｂ 

（４）宇宙輸送システム Ｓ Ａ Ｓ Ｓ Ｓ Ｓ Ｓ Ⅰ-1-4 -   ２．柔軟かつ効率的な組織運営 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ⅱ-2 - 

 （５）その他の取組 - - Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ⅰ-1-5 -   ３．業務の合理化・効率化   

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ⅱ-3 - 
２．民生分野における宇宙

利用の推進 
         

  
（１）経費の合理化・効率化 Ａ Ｂ 

（１）衛星測位 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ⅰ-2-1 -   （２）人件費の合理化・効率化 Ａ Ｂ 

（２）衛星リモートセンシン

グ 
Ｓ Ｓ Ａ Ａ Ａ Ｓ Ｓ Ⅰ-2-2 - 

  
４．情報技術の活用 Ｓ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ⅱ-4 - 

 （３）衛星通信・衛星放送 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ⅰ-2-3 -  Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

 

（４）その他の取組 - - Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ⅰ-2-4 - 

  Ⅲ．予算（人件費の見積もりを

含む）、収支計画及び資金計

画 

Ａ - 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 
Ⅲ～

Ⅶ 

Ⅲ.財

務内容

の改善

に関す

る事項

にて評

価 

３．宇宙産業及び科学技術

の基盤の維持・強化 
         

  
Ⅳ．短期借入金の限度額 - - 

（１）宇宙輸送システム Ｓ Ａ Ｓ Ｓ Ｓ Ｓ Ｓ Ⅰ-3-1 - 

  Ⅴ．不要財産又は不要財産となる

ことが見込まれる財産がある

場合には、当該財産の処分に関

する計画 

- - 

（２）宇宙科学・探査 Ａ Ａ Ｃ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ⅰ-3-2 - 

  Ⅵ．重要な財産を譲渡し、又は担

保に供しようとするときは、そ

の計画 

- - 

 （３）有人宇宙活動 Ｓ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ⅰ-3-3 -   Ⅶ．剰余金の使途 - - 

 （４）宇宙太陽光発電 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ⅰ-3-4 -  Ⅷ．その他業務運営に関する重要事項 

 （５）個別プロジェクトを

支える産業基盤・科学技

術基盤の強化策 

- - Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ⅰ-3-5 - 

  

１．施設・設備に関する事項 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ⅷ-1 - 

４．航空科学技術   

Ｓ Ｓ Ｓ Ｓ Ｓ Ⅰ-4 - 

  ２．人事に関する計画 Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ⅷ-2 - 

（１）環境と安全に重点化

した研究開発 
Ｂ Ａ 

  
３．安全・信頼性に関する事項 Ａ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ⅷ-3 - 
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（２）航空科学技術の利用

促進 
Ａ Ｂ 

  ４．中長期目標期間を超える債

務負担 
- - - - - Ｂ Ｂ Ⅷ-4 - 

 （３）技術基盤の強化及び

産業競争力の強化への貢

献 

- - 

  

５．積立金の使途 - - - - - - - Ⅷ-5 - 

 ５．横断的事項                      

 （１）利用拡大のための総

合的な取組 
Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ⅰ-5-1 - 

   
      

 
  

 （２）調査分析・戦略立案機

能の強化 
Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ⅰ-5-2 - 

   
      

 
  

 （３）基盤的な施設・設備の

整備 
Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ⅰ-5-3 - 

   
      

 
  

 （４）国内の人的基盤の総

合的強化、国民的な理解

の増進 

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ⅰ-5-4 - 

   

      

 

  

 （５）宇宙空間における法

の支配の実現・強化 
Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ⅰ-5-5 - 

   
      

 
  

 （６）国際宇宙協力の強化 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ⅰ-5-6 -             

 （７）相手国ニーズに応え

るインフラ海外展開の推

進 

Ａ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ⅰ-5-7 - 

   

      

 

  

 （８）情報開示・広報 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ⅰ-5-8 -             

 （９）事業評価の実施 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ⅰ-5-9 -             

※重要度を「高」と設定している項目については各評語の横に「○」を付す。 
難易度を「高」と設定している項目については各評語に下線を引く。 

 

※平成２５年度評価までの評定は、「文部科学省所管独立行政法人の業務実績評価に係る基本方針」（平成１４年３月２２日文部科学省独立行政法人評価委員会）に基づく。 

また、平成２６年度以降の評定は、「文部科学省所管の独立行政法人の評価に関する基準」（平成２７年６月３０日文部科学大臣決定）に基づく。詳細は下記のとおり。 

平成２５年度評価までの評定 平成２６年度評価以降の評定 

Ｓ：特に優れた実績を上げている。（法人横断的基準は事前に設けず、法人の業務の特性に応じて評定を付す。） 

Ａ：中期計画通り、または中期計画を上回って履行し、中期目標に向かって順調に、または中期目標を上回るペースで実績を上げている。（当該年度に実施すべき中期計画

の達成度が１００％以上） 

Ｂ：中期計画通りに履行しているとは言えない面もあるが、工夫や努力によって、中期目標を達成し得ると判断される。（当該年度に実施すべき中期計画の達成度が７０％以

上１００％未満） 

Ｃ：中期計画の履行が遅れており、中期目標達成のためには業務の改善が必要である。（当該年度に実施すべき中期計画の達成度が７０％未満） 

Ｆ：評価委員会として業務運営の改善その他の勧告を行う必要がある。（客観的基準は事前に設けず、業務改善の勧告が必要と判断された場合に限りＦの評定を付す。）  

【研究開発に係る事務及び事業（Ⅰ）】 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研

究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研

究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出

や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的か

つ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的か

つ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等が求められる。 

 

【研究開発に係る事務及び事業以外（Ⅱ以降）】 

Ｓ：法人の活動により、中長期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 120％

以上で、かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合）。 

Ａ：法人の活動により、中長期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 120％以上とする。）。 

Ｂ：中長期計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 100％以上 120％未満）。 

Ｃ：中長期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 80％以上 100％未満）。 

Ｄ：中長期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 80％未満、又は主務大臣が業

務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合）。 



8 

  

様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－１ 衛星測位 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

未来投資戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第四号、第五号 

当該項目の重要度、難易度 - 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 30 年度）9-5 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0291 

※いずれも文部科学省のもの 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

- - - - - - - 予算額（千円） - - 
29,232,681 

の一部 

29,219,852 

の一部 

31,022,778 

の一部 

 

決算額（千円） 
211,177,437 

の一部 

207,856,661 

の一部 

32,175,666 

の一部 

41,483,437 

の一部 

50,734,337 

の一部 

経常費用（千円） - - - - - 

経常利益（千円） - - - - - 

行政サービス実

施コスト（千円） 
- - - - - 

従事人員数 約 470 の一部 約 480 の一部 約 220 の一部 約 230 の一部 約 230 の一部 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 

主な評価軸（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 （１）衛星測位 

初号機「みちびき」につ

いては、内閣府において

実用準天頂衛星システム

の運用の受入れ準備が整

い次第、内閣府に移管す

る。 

世界的な衛星測位技術

の進展に対応し、利用拡

大、利便性の向上を図り、

政府、民間の海外展開等

を支援するとともに、初

（１）衛星測位 

初号機「みちびき」につ

いては、内閣府において

実用準天頂衛星システム

の運用の受入れ準備が整

い次第、内閣府に移管す

る。その移管までの期間、

初号機「みちびき」を維持

する。 

世界的な衛星測位技術

の進展に対応し、利用拡

大、利便性の向上を図り、

【評価軸】 

世界的な衛星測位技術の進

展に対応し、利用拡大、利便

性の向上が図られたか。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向け

た、各年度の業務運営に関

する計画の達成状況等 

 

１．初号機「みちびき」につ

いて、内閣府において実

１．初号機「みちびき」については、前中期計

画期間より引き続き、JAXA による運用を終え

るまでの平成 29(2017)年 2月 28日までの間、

健全な機能・性能を維持し(全期間に亘って

SIS-URE 40cm(RMS)以下(仕様 2.6m(95%)以

下) 、稼働率 99%以上(仕様 95%以上)、測位信

号を安定的に提供した。 

 

２．「みちびき」及び関連設備について内閣府へ

の移管作業を完了し、開発成果を政府の実用ミ

ッションに適切な状態で供することができた。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

○中長期計画上、平成 29 

(2017)年度までに予定し

た業務は全て実施し、中

長期⽬標を達成した。 

 

○なお、安全保障分野にお

ける「みちびき」の利用拡

大を進めるため、内閣府

から将来衛星測位システ

ムの検討結果に基づく研

評定 B 評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画に定められたとおり、概

ね着実に業務が実施されたと認められ

るため。 

自己評価ではA 評定であるが、今後

の課題・指摘事項の欄に示す点につい

て、さらなる改善を期待したい。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○準天頂衛星「みちびき」初号機につ

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法

人の中長期目標等に照らし、成果等に

ついて諸事情を踏まえて総合的に勘案

した結果、成果の創出や将来的な成果

の創出の期待等が認められ、着実な業

務運営がなされているため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○準天頂衛星「みちびき」初号機につ
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号機「みちびき」を活用し

た利用技術や屋内測位、

干渉影響対策など測位衛

星関連技術の研究開発に

引き続き取り組む。 

政府、民間の海外展開等

を支援するとともに、初

号機「みちびき」を活用し

た利用技術や屋内測位、

干渉影響対策など測位衛

星関連技術の研究開発に

引き続き取り組む。 

用準天頂衛星システムの

運用の受入れ準備が整い

次第、内閣府に移管する。 

２．内閣府に移管するまで

の期間、初号機「みちび

き」を維持する。 

３．世界的な衛星測位技術

の進展に対応し、利用拡

大、利便性の向上を図り、

政府、民間の海外展開等

を支援する。 

４．初号機「みちびき」を活

用した利用技術や屋内測

位、干渉影響対策など測

位衛星関連技術の研究開

発に引き続き取り組む。 

３．世界的な衛星測位技術の進展に対応した活

動の成果として、以下を達成した。 

（１）複数 GNSS(※)対応の軌道時刻推定アルゴ

リズム(MADOCA)の研究開発及び MADOCAプロダ

クトの提供 

※GNSS：全球測位衛星システム、 Global 

Navigation Satellite System の略。 

①単独搬送波位相測位(PPP)を可能とする複

数 GNSS(GPS、QZSS、GLONASS、Galileo、Bei-

Dou)の軌道・クロックを精密に推定するア

ルゴリズムを開発した。MADOCA は精度改

善・品質強化を行い、GPS の後処理軌道推

定精度(3 次元位置精度(RMS))は 2.51 ㎝、

リアルタイム 7㎝以下と現在、世界の著名

な推定ツールと遜色ない実力を維持して

いる。 

②精度の安定性を確保するため、入力データ

品質評価機能の強化、推定アルゴリズムの

改良、計算機負荷低減等を実施し、MADOCA-

PPP のユーザ測位精度について水平

3cm(RMS)以下、垂直 6cm(RMS)以下を安定的

に実現できる見込みである。 

③25(2013)年 4 月から「みちびき」LEX 信号

を使った衛星配信を実施、26(2014)年 9月

からは MADOCA プロダクトのインターネッ

ト配信を行い、30(2018)年 3月現在、計 92

の機関・企業が利用している。 

（２）屋内測位システム(IMES)の研究開発 

①前中期計画期間に開発した IMESについて、

その利用推進を目的として、平成 25(2013)

年度に送信機の管理実施要領に基づき適

切な PRNコード(疑似ランダム符号)を割り

当てるなど、送信機管理を適切に行った。 

②29(2017)年度においては、実用を目指す団

体である IMES コンソーシアムを継承する

社団法人((一社)屋内情報サービス協会

(TAIMS))が 30(2018)年 3月に設立され、こ

の運用を移管する目途を得た。 

（３）測位信号の脆弱性に対する研究 

共同研究「準天頂衛星の信号認証技術に

関する実証実験」により、利用者が受信し

ている GPS及び「みちびき」の信号の真偽

(スプーフィングを受けていないか)を判

定するアルゴリズムの試作を行い、実証実

験を経てその実現性が確認できた。 

 

究開発を受託するなど、

我が国の衛星測位に関す

る取組み方針に基づき、

内閣府と連携した取組み

を着実に実施している。 

 

いて、内閣府に移管されるまでの間、

JAXAにおいて健全な機能・性能を維

持し、測位信号を安定的に供給する

とともに、平成 29年 2月に内閣府へ

円滑に移管したことは評価できる。 

 

○精密軌道・クロック推定システム

（MADOCA）の継続的な精度改善・品

質強化を図ることで、諸外国の衛星

測位システムと遜色のない高い精度

を達成したことは評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○今後は、安全保障分野における「み

ちびき」の利用拡大を進めていくこ

とが期待される。 

 

いて、内閣府に移管されるまでの間、

JAXAにおいて健全な機能・性能を維

持し、測位信号を安定的に供給する

とともに、平成 29年 2月に内閣府へ

円滑に移管したことは評価できる。 

 

○精密軌道・クロック推定システム

（MADOCA）の継続的な精度改善・品

質強化を図ることで、諸外国の衛星

測位システムと遜色のない高い精度

を達成したことは評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○今後は、安全保障分野における「み

ちびき」の利用拡大を進めていくこ

とが期待される。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○国の方針にそって、準天頂衛星シス

テムの開発を着実に進めたことは評

価できる。 

 

○内閣府から委託された将来の測位衛

星に向けた研究開発の検討を着実に

行うとともに、引き続き測位衛星の

脆弱性を低減させる研究を行ってい

ただきたい。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－２ 衛星リモートセンシング 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

未来投資戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第三号、第四号、

第五号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 30 年度）9-2、9-5 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0238、0291 

※いずれも文部科学省のもの 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

- - - - - - - 予算額（千円） - - 
29,232,681 

の一部 

29,219,852 

の一部 

31,022,778 

の一部 

 

決算額（千円） 
211,177,437 

の一部 

207,856,661 

の一部 

32,175,666 

の一部 

41,483,437 

の一部 

50,734,337 

の一部 

経常費用（千円） - - - - - 

経常利益（千円） - - - - - 

行政サービス実

施コスト（千円） 
- - - - - 

従事人員数 約 470 の一部 約 480 の一部 約 220 の一部 約 230 の一部 約 230 の一部 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 

主な評価軸（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 （２）衛星リモートセン

シング 

我が国の安全保障体

制の強化のため、衛星リ

モートセンシングの利

活用に係る政府の検討

を支援するとともに、そ

の検討結果を踏まえ、リ

モートセンシング衛星

の開発等を行う。 

我が国の技術的強み

を生かした先進光学衛

（２）衛星リモートセンシング 

我が国の安全保障体制の強化のた

め、衛星リモートセンシングの利活用

に係る政府の検討を支援するととも

に、その検討結果を踏まえ、リモート

センシング衛星の開発等を行う。 

具体的には、データ中継技術衛星

（DRTS）、陸域観測技術衛星 2 号

（ALOS-2）、超低高度衛星技術試験機

（SLATS）、先進光学衛星に係る研究開

発・運用を行うとともに、先進レーダ

衛星、先進光学衛星の後継機をはじめ

【評価軸】 

リモートセンシングの利活用

に係る政府の検討を支援する

とともに、その検討結果を踏ま

え、リモートセンシング衛星の

開発等を行うことにより、我が

国の安全保障体制の強化に貢

献したか。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向けた、各

年度の業務運営に関する計画

１．陸域観測技術衛星 2号

(ALOS-2、26(2014)年 5

月打上げ)で実現した広

域・高分解能観測能力、

及び観測要求からデー

タ提供までのレスポン

ス時間は、安全保障にも

活用可能な性能を有し、

宇宙を利用した我が国

の安全保障能力の強化

につながった。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○ALOS-2 搭載 SAR 及

び AISの開発・運用

成果をもとに、政府

機関の要望を踏ま

えて安全保障利用

の運用体制を確立

し、海外衛星に依存

していた情報源の

一部を国産衛星に

切り替えることが

評定 B 評定 A 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画に定められたとお

り、概ね着実に業務が実施された

と認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○平成 26年 5月に打ち上げられた

陸域観測技術衛星 2 号「だいち

2号」（ALOS-2）をはじめとする

衛星のデータ利用が年平均で約

2 倍に拡大したことは評価でき

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標

等に照らし、成果等について諸事情を踏まえて総合的

に勘案した結果、顕著な成果の創出や将来的な成果の

創出の期待等が認められるため。 

 

○平成 26 年 5 月に打ち上げられた陸域観測技術衛星 2

号「だいち 2号」（ALOS-2）をはじめとする衛星のデ

ータ利用が年平均で約 2 倍に拡大したことは評価で

きる。 
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星及び先進レーダ衛星

の開発等を行う。 

また、各種の人工衛星

を試験的に活用する等

により、海洋状況把握

（MDA）への宇宙技術の

活用について、航空機や

船舶、地上インフラ等と

の組み合わせや米国と

の連携等を含む総合的

な観点から政府が行う

検討を支援する。 

政府における画像デ

ータの取扱いに関する

データポリシーの検討

を踏まえ、データ配布方

針を適切に設定する。 

我が国の宇宙インフラ

の抗たん性・即応性の観

点から、特定領域の頻繁

な観測が可能な即応型

の小型衛星等について、

政府が行うその運用上

のニーズや運用構想等

に関する調査研究を支

援する。 

とする今後必要となる衛星のための

要素技術の研究開発等を行い、また、

安全保障・防災に資する静止地球観測

ミッション、森林火災検知用小型赤外

カメラ等の将来の衛星・観測センサに

係る研究を行う。これらのうち、陸域

観測技術衛星 2号（ALOS-2：Lバンド

合成開口レーダによる防災、災害対

策、国土管理・海洋観測等への貢献を

目指す。）については、打ち上げを行

う。 

また、各種の人工衛星を試験的に活

用する等により、海洋状況把握（MDA）

への宇宙技術の活用について、航空機

や船舶、地上インフラ等との組み合わ

せや米国との連携等を含む総合的な

観点から政府が行う検討を支援する。 

衛星データの配布に当たっては、政府

における画像データの取扱いに関す

るデータポリシーの検討を踏まえ、デ

ータ配布方針を適切に設定する。 

我が国の宇宙インフラの抗たん性・

即応性の観点から、特定領域の頻繁な

観測が可能な即応型の小型衛星等に

ついて、政府が行うその運用上のニー

ズや運用構想等に関する調査研究を

支援する。 

なお、平成 27 年度補正予算（第 1

号）により追加的に措置された交付金

については、喫緊の課題への対応とし

て衛星による公共の安全確保の一層

の推進のために措置されたことを認

識し、先進光学衛星及び光データ中継

衛星の開発に充てるものとする。 

また、平成 28 年度補正予算（第 2

号）により追加的に措置された交付金

については、未来への投資を実現する

経済対策の一環として、21 世紀型の

インフラ整備の推進のために措置さ

れたことを認識し、光データ中継衛星

及び先進レーダ衛星の開発に充てる

ものとする。 

また、平成 29 年度補正予算（第 1

号）により追加的に措置された交付金

については、災害の防止のため緊急に

対応すべきものとして措置されたこ

とを認識し、光データ中継衛星、先進

光学衛星及び先進レーダ衛星の開発

に充てるものとする。 

 

の達成状況等 

 

１ ． デ ー タ 中 継 技 術 衛 星

（DRTS）、陸域観測技術衛星

２号（ALOS-2）、超低高度衛星

技術試験機（SLATS）、先進光

学衛星に係る研究開発・運用

を行う。陸域観測技術衛星 2

号（ALOS-2）については、打

ち上げを行う。 

２．先進レーダ衛星、先進光学

衛星の後継機をはじめとす

る今後必要となる衛星のた

めの要素技術の研究開発等

を行う。 

３．安全保障・防災に資する静

止地球観測ミッション、森林

火災検知用小型赤外カメラ

等の将来の衛星・観測センサ

に係る研究を行う。 

４．各種の人工衛星を試験的に

活用する等により、海洋状況

把握（MDA）への宇宙技術の活

用について、航空機や船舶、

地上インフラ等との組み合

わせや米国との連携等を含

む総合的な観点から政府が

行う検討を支援する。 

５．衛星データの配布に当たっ

て、政府における画像データ

の取扱いに関するデータポ

リシーの検討を踏まえ、デー

タ配布方針を適切に設定す

る。 

６．我が国の宇宙インフラの抗

たん性・即応性の観点から、

特定領域の頻繁な観測が可

能な即応型の小型衛星等に

ついて、政府が行うその運用

上のニーズや運用構想等に

関する調査研究を支援する。 

２．安全保障分野における

衛星データの利活用に

係る政府の検討を支援

した結果として、国の安

全保障機関における

ALOS-2 の観測データ、

船舶自動識別装置(AIS)

で取得した船舶情報、地

球環境観測衛星データ

及び複合プロダクト

(GSMaP 降水量、GCOM-W

やひまわり等による大

気・海洋関連データプロ

ダクト)の定常利用が定

着・拡大した。 

 

３．関連する成果に対する

受賞等 

29 年 9 月、オホーツク

海の海氷監視における長

年の衛星データ提供に対

して、JAXA 第一宇宙技術

部門が海上保安庁長官表

彰(感謝状)を受贈 

 

できた。 

また、JAXAが提供

する衛星データの

定常利用が国の安

全保障機関におい

て定着・拡大し、海

洋状況把握(MDA)に

衛星データの活用

が組み込まれるな

ど、我が国の安全保

障体制の強化に貢

献した。 

 

○なお、中長期計画

上、平成 29(2017)年

度までに予定した

業務は全て実施し、

中長期⽬標を達成

した。 

 

る。 

 

○「だいち 2 号」については、防

災機関が求める微小な地表変

化・地殻変動情報の高精度かつ

迅速な観測・監視を実現したこ

とで、火山活動、洪水・土砂災害、

地震等の観測・監視手段として、

国土地理院（地震予知連）、気象

庁（火山噴火予知連）、国土交通

省の定常業務に組み入れられ、

発災後の状況把握だけでなく防

災機関の取るべきアクションを

判断するための情報として定着

した。また、水循環変動観測衛星

「しずく」（GCOM-W）は、海上保

安庁において、日本周辺海域の

船舶の航行安全及び経済運航に

資する情報として活用されてい

る。このように、衛星データが社

会インフラとして着実に定着し

たことは評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、防災対応に資する先

進光学衛星、先進レーダ衛星の

開発等を着実に推進することが

期待される。 

 

 

○「だいち 2号」については、防災機関が求める微小な

地表変化・地殻変動情報の高精度かつ迅速な観測・監

視を実現したことで、火山活動、洪水・土砂災害、地

震等の観測・監視手段として、国土地理院（地震予知

連）、気象庁（火山噴火予知連）、国土交通省の定常業

務に組み入れられ、発災後の状況把握だけでなく防

災機関の取るべきアクションを判断するための情報

として定着した。 

 

○我が国の安全保障機関において、ALOS-2観測データ、

船舶自動識別装置(AIS)で取得した船舶情報、地球環

境観測衛星データ及び複合プロダクトの活用が拡大

し、海外衛星への依存状態からの一部脱却に貢献し

た。 

 

○このように、JAXA が提供する衛星データの定常利用

が国の安全保障機関において定着・拡大し、海洋状況

把握(MDA)に衛星データの活用が組み込まれるなど、

29 年度を中心に安全保障分野における衛星データの

利用拡大が大幅に進展し、我が国の安全保障体制の

強化に貢献したことは、顕著な実績として高く評価

できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、防災対応に資する先進光学衛星、先進レー

ダ衛星の開発等を着実に推進することが期待され

る。 

 

○実利用が進んできた技術は積極的に民間に移転する

などし、JAXA しかできない研究開発に取り組んでい

くことが望まれる。 

 

○外部機関との連携が拡大することに伴い、既に取り

組んでいるデータポリシーの検討と設定・運用につ

いては、より一層の注意を払う必要がある。 

 

○海洋状況把握（MDA）に資するリモートセンシング衛

星運用方法についての政府への支援を、より具体的

に展開していただきたい。 

 

○提供するデータ、データの提供先は増加しているの

で、データ配布の方針を状況に応じてチェックする

ことが重要である。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○中期計画では、主に衛星の開発と、要素研究、MDAと

即応型小型については単なる支援としている。開発

と研究は計画通りであるが、MDAでは単なる計画を超

えた活動を自ら実施することで成果をあげている。

また、ALOS-2 の地上系における処理の高速化は、即

応性にとって重要なものであり、これも積極的に実

施している。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－３ 衛星通信・衛星放送 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

未来投資戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第三号、第四号、

第五号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 30 年度）9-5 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0291 

※いずれも文部科学省のもの 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

- - - - - - - 予算額（千円） - - 
29,232,681 

の一部 

29,219,852 

の一部 

31,022,778 

の一部 

 

決算額（千円） 
211,177,437 

の一部 

207,856,661 

の一部 

32,175,666 

の一部 

41,483,437 

の一部 

50,734,337 

の一部 

経常費用（千円） - - - - - 

経常利益（千円） - - - - - 

行政サービス実

施コスト（千円） 
- - - - - 

従事人員数 約 470 の一部 約 480 の一部 約 220 の一部 約 230 の一部 約 230 の一部 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 

主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 （３）衛星通信・衛星放送 

将来に向けて大容量デ

ータ伝送に資する光衛星

通信技術の研究開発を行

う。特に、抗たん性が高く、

今後のリモートセンシン

グデータ量の増大及び周

波数の枯渇に対応する光

データ中継衛星について

開発を行う。 

（３）衛星通信・衛星放送 

大容量データ伝送かつ

即時性の確保に資する光

衛星通信技術の研究開発

を行う。特に、抗たん性が

高く、今後のリモートセン

シングデータ量の増大及

び周波数の枯渇に対応す

る光データ中継衛星につ

いて開発を行う。 

【評価軸】 

大容量データ伝送かつ即

時性の確保に向けた取り

組みが図られたか。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向け

た、各年度の業務運営に

関する計画の達成状況等 

 

１．大容量データ伝送か

つ即時性の確保に資す

１．世界最先端レベルの光衛星間通信

技術を獲得するため、米国や、先行

する欧州などの海外の技術動向を

見据えて段階的な開発計画を立て、

光衛星通信技術の研究開発を進め

た。 

２．今後のリモートセンシング衛星は

高分解能化、大容量化に向かってい

ることから、先進光学衛星や先進レ

ーダ衛星をはじめ、世界中で観測さ

れる大容量データをリアルタイム

で伝送するための光データ中継シ

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

中長期計画上、平成 29

（2017）年度までに予定

した業務は全て実施し、

中長期目標を達成した。 

評定 B 評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画に定められたとお

り、概ね着実に業務が実施された

と認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○光衛星通信技術の研究開発や光

データ中継衛星の開発を着実に

進めたことは評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標

等に照らし、成果等について諸事情を踏まえて総合的

に勘案した結果、成果の創出や将来的な成果の創出の

期待等が認められ、着実な業務運営がなされているた

め。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○光衛星通信技術の研究開発や光データ中継衛星の開

発を着実に進めたことは評価できる。 
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る光衛星通信技術の研

究開発を行う。特に、抗

たん性が高く、今後の

リモートセンシングデ

ータ量の増大及び周波

数の枯渇に対応する光

データ中継衛星につい

て開発を行う。 

 

ステムの開発を平成 27(2015)年度

に開始し、詳細設計並びに開発モデ

ル(EM)の製作試験を実施するとと

もに、フライト品の製作試験に着手

した。 

 

 

○引き続き、光データ中継衛星の

開発等を推進することが期待さ

れる。 

 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、光データ中継衛星の開発等を推進するこ

とが期待される。 

 

○大容量光データ通信は、今後の主要なデータ通信技

術となると考えられることから、飛躍的な技術開発

を進めることが望まれる。 

 

○インフラはユーザが利用してくれて初めて価値が出

てくるものである。確実に多くのユーザーに使って

もらえるように、今後も引き続き、利用ユーザー側の

視点にたった研究開発を進めていってもらいたい。

特に、ターミナルの重量やコストが高いと利用者が

増えないので、小型軽量化・低コスト化の研究も積極

的に進めて欲しい。 

 

○各国宇宙機関や企業が技術開発を進めている光通信

について、研究開発を一層進めていただきたい。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○光データ中継衛星は大変重要なインフラとなるもの

である。確実に開発を進めていると評価する。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 



14 

  

様式２－２－４－１ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－４ 宇宙輸送システム 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

未来投資戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第二号、第三号、

第四号、第五号、第七号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 30 年度）9-5 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0264、0291、0292 

※いずれも文部科学省のもの 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

打ち上げ成功

率（H-IIA/B） 
- 96.3% 96.9% 97.1% 97.4% 97.7% 予算額（千円） - - 48,919,865 46,298,434 46,762,113 

過去 5 年の

On-time 打ち

上げ率 

- 91.6% 93.3% 93.3% 100% 94.7% 決算額（千円） 
211,177,437 

の一部 

207,856,661 

の一部 
44,107,209 53,723,236 55,079,381 

 

経常費用（千円） - - - - - 

経常利益（千円） - - - - - 

行政サービス実

施コスト（千円） 
- - - - - 

従事人員数 約 470 の一部 約 480 の一部 約 160 約 150 約 140 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 

主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 （４）宇宙輸送システム 

宇宙輸送システムは、

我が国が必要とする時

に、必要な人工衛星等

を、独自に宇宙空間に打

ち上げるために不可欠

な手段であり、我が国の

基幹ロケットである H-

IIAロケット、H-IIBロケ

ット及びイプシロンロ

ケットの維持・運用並び

（４）宇宙輸送システム 

宇宙輸送システムは、我が国が必要

とする時に、必要な人工衛星等を、独

自に宇宙空間に打ち上げるために不

可欠な手段であり、我が国の基幹ロケ

ットである H-IIAロケット、H-IIBロ

ケット及びイプシロンロケットの維

持・運用並びに「新型基幹ロケット」

の開発をはじめとして、今後とも自立

的な宇宙輸送能力を保持していく。具

体的には、以下に取り組む。 

【評価軸】 

自立的な宇宙輸送能力保

持に向けた取り組みが図

られたか。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向け

た、各年度の業務運営に関

する計画の達成状況等 

 

［液体ロケットシステム］ 

１．宇宙輸送システムの自立性確保に係る確実

な進歩 

（１）昨今の宇宙基本計画工程表が示す通り、

連続打上げが必要となる背景の中、継続的な

信頼性・運用性向上の取組みにより、世界水

準を凌駕する高い成功率・オンタイム率を維

持し(H-IIA/Bロケット打上げ成功率 97.7%、

過去 5年オンタイム成功率 94.7%)、自立性を

確実に確保するとともに、前中期計画期間中

の基幹ロケットの打上げ機数 11機と比較し、

現行中期計画期間では打上げ需要が 2倍に増

＜評定と根拠＞ 

評定：S 

○継続的な信頼

性、運用性向上

の取組みによ

り、基幹ロケッ

トの世界水準

を凌駕する高

い打上げ成功

率・オンタイム

率を維持する

評定 S 評定 S 

＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示すとおり、

中長期計画に定められた以上の業務の

顕著な進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○宇宙基本計画工程表に基づき、連続

打上げが必要となる状況において、

継続的な信頼性・運用性向上に努め、

＜評定に至った理由＞ 

 以下に示すとおり、国立研究開発法

人の中長期目標等に照らし、成果等に

ついて諸事情を踏まえて総合的に勘案

した結果、特に顕著な成果の創出や将

来的な特別な成果の創出の期待等が認

められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 
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に「新型基幹ロケット」

の開発をはじめとして、

今後とも自立的な宇宙

輸送能力を保持してい

く。 

①基幹ロケット 

ア．液体燃料ロケットシ

ステム 

我が国の自立的な

打ち上げ能力の拡大

及び打ち上げサービ

スの国際競争力の強

化のため、平成 32 年

度の初号機の打ち上

げを目指し、ロケット

の機体と地上システ

ムを一体とした総合

システムとして「新型

基幹ロケット」の開発

を着実に推進する。 

また、現行の H-

IIA/B ロケットから

「新型基幹ロケット」

への円滑な移行のた

めの政府の検討を支

援する。 

H-IIA ロケット及び

H-IIB ロケットについ

ては、一層の信頼性の

向上を図るとともに、

技術基盤の維持・向上

を行い、世界最高水準

の打ち上げ成功率を

維持する。 

H-IIA ロケットにつ

いては、打ち上げサー

ビスの国際競争力の

強化を図る。 

 

イ．固体燃料ロケットシ

ステム 

戦略的技術として

重要な固体燃料ロケ

ットシステムについ

ては、打ち上げ需要に

柔軟かつ効率的に対

応でき、低コストかつ

革新的な運用性を有

するイプシロンロケ

ットの研究開発を行

うとともに、今後の打

ち上げ需要に対応す

るための高度化開発

を行う。 

また、安全保障、地

球観測、宇宙科学・探

査等の様々な衛星の

打ち上げニーズに対

なお、平成 26 年度補正予算（第 1

号）により追加的に措置された交付金

については、地方への好循環拡大に向

けた緊急経済対策の一環として災害・

危機等への対応のために措置された

ことを認識し、ロケットの信頼性向上

に必要な技術開発に充てるものとす

る。 

また、平成 27年度補正予算（第 1号）

により追加的に措置された交付金に

ついては、喫緊の課題への対応として

衛星による公共の安全確保の一層の

推進のために措置されたことを認識

し、新型基幹ロケットの開発及びロケ

ットの信頼性向上に必要な技術開発

に充てるものとする。 

また、平成 28 年度補正予算（第 2

号）により追加的に措置された交付金

については、未来への投資を実現する

経済対策の一環として、21世紀型のイ

ンフラ整備の推進のために措置され

たことを認識し、新型基幹ロケットの

開発に充てるものとする。 

また、平成 29 年度補正予算（第 1

号）により追加的に措置された交付金

については、災害の防止のため緊急に

対応すべきものとして措置されたこ

とを認識し、新型基幹ロケットの開発

に充てるものとする。 

 

①基幹ロケット 

ア．液体燃料ロケットシステム 

我が国の自立的な打ち上げ能力

の拡大及び打ち上げサービスの国

際競争力の強化のため、平成 32 年

度の初号機の打ち上げを目指し、ロ

ケットの機体と地上システムを一

体とした総合システムとして「新型

基幹ロケット」の開発を着実に推進

する。 

また、現行の H-IIA/Bロケットか

ら「新型基幹ロケット」への円滑な

移行のための政府の検討を支援す

る。 

H-IIAロケット及び H-IIBロケッ

トについては、一層の信頼性の向上

を図るとともに、技術基盤の維持・

向上を行い、世界最高水準の打ち上

げ成功率を維持する。 

H-IIAロケットについては、打ち

上げサービスの国際競争力の強化

を図る。そのため、基幹ロケット高

度化により、衛星の打ち上げ能力の

向上、衛星分離時の衝撃の低減等に

係る研究開発及び実証並びに相乗

り機会拡大に係る研究開発を行う。 

 

イ．固体燃料ロケットシステム 

１．我が国の自立的な打ち

上げ能力の拡大及び打

ち上げサービスの国際

競争力の強化のため、平

成 32 年度の初号機の打

ち上げを目指し、ロケッ

トの機体と地上システ

ムを一体とした総合シ

ステムとして「新型基幹

ロケット」の開発を着実

に推進する。 

２．現行の H-IIA/Bロケッ

トから「新型基幹ロケッ

ト」への円滑な移行のた

めの政府の検討を支援

する。 

３．H-IIAロケットについ

ては、打ち上げサービス

の国際競争力の強化を

図る。そのため、基幹ロ

ケット高度化により、衛

星の打ち上げ能力の向

上、衛星分離時の衝撃の

低減等に係る研究開発

及び実証並びに相乗り

機会拡大に係る研究開

発を行う。 

 

［固体燃料ロケットシス

テム］ 

４．戦略的技術として重要

な固体燃料ロケットシ

ステムについては、打ち

上げ需要に柔軟かつ効

率的に対応でき、低コス

トかつ革新的な運用性

を有するイプシロンロ

ケットの研究開発及び

打ち上げを行う。 

５．今後の打ち上げ需要に

対応するため、打ち上げ

能力の向上及び衛星包

絡域の拡大のための高

度化開発を行う。 

６．安全保障、地球観測、

宇宙科学・探査等の様々

な衛星の打ち上げニー

ズに対応し、「新型基幹

ロケット」の固体ロケッ

トブースターとのシナ

ジー効果を発揮すると

ともに、H-IIA/Bロケッ

トから「新型基幹ロケッ

ト」への移行の際に切れ

目なく運用できる将来

の固体ロケットの形態

の在り方について検討

を行う。 

加し、合計 22 機(29 年度は最多実績の 6 機)

のロケットを打上げ、加えて、政府等衛星の

受託打上げは 5 機から 12 機と倍増以上とな

り、我が国の宇宙開発利用及び我が国の宇宙

政策推進に大きく貢献した。 

  特に、以下のリスク管理およびリスク低減

への取組みにより、衛星顧客が要望する日時

での打上げの確実性が更に増し、基幹ロケッ

トの運用性向上ならびに顧客サービスの向

上を図った。 

①発射整備作業および打上当日の不具合を

極少化するため、20 年以上使用している

「打上げ関連設備」の状況分析・優先度評

価を実施して健全性を維持し、限られた老

朽化経費を最適なタイミングで適切に執

行することで、設備に起因する不適合事案

を最小限に留め、連続オンタイム打上げに

寄与した。 

②前中期計画からの射場作業を踏まえ、点検

作業の自動化や作業期間短縮に実績のあ

る機材の適用範囲を拡大するなど、作業実

績等を徹底的に再評価することで、打上げ

補修作業等の効率化を図り、種子島におけ

る打上げ間隔の短縮化を図った。 

③また、イプシロンロケット 2号機打上げに

際し、海上船舶危険解析手法の改善により

海上警戒区域を試験機より縮小(面積比で

約 1/5)させ、船舶の接近、進入リスク、即

ち打上げ延期リスクの大幅な低減を図っ

た。 

（２）基幹ロケット高度化開発、高い信頼性／

オンタイム率維持の取組みが高く評価され、

海外衛星の打上げ受注に繋がった。(H-

IIA_F29 商業衛星 Telstar(カナダ)打上げ、

UAE 火星探査機の打上げ、インマルサット 6

号(英)の打上げ受注) 

（３）イプシロンロケット試験機(「ひさき」搭

載)および強化型(ジオスペース探査衛星「あ

らせ」(ERG))の打上げ成功により、今後の打

上げ需要の増加が見込まれている小型衛星

への需要(含、小型科学、革新的衛星技術実

証)に対して適切に対応し、イプシロンロケ

ットとして初の非科学衛星である ASNARO-2

の打上げ成功により、固体ロケットとして

も、地球観測分野などの主要な需要が見込ま

れる SSO軌道への打上げ市場参入の見通しを

得た。また、世界トップレベルの軌道投入精

度および衛星搭載環境を有する強化型ロケ

ットとして飛行実証し、H-IIA/B にイプシロ

ンを加えた「基幹ロケット」布陣により、大

小各種の衛星形態に対して自在性を持って

打上げが可能となった。 

 

２．輸送システムの抜本的刷新 

（１）基幹ロケット高度化開発による商業衛星

打上げ(H-IIAロケット 29号機)により、高緯

度に位置する種子島射場の打上能力のハン

ディキャップを克服し、打上げ需要の対応範

とともに、打上

げ設備の健全

性維持と、打上

げ間隔の短縮

を図ることで、

前中期期間の 2

倍の打上げを

確実に実施し、

我が国の宇宙

開発利用に大

きく貢献した。

また、基幹ロケ

ット高度化開

発による商業

衛星及び異な

る軌道への衛

星相乗り打上

げ成功ととも

に、強化型イプ

シロンによる

小型衛星需要

で増大が見込

まれる SSO軌道

への打上げ成

功により、我が

国の宇宙輸送

システムの自

立性確保に係

る特に顕著な

成果を創出し

た。 

 

○基幹ロケット

高度化開発に

より、H-IIA ロ

ケットの本格

的な国際市場

への参入を可

能とし、海外衛

星の打上げ受

注に繋げると

ともに、相乗り

打上げ能力の

向上開発によ

り多様なミッ

ションに対応

可能となった。

また、世界初の

ロバストな「飛

行安全用航法

センサ」の実運

用化により、追

尾レーダの老

朽化更新費の

削減に繋げる

など、「研究開

発成果の最大

化」に向けて特

今中長期目標期間全体を通じて、中

長期目標に定める世界最高水準の成

功率を維持したことに加え、世界最

高水準のオンタイム率を達成・維持

し、自立性を確実に確保するととも

に、前中期目標期間と比較して、今

中長期目標期間での基幹ロケットの

打上げ需要が 2 倍以上に増加した中

で、各ロケットを確実に打ち上げた

ことは特に顕著な成果と言える。 

 

○特に、打上げ関連施設の状況を適切

に評価して健全性を維持しつつ、限

られた経費を効率的に執行し、施設

の運用や老朽化対策、保全等をする

ことにより、連続オンタイム打上げ

を成功させるとともに、徹底的な作

業の効率化・手法の改善を図ること

で、打上間隔の短縮や打上げ延期リ

スクの大幅な低減を実現し、前中期

目標期間から 2 倍以上に増加した打

上げ需要に確実に対応した点は特に

顕著な成果と言える。 

 

○中長期目標に定める信頼性向上と技

術基盤の維持に留まらず、基幹ロケ

ット高度化開発により、衛星の打上

げ対応可能範囲の大幅な拡大や世界

最高の衛星搭載環境の実現を達成し

たことや、世界初のロバストな「飛

行安全用航法センサ」の実運用化に

より、追尾レーダの老朽化更新費の

削減に繋げたことは特に顕著な成果

と言える。 

 

○H3ロケットに当たっては、これまで

の官民分担の役割を抜本的に刷新

し、開発段階から民間事業者が主体

的に参画する仕組を導入することに

より、国際競争力を高めたロケット

の開発体制を構築し、開発を順調に

進めていることは高く評価できる。 

 

○新型の基幹ロケットの 1 つとして、

イプシロンロケットの開発に成功

し、2号機まで確実に打ち上げ、運用

を行っていることは高く評価でき

る。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、顧客ニーズに対応した確

実な打上げを実施することが期待さ

れる。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○世界最高水準の打上げ成功率及びオ

ンタイム成功率の達成見込、高度化

技術開発による衛星の打上げ対応可

○宇宙基本計画工程表に基づき、連続

打上げが必要となる状況において、

継続的な信頼性・運用性向上に努め、

今中長期目標期間全体を通じて、中

長期目標に定める世界最高水準の成

功率を維持したことに加え、世界最

高水準のオンタイム率を達成・維持

し、自立性を確実に確保するととも

に、前中期目標期間と比較して、今

中長期目標期間での基幹ロケットの

打上げ需要が 2 倍以上に増加(29 年

度は最多の 6機)した中で、各ロケッ

トを確実に打ち上げたことは特に顕

著な成果と言える。 

 

○打上げ関連施設の状況を適切に評価

して健全性を維持しつつ、限られた

経費を効率的に執行し、施設の運用

や老朽化対策、保全等をすることに

より、連続オンタイム打上げを成功

させるとともに、徹底的な作業の効

率化・手法の改善を図ることで、打

上間隔の短縮や打上げ延期リスクの

大幅な低減を実現し、前中期目標期

間から 2 倍以上に増加した打上げ需

要に確実に対応した点は特に顕著な

成果と言える。 

 

○中長期目標に定める信頼性向上と技

術基盤の維持に留まらず、基幹ロケ

ット高度化開発により、衛星の打上

げ対応可能範囲の大幅な拡大や世界

最高の衛星搭載環境の実現を達成し

たことや、世界初のロバストな「飛

行安全用航法センサ」の実運用化に

より、追尾レーダの老朽化更新費の

削減に繋げたことは特に顕著な成果

と言える。 

 

○H3ロケットにあたっては、これまで

の官民分担の役割を抜本的に刷新

し、開発段階から民間事業者が主体

的に参画する仕組を導入することに

より、国際競争力を高めたロケット

の開発体制を構築し、開発を順調に

進めていることは高く評価できる。 

 

○世界トップレベルの軌道投入精度お

よび衛星搭載環境を有する強化型イ

プシロンロケットを開発し、小型衛

星需要への自立的対応を実現したこ

とは高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、着実な H3ロケット開発と

顧客ニーズに対応した確実な打上げ

を実施することが期待される。 
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応し、「新型基幹ロケ

ット」の固体ロケット

ブースターとのシナ

ジー効果を発揮する

とともに、H-IIA/B ロ

ケットから「新型基幹

ロケット」への移行の

際に切れ目なく運用

できる将来の固体ロ

ケットの形態の在り

方について検討を行

う。 

 

②打ち上げ射場に関する検

討 

我が国の宇宙シス

テムの抗たん性の観

点から政府が行う射

場の在り方に関する

検討を支援し、その結

果を踏まえ、機構が所

有・管理する打ち上げ

射場について必要な

措置を講じる。 

 

③即応型の小型衛星等

の打ち上げシステム

に関する検討 

即応型の小型衛星

等の運用上のニーズ

や運用構想等に関す

る調査研究と連携し、

政府が行う空中発射

を含めた即応型の小

型衛星等の打ち上げ

システムの在り方等

に関する検討を支援

する。 

戦略的技術として重要な固体燃

料ロケットシステムについては、打

ち上げ需要に柔軟かつ効率的に対

応でき、低コストかつ革新的な運用

性を有するイプシロンロケットの

研究開発及び打ち上げを行う。今後

の打ち上げ需要に対応するため、打

ち上げ能力の向上及び衛星包絡域

の拡大のための高度化開発を行う。 

また、安全保障、地球観測、宇宙

科学・探査等の様々な衛星の打ち上

げニーズに対応し、「新型基幹ロケ

ット」の固体ロケットブースターと

のシナジー効果を発揮するととも

に、H-IIA/Bロケットから「新型基

幹ロケット」への移行の際に切れ目

なく運用できる将来の固体ロケッ

トの形態の在り方について検討を

行う。 

 

②打ち上げ射場に関する検討 

我が国の宇宙システムの抗たん

性の観点から政府が行う射場の在

り方に関する検討を支援し、その結

果を踏まえ、機構が所有・管理する

打ち上げ射場について必要な措置

を講じる。 

 

③即応型の小型衛星等の打ち上げシ

ステムに関する検討 

即応型の小型衛星等の運用上の

ニーズや運用構想等に関する調査

研究と連携し、政府が行う空中発射

を含めた即応型の小型衛星等の打

ち上げシステムの在り方等に関す

る検討を支援する。 

 

 

［打ち上げ射場に関する

検討］ 

７．我が国の宇宙システム

の抗たん性の観点から

政府が行う射場の在り

方に関する検討を支援

し、その結果を踏まえ、

機構が所有・管理する打

ち上げ射場について必

要な措置を講じる。 

 

［即応型の小型衛星等の

打ち上げシステムに関す

る検討］ 

８．即応型の小型衛星等の

運用上のニーズや運用

構想等に関する調査研

究と連携し、政府が行う

空中発射を含めた即応

型の小型衛星等の打ち

上げシステムの在り方

等に関する検討を支援

する。 

 

【定量的指標】 

H-IIA ロケット及び H-IIB

ロケットの打ち上げ成功

率 

囲を約 7%から約 50%に大幅に拡大し、低衝撃

分離部による世界一衛星に優しい搭載環境

を提供可能することで、H-IIA ロケットの本

格的な国際市場への参入を可能とした。更

に、この高度化開発の成果を最大限活用し、

小規模かつ低コスト開発による相乗り打上

げ能力の向上機能を付加し、H-IIA ロケット

37 号機において異なる 2 軌道への投入ミッ

ションを成功させた。これにより、多様な相

乗りミッションへ精度良く対応可能である

ことを実証するとともに、衛星相乗り打上げ

に対して打上げコスト低減と打上げ機会の

有効利用(早期の打上げ機会確保)の両面に

貢献した。これらの取組みは、国際競争力向

上を目指す H3 ロケットにとっても有効な手

段であり、H3のプリカーサーとなった。 

（２）H-IIA29 号機、H-IIB ロケット 6 号機お

よびイプシロンロケット 2号機での飛行実証

により、世界初のロバストな「飛行安全用航

法センサ」の実運用化の目途を付け、追尾レ

ーダを使用しない、より簡素な打上げシステ

ムへと進化させるとともに、今後大規模な老

朽化更新が必要であった追尾レーダ局に関

して、更新判断のタイミングにて対応不要と

なり、更新費削減(約 40億)の見通しを得た。 

（３）我が国の自立的な打上げ能力の拡大及び

国際競争力のあるロケット及び打上げサー

ビスの実現に向け、H3の開発に着手した。開

発に際し、これまでと異なる官民分担の役割

での開発・運用として、民間の主体性を重視

した枠組みを「基本協定」として規定し、運

用段階におけるプライムコントラクタによ

る打上げ輸送サービスの自立的な展開責任

(自らの判断によるロケット機体システムの

仕様変更や改良、受注実現のための組織体制

の構築等を含む)を明示し抜本的に刷新を図

った。ロケットエンジン等の自立性確保に欠

かせないキー技術については JAXA が担当す

ることで、我が国の技術基盤の維持・活用が

可能な体制とした。 

 

に顕著な成果

を創出すると

ともに、高度化

開発成果を反

映して、コスト

ダウンによる

国際競争力を

高めた新型基

幹 ロ ケ ッ ト

(H3)の開発着

手し、民間の主

体性を重視し

た「基本協定」

枠組みを導入

して輸送シス

テムの抜本的

刷新に着手し

た。 

 

○なお、中長期計

画 上 、 平 成

29(2017) 年 度

までに予定し

た業務は全て

実施し、中長期

⽬標を達成し

た。 

 

 

能範囲の大幅な拡大、世界最高の衛

星低衝撃レベルの実現などにより、

国際的に高い評価と信頼を勝ち取る

ことに成功しており、特に顕著な成

果の創出と認められた。 

 

○打上げ頻度の増加や施設の老朽化が

進む中で、現場とマネジメント双方

において限られた資源を効率的に遣

う工夫をした上で、打上げの確実性

の向上が達成できた点も高く評価で

きた。 

○ロケットは、自立性・自在性の観点

から自国で保有すべき技術である一

方、コストの観点からは、世界と戦

えるレベルである必要がある。単に

安くするだけでなく、トータルサー

ビスとしての競争力をつけるため

に、包括的な対策を行うことが望ま

れる。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○Ｓ評価で妥当。「我が国の自立的な打

上げ能力の拡大」と「打上げサービ

スの国際競争力の確保」という２つ

の中期目標に対し、 

 ・世界トップの打上げ成功率の達成 

 ・世界トップのオンタイム成功率の

達成 

 ・高度化技術開発による衛星打上げ

対応の大幅な拡大 

 ・世界トップの衛星低衝撃レベルの

実現 

 ・強化型イプシロンによる小型衛星

需要への自立的対応の実現 

など、国際水準からみて特に顕著な

成果を達成した。 

 

○打上げ成功率、オンタイム成功率な

どにおいて世界最高水準のレベルを

達成しており、受託打上げの実績も

大きく増加したことなどからＳ評価

が相当と判断する。 

 

○打上げ機数の増大に対応するだけで

なく、イプシロンロケットの開発・

改良、H3ロケットの開発といったこ

とを確実に進めてきたことは高く評

価できる。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－５ その他の取組 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

未来投資戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第三号、第四号、

第十号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 30 年度）9-5 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0291、0292 

※いずれも文部科学省のもの 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

- - - - - - - 予算額（千円） - - 
27,136,572 

の一部 

32,379,812 

の一部 

32,862,884 

の一部 

 

決算額（千円） 
211,177,437 

の一部 

207,856,661 

の一部 

26,673,051 

の一部 

34,408,311 

の一部 

35,507,628 

の一部 

経常費用（千円） - - - - - 

経常利益（千円） - - - - - 

行政サービス実

施コスト（千円） 
- - - - - 

従事人員数 約 50 の一部 約 50 の一部 約 5 約 10 約 10 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 

主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 （５）その他の取組 

我が国の安全かつ

安定した宇宙開発利

用を確保するため、デ

ブリとの衝突等から

国際宇宙ステーショ

ン（ISS）、人工衛星及

び宇宙飛行士を防護

するために必要とな

る宇宙状況把握（SSA）

体制についての政府

による検討を支援す

（５）その他の取組 

我が国の安全かつ安

定した宇宙開発利用を

確保するため、デブリ

との衝突等から国際宇

宙ステーション（ISS）、

人工衛星及び宇宙飛行

士を防護するために必

要となる宇宙状況把握

（SSA）体制についての

政府による検討を支援

する。また、日米連携に

【評価軸】 

○宇宙状況把握（SSA）体制

についての政府による

検討の支援を行うこと

により、我が国の安全か

つ安定した宇宙開発利

用を確保に貢献したか。 

○宇宙の安全保障利用の

ため、機構の有する宇宙

技術や知見等に関し、防

衛省との連携を図れた

か。 

１．宇宙状況把握(SSA)の体制構築への貢献 

（１）JAXAが培ってきた宇宙状況把握(SSA)の技術、並

びに平成 25(2013)年度の日米両政府間の「宇宙状況

監視(SSA)了解覚書」に基づく米国防省統合宇宙運用

センター(JSpOC)との情報・データ交換の継続的な実

施などにより、SSA の重要性が高まり、政府は、

26(2014)年度の宇宙基本計画において、SSAの関連施

設及び防衛省や JAXAを始めとした関係政府機関が一

体となった運用体制を平成 30(2018)年代前半までに

構築することを決定した。 

（２）平成 27年度より、JAXAは、我が国として整備す

べき SSAシステムに求められる機能・性能、運用準備

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○今中長期目標期間

中に、新たに我が国

における SSA の体

制構築が決定され、

関連設備・体制の整

備を確実に推進さ

せた。 

 

○平成 25（2013）年の

宇宙基本計画の改

評定 B 評定 A 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画に定められたと

おり、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

自己評価では A 評定である

が、今後の課題・指摘事項の欄

に示す点について、さらなる改

善を期待したい。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○今中長期目標期間における

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目

標等に照らし、成果等について諸事情を踏まえて総

合的に勘案した結果、顕著な成果の創出や将来的な

成果の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○平成 27年度から JAXA 全体として特に力を入れて

安全保障関係の取組を進めてきており、29年度に

は防衛省の競争的資金において、JAXAの有人や航

空などを含む様々な分野から応募を行い、応募機
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る。また、日米連携に

基づく宇宙空間の状

況把握のために必要

となる SSA 関連施設

及び関係政府機関等

が一体となった運用

体制の構築に貢献す

る。 

宇宙の安全保障利

用のため、機構の有す

る宇宙技術や知見等

に関し、防衛省との連

携の強化を図る。 

基づく宇宙空間の状況

把握のために必要とな

る SSA 関連施設及び関

係政府機関等が一体と

なった運用体制の構築

に貢献する。 

宇宙の安全保障利用

のため、JAXAの有する

宇宙技術や知見等に関

し、防衛省との連携の

強化を図る。この一環

として、先進光学衛星

に相乗りさせることに

なっている防衛省の赤

外線センサの衛星搭載

等に関し、防衛省の技

術的知見の蓄積を支援

するほか、保有する人

工衛星の観測データの

防衛省による利用の促

進に貢献する。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向け

た、各年度の業務運営に関

する計画の達成状況等 

 

１．宇宙状況把握（SSA）体

制についての政府によ

る検討を支援する。 

２．日米連携に基づく宇宙

空間の状況把握のため

に必要となる SSA 関連

施設及び関係政府機関

等が一体となった運用

体制の構築に貢献する。 

３．先進光学衛星に相乗り

させることになってい

る防衛省の赤外線セン

サの衛星搭載等に関し、

防衛省の技術的知見の

蓄積を支援する。 

４．保有する人工衛星の観

測データの防衛省によ

る利用の促進に貢献す

る。 

作業等に係る事項を提案することで、政府における

SSA体制整備に対し、技術的側面から計画立案を支援

した。また、JAXAは、28年度には、政府との調整を

踏まえた JAXAの SSAシステム定義を行い、詳細設計

を進めたことで、我が国の SSA関連施設・運用体制の

構築に向けた着実な推進をはかった。 

（３）また、米国が主催する多国間の SSA国際合同机上

演習に防衛省等と共に参加(平成 27 年度のオブザー

バ参加を経て、28年度に初の正式参加、平成 29年度

も継続参加)し、JAXAが関係府省と連携したことで、

SSA活動における我が国のプレゼンスを向上させ、今

後の技術力向上に向けた契機とした。 

 

２．防衛省との連携強化 

（１）防衛省との連携強化を図るために、平成 26 年 3

月に防衛省技術研究本部(現防衛装備庁)との間で包

括連携協定を締結した。同協定に基づき、航空分野で

の協力拡大(極超音速飛行技術、滞空型無人航空機技

術、ヘリコプタ技術、航空エンジン技術)に加え、新

たに宇宙分野を対象に研究協力(赤外線センサ技術

関連(3件)、有人宇宙分野の知見を活用した人間工学

技術)に着手し、連携協力を年々拡大させた。 

（２）JAXA 職員の出向、防衛省職員や航空自衛隊から

の派遣要員の受け入れという人材交流を開始すると

ともに、JAXA 理事長や防衛技監を含む幹部間での連

絡協議会、各研究協力における関係技術者間での技

術連絡会など、常時・各階層での人的交流を拡大した

ことで、より緊密な連携体制を構築した。 

（３）これらの連携拡大の結果、特に衛星分野において

は、防衛省の観測機器(2 波長赤外線センサ)を JAXA

の先進光学衛星(32(2020)年度打ち上げ予定)に搭載

することとなり、初の防衛省との協力による衛星の

開発・利用に取り組むという連携関係の構築に至っ

た。 

（４）加えて、防衛省が開発した F7エンジンの利用を

前提とした技術実証用エンジン設備の整備に当たっ

て、防衛省として初めてとなる航空機用エンジンの

民間転用に必要となる業務を積極的に行い、航空機

用エンジンに係る革新技術を国内で実証するための

技術実証用エンジン設備の整備着手を実現し、我が

国の航空機産業の発展を通じた防衛生産・技術基盤

への貢献のみならず、今後の防衛省との連携・協力の

強化への布石を打つことができた。 

（５）さらに、平成 29年度においては防衛省が公募し

た「安全保障技術研究推進制度」の全応募者中最多と

なる 3 件(うち 1 件は最大 5 年間で 20 億円規模の大

規模研究課題)が採択され、他機関との競争による機

会も含め、一層の連携強化に努めた。 

 

定により「安全保

障・防災」への取り

組みが重点課題の

一つとして位置づ

けられたことを契

機に、26（2014）年

3 月に包括連携協

定を締結し、宇宙分

野で初めて研究協

力を開始するとと

もに、人事交流を定

常的なものとした。

さらに、連携拡大の

結果、防衛省との協

力による初の衛星

開発に取り組むこ

ととなるなど、防衛

省との連携強化を

行ったことは、顕著

な成果であると評

価する。 

 

○なお、中長期計画

上、平成 29（2017）

年度までに予定し

た業務は全て実施

し、中長期目標を達

成した。 

 

新たな宇宙基本計画の策定

に当たり、技術的側面から政

府の宇宙状況把握（SSA）体制

整備に関する計画立案を支

援するとともに、新たな宇宙

基本計画の中で我が国の SSA

体制構築が決定されたこと

を踏まえ、JAXA が所有する

SSA 関連の設備・体制の整備

やSSA国際合同机上演習参加

を着実に行ったことは評価

できる。 

 

○平成 26 年 3 月に防衛装備庁

との包括連携協定を締結し、

先進光学衛星への2波長赤外

線センサの相乗り搭載をは

じめ、宇宙分野における協力

分野の拡大を継続的に進め

るとともに、双方向の人事交

流も定常的なものとし、緊密

な連携体制を構築したこと

は評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○宇宙基本計画の「SSA 関連施

設及び防衛省や JAXA を始め

とした関係政府機関等が一

体となった運用体制を、平成

30年代前半までに構築する」

という方針を踏まえ、JAXAの

今中長期目標期間における

成果は、上記体制構築に向け

た第一歩であることから、引

き続き、体制構築等の着実な

推進が期待される。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○スペースデブリの衝突回避

は喫緊の重要な課題である

ことから、他国との協力を一

層強化し、SSA 体制の維持に

貢献することが望まれる。 

関中最多の採択実績となったことは第３期期間中

の顕著な成果の１つとして高く評価できる。 

 

○今中長期目標期間における新たな宇宙基本計画の

策定に当たり、技術的側面から政府の宇宙状況把

握（SSA）体制整備に関する計画立案を支援すると

ともに、新たな宇宙基本計画の中で我が国の SSA

体制構築が決定されたことを踏まえ、JAXAが所有

する SSA 関連の設備・体制の整備や SSA国際合同

机上演習参加を着実に行ったことは評価できる。 

 

○平成 26 年 3 月に防衛装備庁との包括連携協定を

締結し、先進光学衛星への 2 波長赤外線センサの

相乗り搭載をはじめ、宇宙分野における協力分野

の拡大を継続的に進め、前述の競争的資金を含め

ると 10 を超える防衛省との協力案件が並行して

実施されている状況や、双方向の人事交流も定常

的なものとし、緊密な連携体制を構築したことは、

高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、SSA 体制構築等の着実な推進が期待さ

れる。 

 

○今後も防衛省との連携を積極的に行うことを期待

する。 

 

○SSAの能力拡大を Space Traffic Managementの中

に位置付け、宇宙の安定的な利用が可能となる状

況に向けて行動する必要があると思われる。そこ

で、SSA という名称の行為の中で具体的に何を行

うのか、観測、接近解析・衝突回避運用、などに

加えどのような具体的行動があるの（あるいは現

状はないのか）を明確にし、定量的評価基準を作

ることが望ましい。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○宇宙の安全保障強化という新たな重大ミッション

を着実に遂行したことを評価する。A評価が妥当。 

 

○デブリの問題は宇宙の専門家、愛好家でなくても

数年前から議論の中心になっている。日本にとっ

て意義がある宇宙法の構築に期待するとともに、

各国からの更なる信用も獲得して欲しい。 

 

○宇宙デブリ問題で国際的なリーダーシップを果た

してもらいたい。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－１ 衛星測位 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

未来投資戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第四号、第五号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 30 年度）9-5 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0291 

※いずれも文部科学省のもの 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

- - - - - - - 予算額（千円） - - 
29,232,681 

の一部 

29,219,852 

の一部 

31,022,778 

の一部 

 

決算額（千円） 
211,177,437 

の一部 

207,856,661 

の一部 

32,175,666 

の一部 

41,483,437 

の一部 

50,734,337 

の一部 

経常費用（千円） - - - - - 

経常利益（千円） - - - - - 

行政サービス実

施コスト（千円） 
- - - - - 

従事人員数 約 470 の一部 約 480 の一部 約 220 の一部 約 230 の一部 約 230 の一部 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 

主な評価軸（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価）  

 （１）衛星測位 

初号機「みちびき」に

ついては、内閣府におい

て実用準天頂衛星シス

テムの運用の受入れ準

備が整い次第、内閣府に

移管する。 

世界的な衛星測位技

術の進展に対応し、利用

拡大、利便性の向上を図

り、政府、民間の海外展

開等を支援するととも

（１）衛星測位 

初号機「みちびき」に

ついては、内閣府におい

て実用準天頂衛星シス

テムの運用の受入れ準

備が整い次第、内閣府に

移管する。その移管まで

の期間、初号機「みちび

き」を維持する。 

世界的な衛星測位技

術の進展に対応し、利用

拡大、利便性の向上を図

【評価軸】 

世界的な衛星測位技術の進

展に対応し、利用拡大、利便

性の向上が図られたか。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向けた、

各年度の業務運営に関する

計画の達成状況等 

 

１．初号機「みちびき」につ

いて、内閣府において実用

「みちびき」を社会に浸透させ、さらに、世

界トップクラスの研究開発を継続して中長期に

わたる国の事業を技術で支え、将来にわたる国

のプロジェクトにつなげた。 

 

１．「みちびき」の社会浸透 

（１）初号機「みちびき」については、前中期

計画期間より引き続き、JAXAによる運用を終

えるまでの 29(2017)年 2 月 28 日までの間、

健全な機能・性能を維持し、測位信号を安定

的に提供した。29年 2月 28日に「みちびき」

は内閣府へ移管され、JAXA研究開発衛星とし

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○準天頂衛星「みち

びき」について、

平成 27(2015)年

度には世界の主

要コンシューマ

向けチップベン

ダー9 社全てが対

応製品をライン

ナップし、多数の

「みちびき」対応

評定 A 評定 A 

＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示すとおり、

中長期計画に定められた以上の業務の

進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○準天頂衛星「みちびき」初号機につい

て、内閣府に移管されるまでの間、

JAXA において健全な機能・性能を維

持し、測位信号を安定的に供給する

とともに、平成 29年 2月に内閣府へ

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中

長期目標等に照らし、成果等について諸事情

を踏まえて総合的に勘案した結果、顕著な成

果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認

められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○準天頂衛星「みちびき」初号機について、内

閣府に移管されるまでの間、JAXAにおいて

健全な機能・性能を維持し、測位信号を安
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に、初号機「みちびき」

を活用した利用技術や

屋内測位、干渉影響対策

など測位衛星関連技術

の研究開発に引き続き

取り組む。【再掲】 

り、政府、民間の海外展

開等を支援するととも

に、初号機「みちびき」

を活用した利用技術や

屋内測位、干渉影響対策

など測位衛星関連技術

の研究開発に引き続き

取り組む。【再掲】 

準天頂衛星システムの運

用の受入れ準備が整い次

第、内閣府に移管する。 

２．内閣府に移管するまでの

期間、初号機「みちびき」

を維持する。 

３．世界的な衛星測位技術の

進展に対応し、利用拡大、

利便性の向上を図り、政

府、民間の海外展開等を支

援する。 

４．初号機「みちびき」を活

用した利用技術や屋内測

位、干渉影響対策など測位

衛星関連技術の研究開発

に引き続き取り組む。 

て初めて政府の実用ミッションを担うことと

なった。 

（２）測位信号の提供は、高い稼働率を維持し

つつ(仕様 95%以上に対して 99%以上)、測位信

号の精度指標である SIS-URE(※1)は、JAXAの

長期的な運用期間を通じて改善が図られ、

40cm という高い精度を達成した。これは、

年々向上する GPS の精度(平均約 60 ㎝)と比

較しても優れたものとなっている。  

（３）安定的に高精度な測位信号を提供する

JAXA の運用実績やユーザインタフェースを

解説したドキュメント(英語版)の早期公開に

より、当初(平成 24年)はチップベンダー4社

(全 11社中)の対応であったが、27(2015)年か

ら世界の主要なチップベンダー全て(合併等

により 11 社から 9社に集約)が「みちびき」

対応製品をラインナップするに至った。また、

この間多数の「みちびき」対応製品が販売さ

れ続けており、「みちびき」利用が社会に浸透

している。 

 

２．世界トップクラスの研究開発成果の実用化 

（１）JAXA が研究開発した複数 GNSS(※2)対応

の精密軌道・クロック推定システム(MADOCA)

の精度改善・品質強化を行い、軌道推定精度

は後処理 2.51 ㎝、リアルタイム 7 ㎝以下と

世界的にも高い精度を安定的に維持した。 

（２）MADOCAアルゴリズムは内閣府の実用準天

頂衛星システムにおける衛星測位サービスの

軌道時刻推定予報システムに採択された。ま

た、2 号機以降のセンチメータ級補強サービ

スの技術実証用データチャネルの活用とし

て、MADOCAベースの補強情報をグローバル測

位サービス株式会社(GPAS)が配信している。 

 

※1 SIS-URE：Signal in Space User range 

errorの略。衛星の軌道、時刻。衛星の軌

道、時刻予報誤差に起因する測距誤差。信

号の精度を表す基本性能値。 

※2 GNSS：全球測位衛星システム、Global 

Navigation Satellite System の略。 

 

製品が販売され

続けるなど、社会

に浸透したこと、

また、精密軌道・

クロック推定シ

ステムに関する、

世界トップクラ

スの研究開発成

果が実用化され

たことは、「研究

開発成果の最大

化」に向けて顕著

な成果であると

評価する。 

 

○なお、中長期計画

上、平成 29(2017)

年度までに予定

した業務は全て

実施し、中長期⽬
標を達成した。 

 

 

円滑に移管したことは評価できる。 

 

○精密軌道・クロック推定システム

（MADOCA）の継続的な精度改善・品質

強化を図ることで、諸外国の衛星測

位システムと遜色のない高い精度を

達成したことは評価できる。 

 

○中長期目標に定める「衛星測位技術

の利用拡大」を目指し、「みちびき」

初号機の運用実績やユーザインタフ

ェースの解説ドキュメントの早期公

開を行い、平成 27年から世界の主要

な受信チップベンダーの対応割合

100%を達成した。また、平成 29年度

には前項目の研究開発成果を活用し

た測位サービスを提供する新たな事

業会社が設立されるなど、「みちび

き」の利用を社会に浸透させること

に大きく貢献し、今後も様々な宇宙

システムや産業への波及効果に繋が

ることが期待され、これらは顕著な

成果と言える。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○今後、民生分野において、さらなる

「みちびき」の利用拡大を進めるべ

く、様々な取組を行うことが期待さ

れる。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○民間における利用拡大（市場拡大）の

ため、より一層のアプリケーション

開発等の推進が望まれる。 

 

定的に供給するとともに、平成 29年 2月に

内閣府へ円滑に移管したことは評価でき

る。 

 

○精密軌道・クロック推定システム（MADOCA）

の継続的な精度改善・品質強化を図ること

で、諸外国の衛星測位システムと遜色のな

い高い精度を達成したことは評価できる。 

 

○中長期目標に定める「衛星測位技術の利用

拡大」を目指し、「みちびき」初号機の運用

実績やユーザインタフェースの解説ドキュ

メントの早期公開を行い、平成 27年から世

界の主要な受信チップベンダーの対応割合

100%を達成した。また、平成 29年度には前

項目の研究開発成果を活用した測位サービ

スを提供する新たな事業会社が設立される

など、「みちびき」の利用を社会に浸透させ

ることに大きく貢献し、今後も様々な宇宙

システムや産業への波及効果に繋がること

が期待され、これらは顕著な成果と言える。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○今後、民生分野において、さらなる「みちび

き」の利用拡大を進めるべく、様々な取組

を行うことが期待される。 

 

○測位サービスの実施と衛星運用について

は、内閣府に移管されているが、そこでの

課題がさらなる良い技術を生む種となるの

で、連携を取り、次期の測位衛星技術開発

に向けて検討を進める必要がある。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○今後も利用促進を進めるとともに、測位衛

星技術の高度化にむけた研究開発を期待す

る。 

 

○ユーザー観点で「測位精度の保証は誰が行

うのか」という疑問に答えられる体制がで

きているかや、「みちびき」以後の測位シス

テムの在り方についての検討を踏まえてい

ただきたい。 

 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－２ 衛星リモートセンシング 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

未来投資戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第三号、第四号、

第五号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 30 年度）9-2、9-5 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0238、0291 

※いずれも文部科学省のもの 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

- - - - - - - 予算額（千円） - - 
29,232,681 

の一部 

29,219,852 

の一部 

31,022,778 

の一部 

 

決算額（千円） 
211,177,437 

の一部 

207,856,661 

の一部 

32,175,666 

の一部 

41,483,437 

の一部 

50,734,337 

の一部 

経常費用（千円） - - - - - 

経常利益（千円） - - - - - 

行政サービス実

施コスト（千円） 
- - - - - 

従事人員数 約 470 の一部 約 480 の一部 約 220 の一部 約 230 の一部 約 230 の一部 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 

主な評価軸（評価の視点）、

指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 （２）衛星リモ

ートセンシング 

我が国の防災

及び災害対策の

強化、国土管理・

海洋観測、リモ

ートセンシング

衛星データの利

用促進、我が国

宇宙システムの

海外展開による

宇宙産業基盤の

（２）衛星リモートセンシング 

①防災等に資する衛星の研究開発等 

我が国の防災及び災害対策の強化、国

土管理・海洋観測、リモートセンシング

衛星データの利用促進、我が国宇宙シス

テムの海外展開による宇宙産業基盤の

維持・向上、ASEAN 諸国等の災害対応能

力の向上と相手国の人材育成や課題解

決等の国際協力のため、衛星リモートセ

ンシングの利活用に係る政府の検討を

支援するとともに、その検討結果を踏ま

え、リモートセンシング衛星の開発を行

【評価軸】 

関係府省と連携を取りつつ衛星リモ

ートセンシングの利活用に関する政

府の支援の検討およびその結果をも

とにしたリモートセンシング衛星の

開発を通じ、防災、災害対策、国土管

理・海洋観測、リモートセンシング

衛星データの利用促進、我が国宇宙

システム海外展開による宇宙産業基

盤の維持・向上、ASEAN 諸国の災害

対応能力の向上と相手国の人材育成

や課題解決等の国際協力に貢献した

１．衛星データ利用の拡大 

（１）平成 26(2014)年 2 月に日米協力による全球降

水観測衛星計画(GPM)、同年 5 月に陸域観測技術衛

星 2号「だいち 2号」(ALOS-2)、29年 12月に気候

変動観測衛星「しきさい」(GCOM-C)が成功裏に打ち

上げられ、運用に供されている。既存の衛星も含め

て、衛星データ利用が前中期目標期間末に比較して

ほぼ倍の規模に拡大した。特に、民間企業と連携し

た利用技術の開発や市場開拓により、ALOS観測デー

タを利用した AW3D や、水循環変動観測衛星「しず

く」(GCOM-W)、GPM/DPR等の複数衛星データを活用

した GSMaPが、これまでにない様々な利用分野に波

＜評定と根拠

＞ 

評定：S 

○今中期目標

期 間 中 に

GPM/DPR 、

ALOS-2 、

GCOM-C を

成功裏に打

上げ、既存

の衛星も含

めて衛星デ

評定 S 評定 S 

＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄

に示すとおり、中長期

計画に定められた以上

の業務の顕著な進捗が

認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○平成 26年 2月の日米

協力による全球降水

観測衛星計画（GPM）、

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長

期目標等に照らし、成果等について諸事情を踏

まえて総合的に勘案した結果、特に顕著な成果

の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等

が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○平成 26 年 2 月の日米協力による全球降水観

測衛星計画（GPM）、平成 26 年 5 月の陸域観

測技術衛星 2号「だいち 2号」（ALOS-2）、平



22 

  

維 持 ・ 向 上 、

ASEAN 諸国等の

災害対応能力の

向上と相手国の

人材育成や課題

解決等の国際協

力のため、衛星

リモートセンシ

ングの利活用に

係る政府の検討

を支援するとと

もに、その検討

結果を踏まえ、

リモートセンシ

ング衛星の開発

等を行う。 

その際、デー

タの継続的提供

により産業界の

投資の「予見可

能性」を向上さ

せ、また関連技

術基盤を維持・

強化する観点か

ら、切れ目なく

衛星を整備する

ことに留意し、

我が国の技術的

強みを生かした

先進光学衛星及

び先進レーダ衛

星の開発等を行

う。また、衛星デ

ータの利用拡大

について、官民

連携により取り

組むことで衛星

運用を効率化す

るとともに、衛

星データ利用技

術の開発や実証

を行う。また、リ

モートセンシン

グ衛星を活用す

ることで、セン

チネルアジア等

に貢献する。 

「全球地球観

測 シ ス テ ム

（GEOSS）10年実

施計画」に関す

る開発中の衛星

については継続

して実施し、気

候変動・水循環

変動・生態系等

の地球規模の環

境問題のモニタ

う。 

その際、データの継続的提供により産

業界の投資の「予見可能性」を向上させ、

また関連技術基盤を維持・強化する観点

から、切れ目なく衛星を整備することに

留意し、我が国の技術的強みを生かした

先進光学衛星及び先進レーダ衛星の開

発等を行う。 

具体的には、データ中継技術衛星

（DRTS）、陸域観測技術衛星 2号（ALOS-

2）、超低高度衛星技術試験機（SLATS）、

先進光学衛星に係る研究開発・運用を行

うとともに、先進レーダ衛星、先進光学

衛星の後継機をはじめとする今後必要

となる衛星のための要素技術の研究開

発等を行い、また、安全保障・防災に資

する静止地球観測ミッション、森林火災

検知用小型赤外カメラ等の将来の衛星・

観測センサに係る研究を行う。これらの

うち、陸域観測技術衛星 1号（ALOS-2：

L バンド合成開口レーダによる防災、災

害対策、国土管理・海洋観測等への貢献

を目指す。）については、打ち上げを行

う。【再掲】 

上記の衛星及びこれまでに運用した

衛星により得られたデータについては、

国内外の防災機関等のユーザへ提供す

る等その有効活用を図る。また、衛星デ

ータの利用拡大について、官民連携への

取組みと衛星運用とを統合的に行うこ

とにより効率化を図るとともに、衛星デ

ータ利用技術の研究開発や実証を行う。 

さらに、これらの衛星運用やデータ提

供等を通じて、センチネルアジア、国際

災害チャータ等に貢献する。 

なお、平成 27年度補正予算（第 1号）

により追加的に措置された交付金につ

いては、喫緊の課題への対応として衛星

による公共の安全確保の一層の推進の

ために措置されたことを認識し、先進光

学衛星及び光データ中継衛星の開発に

充てるものとする。【再掲】 

また、平成 28年度補正予算（第 2号）

により追加的に措置された交付金につ

いては、未来への投資を実現する経済対

策の一環として、21世紀型のインフラ整

備の推進のために措置されたことを認

識し、光データ中継衛星及び先進レーダ

衛星の開発に充てるものとする。【再掲】 

また、平成 29年度補正予算（第 1号）

により追加的に措置された交付金につ

いては、災害の防止のため緊急に対応す

べきものとして措置されたことを認識

し、光データ中継衛星、先進光学衛星及

び先進レーダ衛星の開発に充てるもの

とする。【再掲】 

 

②衛星による地球環境観測 

か。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向けた、各年度

の業務運営に関する計画の達成状況

等 

 

［防災等に資する衛星等の研究開発

等］ 

１．データ中継技術衛星（DRTS）、陸域

観測技術衛星 2 号（ALOS-2）、超低

高度衛星技術試験機（SLATS）、先進

光学衛星に係る研究開発・運用を行

う。陸域観測技術衛星 2 号（ALOS-

2）については、打ち上げを行う。 

２．先進レーダ衛星、先進光学衛星の

後継機をはじめとする今後必要と

なる衛星のための要素技術の研究

開発等を行う。 

３．安全保障・防災に資する静止地

球観測ミッション、森林火災検知

用小型赤外カメラ等の将来の衛

星・観測センサに係る研究を行う。 

４．衛星により得られたデータにつ

いて、国内外の防災機関等のユー

ザへ提供する等その有効活用を図

る。 

５．衛星データの利用拡大について、

官民連携への取組みと衛星運用と

を統合的に行うことにより効率化

を図るとともに、衛星データ利用技

術の研究開発や実証を行う。 

６．衛星運用やデータ提供等を通じ

て、センチネルアジア、国際災害

チャータ等に貢献する。 

 

［衛星による地球環境観測］ 

７．「全球地球観測システム（GEOSS）

10年実施計画」に関する開発中の

衛星について、継続して実施する。

具体的には、気候変動・水循環変

動・生態系等の地球規模の環境問

題の解明に資することを目的に、

以下の衛星に係る研究開発・運用

を行う。 

（ａ）熱帯降雨観測衛星（TRMM/PR） 

（ｂ）温室効果ガス観測技術衛星

（GOSAT） 

（ｃ）水循環変動観測衛星（GCOM-W） 

（ｄ）陸域観測技術衛星２号（ALOS-

2） 

（ｅ）全球降水観測計画／二周波降

水レーダ（GPM/DPR） 

（ｆ）雲エアロゾル放射ミッション

／雲プロファイリングレーダ

（Earth CARE/CPR） 

（ｇ）気候変動観測衛星（GCOM-C） 

（ｈ）温室効果ガス観測技術衛星 2

及するなど、JAXAが所有する観測データや付加価値

データを新たな分野の民生利用に展開し、宇宙産業

の裾野を広げた。(後述※1～5) 

（例 1）25(2013)年 3 月から 30(2018)年 3 月にかけ

て、GCOM-Wのユーザ登録数は 701から 3,193(98ヶ

国)に増加し、データ提供数も実質 2倍以上に拡大、

また、GSMaPのユーザ登録数は 471から 3,783(113

ヶ国)と大幅に増加した。(後述※2～3) 

（例 2）JAXA は自動処理アルゴリズムを開発し、

(株)NTTデータと協働で、ALOSデータを用いて全陸

域の世界最高水準の 5m 格子、 高さ精度 2.6m のデ

ジタル 3D地図(DSM)を整備した。民間による DSMデ

ータを利用した事業化が 27 年度から本格化して、

ハザードマップの作成の他、風力発電所設計のシミ

ュレーション、映画や観光、娯楽分野などでも活用

されている。(後述※4～5) 

 

２．衛星データの社会インフラ化 

（１）ALOS-2は防災機関が求める微小な地表変化・地

殻変動の情報を、高精度(安定して cm 級の精度)か

つ迅速(当日～最大 3日以内)に観測・監視すること

を実現した。これにより、従来の地上及び航空機に

よる観測・監視で課題となっていた、①面的な監視、

②広域の効率的・周期的な監視、③災害発生時のア

クセスが改善され、衛星データが、火山活動、洪水・

土砂災害、地震等の観測・監視手段として、国土地

理院(地震予知連)、気象庁(火山噴火予知連)、国土

交通省の定常業務に組み入れられ、発災後の状況把

握だけでなく防災機関の取るべきアクションを判

断するための情報として定着した。(後述※3) 

  これらの ALOS-2の研究開発成果等を踏まえ、「防

災基本計画」に情報収集手段のひとつとして人工衛

星が追記され、国の防災行政に取り込まれた。 

（例）火山噴火予知連絡会では、ALOS-2の合成開口レ

ーダ(SAR)の解析データが定常的に利用されてお

り、箱根や桜島の火山活動の監視・評価、危険レベ

ルの設定、入山規制、熊本地震後の阿蘇山マグマシ

ステムへの影響評価等、「防災機関の意思決定等に

無くてはならない情報の一つ」となっている。 

（２）GCOM-Wは気象庁、NOAA、欧州中期予報センター

(ECMWF)をはじめ、多くの国の気象機関や海洋機関

などで現業利用が広まり、世界中の約 750機関で利

用されるようになった。さらに、漁業情報サービス

センター(JAFIC)では漁場の把握・管理のために活

用されており、衛星データがなくてはならないもの

になってきた。 

（例）JAFICの提供サービス「エビスくん」の利用者

数は、GCOM-W 打上げ前である平成 22(2010)年の約

370隻から、打上げ 3年後の 27(2015)年 6月時点で

約 660隻に増加。JAFICの試算によると、利用者に

よる効率的な漁船の操業により、年間 40 億円程度

の燃油の節約が図られている。(後述※1) 

 

３．衛星データが国際的な社会問題解決に活用 

（１）温室効果ガス観測衛星「いぶき」(GOSAT)では、

CO2の観測に加え、全球のメタン吸収排出量を世界

に先駆けて算定し、地域別、季節別の放出量の変化

を明らかにした。さらに、人為起源の CO2について、

ータ利用が

前中期目標

期間末に比

較してほぼ

倍の規模に

拡大した。

また、ALOS

観測データ

を利用した

全世界デジ

タル 3D 地

図(AW3D)に

代表される

ように民間

企業との連

携で付加価

値データを

作成し、新

たな民生分

野の利用を

展開し、宇

宙産業の裾

野 を 広 げ

た。 

 

○ALOS-2は、

防災機関と

連携して、

発災後の状

況把握は基

より予兆を

検出して入

山規制など

の事前対策

に 活 用 さ

れ、また、

GCOM-W は

気象庁、米

国 NOAA な

どの世界の

主要な気象

機関などで

現業利用さ

れるなど、

研究開発成

果が社会実

装化して衛

星データが

社会インフ

ラ化した。 

 

○GOSAT によ

る国別の温

室効果ガス

排出量の把

握、衛星全

球降水マッ

プ (GSMaP)

平成 26年 5月の陸域

観測技術衛星2号「だ

いち 2号」（ALOS-2）

の開発を順調に完了

し、打ち上げるとと

もに、民間企業と連

携した利用技術の開

発や市場開拓によ

り、これまでにない

様々な分野に衛星デ

ータ利用が波及し、

既存の衛星も含め衛

星のデータ利用が年

平均で約 2 倍に拡大

するなど、衛星デー

タの新分野での民生

利用の展開及び宇宙

産業の裾野拡大に大

きく貢献したこと

は、特に顕著な成果

と言える。 

 

○「だいち 2 号」につ

いては、防災機関が

求める微小な地表変

化・地殻変動情報の

高精度かつ迅速な観

測・監視を実現した

ことで、火山活動、洪

水・土砂災害、地震等

の観測・監視手段と

して、国土地理院（地

震予知連）、気象庁

（火山噴火予知連）、

国土交通省の定常業

務に組み入れられ、

発災後の状況把握だ

けでなく防災機関の

取るべきアクション

を判断するための情

報として定着した。

また、水循環変動観

測衛星「しずく」

（GCOM-W）は、気象

庁、NOAA、欧州中期予

報センター（ECMWF）

をはじめ、世界中の

約 750 機関で利用さ

れるようになった。

さらに、漁業情報サ

ー ビ ス セ ン タ ー

（JAFIC）において

は、漁場の把握・管理

になくてはならない

ものとして衛星デー

タが活用されてい

る。このように、民生

分野において、中長

成 29 年 12 月の気候変動観測衛星「しきさ

い」(GCOM-C)の開発を順調に完了し、打ち上

げを成功させるとともに、民間企業と連携し

た利用技術の開発や市場開拓により、これま

でにない様々な分野に衛星データ利用が波

及し、既存の衛星も含め衛星のデータ利用が

年平均で約 2倍に拡大するなど、衛星データ

の新分野での民生利用の展開及び宇宙産業

の裾野拡大に大きく貢献したことは、特に顕

著な成果と言える。 

 

○「だいち 2号」については、防災機関が求め

る微小な地表変化・地殻変動情報の高精度か

つ迅速な観測・監視を実現したことで、火山

活動、洪水・土砂災害、地震等の観測・監視

手段として、国土地理院（地震予知連）、気象

庁（火山噴火予知連）、国土交通省の定常業務

に組み入れられ、発災後の状況把握だけでな

く防災機関の取るべきアクションを判断す

るための情報として定着した。その結果、「防

災基本計画」における情報収集手段の１つとし

て人工衛星が明記されるに至った。さらに、「だ

いち 2号」の SARを用いた森林伐採・変化検

出技術を活かし、JICAと共同で「熱帯林早期

警戒システム(JJ-FAST)」を構築し、熱帯雨林

のほぼ 100％に当たる 77ヶ国について、森林

変化を抽出した情報の提供を開始し、全世界

的な違法伐採の監視等による森林保護に貢

献している。 

 

○水循環変動観測衛星「しずく」（GCOM-W）は、

気象庁、NOAA、欧州中期予報センター（ECMWF）

をはじめ、世界中の約 750機関で利用される

ようになった。 

 

○漁業情報サービスセンター（JAFIC）において

は、漁場の把握・管理になくてはならないも

のとして衛星データが活用されている。 

 

○このように、民生分野において、中長期目標

で定める衛星データ利用技術の開発や実証

に留まらず、利用拡大の取組により、衛星デ

ータが社会インフラとして不可欠なものと

なったことは特に顕著な成果と言える。 

 

○前中長期目標期間中に打上げられた温室効果

ガス観測衛星「いぶき」にて観測・蓄積したデー

タを分析し、全大気メタン経年濃度のトレンドを

世界で初めて示すなどにより、国別の温室効果

ガスのモニタリングに人工衛星が効果的である

ことを証明するとともに、GSMaPが世界の降水把

握及び洪水対策に活用されるなど、衛星デー

タが世界規模課題の解決に活用されるよう

になったことは高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、先進光学衛星や先進レーダ衛星等

の開発を推進するとともに、民間事業者と連
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リング、モデリ

ング及び予測精

度の向上に貢献

する。 

また、新たな

リモートセンシ

ング衛星の開発

及びセンサ技術

の高度化の検討

に当たっては、

GEOSS 新 10 年実

施計画の検討状

況等を踏まえつ

つ、地球規模課

題の解決や国民

生活の向上への

貢献など、出口

を明確にして進

める。 

この際、複数

の衛星間でのバ

ス技術の共通化

や、国際共同開

発、人工衛星へ

のミッション器

材の相乗り、他

国との連携によ

るデータ相互利

用、衛星以外の

観測データとの

連携や、各分野

の大学の研究者

等との連携を図

り、効果的・効率

的に取組を進め

る。 

また、各種の

人工衛星を試験

的に活用する等

により、MDAへの

宇宙技術の活用

について、航空

機や船舶、地上

インフラ等との

組み合わせや米

国との連携等を

含む総合的な観

点から政府が行

う検討を支援す

る。【再掲】 

政府における

画像データの取

扱いに関するデ

ータポリシーの

検討を踏まえ、

データ配布方針

を適切に設定す

る。【再掲】 

「全球地球観測システム（GEOSS）10 年

実施計画」に関する開発中の衛星につい

ては継続して実施する。具体的には、気

候変動・水循環変動・生態系等の地球規

模の環境問題の解明に資することを目

的に、 

（ａ）熱帯降雨観測衛星（TRMM/PR） 

（ｂ）温室効果ガス観測技術衛星

（GOSAT） 

（ｃ）水循環変動観測衛星（GCOM-W） 

（ｄ）陸域観測技術衛星２号（ALOS-2） 

（ｅ）全球降水観測計画／二周波降水レ

ーダ（GPM/DPR） 

（ｆ）雲エアロゾル放射ミッション／雲

プ ロ フ ァ イ リ ン グ レ ー ダ

（EarthCARE/CPR） 

（ｇ）気候変動観測衛星（GCOM-C） 

（ｈ）温室効果ガス観測技術衛星 2 号

（GOSAT-2） 

に係る研究開発・運用を着実に行う。こ

れらのうち、陸域観測技術衛星 2 号

（ALOS-2：L バンド合成開口レーダによ

る森林変化の把握等への貢献を目指

す。）、全球降水観測計画／二周波降水レ

ーダ（GPM/DPR）及び気候変動観測衛星

（GCOM-C：多波長光学放射計による雲、

エアロゾル、海色、植生等の観測を目指

す。）については、打ち上げを行う。雲エ

アロゾル放射ミッション／雲プロファ

イリングレーダ（EarthCARE /CPR）につ

いては、海外の協力機関に引き渡し、打

ち上げに向けた支援を行う。また、温室

効果ガス観測技術衛星２号（GOSAT-2）に

ついては、本中長期目標期間中の打ち上

げを目指した研究開発を行う。 

上記の衛星及びこれまでに運用した

衛星により得られたデータを国内外に

広く使用しやすい形で提供することに

より、地球環境のモニタリング、モデリ

ング及び予測の精度向上に貢献する。 

また、新たなリモートセンシング衛星

の開発及びセンサ技術の高度化の検討

に当たっては、GEOSS新 10年実施計画の

検討状況等を踏まえつつ、地球規模課題

の解決や国民生活の向上への貢献など、

出口を明確にして進める。 

この際、複数の衛星間でのバス技術の

共通化や、国際共同開発、人工衛星への

ミッション器材の相乗り、他国との連携

によるデータ相互利用を進めるととも

に、衛星以外の観測データとの連携や、

各分野の大学の研究者等との連携を図

り、効果的・効率的に取組を進める。 

さらに、国際社会への貢献を目的に、

欧米・アジア各国の関係機関・国際機関

等との協力を推進するとともに、国際的

な枠組み（地球観測に関する政府間会合

（GEO）、地球観測衛星委員会（CEOS））に

号（GOSAT-2） 

８．陸域観測技術衛星 2号（ALOS-2）

について、打上げを行う。 

９．全球降水観測計画／二周波降水

レーダ（GPM/DPR）及び気候変動観

測衛星（GCOM-C）について、打上げ

を行う。 

１０．雲エアロゾル放射ミッション

／雲プロファイリングレーダ

（Earth CARE/CPR）について、海

外の協力機関に引き渡し、打上げ

に向けた支援を行う。 

１１．温室効果ガス観測技術衛星 2

号（GOSAT-2）については、本中長

期目標期間中の打上げを目指した

研究開発を行う。 

１２．地球環境観測に係る衛星によ

り得られたデータを国内外に広く

使用しやすい形で提供することに

より、地球環境のモニタリング、

モデリング及び予測の精度向上に

貢献する。 

１３．衛星・観測センサの研究開発

やデータ利用に当たっては、他国

との共同開発や、他国との連携に

よるデータ相互利用を進めるとと

もに、衛星以外の観測データとの

連携や、各分野の大学の研究者等

との連携を図る。 

１４．国際社会への貢献を目的に、

欧米・アジア各国の関係機関・国

際機関等との協力を推進するとと

もに、国際的な枠組み（地球観測

に関する政府間会合（GEO）、地球

観測衛星委員会（CEOS））に貢献す

る。 

 

［リモートセンシング衛星の利用促

進等］ 

１５．社会的ニーズの更なる把握に

努め、国内外のユーザへのデータ

の提供、民間・関係機関等と連携

した利用研究・実証及び新たな衛

星利用ニーズを反映した衛星・セ

ンサの研究を行うことにより、衛

星及びデータの利用を促進すると

ともに新たな利用の創出を目指

す。 

１６．各種の人工衛星を試験的に活

用する等により、海洋状況把握

（MDA）への宇宙技術の活用につい

て、航空機や船舶、地上インフラ

等との組み合わせや米国との連携

等を含む総合的な観点から政府が

行う検討を支援する。 

１７．衛星データの配布に当たって

は、政府における画像データの取

扱いに関するデータポリシーの検

国レベルで排出量の監視・検証を衛星観測という共

通のツールで実現できる可能性を世界で初めて示

した。今後パリ協定に基づき、各国が温室効果ガス

排出量の報告が義務づけられることから、GOSATシ

リーズによる温室効果ガス排出量の監視・検証を世

界的な標準とする活動を政府とともに進めている。 

①気候変動に関する政府間パネル(IPCC)では、温室

効果ガスの排出量／吸収量の算出・報告に関する

「ガイドライン文書」を 31(2019)年 5 月に改訂

する予定であり、各国が国連に報告する排出量の

妥当性検証ツールとして、衛星観測がガイドライ

ン文書に採用されるよう、環境省などによる働き

かけが始まった。 

②衛星データによる温室効果ガス観測の世界標準

化に向けて、JAXA と国立環境研究所は海外の宇

宙機関と協力して、各機関が持っている温室効果

ガス観測機器の相互校正・検証のための協定を 29

年 12月に締結した。 

（２）複数衛星のデータを利用した、世界トップレベ

ルの時間分解能、精度、更新頻度をもつ GSMaPを開

発し、さらに、27年より「ひまわり 8号」データも

活用した準リアルタイム(30 分毎に更新可能)の降

水情報として「GSMaP_Now」の提供を開始した。これ

により、洪水予測に適用可能な雨量精度や地上レー

ダの代替となり得るリアルタイム性を実現した。

(後述※3) 

①洪水等の水災害による死者数の 80%以上がアジ

ア・太平洋地域に集中しているにもかかわらず、

途上国では地上の雨量計が不足しており、洪水予

測が困難であった。この課題を解決するために、

パキスタンの防災機関が GSMaP を利用した洪水

予警報システムの運用を開始し、さらに、バング

ラデシュやフィリピンなどでも同様の洪水予測

システムの構築・運用が開始された。 

②気象庁が所有する地上の気象レーダの観測範囲

外である小笠原村では、村民や観光客に有益な降

雨情報を提供するため、地上の気象レーダの代替

として GSMaP_Nowを使うこととなった。南洋州島

嶼国 6 か国の現地機関で同様の利用が開始され

るなど、海外での現地行政サービスに拡大した。 

（３）ALOS-2の SARを用いた森林伐採・変化検出技術

を活かし、JICAと共同で「熱帯林早期警戒システム

(JJ-FAST)」を構築し、熱帯雨林のほぼ 100％に当た

る 77 ヶ国について、森林変化を抽出した情報の提

供を開始。全世界的な違法伐採の監視等による森林

保護に貢献している。 

①JJ-FAST は、1.5 ヵ月ごとの高頻度で森林伐採に

関する情報更新を行い、インターネット経由でモ

バイル端末での閲覧を可能とするなどの工夫を

行った結果、これまでに 112ヶ国、12,500以上の

ユーザからアクセスがあった。 

②コンゴ民主共和国の森林を所管する国の機関か

らは、当該データを用いて、同国が抱える熱帯雨

林減少に関する課題に対応していく旨表明がな

された。 

 

※1 平成 25 年度宇宙開発利用大賞において、「宇宙

を利用した漁場探索技術の確立と衛星利用海況情

による世界

の降水把握

および洪水

対策、熱帯

林早期警戒

シ ス テ ム

(JJ-FAST)

による違法

伐採の監視

等に活用さ

れるなど、

衛星データ

が国際的な

社会問題解

決に活用さ

れるように

なった。 

 

○なお、中長

期計画上、

平 成

29(2017)年

度までに予

定した業務

は全て実施

し、中長期

⽬標を達成

した。 

 

 

期目標で定める衛星

データ利用技術の開

発や実証に留まら

ず、利用拡大の取組

により、衛星データ

が社会インフラとし

て不可欠なものとな

ったことは特に顕著

な成果と言える。 

 

○温室効果ガス観測技

術衛星「いぶき」

（GOSAT）による国別

の二酸化炭素排出量

の把握、GSMaPが世界

の降水把握及び洪水

対策に活用されるな

ど、衛星データが世

界規模課題の解決に

活用されるようにな

ったことは高く評価

できる。 

 

＜今後の課題・指摘事

項＞ 

○引き続き、先進光学

衛星や先進レーダ衛

星等の開発を推進す

るとともに、民間事

業者と連携しながら

衛星データの一層の

利用拡大に努めるこ

とが期待される。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○世界の様々な地域に

おいて自然災害が頻

発している現状にお

いて、衛星リモート

センシング技術の向

上は、国内のみなら

ず国際的な災害予防

対策に貢献できるこ

とから、国際協力な

どの外交的な手段と

しての一層の利用が

望まれる。 

 

携しながら衛星データの一層の利用拡大に

努めることが期待される。 

 

○かつて、ALOS と ALOS-2 との間に観測の空白

が生じ、約 3年間観測ができない事態が発生

した。現在、リモートセンシング衛星はなく

てはならない重要な社会インフラの役割を

担っているので、空白が絶対生じないよう取

り組むことを期待する。 

 

○JAXAが開発したセンサを、小型化・低コスト

化し、民間（特にベンチャー企業）がそれを

活用して地球観測・衛星データ利用を実施す

るといった、技術の移管を積極的に実施して

もらいたい。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○S 評価が妥当。日本のリモートセンシング衛

星が地球規模の社会インフラとして活用さ

れ、さらに国際的な社会問題解決に貢献し、

日本の国際的影響力を高めることができた

ことは、特に顕著な成果と判断できる。 

 

○GOSAT は温室効果ガス観測において、世界的

な役割を果たしており、地球環境課題の解決

における我が国のプレゼンスを大きく向上

させている。 

  GSMaP は、特に地上レーダのない離島にお

いて降雨情報を提供できる唯一のシステム

であり、日本のみならず、発展途上国をはじ

めとした海外諸国への貢献は極めて大きい。 

GCOM-Wは、世界の気象機関、海洋機関に幅

広く活用され、防災や経済活動の基盤とな

り、無くてはならない役割を担っている。 

ALOS-2 は、災害の事後対策への活用に加

え、火山活動など事前対策にも活用領域が拡

大し、防災機関にとって不可欠な社会インフ

ラとしての役割を果たし、全世界的な違法伐

採の監視等による環境保護に貢献。 

 

○衛星データの利用拡大、特に国際的な社会問

題解決に貢献したことを評価する。 

 

○限られた予算の中での開発衛星の優先順位

付けなどが厳しく行われた中、すべての衛星

の開発、打上げを成功させ、データ配布にお

いてもできる限りの工夫がなされたと評価

できる。 

 

○国の安全保障分野に加え、農地の最適化のよ

うな民間での利活用に向けた提案、技術提供

を積極的に行ってほしい。発展途上国への技

術・情報提供にも期待する。 
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貢献する。 

 

③リモートセンシング衛星の利用促進

等 

①及び②に加えて、宇宙安全保障の確

保、民生分野における宇宙利用の推進、

宇宙産業及び科学技術の基盤の維持・強

化に資する観点から、これまで以上に研

究開発の成果が社会へ還元されるよう、

社会的ニーズの更なる把握に努め、国内

外のユーザへのデータの提供、民間・関

係機関等と連携した利用研究・実証及び

新たな衛星利用ニーズを反映した衛星・

センサの研究を行うことにより、衛星及

びデータの利用を促進するとともに新

たな利用の創出を目指す。 

また、各種の人工衛星を試験的に活用

する等により、MDA への宇宙技術の活用

について、航空機や船舶、地上インフラ

等との組み合わせや米国との連携等を

含む総合的な観点から政府が行う検討

を支援する。【再掲】 

衛星データの配布に当たっては、政府

における画像データの取扱いに関する

データポリシーの検討を踏まえ、データ

配布方針を適切に設定する。【再掲】 

 

討を踏まえ、データ配布方針を適

切に設定する。 

 

報の提供」(一般社団法人 漁業情報サービスセンタ

ー)が内閣総理大臣賞を受賞。 

※2 平成 26年度 文部科学大臣表彰において、「水循

環変動観測衛星による高精度マイクロ波観測技術

の開発」が科学技術省を受賞。 

※3 平成 28年度 文部科学大臣表彰において、「陸域

観測技術衛星 2 号による高精度地殻変動観測技術

の開発」、「準リアルタイム衛星全球降水マップ技術

の振興」が科学技術賞を受賞。 

※4 第二回宇宙開発利用大賞(平成 28年 3月)におい

て、「全世界デジタル 3D 地図提供サービス」(株式

会社エヌ・ティ・ティ・データ、一般社団法人リモ

ート・センシング技術センター)が内閣総理大臣賞

を受賞、「地球観測データを活用した天候インデッ

クス保険の開発」(損害保険ジャパン日本興亜株式

会社、損保ジャパン日本興亜リスクマネジメント株

式会社)が内閣府特命担当大臣(宇宙政策)賞を受

賞。 

※5 平成 29年度 文部科学大臣表彰において、「全世

界デジタル標高データによる地理空間情報基盤技

術の振興」が科学技術省を受賞。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 



25 

  

様式２－２－４－１ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－３ 衛星通信・衛星放送 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

未来投資戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第三号、第四号、

第五号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 30 年度）9-5 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0291 

※いずれも文部科学省のもの 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

- - - - - - - 予算額（千円） - - 
29,232,681 

の一部 

29,219,852 

の一部 

31,022,778 

の一部 

 

決算額（千円） 
211,177,437 

の一部 

207,856,661 

の一部 

32,175,666 

の一部 

41,483,437 

の一部 

50,734,337 

の一部 

経常費用（千円） - - - - - 

経常利益（千円） - - - - - 

行政サービス実

施コスト（千円） 
- - - - - 

従事人員数 約 470 の一部 約 480 の一部 約 220 の一部 約 230 の一部 約 230 の一部 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 

主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 （３）衛星通信・

衛星放送 

将来の情報通

信技術の動向や

ニーズを見据え

た技術試験衛星

の在り方につい

て、我が国の宇

宙産業の国際競

争力の強化等の

観点から政府が

行う検討を支援

（３）衛星通信・衛星放送 

将来の情報通信技術の動向

やニーズを見据えた技術試験

衛星の在り方について、我が国

の宇宙産業の国際競争力の強

化等の観点から政府が行う検

討を支援し、検討結果を踏まえ

て必要な措置を講じる。 

また、大容量データ伝送かつ

即時性の確保に資する光衛星

通信技術の研究開発を行う。特

に、抗たん性が高く、今後のリ

【評価軸】 

○通信技術の向上及び

我が国宇宙産業の国

際競争力向上が図ら

れたか。 

○大容量データ伝送か

つ即時性の確保に向

けた取り組みが図ら

れたか。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向

１．商用静止衛星の国際競争力向上 

（１）ETS-Ⅷで開発された静止衛星バス技術の成果は、

我が国の衛星製造企業の標準静止衛星バスに適用さ

れており、ETS-Ⅷ以降、国内政府系衛星 10機のほか、

商用衛星においても海外 3 か国からの 4 機を含む 5

機の衛星を受注している(※1)。詳細は以下のとお

り。 

・政府系衛星：準天頂衛星 1 号機(平成 29 年 2 月、

JAXAから内閣府に移管)、準天頂衛星 2号機、準天

頂衛星 3 号機、準天頂衛星 4 号機(内閣府)、ひま

わり 7号機、ひまわり 8号機、ひまわり 9号機(気

象庁)、Xバンド通信衛星-1、Xバンド通信衛星 2号

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○技術試験衛星Ⅷ型 (ETS-

Ⅷ)(平成 18(2006)年度打

上げ)について、軌道上運用

10年を達成して、我が国の

大型静止衛星バス技術の高

い信頼性を実績として示し

た。 

本衛星バス技術は、政府

の静止気象衛星「ひまわり」

や準天頂衛星でも使用さ

評定 B 評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画に定められた

とおり、概ね着実に業務が

実施されたと認められるた

め。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○技術試験衛星 9 号機及び

光データ中継衛星の開発

を着実に推進しているこ

とは評価できる。 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中

長期目標等に照らし、成果等について諸事情

を踏まえて総合的に勘案した結果、成果の創

出や将来的な成果の創出の期待等が認めら

れ、着実な業務運営がなされているため。 

なお、自己評価では A 評定であるが、今後

の課題・指摘事項に記載のとおり、通信衛星

の国際水準に照らして、中長期目標上のアウ

トカム創出に向けて顕著な成果の創出等が認

められるとはいえないため、B評定とした。 
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し、検討結果を

踏まえて必要な

措置を講じる。 

また、将来に

向けて大容量デ

ータ伝送に資す

る光衛星通信技

術の研究開発を

行う。特に、抗た

ん性が高く、今

後のリモートセ

ンシングデータ

量の増大及び周

波数の枯渇に対

応する光データ

中継衛星につい

て開発を行う。

【再掲】 

通信・放送衛

星については、

東日本大震災を

踏まえ、災害時

等における通信

のより確実な確

保 に 留 意 し つ

つ、通信技術の

向上及び我が国

宇宙産業の国際

競争力向上を図

るため、通信・放

送衛星の大型化

の動向等を踏ま

えて将来の利用

ニーズを見据え

た要素技術の研

究開発、実証等

を行う。 

モートセンシングデータ量の

増大及び周波数の枯渇に対応

する光データ中継衛星につい

て開発を行う。【再掲】 

東日本大震災を踏まえ、災害

時等における通信のより確実

な確保に留意しつつ、通信技術

の向上及び我が国宇宙産業の

国際競争力向上を図るため、通

信・放送衛星の大型化の動向等

を踏まえて大電力の静止衛星

バス技術といった将来の利用

ニーズを見据えた要素技術の

研究開発、実証等を行う。また、 

（ａ）技術試験衛星Ⅷ型（ETS-

VIII） 

（ｂ）超高速インターネット衛

星（WINDS） 

の運用を行う。それらの衛星を

活用し、ユーザと連携して防災

分野を中心とした利用技術の

実証実験等を行うとともに、超

高速インターネット衛星（WIN 

DS）については民間と連携して

新たな利用を開拓することに

より、将来の利用ニーズの把握

に努める。また、技術試験衛星

Ⅷ型（ETS-VIII）については、

設計寿命期間における衛星バ

スの特性評価を行い、将来の衛

星開発に資する知見を蓄積す

る。 

また、平成 28 年度補正予算

（第 2号）により追加的に措置

された交付金については、未来

への投資を実現する経済対策

の一環として、21世紀型のイン

フラ整備の推進のために措置

されたことを認識し、次期技術

試験衛星の開発に充てるもの

とする。 

 

けた、各年度の業務運営

に関する計画の達成状

況等 

 

１．大容量データ伝送か

つ即時性の確保に資

する光衛星通信技術

の研究開発を行う。特

に、抗たん性が高く、

今後のリモートセン

シングデータ量の増

大及び周波数の枯渇

に対応する光データ

中継衛星について開

発を行う。 

２．以下の衛星の運用を

行う。 

（ａ）技術試験衛星 VIII

型（ETS- VIII） 

（ｂ）超高速インターネ

ット衛星（WINDS） 

３．２．の衛星を活用し、

ユーザと連携して防

災分野を中心とした

利用技術の実証実験

等を行う。 

４．超高速インターネッ

ト衛星（WINDS）につい

ては民間と連携して

新たな利用を開拓す

ることにより、将来の

利用ニーズの把握に

努める。 

５．技術試験衛星 VIII型

（ETS- VIII）について

は、設計寿命期間にお

ける衛星バスの特性

評価を行い、将来の衛

星開発に資する知見

を蓄積する。 

機(防衛省)、光データ中継衛星(JAXA) 

・商用衛星：Superbird-C2(スカパーJSAT)、ST-2(シ

ンガポール)、Turksat-4A(トルコ)、Turksat-4B(ト

ルコ)、Es‘hail-2(カタール) 

（２）ETS-Ⅷの技術を適用した国産静止衛星バスの商

用市場展開の実績を踏まえて、「2020年代に世界の商

業衛星市場で一定シェア(10%：年間 2機以上の受注)

獲得」を目指し、国際競争力強化を担う衛星製造企業

自らの投資を引き出しつつ、衛星バスとミッション

機器が一体となって競争力の向上を図る体制を、文

部科学省・総務省のもとで構築。次世代静止通信衛星

での一定シェアの獲得を目指した技術試験衛星 9 号

機の開発に着手した。 

 

２．防災分野での利用の定着 

  JAXA は、防災関連機関や大学等のユーザと共同で

ETS-Ⅷや WINDSの防災利用実証実験を実施している。

定期的な災害通信実験を実施してきた D-MAT は、

WINDS地球局設置の技術訓練等の成果を受けて、大規

模災害時の救急医療の質の向上のために、地球局を

自ら管理し、WINDSによる高速通信回線を活用する体

制を整えた。28(2016)年度の熊本地震においては、発

災から約 5 時間以内に WINDS 地球局を被災地に持ち

込むなど、これまでの利用実証実験の成果が災害現

場での実利用につながった。 

 

※1 第二回宇宙開発利用大賞(平成 28 年 3 月)におい

て、「国産静止衛星プラットフォーム DS2000 による

商用市場展開」(三菱電機株式会社)が総務大臣賞を

受賞。 

 

 

れ、長期間にわたり軌道上

実績を積み上げたことは、

国内のみならず海外からの

商用静止衛星の受注につな

がり(合計 15機)、さらに将

来に向けた国内の衛星製造

企業自らの投資につながる

など、宇宙産業の国際競争

力を向上させた。 

 

○超高速インターネット衛星

(WINDS)を利用した定期的

な災害通信実験を経て、災

害派遣医療チーム(D-MAT)

が WINDS 地球局を自ら整

備・維持し、被災地域に自

立的に配備するなど、災害

時の医療目的での高速通信

回線利用が定着した。 

 

○なお、中長期計画上、平成

29(2017)年度までに予定し

た業務は全て実施し、中長

期⽬標を達成した。 

 

 

 

○これまで防災関連機関や

大学等と共同で防災利用

実証実験に利用されてき

た技術試験衛星 VIII 型

（ETS-VIII）を平成 29年

1月に円滑に停波し、衛星

運用を終了するととも

に、災害時の通信機能確

保に備えた訓練等に利用

されている超高速インタ

ーネット衛星（WINDS）の

着実な運用及び計画的な

通信実験を行ったことは

評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、技術試験衛星 9

号機及び光データ中継衛

星の開発等を着実に推進

することが期待される。 

 

 

＜評価すべき実績＞ 

○技術試験衛星 9 号機及び光データ中継衛星

の開発を着実に推進していることは評価で

きる。 

 

○ETS-Ⅷで開発された静止衛星バス技術の成

果は、我が国の衛星製造企業の標準静止衛

星バスに適用され、ETS-Ⅷ以降、国内政府

系衛星 10機のほか、商用衛星においても海

外を含む 5 機の衛星を受注したことは、我

が国の大型静止衛星バス技術の高い信頼性

を実績として示しており、我が国の衛星の

国際競争力強化の観点で高く評価できる。 

 

○これまで防災関連機関や大学等と共同で防

災利用実証実験に利用されてきた技術試験

衛星 VIII 型（ETS-VIII）を平成 29 年 1 月

に円滑に停波し、衛星運用を終了するとと

もに、災害時の通信機能確保に備えた訓練

等に利用されている超高速インターネット

衛星（WINDS）の着実な運用及び計画的な通

信実験を行ったことは評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○期間評価は年度評価の積み重ねであるこ

と、また、国際水準に照らすと、通信衛星の

国際競争力はまだ途上であり、今後の国際

競争力強化のために技術試験衛星 9 号機を

開発中であることを鑑みると、現時点では

B評価である。なお、技術試験衛星 9号機に

よる取組が成功し、実際に世界シェアを伸

ばせた際には適切な評価を行いたい。 

 

○日本企業が商用通信衛星分野において勝つ

ためには、米国や欧州と同様、継続的な技

術開発が必要である。国際的動向を見なが

ら、今後も継続して、商用市場で戦えるよ

うになるための研究開発の実施を期待した

い。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○B が適切であると考える。第３期中期目標

期間における評価を A とするだけの成果を

あげたとするには十分ではないと考える。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－４ その他の取組 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

未来投資戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第三号、第四号、

第十号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 30 年度）9-5 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0291、0292 

※いずれも文部科学省のもの 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

- - - - - - - 予算額（千円） - - 
27,136,572 

の一部 

32,379,812 

の一部 

32,862,884 

の一部 

 

決算額（千円） 
211,177,437 

の一部 

207,856,661 

の一部 

26,673,051 

の一部 

34,408,311 

の一部 

35,507,628 

の一部 

経常費用（千円） - - - - - 

経常利益（千円） - - - - - 

行政サービス実

施コスト（千円） 
- - - - - 

従事人員数 約 50 の一部 約 50 の一部 約 5 約 10 約 10 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

中長期目標 中長期計画 

主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価）  

 （４）その他の取組 

我が国の安全かつ

安定した宇宙開発利

用を確保するため、デ

ブリとの衝突等から

ISS、人工衛星及び宇

宙飛行士を防護する

ために必要となる

SSA 体制についての

政府による検討を支

援する。【再掲】 

（４）その他の取組 

我が国の安全かつ安

定した宇宙開発利用を

確保するため、デブリ

との衝突等から ISS、人

工衛星及び宇宙飛行士

を防護するために必要

となる SSA 体制につい

ての政府による検討を

支援する。【再掲】 

【評価軸】 

宇宙状況把握（SSA）

体制についての政府

による検討の支援を

行うことにより、我が

国の安全かつ安定し

た宇宙開発利用を確

保に貢献したか。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に

１． デブリ衝突回避技術に関する民間移転  

（１）「静止気象衛星(ひまわり 8号/9号)」運用事業者からの受託業務

として、デブリとの接近解析に関する評価手法等の技術移転を行うた

め、接近事象に対する評価支援等を実施した。本受託業務は、平成

25(2013)～27(2015)年度の 3年間の計画で実施し、25～26(2014)年度

の教育訓練、26年度からの評価支援を経て、27年度に技術移転を完

了した。 

（２）「準天頂衛星システム」運用事業者が整備した地上システムにお

けるデブリ接近評価機能の検証に際して、運用事業者からの要請に基

づき、平成 27年度に現在運用中の準天頂衛星「みちびき」1号機(QZS-

1)に対する実際の接近情報等を提供し、JAXA 運用時と同等の接近評

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

中 長 期 計 画

上 、 平 成

29(2017)年度ま

でに予定した業

務 は全て 実施

し、中長期⽬標

を達成した。 

 

 

評定 B 評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画に定められたとおり、概

ね着実に業務が実施されたと認められ

るため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○教育訓練等を通じ、「静止地球環境観

測衛星（ひまわり 8 号/9 号）」運用

事業者へのデブリ衝突回避技術に関

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法

人の中長期目標等に照らし、成果等に

ついて諸事情を踏まえて総合的に勘案

した結果、成果の創出や将来的な成果

の創出の期待等が認められ、着実な業

務運営がなされているため。 

 

＜評価すべき実績＞ 
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向けた、各年度の業務

運営に関する計画の

達成状況等 

 

１．我が国の安全かつ

安定した宇宙開発

利用を確保するた

め、デブリとの衝突

等から ISS、人工衛

星及び宇宙飛行士

を防護するために

必要となる宇宙状

況把握（SSA）体制

についての政府に

よる検討を支援す

る。 

価が可能であることの検証を支援した。また、準天頂衛星の政府移管

(平成 29(2017)年 2月 28日に移管)に際し、デブリ接近リスク回避が

確実に実施できるよう準天頂衛星受託企業と運用調整を実施し、デブ

リ接近解析や回避制御計画立案に関する技術移転を完了した。 

 

２．宇宙機やデブリとの接近解析及び衝突回避 

（１）2 つのスペースガードセンター(上齋原レーダ および 美星光学

望遠鏡)によるデブリ観測と、日米間の「宇宙状況監視(SSA)了解覚書」

に基づく米国防省統合宇宙運用センター(JSpOC)からのデブリ接近通

知に基づき、JAXA 衛星とデブリおよび国際宇宙ステーションとの接

近解析を行い、第 3 中期 5 年間で計 23 回の衝突回避制御を実施

した。 

（２）デブリ接近事象の判断において、米国からの接近スクリーニング

結果通知が始まってから約 2 年分の接近通知を全数評価し、最後ま

で衝突リスクが高い接近事象が何日前にいくら以上の衝突確率であ

ったかということを現象論として見出した。本評価結果を踏まえ、平

成 29(2017) 年 7月以降、接近警報 および 衝突回避制御の基準を、

従来の 距離 から 衝突確率 による判定に移行した。これにより、米

国から通知された全件数は平成 28(2016) 年度の 106,072 件から 

29 年度は 130,703 件と増加しているが、衛星プロジェクトへの接

近警報は 196 件から 146 件に減少させ、接近事象をより高い確度

で選別することを可能とした。 

（３）平成 30(2018) 年 3 月末から 4月初旬にかけて落下した中国の

宇宙実験モジュール「天宮 1号」を含め、第 3 中期 5 年間で計 10 

件のスペースデブリについて大気圏再突入解析を行い、再突入時期お

よび再突入位置を予測した。再突入直前は通過軌跡の最新状況を把握

し、米国からの直前入手情報に基づく再突入解析結果を政府に報告す

ることにより、不測事態対応を支援した。 

 

する技術移転を円滑に完了したこと

は評価できる。 

 

○「準天頂衛星システム」運用事業者

に対し、デブリ接近に関する評価支

援やリスク回避業務引き渡しを円滑

に行ったことは評価できる。 

 

 

○教育訓練等を通じ、「静止地球環境観

測衛星（ひまわり 8 号/9 号）」運用

事業者へのデブリ衝突回避技術に関

する技術移転を円滑に完了したこと

は評価できる。 

 

○スペースデブリとの衝突を回避する

ための衛星の軌道制御を実施し、デ

ブリと衛星の衝突を回避した。 

 

○これまでのデブリ接近事象を評価

し、より高い角度で接近事象を選別

した。 

 

○中国の天宮 1 号の再突入解析を行

い、政府の不測事態対応を支援した。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○政府の方針に沿って、確実に活動を

実施したと評価する。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－１ 宇宙輸送システム 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

未来投資戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第二号、第三号、

第四号、第五号、第七号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 30 年度）9-5 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0264、0291、0292 

※いずれも文部科学省のもの 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

打ち上げ成功

率（H-IIA/B） 
- 96.3% 96.9% 97.1% 97.4% 97.7% 予算額（千円） - - 48,919,865 46,298,434 46,762,113 

過去 5 年の

On-time 打ち

上げ率 

- 91.6% 93.3% 93.3% 100% 94.7% 決算額（千円） 
211,177,437 

の一部 

207,856,661 

の一部 
44,107,209 53,723,236 55,079,381 

 

経常費用（千円） - - - - - 

経常利益（千円） - - - - - 

行政サービス実

施コスト（千円） 
- - - - - 

従事人員数 約 470 の一部 約 480 の一部 約 160 約 150 約 140 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 

主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 （１）宇宙輸送システム 

宇宙輸送システムは、我

が国が必要とする時に、必

要な人工衛星等を、独自に

宇宙空間に打ち上げるた

めに不可欠な手段であり、

我が国の基幹ロケットで

ある H-IIA ロケット、H-

IIBロケット及びイプシロ

ンロケットの維持・運用並

びに「新型基幹ロケット」

（１）宇宙輸送システム 

宇宙輸送システムは、我が国が

必要とする時に、必要な人工衛星

等を、独自に宇宙空間に打ち上げ

るために不可欠な手段であり、我

が国の基幹ロケットである H-IIA

ロケット、H-IIBロケット及びイプ

シロンロケットの維持・運用並び

に「新型基幹ロケット」の開発をは

じめとして、今後とも自立的な宇

宙輸送能力を保持していく。具体

【評価軸】 

自立的な宇宙輸送能力

保持に向けた取り組み

が図られたか。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向

けた、各年度の業務運営

に関する計画の達成状

況等 

 

１．宇宙輸送システムの自立性確保に係る

確実な進歩 

（１）昨今の宇宙基本計画工程表が示す通

り、連続打上げが必要となる背景の中、継

続的な信頼性・運用性向上の取組みによ

り、世界水準を凌駕する高い成功率・オン

タイム率を維持し(H-IIA/B ロケット打上

げ成功率 97.7%、過去 5年オンタイム成功

率 94.7%)、自立性を確実に確保するとと

もに、前中期計画期間中の基幹ロケット

の打上げ機数 11機と比較し、現行中期計

＜評定と根拠＞ 

評定：S 

○継続的な信頼性、運用

性向上の取組みによ

り、基幹ロケットの世

界水準を凌駕する高

い打上げ成功率・オン

タイム率を維持する

とともに、打上げ設備

の健全性維持と、打上

げ間隔の短縮を図る

評定 S 評定 S 

＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示すとおり、

中長期計画に定められた以上の業務の

顕著な進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○宇宙基本計画工程表に基づき、連続

打上げが必要となる状況において、

継続的な信頼性・運用性向上に努め、

＜評定に至った理由＞ 

 以下に示すとおり、国立研究開発法

人の中長期目標等に照らし、成果等に

ついて諸事情を踏まえて総合的に勘案

した結果、特に顕著な成果の創出や将

来的な特別な成果の創出の期待等が認

められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 
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の開発をはじめとして、今

後とも自立的な宇宙輸送

能力を保持していく。【再

掲】 

①基幹ロケット 

ア．液体燃料ロケットシス

テム 

我が国の自立的な打

ち上げ能力の拡大及び

打ち上げサービスの国

際競争力の強化のため、

平成 32 年度の初号機の

打ち上げを目指し、ロケ

ットの機体と地上シス

テムを一体とした総合

システムとして「新型基

幹ロケット」の開発を着

実に推進する。 

また、現行の H-IIA/B

ロケットから「新型基幹

ロケット」への円滑な移

行のための政府の検討

を支援する。 

H-IIA ロケット及び

H-IIBロケットについて

は、一層の信頼性の向上

を図るとともに、技術基

盤の維持・向上を行い、

世界最高水準の打ち上

げ成功率を維持する。 

H-IIAロケットについ

ては、打ち上げサービス

の国際競争力の強化を

図る。【再掲】 

 

イ．固体燃料ロケットシス

テム 

戦略的技術として重

要な固体燃料ロケット

システムについては、打

ち上げ需要に柔軟かつ

効率的に対応でき、低コ

ストかつ革新的な運用

性を有するイプシロン

ロケットの研究開発を

行うとともに、今後の打

ち上げ需要に対応する

ための高度化開発を行

う。 

また、安全保障、地球

観測、宇宙科学・探査等

の様々な衛星の打ち上

げニーズに対応し、「新

型基幹ロケット」の固体

ロケットブースターと

のシナジー効果を発揮

するとともに、H-IIA/B

ロケットから「新型基幹

的には、以下に取り組む。【再掲】 

なお、平成 26年度補正予算（第

1号）により追加的に措置された交

付金については、地方への好循環

拡大に向けた緊急経済対策の一環

として災害・危機等への対応のた

めに措置されたことを認識し、ロ

ケットの信頼性向上に必要な技術

開発に充てるものとする。【再掲】 

また、平成 27年度補正予算（第

1号）により追加的に措置された交

付金については、喫緊の課題への

対応として衛星による公共の安全

確保の一層の推進のために措置さ

れたことを認識し、新型基幹ロケ

ットの開発及びロケットの信頼性

向上に必要な技術開発に充てるも

のとする。【再掲】 

また、平成 28年度補正予算（第

2号）により追加的に措置された交

付金については、未来への投資を

実現する経済対策の一環として、

21世紀型のインフラ整備の推進の

ために措置されたことを認識し、

新型基幹ロケットの開発に充てる

ものとする。【再掲】 

また、平成 29年度補正予算（第

1号）により追加的に措置された交

付金については、災害の防止のた

め緊急に対応すべきものとして措

置されたことを認識し、新型基幹

ロケットの開発に充てるものとす

る。【再掲】 

 

①基幹ロケット 

ア．液体燃料ロケットシステム 

我が国の自立的な打ち上げ能

力の拡大及び打ち上げサービス

の国際競争力の強化のため、平

成 32 年度の初号機の打ち上げ

を目指し、ロケットの機体と地

上システムを一体とした総合シ

ステムとして「新型基幹ロケッ

ト」の開発を着実に推進する。 

また、現行の H-IIA/B ロケッ

トから「新型基幹ロケット」への

円滑な移行のための政府の検討

を支援する。【再掲】 

H-IIA ロケット及び H-IIB ロケ

ットについては、一層の信頼性

の向上を図るとともに、技術基

盤の維持・向上を行い、世界最高

水準の打ち上げ成功率を維持す

る。 

H-IIAロケットについては、打

ち上げサービスの国際競争力の

強化を図る。そのため、基幹ロケ

ット高度化により、衛星の打ち

［液体ロケットシステ

ム］ 

１．我が国の自立的な打

ち上げ能力の拡大及

び打ち上げサービス

の国際競争力の強化

のため、平成 32年度の

初号機の打ち上げを

目指し、ロケットの機

体と地上システムを

一体とした総合シス

テムとして「新型基幹

ロケット」の開発を着

実に推進する。 

２．現行の H-IIA/Bロケ

ットから「新型基幹ロ

ケット」への円滑な移

行のための政府の検

討を支援する。 

３．H-IIA ロケットにつ

いては、打ち上げサー

ビスの国際競争力の

強化を図る。そのた

め、基幹ロケット高度

化により、衛星の打ち

上げ能力の向上、衛星

分離時の衝撃の低減

等に係る研究開発及

び実証並びに相乗り

機会拡大に係る研究

開発を行う。 

 

［固体燃料ロケットシ

ステム］ 

４．戦略的技術として重

要な固体燃料ロケッ

トシステムについて

は、打ち上げ需要に柔

軟かつ効率的に対応

でき、低コストかつ革

新的な運用性を有す

るイプシロンロケッ

トの研究開発及び打

ち上げを行う。 

５．今後の打ち上げ需要

に対応するため、打ち

上げ能力の向上及び

衛星包絡域の拡大の

ための高度化開発を

行う。 

６．安全保障、地球観測、

宇宙科学・探査等の

様々な衛星の打ち上

げニーズに対応し、

「新型基幹ロケット」

の固体ロケットブー

スターとのシナジー

効果を発揮するとと

画期間では打上げ需要が 2 倍に増加し、

合計 22機(29年度は最多実績の 6機)のロ

ケットを打上げ、加えて、政府等衛星の受

託打上げは 5機から 12機と倍増以上とな

り、我が国の宇宙開発利用及び我が国の

宇宙政策推進に大きく貢献した。 

  特に、以下のリスク管理およびリスク

低減への取組みにより、衛星顧客が要望

する日時での打上げの確実性が更に増

し、基幹ロケットの運用性向上ならびに

顧客サービスの向上を図った。 

①発射整備作業および打上当日の不具合

を極少化するため、20 年以上使用して

いる「打上げ関連設備」の状況分析・優

先度評価を実施して健全性を維持し、

限られた老朽化経費を最適なタイミン

グで適切に執行することで、設備に起

因する不適合事案を最小限に留め、連

続オンタイム打上げに寄与した。 

②前中期計画からの射場作業を踏まえ、

点検作業の自動化や作業期間短縮に実

績のある機材の適用範囲を拡大するな

ど、作業実績等を徹底的に再評価する

ことで、打上げ補修作業等の効率化を

図り、種子島における打上げ間隔の短

縮化を図った。 

③また、イプシロンロケット 2 号機打上

げに際し、海上船舶危険解析手法の改

善により海上警戒区域を試験機より縮

小(面積比で約 1/5)させ、船舶の接近、

進入リスク、即ち打上げ延期リスクの

大幅な低減を図った。 

（２）基幹ロケット高度化開発、高い信頼性

／オンタイム率維持の取組みが高く評価

され、海外衛星の打上げ受注に繋がった。

(H-IIA_F29 商業衛星 Telstar(カナダ)打

上げ、UAE火星探査機の打上げ、インマル

サット 6号(英)の打上げ受注) 

（３）イプシロンロケット試験機(「ひさき」

搭載)および強化型(ジオスペース探査衛

星「あらせ」(ERG))の打上げ成功により、

今後の打上げ需要の増加が見込まれてい

る小型衛星への需要(含、小型科学、革新

的衛星技術実証)に対して適切に対応し、

イプシロンロケットとして初の非科学衛

星である ASNARO-2の打上げ成功により、

固体ロケットとしても、地球観測分野な

どの主要な需要が見込まれる SSO 軌道へ

の打上げ市場参入の見通しを得た。また、

世界トップレベルの軌道投入精度および

衛星搭載環境を有する強化型ロケットと

して飛行実証し、H-IIA/Bにイプシロンを

加えた「基幹ロケット」布陣により、大小

各種の衛星形態に対して自在性を持って

打上げが可能となった。 

 

２．輸送システムの抜本的刷新 

（１）基幹ロケット高度化開発による商業

ことで、前中期期間の

2 倍の打上げを確実に

実施し、我が国の宇宙

開発利用に大きく貢

献した。また、基幹ロ

ケット高度化開発に

よる商業衛星及び異

なる軌道への衛星相

乗り打上げ成功とと

もに、強化型イプシロ

ンによる小型衛星需

要で増大が見込まれ

る SSO軌道への打上げ

成功により、我が国の

宇宙輸送システムの

自立性確保に係る特

に顕著な成果を創出

した。 

 

○基幹ロケット高度化

開発により、H-IIA ロ

ケットの本格的な国

際市場への参入を可

能とし、海外衛星の打

上げ受注に繋げると

ともに、相乗り打上げ

能力の向上開発によ

り多様なミッション

に対応可能となった。

また、世界初のロバス

トな「飛行安全用航法

センサ」の実運用化に

より、追尾レーダの老

朽化更新費の削減に

繋げるなど、「研究開

発成果の最大化」に向

けて特に顕著な成果

を創出するとともに、

高度化開発成果を反

映して、コストダウン

による国際競争力を

高めた新型基幹ロケ

ット(H3)の開発着手

し、民間の主体性を重

視した「基本協定」枠

組みを導入して輸送

システムの抜本的刷

新に着手した。 

 

○なお、中長期計画上、

平成 29(2017)年度ま

でに予定した業務は

全て実施し、中長期⽬
標を達成した。 

 

 

今中長期目標期間全体を通じて、中

長期目標に定める世界最高水準の成

功率を維持したことに加えて、世界

最高水準のオンタイム率を達成・維

持し、自立性を確実に確保するとと

もに、前中期目標期間と比較して、

今中長期目標期間での基幹ロケット

の打上げ需要が 2 倍以上に増加した

中で、各ロケットを確実に打ち上げ

たことは特に顕著な成果と言える。 

 

○特に、打上げ関連施設の状況を適切

に評価して健全性を維持しつつ、限

られた経費を効率的に執行し、施設

の運用や老朽化対策、保全等をする

ことにより、連続オンタイム打上げ

を成功させるとともに、徹底的な作

業の効率化・手法の改善を図ること

で、打上間隔の短縮や打上げ延期リ

スクの大幅な低減を実現し、前中期

目標期間から 2 倍以上に増加した打

上げ需要に確実に対応した点は特に

顕著な成果と言える。 

 

○中長期目標に定める信頼性向上と技

術基盤の維持に留まらず、基幹ロケ

ット高度化開発により、衛星の打上

げ対応可能範囲の大幅な拡大や世界

最高の衛星搭載環境の実現を達成し

たことや、世界初のロバストな「飛

行安全用航法センサ」の実運用化に

より、追尾レーダの老朽化更新費の

削減に繋げたことは特に顕著な成果

と言える。 

 

○世界最高水準の打上げ成功率・オン

タイム率維持の取組と基幹ロケット

高度化開発により、国際的に高い評

価と信頼を得て、カナダや UAE の衛

星の打上げ受注に繋げたことは特に

顕著な成果と言える。 

 

○新型の基幹ロケットの１つとして、

イプシロンロケットの開発に成功

し、2号機まで確実に打ち上げ、運用

を行っていることは高く評価でき

る。 

 

○H3ロケットに当たっては、これまで

の官民分担の役割を抜本的に刷新

し、開発段階から民間事業者が主体

的に参画する仕組を導入することに

より、国際競争力を高めたロケット

の開発体制を構築し、開発を順調に

進めていることは高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、国内外の顧客ニーズに対

○宇宙基本計画工程表に基づき、連続

打上げが必要となる状況において、

継続的な信頼性・運用性向上に努め、

今中長期目標期間全体を通じて、中

長期目標に定める世界最高水準の成

功率を維持したことに加え、世界最

高水準のオンタイム率を達成・維持

し、自立性を確実に確保するととも

に、前中期目標期間と比較して、今

中長期目標期間での基幹ロケットの

打上げ需要が 2 倍以上に増加(29 年

度は最多実績の 6機)した中で、各ロ

ケットを確実に打ち上げたことは特

に顕著な成果と言える。 

 

○特に、打上げ関連施設の状況を適切

に評価して健全性を維持しつつ、限

られた経費を効率的に執行し、施設

の運用や老朽化対策、保全等をする

ことにより、連続オンタイム打上げ

を成功させるとともに、徹底的な作

業の効率化・手法の改善を図ること

で、打上間隔の短縮や打上げ延期リ

スクの大幅な低減を実現し、前中期

目標期間から 2 倍以上に増加した打

上げ需要に確実に対応した点は特に

顕著な成果と言える。 

 

○中長期目標に定める信頼性向上と技

術基盤の維持に留まらず、基幹ロケ

ット高度化開発により、衛星の打上

げ対応可能範囲の大幅な拡大や世界

最高の衛星搭載環境の実現を達成し

たことや、世界初のロバストな「飛

行安全用航法センサ」の実運用化に

より、追尾レーダの老朽化更新費の

削減に繋げたことは特に顕著な成果

と言える。 

 

○世界最高水準の打上げ成功率・オン

タイム率維持の取組と基幹ロケット

高度化開発により、国際的に高い評

価と信頼を得て、カナダや UAE の衛

星の打上げ受注に続き、通信業界で

世界的に高いシェアを誇る海外企業

との新たな商業衛星(インマルサッ

ト 6号機、英国)の打上げ受注を獲得

したことは、我が国の宇宙輸送シス

テムの国際競争力強化に大きく貢献

する特に顕著な成果と言える。 

 

○世界トップレベルの軌道投入精度お

よび衛星搭載環境を有する強化型イ

プシロンロケットを開発し、小型衛

星需要への自立的対応を実現したこ

とは高く評価できる。 

 

○H3ロケットにあたっては、これまで
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ロケット」への移行の際

に切れ目なく運用でき

る将来の固体ロケット

の形態の在り方につい

て検討を行う。【再掲】 

 

②宇宙輸送系技術開発 

LNG（Liquefied Natural 

Gas）推進系関連技術につ

いて、実証試験の実施を視

野に入れた研究開発を実

施する。また、再使用型宇

宙輸送システム等の将来

輸送技術について、引き続

き研究開発を行う。 

 

③打ち上げ射場に関する検討 

我が国の宇宙システム

の抗たん性の観点から政

府が行う射場の在り方に

関する検討を支援し、その

結果を踏まえ、機構が所

有・管理する打ち上げ射場

について必要な措置を講

じる。【再掲】 

 

上げ能力の向上、衛星分離時の

衝撃の低減等に係る研究開発及

び実証並びに相乗り機会拡大に

係る研究開発を行う。【再掲】 

 

イ．固体燃料ロケットシステム 

戦略的技術として重要な固体

燃料ロケットシステムについて

は、打ち上げ需要に柔軟かつ効

率的に対応でき、低コストかつ

革新的な運用性を有するイプシ

ロンロケットの研究開発及び打

ち上げを行う。今後の打ち上げ

需要に対応するため、打ち上げ

能力の向上及び衛星包絡域の拡

大のための高度化開発を行う。 

また、安全保障、地球観測、宇

宙科学・探査等の様々な衛星の

打ち上げニーズに対応し、「新型

基幹ロケット」の固体ロケット

ブースターとのシナジー効果を

発揮するとともに、H-IIA/Bロケ

ットから「新型基幹ロケット」へ

の移行の際に切れ目なく運用で

きる将来の固体ロケットの形態

の在り方について検討を行う。

【再掲】 

 

②宇宙輸送系技術開発 

LNG（Liquefied Natural Gas）

推進系関連技術について、実証試

験の実施を視野に入れた研究開発

を実施する。また、高信頼性ロケッ

トエンジン、再使用型宇宙輸送シ

ステム、軌道上からの物資回収シ

ステム、軌道間輸送システム等の

将来輸送技術について、引き続き

研究開発を行う。 

 

③打ち上げ射場に関する検討 

我が国の宇宙システムの抗たん

性の観点から政府が行う射場の在

り方に関する検討を支援し、その

結果を踏まえ、機構が所有・管理す

る打ち上げ射場について必要な措

置を講じる。【再掲】 

 

もに、H-IIA/B ロケッ

トから「新型基幹ロケ

ット」への移行の際に

切れ目なく運用でき

る将来の固体ロケッ

トの形態の在り方に

ついて検討を行う。 

 

 ［宇宙輸送系技術開

発］ 

７ ． LNG （ Liquefied 

Natural Gas）推進系関

連技術について、実証

試験の実施を視野に

入れた研究開発を実

施する。 

８．高信頼性ロケットエ

ンジン、再使用型宇宙

輸送システム、軌道上

からの物資回収システ

ム、軌道間輸送システ

ム等の将来輸送技術に

ついて、引き続き研究

開発を行う。 

 

［打ち上げ射場に関す

る検討］ 

９．我が国の宇宙システ

ムの抗たん性の観点

から政府が行う射場 

衛星打上げ(H-IIA ロケット 29 号機)によ

り、高緯度に位置する種子島射場の打上

能力のハンディキャップを克服し、打上

げ需要の対応範囲を約 7%から約 50%に大

幅に拡大し、低衝撃分離部による世界一

衛星に優しい搭載環境を提供可能するこ

とで、H-IIAロケットの本格的な国際市場

への参入を可能とした。更に、この高度化

開発の成果を最大限活用し、小規模かつ

低コスト開発による相乗り打上げ能力の

向上機能を付加し、H-IIA ロケット 37 号

機において異なる 2 軌道への投入ミッシ

ョンを成功させた。これにより、多様な相

乗りミッションへ精度良く対応可能であ

ることを実証するとともに、衛星相乗り

打上げに対して打上げコスト低減と打上

げ機会の有効利用(早期の打上げ機会確

保)の両面に貢献した。これらの取組み

は、国際競争力向上を目指す H3ロケット

にとっても有効な手段であり、H3 のプリ

カーサーとなった。 

（２）H-IIA29号機、H-IIBロケット 6号機

およびイプシロンロケット 2 号機での飛

行実証により、世界初のロバストな「飛行

安全用航法センサ」の実運用化の目途を

付け、追尾レーダを使用しない、より簡素

な打上げシステムへと進化させるととも

に、今後大規模な老朽化更新が必要であ

った追尾レーダ局に関して、更新判断の

タイミングにて対応不要となり、更新費

削減(約 40億)の見通しを得た。 

（３）我が国の自立的な打上げ能力の拡大

及び国際競争力のあるロケット及び打上

げサービスの実現に向け、H3 の開発に着

手した。開発に際し、これまでと異なる官

民分担の役割での開発・運用として、民間

の主体性を重視した枠組みを「基本協定」

として規定し、運用段階におけるプライ

ムコントラクタによる打上げ輸送サービ

スの自立的な展開責任(自らの判断によ

るロケット機体システムの仕様変更や改

良、受注実現のための組織体制の構築等

を含む)を明示し抜本的に刷新を図った。

ロケットエンジン等の自立性確保に欠か

せないキー技術については JAXAが担当す

ることで、我が国の技術基盤の維持・活用

が可能な体制とした。 

 

応した確実な打上げを実施すること

が期待される。 

 

○宇宙輸送システムの国際競争力につ

いては、ロケットだけでなく、射場

も含めてトータルで考えることが必

要であり、射場の老朽化対策も計画

的に実施することが期待される。 

 

○H3 ロケットの開発を待つだけでな

く、現行の基幹ロケットについても

コストダウンを図る取組を進めると

ともに、イプシロンロケットと H3ロ

ケットの固体ロケットブースターと

のシナジー効果によるコストダウン

の明確化に取り組む必要がある。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○世界最高水準の打上げ成功率及びオ

ンタイム成功率の達成見込、高度化

技術開発による衛星の打上げ対応可

能範囲の大幅な拡大、世界最高の衛

星低衝撃レベルの実現などにより、

国際的に高い評価と信頼を勝ち取る

ことに成功しており、特に顕著な成

果の創出と認められた。 

 

○打上げ頻度の増加や施設の老朽化が

進む中で、現場とマネジメント双方

において限られた資源を効率的に遣

う工夫をした上で、打上げの確実性

の向上が達成できた点も高く評価で

きた。 

 

 

の官民分担の役割を抜本的に刷新

し、開発段階から民間事業者が主体

的に参画する仕組を導入することに

より、国際競争力を高めたロケット

の開発体制を構築し、開発を順調に

進めていることは高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、着実な H3ロケット開発と

顧客ニーズに対応した確実な打上げ

を実施することが期待される。 

 

○ロケットは、自律性・自在性の観点

から自国で保有すべき技術である一

方、コストの観点からは、世界と戦

えるレベルである必要がある。単に

安くするだけでなく、トータルサー

ビスとしての競争力をつけるため

に、包括的な対策を行うことが望ま

れる。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○S 評価で妥当。「我が国の自立的な打

上げ能力の拡大」と「打上げサービ

スの国際競争力の確保」という２つ

の中期目標に対し、 

 ・世界トップの打上げ成功率の達成 

 ・世界トップのオンタイム成功率の

達成 

 ・高度化技術開発による衛星打上げ

対応の大幅な拡大 

 ・世界トップの衛星低衝撃レベルの

実現 

 ・強化型イプシロンによる小型衛星

需要への自立的対応の実現 

など、国際水準からみて特に顕著な

成果を達成した。 

 

○打上げ成功率、オンタイム成功率な

どにおいて世界最高水準のレベルを

達成しており、受託打上げの実績も

大きく増加したことなどから S 評価

が相当と判断する。 

 

○打上げ機数の増大に対応するだけで

なく、イプシロンロケットの開発・

改良、H3ロケットの開発といったこ

とを確実に進めてきたことは高く評

価できる。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－２ 宇宙科学・探査 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

未来投資戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第一号、第二号、

第三号、第四号、第五号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 30 年度）9-5 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0291、0292 

※いずれも文部科学省のもの 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

大学共同利用シス

テムに参加する研

究者 

400 人 766 人 872 人 890 人 734 人 746 人 予算額（千円） - - 22,116,394 15,276,907 21,166,006 

シンポジウム 20 件 22 件 21 件 21 件 21 件 23 件 決算額（千円） 
211,177,437 

の一部 

207,856,661 

の一部 
22,345,116 21,332,984 21,296,546 

査読付き論文数 - 319 編 322 編 298 編 345 編 323 編 経常費用（千円） - - - - - 

著名な学術誌での

accept 数 

(Science,Nature) 

- 3 編 6 編 1 編 3 編 2 編 経常利益（千円） - - - - - 

高被引用論文数 - 49 編 51 編 51 編 57 編 56 編 
行政サービス実

施コスト（千円） 
- - - - - 

外部資金獲得額 - 
約 7.3 

億円 

約 9.8 

億円 

約 13.6 

億円 

約 18.9 

億円 

約 17.1 

億円 
従事人員数 約 590 の一部 約 580 の一部 約 290 約 290 約 300 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 

主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 （２）宇宙科学・

探査 

人類の知的資

産及び我が国の

宇宙開発利用に

新しい芽をもた

（２）宇宙科学・探査 

人類の知的資産及び我が国の

宇宙開発利用に新しい芽をもた

らす可能性を秘めた革新的・萌芽

的な技術の形成を目的とし、宇宙

物理学、太陽系科学、宇宙飛翔工

【評価軸】 

○人類の知的資産及び我

が国の宇宙開発利用に

新しい芽をもたらす可

能性を秘めた革新的・萌

芽的な技術の形成に貢

１．プロジェクトマネジメント改革 

 「ASTRO-H」の異常事象を受け、再発防止策の策定・実行、JAXA共

通のプロジェクトマネジメントルールの適用等のプロジェクトマネ

ジメント改革を踏まえ、プロジェクトマネージャー(PM)とプリンシ

パルインベスティゲーター(PI)の分離によるサイエンス推進とプロ

ジェクト管理のバランスを確保したプロジェクト遂行、フロントヘ

＜評定と根

拠＞ 

評定：A 

○X 線天文

衛 星

「 ASTRO-

評定 B 評定 B 

＜評定に至った理由

＞ 

中長期計画に定め

られたとおり、概ね

着実に業務が実施さ

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標

等に照らし、成果等について諸事情を踏まえて総合的

に勘案した結果、成果の創出や将来的な成果の創出の

期待等が認められ、着実な業務運営がなされているた
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らす可能性を秘

めた革新的・萌

芽的な技術の形

成を目的とし、

宇宙物理学、太

陽系科学、宇宙

飛翔工学、宇宙

機応用工学及び

学際科学におい

て、長期的な展

望に基づき、ま

た、一定規模の

資金を確保しつ

つ、我が国の特

長を活かした独

創的かつ先端的

な宇宙科学研究

を推進し、世界

的な研究成果を

あげる。 

 

①大学共同利用

システムを基

本とした学術

研究 

宇宙科学研究

における世界的

な拠点として、

研究者の自主性

の尊重、新たな

重要学問分野の

開拓等の学術研

究の特性に鑑み

つつ、大学共同

利用システム※

を基本として、 

宇宙の起源とそ

の進化について

の学術研究を行

う宇宙物理学、 

太陽、地球を含

む太陽系天体に

ついての学術研

究を行う太陽系

科学、 

宇宙飛翔技術及

び宇宙システム

についての学術

研究を行う宇宙

飛翔工学、 

宇宙機技術、地

上 シ ステ ム 技

術、及びその応

用についての学

術研究を行う宇

宙機応用工学、 

宇宙科学の複数

の分野にまたが

学、宇宙機応用工学及び学際科学

において、長期的な展望に基づ

き、また、一定規模の資金を確保

しつつ、我が国の特長を活かした

独創的かつ先端的な宇宙科学研

究を推進し、世界的な研究成果を

あげる。 

なお、平成 27 年度補正予算（第

1号）により追加的に措置された

交付金については、喫緊の課題へ

の対応として衛星による公共の

安全確保の一層の推進のために

措置されたことを認識し、ジオス

ペース探査衛星（ERG）の開発に

充てるものとする。 

 

①大学共同利用システムを基本

とした学術研究 

宇宙科学研究における世界的

な拠点として、研究者の自主性の

尊重、新たな重要学問分野の開拓

等の学術研究の特性に鑑みつつ、

大学共同利用システム※を基本

として国内外の研究者の連携を

強化し、宇宙科学研究所を中心と

する理学・工学双方の学術コミュ

ニティの英知を結集し、世界的に

優れた学術研究成果による人類

の知的資産の創出に貢献する。こ

のために、 

宇宙の起源とその進化について

の学術研究を行う宇宙物理学、 

太陽、地球を含む太陽系天体につ

いての学術研究を行う太陽系科

学、 

宇宙飛翔技術及び宇宙システム

についての学術研究を行う宇宙

飛翔工学、 

宇宙機技術、地上システム技術、

及びその応用についての学術研

究を行う宇宙機応用工学、 

宇宙科学の複数の分野にまたが

る、又は宇宙科学と周辺領域にま

たがる学際領域、及び新たな宇宙

科学分野の学術研究を行う学際

科学 

の各分野に重点を置いて研究を

実施するとともに、将来のプロジ

ェクトに貢献する基盤的取組を

行い、また、人類の英知を深める

に資する世界的な研究成果を学

術論文や学会発表等の場を通じ

て提供する。 

また実施にあたっては、新たな

プロジェクトの核となる分野・領

域の創出、大学連携協力拠点の強

化、大学研究者の受入促進、及び

人材の国際的流動性の確保によ

献したか。 

○宇宙科学研究における

世界的な拠点として、研

究者の自主性の尊重、新

たな重要学問分野の開

拓等の学術研究の特性

に鑑みつつ、大学共同利

用システムを基本とし

て、世界的に優れた学術

研究成果による人類の

知的資産の創出に貢献

したか。 

○大学共同利用システム

等を通じて国内外の研

究者と連携し、学問的な

展望に基づいて科学衛

星、国際宇宙ステーショ

ン（ISS）搭載装置及び小

型飛翔体等を研究開発・

運用することにより、宇

宙物理学、太陽系科学、

宇宙飛翔工学、宇宙機応

用工学及び学際科学の

各分野に重点を置きつ

つ、大学共同利用システ

ムによって選定された

プロジェクトを通じて、

我が国の独自性と特徴

を活かした世界一級の

研究成果の創出及びこ

れからを担う新しい学

問分野の開拓に貢献す

るデータを創出・提供し

たか。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向け

た、各年度の業務運営に関

する計画の達成状況等 

 

［大学共同システムを基

本とした学術研究］ 

１．宇宙物理学、太陽系科

学、宇宙飛翔工学、宇宙

機応用工学、宇宙科学の

複数の分野又は宇宙科

学と周辺領域にまたが

る学際領域、及び新たな

宇宙科学分野の学術研

究を行う学際科学の各

分野に重点を置いて研

究を実施する。将来のプ

ロジェクトに貢献する

基盤的取組を行う。 

２．人類の英知を深めるに

資する世界的な研究成

果を学術論文や学会発

表等の場を通じて提供

ビーのプロジェクト準備を、宇宙研だけではなく、宇宙科学コミュ

ニティにも説明し、浸透させた。平成 29年度には X線天文衛星代替

機及び火星衛星探査機（MMX）に適用し、着実にプロジェクト立ち上

げを進めた。この取り組みにより、NASA、ESAからの信頼を回復させ

ることが出来、国際協力による活動も推進させた。さらに、新規プロ

ジェクト候補の推進にあたっては、Concept Maturity Level（CML）

※の概念を導入し、進捗の各段階に応じて達成すべき概念検討の成

熟レベルを定め、各段階を経て成熟度を高めつつ、安全性・信頼性を

第一とした確実なプロジェクト遂行により、ミッション成功につな

げていく。 

※プロジェクト活動の各段階に応じた技術概念検討の成熟度を図る

指標。 

 

２．プロジェクトや学術研究による成果創出 

 第 3 期中期目標期間において、宇宙科学・探査プロジェクト、理

学研究及びこれを達成するための工学研究において、以下に挙げる

顕著な成果を創出し、将来の宇宙科学計画の立ち上げにつなげた。

査読付き論文について、平成 25(2013)～29(2017)年に計 1,693編（う

ち、Science掲載論文 9編、Nature掲載 5編。高被引用論文は 57編

（平成 29(2017)年度末）。いずれも Web of Science調べ）を出版し

ており、ISASの組織規模に照らして優れた論文創出を行った。科学

衛星・探査機は、現在７機を運用中で、順調に科学観測、航行を続け

ており、以下に述べる成果をはじめ、今後も新たな科学成果創出が

期待される。また、世界一線で活躍する優れた国内外の若手研究者

を招聘し（インターナショナルトップヤングフェローシップ制度）、

宇宙科学研究所の研究を活性化させるとともに、我が国の科学水準

の更なる向上を目指して制度を運営している。平成 29(2017)年度に

は、海外のフェローシップ公募時期に合わせた公募により応募者の

質の向上を狙い、年 2 回の公募を行った。成果としてヤングフェロ

ーによる世界的に優れた研究成果が認められ、ISAS教職員（学生含

む）とヤングフェローとの間で、研究及びプロジェクト活動におい

て相乗効果が発揮されている。これまでに在籍したヤングフェロー

計 15名のうち 5名は、他大学等を含め無期雇用のポスト（国内 3名、

国外 2名）を得ている。 

（１）学術研究の成果 

＜惑星磁気圏の研究＞平成 28 年度に打ち上げたジオスペース探査

衛星「あらせ」（ERG）により、脈動オーロラと呼ばれる淡く明滅す

る斑点状のオーロラの発光原因と考えられてきた地球大気へ降り

込む数 10 keVの高エネルギー電子を磁気圏内で直接観測し、電子

散乱の原因と考えられていたコーラス波動との相関関係を世界で

初めて直接的に実証した。地球周辺の宇宙環境がどのように変化

するかの解明とともに、木星や土星といった他の惑星の磁気圏も

含めて、宇宙空間で遍く起きているプラズマ現象の詳細理解にも

つながる成果である。（Nature 平成 30(2018)年 2月） 

＜銀河団高温ガスの組成解明＞X線天文衛星「ASTRO-H」に搭載の軟

X線分光検出器（SXS）による観測から、ペルセウス座銀河団中心

部の鉄属元素の組成比を正確に求め、太陽組成などとも変わらな

い値であることを示した。これらの元素の起源である 1a型超新星

爆発の性質が宇宙の場所によらず同じであることを示す従来の仮

説を覆す結果であり、宇宙の進化、物質循環の歴史解明につなが

る。これは、SXSのエネルギー決定精度が従来より劇的に向上した

ことによる成果であり、X 線天文衛星代替機を確実に開発するこ

とにより、更なる研究成果が期待される。（Nature 平成 29(2017)
年 11月） 

＜銀河団構造の研究＞宇宙の中で最も質量の大きな構造である銀河

団の高温ガスの性質解明には X 線による観測が必須である。

「ASTRO-H」によるペルセウス座銀河団の観測の結果、光の速さに

近いジェットが影響を及ぼしているはずの中心部の高温ガスが、

H」の異常

事象を受

け、再発防

止策の策

定・実行、

JAXA 共通

のプロジ

ェクトマ

ネジメン

トルール

の適用等、

プロジェ

クトマネ

ジメント

改革を実

行した。こ

の取り組

みにより

NASA、ESA

からの信

頼を回復

させるこ

とが出来、

国際協力

による活

動も推進

させた。 

 

○中長期計

画 上 、

「 ASTRO-

H」の運用

中断を除

いて、中期

目標期間

末までに

予定した

業務を全

て実施し、

中期計画

及び中期

目標を達

成し、顕著

な成果を

創出した

（JAXA の

科学衛星・

探査機に

よ る

Nature 論

文 7 編、

Science

論 文 9

編）。 

 

○「ASTRO-H」

の異常事

象につい

れたと認められるた

め。 

自己評価では A 評

定であるが、今後の

課題・指摘事項の欄

に示す点について、

さらなる改善を期待

したい。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○X線天文衛星「ひと

み」（ASTRO-H）によ

る銀河団における

ガス乱雑運動速度

の解明、 X線天文

衛星「すざく」

（ASTRO-EII）によ

る元素生成に関わ

る新発見、惑星分

光観測衛星「ひさ

き」による木星磁

気圏における世界

初の電子の流れの

観測、金星探査機

「 あ か つ き 」

（PLANET-C）によ

る未知の気象現象

の新発見、小惑星

「イトカワ」試料

の分析による重要

な知見の獲得な

ど、世界一級の学

術研究成果を多数

創出したことは高

く評価できる。 

 

○「ひとみ」における

世界初の冷凍機シ

ステムによる 50mK

の冷却及び軟 X 線

分光器の機能確

認、小惑星探査機

「はやぶさ２」に

おける従来の10倍

の軌道決定精度の

実現、我が国初の

地球外惑星探査機

かつ金星を周回す

る世界唯一の探査

機である「あかつ

き」の軌道投入成

功、超小型深宇宙

探査機「PROCYON」

による超小型探査

機初の深宇宙航行

の実証及び彗星・

ジオコロナの撮像

成功など、極めて

め。 

なお、自己評価では A評定であるが、今後の課題・

指摘事項に記載のとおり、プロジェクト改革について

は、短期間で成果が出るものではなく、今は信頼性確

立の途上段階であること、また、本来 ASTRO-Hがあれ

ば今期に生み出せていたはずの成果を生み出せてい

ない（機会損失が発生している）ことから、中長期目

標上のアウトカム創出に向けて顕著な成果の創出等

が認められるとはいえないため、B評定とした。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○ジオスペース探査衛星「あらせ」（ERG）の脈動オー

ロラに係る世界で初めての直接的な実証、X線天文

衛星 ASTRO-H 搭載の軟 X 線分校検出器(SXS)の観測

によるペルセウス座銀河団中心部の鉄属元素の組

成比決定、X線天文衛星「すざく」（ASTRO-EII）に

よる元素生成に関わる新発見、惑星分光観測衛星

「ひさき」による木星磁気圏における世界初の電子

の流れの観測、金星探査機「あかつき」（PLANET-C）

による未知の気象現象の新発見、小惑星「イトカワ」

試料の分析による重要な知見の獲得など、世界一級

の学術研究成果を創出したことは高く評価できる。 

 

○ASTRO-H における世界初の冷凍機システムによる

50mK の冷却及び軟 X 線分光器の機能確認、小惑星

探査機「はやぶさ２」における従来の 10 倍の軌道

決定精度の実現、我が国初の地球外惑星探査機かつ

金星を周回する世界唯一の探査機である「あかつ

き」の軌道投入成功、超小型深宇宙探査機「PROCYON」

による超小型探査機初の深宇宙航行の実証及び彗

星・ジオコロナの撮像成功など、重要な科学的成果

を創出したことは高く評価できる。 

 

○ASTRO-H 用ガンマ線センサの技術を用い製作した

「超広角コンプトンカメラ」の医療分野の臨床実験

や油ガス田における低濃度の自然放射線物質の集

積の可視化への応用をはじめ、宇宙科学の研究開発

により得られた成果を基に、民間企業との協力によ

る製品化や社会実装に向けた実証実験を実施する

など、研究開発成果の社会還元に積極的に貢献した

ことは評価できる。 

 

○平成 27 年度には、ASTRO-H の異常事象が発生した

が、原因究明及び再発防止策を迅速かつ透明性をも

って実施するとともに、JAXA全体のプロジェクトマ

ネジメント改革に着手し、他のプロジェクトにもマ

ネジメント対策を水平展開して再発防止に取り組

んだことは一定の評価ができる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○プロジェクト改革については、短期間で成果が出る

ものではなく、今は信頼性確立の途上段階と言え

る。本来 ASTRO-Hがあれば今期に生み出せていたは

ずの成果を生み出せておらず、機会損失が発生して

いる。さらに、世界において ASTRO-Hの失敗により、

X線天文学に空白期間が生まれている。こういった

理由から、B評価と判断する。 
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る、又は宇宙科

学と周辺領域に

またがる学際領

域、及び新たな

宇宙科学分野の

学術研究を行う

学際科学 

の各分野に重点

を置いて研究を

実施するととも

に、将来のプロ

ジェクトに貢献

する基盤的取組

を行い、また、人

類の英知を深め

るに資する世界

的な研究成果を

学術論文や学会

発表等の場を通

じて提供する。 

※大学共同利用

機関法人にお

ける運営の在

り方を参考に

し、大学・研究

所等の研究者

の参画を広く

求め、関係研

究者の総意の

下にプロジェ

クト等を進め

るシステム 

 

②宇宙科学・探

査プロジェク

ト 

大学共同利用

システム等を通

じて国内外の研

究者と連携し、

学問的な展望に

基づいて科学衛

星、ISS搭載装置

及び小型飛翔体

等を研究開発・

運用することに

より、①に掲げ

た宇宙物理学、

太陽系科学、宇

宙飛翔工学、宇

宙機応用工学及

び学際科学の各

分野に重点を置

きつつ、大学共

同利用システム

によって選定さ

れたプロジェク

トを通じて、我

り、最先端の研究成果が持続的に

創出される環境を構築する。 

※大学共同利用機関法人におけ

る運営の在り方を参考にし、大

学・研究所等の研究者の参画を

広く求め、関係研究者の総意の

下にプロジェクト等を進める

システム 

 

②宇宙科学・探査プロジェクト 

大学共同利用システム等を通

じて国内外の研究者と連携し、学

問的な展望に基づいて科学衛星、

ISS 搭載装置及び小型飛翔体等

を研究開発・運用することによ

り、①に掲げた宇宙物理学、太陽

系科学、宇宙飛翔工学、宇宙機応

用工学及び学際科学の各分野に

重点を置きつつ、大学共同利用シ

ステムによって選定されたプロ

ジェクトを通じて、我が国の独自

性と特徴を活かした世界一級の

研究成果の創出及びこれからを

担う新しい学問分野の開拓に貢

献するデータを創出・提供する。

その際、宇宙探査プロジェクトの

機会も有効に活用する。 

なお、太陽系探査科学分野につ

いては、効果的・効率的に活動を

行える無人探査をボトムアップ

の議論に基づくだけでなく、プロ

グラム化も行いつつ進める。プロ

グラム化においては、月や火星等

を含む重力天体への無人機の着

陸及び探査活動を目標として、特

に長期的な取組が必要であるこ

とから、必要な人材の育成に考慮

しつつ、学術的大局的観点から計

画的に取り組む。 

また、探査部門と宇宙科学研究

所（ISAS）でテーマが重なる部分

に関しては、機構内での科学的な

取組について ISAS の下で実施す

るなど、適切な体制により実施す

る。 

具体的には、以下に取り組む。 

 

ア．科学衛星・探査機の研究開発・

運用 

（ａ）磁気圏観測衛星（EXOS-D） 

（ｂ）磁気圏尾部観測衛星（GEO 

TAIL） 

（ｃ）X線天文衛星（ASTRO-EII） 

（ｄ）小型高機能科学衛星（INDEX） 

（ｅ）太陽観測衛星（SOLAR-B） 

（ｆ）金星探査機（PLANET-C） 

（ｇ）水星探査計画／水星磁気圏

探査機（BepiColombo/MMO） 

する。 

３．新たなプロジェクトの

核となる分野・領域の創

出、大学連携協力拠点の

強化、大学研究者の受入

促進、及び人材の国際的

流動性の確保により、最

先端の研究成果が持続

的に創出される環境を

構築する。 

 

［宇宙科学・宇宙探査プロ

ジェクト］ 

４．太陽系探査科学分野に

ついては、効果的・効率

的に活動を行える無人

探査をボトムアップの

議論に基づくだけでな

く、プログラム化も行い

つつ進める。プログラム

化においては、月や火星

等を含む重力天体への

無人機の着陸及び探査

活動を目標として、特に

長期的な取組が必要で

あることから、必要な人

材の育成に考慮しつつ、

学術的大局的観点から

計画的に取り組む。 

５．探査部門と宇宙科学研

究所（ISAS）でテーマが

重なる部分に関しては、

機構内での科学的な取

組についてISAS の下で

実施するなど、適切な体

制により実施する。 

６．各科学衛星・探査機の

研究開発・運用に係る研

究開発・運用について国

際協力を活用しつつ行

うとともに、将来の科学

衛星・探査機や観測機器

について、国際協力の活

用及び小規模プロジェ

クトでの実施も考慮し

つつ、研究を行う。 

（ａ）磁気圏観測衛星

（EXOS-D） 

（ｂ）磁気圏尾部観測衛星

（GEOTAIL） 

（ｃ）X線天文衛星（ASTRO-

EII） 

（ｄ）小型高機能科学衛星

（INDEX） 

（ｅ）太陽観測衛星（SOLAR-

B） 

（ｆ）金星探査機（PLANET-

C） 

150-200km/sと静かであることを明らかにし、超巨大ブラックホー

ルによる銀河団ガスの加熱という長年の仮説に対して想定外の観

測結果をもたらした。この結果は、ダークマターの質量推定にガ

スの乱雑運動の影響が小さいことを意味し、宇宙の大規模構造の

進化を考える上で重要な意義を持つものである。（Nature 平成
28(2016)年 7月） 

＜重元素の生成と拡散の研究＞ペルセウス座銀河団の X 線天文衛星

「すざく」（ASTRO-EⅡ）の特徴を生かした低バックグランド・広視

野の観測により、100億年以上前の太古に、鉄等の重元素が宇宙全

体にばらまかれた時代があり、それが現宇宙に存在するほとんど

の重元素の起源であることを確認した。これは、重元素の生成と

その拡散の歴史に関する理解の進展につながる成果であり、将来

の地上超大型望遠鏡や宇宙望遠鏡が目指す「初期の宇宙の化学進

化」の解明につながる成果と言える。（Nature 平成 25(2013)年 10
月） 

＜木星放射線帯・磁気圏の研究＞木星放射線帯がどのように形成・

維持されているかという問題に対して、惑星分光観測衛星「ひさ

き」（SPRINT-A）の観測により、木星磁気圏の外側から内側に向け

て電子輸送が起きているという観測的証拠を初めて捉えた。これ

は、電子加速メカニズムに関する従来の学説を裏付ける重要な証

拠となった。（Science 平成 26(2014)年 9月）このほか、「ひさき」

の観測性能は世界的に注目され、NASA の木星探査機 JUNO との共

同観測の実施につながっており、これは平成 32(2020)年代後半の

ESA木星氷衛星探査計画（JUICE）まで続く木星探査新時代の幕開

けを飾った。 

＜太陽コロナの加熱現象の研究＞日・米の太陽観測衛星「ひので」

（SOLAR-B）と「IRIS」の共同観測により波動の熱化現場を捉える

ことに成功し、これをスーパーコンピュータによる数値シミュレ

ーションで再現することにより、天文学の長年の難問の一つであ

る「コロナ加熱機構」についての手がかりを得た。「ひので」の観

測成果により、“太陽活動の本質を理解するには光球とコロナに挟

まれた彩層の磁場構造の把握が必須である“という問題意識を世

界の研究者が共有することとなっており、我が国を中心とした国

際的な次世代太陽観測衛星の検討活動につながっている。（The 

Astrophysical Journal平成 27(2015)年 8月） 

＜「イトカワ」試料の研究／小惑星探査＞小惑星「イトカワ」試料を

非破壊分析手法により分析し、微小な試料の表面模様に 40億年以

上前の歴史が刻まれていることを明らかにし、その分析により太

陽系の進化や惑星の形成の解明につながる重要な知見を得ること

ができることを示した。なお、小惑星探査機「はやぶさ」に始まる

ISAS の小惑星探査の取組は、NASA の OSIRIS-REx 計画の立ち上げ

につながり、ISASが小惑星探査の世界的潮流を作ったと評価でき

る。さらには、ESAのロゼッタによる彗星探査の成果も受け、JAXA

では火星衛星探査計画、NASAでは新たな小惑星探査計画が立ち上

げられつつあり、“スノーライン（水が氷として存在する領域の境

を指す）の外側で生まれた小天体のシリーズ探査”という新たな

世界的潮流が生み出され、生命居住可能性の探究という今後の惑

星科学研究につながっている。(Geochimica et Cosmochimica Acta

平成 28（2106）年 5月) 

＜赤道ジェット＞金星探査機「あかつき」（PLANET-C）による世界初

の「赤道ジェット」の発見。金星大気のメカニズム解明に迫る画期

的な成果である。また、現在金星を周回する唯一の探査機であり、

将来の金星探査への機運を高める役割も期待される。（Nature 

Geoscience 平成 29(2017)年 8月） 

（２）プロジェクトの成果 

・「ASTRO-H」は、運用断念に至るまでの初期運用において、冷凍機

システムによる 50mK の冷却及び軟 X 線分光器の機能を確認し

た。このシステムは、多層の真空断熱容器・多段の冷凍機・液体

ては、プロ

ジェクト

マネジメ

ント改革

を実行し

て国際的

な信頼も

回復し、教

訓として

風化させ

ることな

く、これを

契機とし

てその後

のプロジ

ェクトの

確実な開

発につな

げており、

本期間全

体におい

ては優れ

た成果を

上げてい

るため、A

評定と自

己評価す

る。 

 

重要な科学的成果

を多数創出したこ

とは高く評価でき

る。 

 

○「ひとみ」用ガンマ

線センサの技術を

用い製作した「超

広角コンプトンカ

メラ」の医療分野

の臨床実験や油ガ

ス田における低濃

度の自然放射線物

質の集積の可視化

への応用をはじ

め、宇宙科学の研

究開発により得ら

れた成果を基に、

民間企業との協力

による製品化や社

会実装に向けた実

証実験を実施する

など、研究開発成

果の社会還元に積

極的に貢献したこ

とは評価できる。 

 

○平成 27年度には、

「ひとみ」の異常

事象が発生した

が、原因究明及び

再発防止策を迅速

かつ透明性をもっ

て実施するととも

に、JAXA 全体のプ

ロジェクトマネジ

メント改革に着手

し、他のプロジェ

クトにもマネジメ

ント対策を水平展

開して再発防止に

取り組んだことは

一定の評価ができ

る。 

 

＜今後の課題・指摘

事項＞ 

○引き続き、平成 27

年度の「ひとみ」の

異常事象を受けた

プロジェクトマネ

ジメント改革を確

実に推進し、信頼

性の確保に取り組

むことが必要であ

る。 

 

＜有識者からの意見

○引き続き、平成 27 年度の「ひとみ」の異常事象を

受けたプロジェクトマネジメント改革を確実に推

進し、信頼性の確保に取り組むことが必要である。 

 

○第 3期において整備されたプログラム、また進展し

ている国際連携、国内における多様な連携を一層発

展させ、第 4期においては新たな計画を確実に成功

し、学術的に高い成果を得ること、将来の計画の芽

を着実に育てていくことが望まれる。 

 

○宇宙科学研究所において修士過程、博士課程の研究

を行った大学院生の半数が宇宙科学分野以外に就

職している。それらの貴重な人材が、より多く宇宙

科学の関連分野に職を得ることのサポートを強化

すべきである。 

 

○超小型衛星に関しては、国際的な重要性が極めて高

くなっており、宇宙科学研究所がより積極的に開発

を進めることが望まれる。 

 

○予算や人員が増加できない中で、次世代の宇宙科

学・探査に関わる人材の養成を行わなければなら

ず、若手優秀者の確保や女性研究者の採用などに多

くの工夫が見られるが、今後も人材育成を課題とし

て工夫することが望まれる。また、人材育成や頭脳

流出を防ぐためにはどのような点が課題かについ

ての知見を蓄積し、新たな制度設計に生かしてもら

いたい。 

 

○今後は、宇宙探査ベンチャー企業の存在も視野に入

れて、宇宙科学・探査の分野においてもベンチャー

企業や大学衛星の積極活用を考慮して、効率的な推

進を期待する。 

 

○大学共同利用システムとしての評価基準を考え直

すべきである。論文数や、研究費の獲得状況などは

大学の評価であって共同利用システムの評価とは

考えられない。JAXAの獲得した探査データが大学に

おける教育と研究にどのように活用されているか

を調査すべきである。 

 

○Science、Nature掲載論文の数が、近年、落ち込ん

でいるように見受けられるが、その理由について検

討し、質の高い論文を継続して生み出していく努力

が必要である。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○第３期の旗艦ミッションと想定し、ブラックホー

ル、超新星残骸、銀河団などの高温・高エネルギー

天体研究を通じ、宇宙の構造と進化の解明を目指し

ていた ASTRO-H が事実上の成果がほとんど得られ

ぬままに終わったこと、さらに、あかつきもスーパ

ーローテーションに関する決定的な結果を得るに

至っていないことを鑑みると、B評定が妥当。 

 

○他方、国際連携、国内における大学連携、社会連携

などは順調に進展しており、それらの点は高く評価

するに値する。 
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が国の独自性と

特徴を活かした

世界一級の研究

成果の創出及び

これからを担う

新しい学問分野

の開拓に貢献す

る デ ータ を 創

出・提供する。そ

の際、宇宙探査

プロジェクトの

機会も有効に活

用する。 

なお、太陽系

探査科学分野に

ついては、効果

的・効率的に活

動を行える無人

探査をボトムア

ップの議論に基

づ く だけ で な

く、プログラム

化も行いつつ進

める。プログラ

ム 化 にお い て

は、月や火星等

を含む重力天体

への無人機の着

陸及び探査活動

を目標として、

特に長期的な取

組が必要である

ことから、必要

な人材の育成に

考慮しつつ、学

術的大局的観点

から計画的に取

り組む。 

また、探査部

門と宇宙科学研

究所（ISAS）でテ

ーマが重なる部

分があることか

ら、機構内での

科学的な取組に

ついては、ISAS

の下で実施する

など、適切な体

制により実施す

る。 

（ｈ）次期X線天文衛星（ASTRO-H） 

（ｉ）惑星分光観測衛星 

（ｊ）ジオスペース探査衛星（ERG） 

（ｋ）小惑星探査機（はやぶさ２） 

に係る研究開発・運用について国

際協力を活用しつつ行うととも

に、将来の科学衛星・探査機や観

測機器について、国際協力の活用

及び小規模プロジェクトでの実

施も考慮しつつ、研究を行う。こ

れらのうち、金星探査機（PLANET-

C）については金星周回軌道への

投入を目指し、次期 X線天文衛星

（ASTRO-H：宇宙の進化における

エネルギー集中と宇宙の階層形

成の解明を目指す。）、惑星分光観

測衛星（極端紫外線観測による惑

星大気・磁気圏内部と太陽風相互

作用の解明を目指す。）、ジオスペ

ース探査衛星（ERG：放射線帯中

心部での宇宙プラズマその場観

測による相対論的電子加速機構

の解明を目指す。）及び小惑星探

査機（はやぶさ２：C型小惑星の

探査及び同小惑星からの試料採

取を目指す。）については打ち上

げを行う。また、水星探査計画／

水星磁気圏探査機（BepiColombo 

/MMO）については、海外の協力機

関に引き渡し、打ち上げに向けた

支援を行う。また、次世代赤外線

天文衛星（SPICA）をはじめ、戦

略的に実施する中型計画、公募型

小型計画及び多様な小規模プロ

ジェクトに係る検討を行い、その

結果を踏まえ、必要な措置を講じ

る。 

 

イ．国際宇宙ステーション（ISS）

搭載装置及び小型飛翔体等に

関する研究 

ア．に加え、多様なニーズに対

応するため、ISS搭載装置や小型

飛翔体（観測ロケット及び大気

球）による実験・観測機会を活用

するとともに、再使用観測ロケッ

トや革新的な気球システムの研

究などの小型飛翔体を革新する

研究を行う。 

 

ウ．観測データや回収サンプル等

の蓄積・提供 

宇宙科学プロジェクト及び宇

宙探査プロジェクトにおける観

測データや回収サンプル及び微

小重力実験結果などの科学的価

値の高い成果物については、将来

にわたって研究者が利用可能な

（ｇ）水星探査計画／水星

磁 気 圏 探 査 機

（BepiColombo/ MMO） 

（ｈ）次期 X 線天文衛星

（ASTRO-H） 

（ｉ）惑星分光観測衛星 

（ｊ）ジオスペース探査衛

星（ERG） 

（ｋ）小惑星探査機（はやぶ

さ２） 

７．金星探査機（PLANET-C）

について、金星周回軌道

への投入を目指す。 

８．次期 X 線天文衛星

（ASTRO-H）、惑星分光観

測衛星（SPRINT-A）、ジオ

スペース探査衛星（ERG）

及び小惑星探査機（はや

ぶさ２）について、打ち

上げを行う。 

９．水星探査計画／水星磁

気 圏 探 査 機 （ Bepi 

Colombo/MMO）について

は、海外の協力機関に引

き渡し、打上げに向けた

支援を行う。 

１０．次世代赤外線天文衛

星（SPICA）をはじめ、戦

略的に実施する中型計

画、公募型小型計画及び

多様な小規模プロジェ

クトに係る検討を行い、

その結果を踏まえ、必要

な措置を講じる。 

１１．多様なニーズに対応

するため、国際宇宙ステ

ーション（ISS）搭載装置

や小型飛翔体（観測ロケ

ット及び大気球）による

実験・観測機会を活用す

るとともに、再使用観測

ロケットや革新的な気

球システムの研究など

の小型飛翔体を革新す

る研究を行う。 

１２．宇宙科学プロジェク

ト及び宇宙探査プロジ

ェクトにおける観測デ

ータや回収サンプル及

び微小重力実験結果な

どの科学的価値の高い

成果物については、将来

にわたって研究者が利

用可能な状態にするた

めのインフラ整備を引

き続き進め、人類共有の

知的資産として広く世

界の研究者に公開する。 

ヘリウムなどを組み合わせ、NASAとの共同開発によって実現し

た高度な技術であり、世界で初めて軌道上でその性能を実現さ

せたことは特筆に値する。 

・小惑星探査機「はやぶさ２」では、小惑星 Ryugu への航行運用

において、Delta-DORという軌道決定技術により、従来の 10倍

の軌道決定精度を実現した。これは NASAや ESAの海外局と JAXA

のアンテナを組み合わせて南北・東西方向に超長基線電波干渉

法を応用し、イオンエンジン運転をしながらに軌道決定を可能

にする。従前の R&RR軌道決定法では、１ヶ月に軌道決定のため

に３日間イオンエンジンを休止しなければならなかったのに対

し、わずか 1 時間足らずで極めて高い位置精度を得ることがで

き、エンジンの稼働時間を長く確保し効率的な目的地到着が実

施できる。この技術について、これまでに JAXAが率先して国際

標準 ISO 規格（IS017809、IS020208）を制定し、世界協働を実

現させた。極東北半球地域にある日本追跡局は、南北・東西超

長基線の要に位置するため、日本の深宇宙探査ミッションへの

寄与のみならず国際貢献が期待される。 

・金星探査機「あかつき」（PLANET-C）は、平成 22(2010)年度の軌

道投入失敗後、５年以上にわたって探査機への熱負荷を最小限

にとどめる運用を続け、平成 27(2015)年度に軌道投入に成功し、

全ての機器による観測にも成功した。我が国として初めての地

球外惑星への探査機投入であり、それを姿勢制御用エンジンに

より軌道投入を達成できたことは、快挙と言える。「あかつき」

は、現在金星を周回する唯一の探査機であり、観測成果は世界

的にも注目を集めている。29(2017)年度の成果に続いて、次年

度以降も成果が期待される。＜「平成 29年度文部科学大臣表彰

科学技術賞」、「2016年読売新聞社ゴールド・メダル賞」を受賞

＞ 

・再使用観測ロケット技術実証プロジェクトにおいて、100回以上

の繰返し着火が可能なエンジンの開発に成功するなど、再使用

ロケットの実現に必要となる要素技術の開発を進めた。この技

術成果に基づき、JAXA全体で「ロケット再使用化」の研究が開

始されている。 

・大学との協力により、超小型深宇宙探査機「PROCYON」（50kg級

探査機）を開発し、超小型探査機として初めてとなる深宇宙航

行の実証に加え、彗星やジオコロナの撮像にも成功した。これ

により、超小型探査機による宇宙探査という国際的にも新たな

潮流を作った。＜平成 29年度文部科学大臣表彰科学技術賞（東

京大学）＞ 

 

３．産業振興につながる取組 

宇宙科学の研究開発により得られた成果を基に、民間企業との

協力による製品化や社会実装に向けた実証実験を実施するなど、

研究開発成果の社会還元に積極的に貢献した。 

・X線天文衛星「ASTRO-H」用ガンマ線センサの技術を用い製作し

た「超広角コンプトンカメラ」について、医療分野の臨床実験

や油ガス田における低濃度の自然放射線物質の集積の可視化に

応用された。＜平成 25年度文部科学大臣賞（研究部門）＞ 

・民間企業との協力の下、高信頼性/耐放射線性を有する次世代

MPU の開発に着手。宇宙だけでなく高い信頼性が求められる分

野（航空機、自動車、プラント、防衛分野等）向けに製品化され

ることとなった。 

・超伝導遷移端型（TES型）X線マイクロカロリメータを電子顕微

鏡に応用し、民間企業と協力し製品化されることとなった。 

・再使用観測ロケットの研究等で獲得した液体水素の取扱に関す

る知見をもとに、民間企業・大学等による水素社会のインフラ

構築に寄与している。 

・観測ロケットをベースとして、民生アビオニクスを活用した超

＞ 

○平成29年度におい

ては、ジオスペース

探査衛星「あらせ」

（ERG）、「あかつ

き」がより顕著な

成果を挙げること

を期待する。 

 

○開発資源が限られ

る中で、宇宙科学・

探査分野における

我が国固有の特長

や強みを意識した

テーマやミッショ

ン選定が引き続き

重要と考えられ

る。 

 

 

○人材育成に関しては修士課程の修了者の減少に歯

止めがかかってきつつあり、良い傾向である。修士

課程に関しては、博士課程の入り口であり、研究の

下支えを行い、さらに将来の核をとなる人材を発掘

する意味で非常に重要であり、拡大する傾向が持続

することを期待する。このため、博士課程のみであ

る総合研究大学院大学に関して、修士課程での卒業

等を認めるなど、全体の底上げを図る施策を期待す

る。 

 

○X線天文衛星「ひとみ」（ASTRO-H）の失敗を踏まえ

たプロジェクトマネジメント改革及びこれに基づ

く仕組みの整備については、別項目で評価すべきで

あり、また、効率かつ確実なプロジェクトマネジメ

ントとなったかについての評価は時期尚早と言え

る。学術成果は出ているが、全体としては B評価が

妥当ではないか。 

 

○X線天文衛星「ひとみ」（ASTRO-H）の失敗に関して

は、国民への説明が不十分ではないか。代替機を打

上げる必要性、失敗を踏まえての改革や組織運営見

直しなど、もっと懇切丁寧に説明する必要がある。 

 

○ASTRO-Hが人為的不適際により運用断念に至ったの

は痛恨事であり、本中期の評価は（その後のリカバ

リーを考慮しても）Ｂが相当ではないか。 

 

○C評定であった 2015年度は特筆すべき。この年は、

ASTRO-Hの損失があった。この損失の深刻さを鑑み

れば、C評定は妥当と考える。ここで昨年度の私の

意見の一部を引用する。 

大きな宇宙機の損失は、全ての大きな宇宙機関で

は経験してきたことである。例えば、NASAは、人命

の損失も含めた数多くの失敗を重ねてきた。それら

の悲劇的な出来事は、事故の内容そのものと宇宙機

関の対応の両方によって、長期的な視野で判断がな

されるものである。JAXA の ASTRO-H 失敗における

検証プロセスは、非常に徹底的で透明性があった。

何をなすべきかが適切に特定され、それらを実行す

るための取組が前年度から適切に受け継がれてい

る。ASTRO-Hで苦労した経験が、しっかりと JAXAに

根付けば、今後のミッションの成功可能性は事故前

よりも高まるだろう。 

前段落にさらに付け加えると、ASTRO-H損失の長

期的影響を判断するのに十分な時間が経過してい

るし、そこから得た経験はしっかりと活かされてい

る。得た経験は時間とともに褪せることのないよ

う、今後数年間 JAXA が緊張感を持ち続けることが

重要である。しかし、ASTRO-Hの損失それ自体は不

運なことであったけれども、最終的に、JAXAの宇宙

科学探査プログラムは、さらに有望かつ強固なもの

に、今後のミッションを成功に導く可能性を高める

ものとなった。 

 

○JAXA の ASTRO-H 損失への対応は賞賛すべきもので

ある。NASAを含め、私が他機関で見てきた経験に基

づけば、その対応として行われた制度等の変更につ
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状態にするためのインフラ整備

を引き続き進め、人類共有の知的

資産として広く世界の研究者に

公開する。 

「はやぶさ」、「はやぶさ２」及

び「かぐや」を通じて得られた取

得データについては、宇宙科学研

究等の発展に資するよう提供す

るとともに、将来の宇宙探査等の

成果創出に有効に活用する。 

 

１３．「はやぶさ」、「はや

ぶさ２」及び「かぐや」

を通じて得られた取得

データについて、宇宙科

学研究等の発展に資す

るよう提供するととも

に、将来の宇宙探査等の

成果創出に有効に活用

する。 

 

小型ロケットの打上げに成功。民生品システムの使用可能性を

広げたこと、若手職員・メーカ人材の育成につながったことが

一つの成果。これまで JAXA が蓄積してきた M5 やイプシロンロ

ケットなど大型ロケットシステムの技術を極限的に小さい超小

型ロケットに適用すべく工夫し、開発に成功したことは特筆に

値する工学成果である。 

・革新的研究開発推進プログラム ImPACT 等の外部資金獲得によ

り、第 3 期中期計画期間内での外部資金獲得額が約 3 倍となっ

た。獲得した外部資金により、新たな事業の創出、成果の社会

還元等を進めていく。 

 

いて、緊張感を持ち続けることが重要である。

ASTRO-Hのような災難を繰り返さないようにするた

めに行われた大きな変更は、容易に薄れていくもの

である。事故対応に携わった経験者はいずれ引退

し、その経験をしていない者が新たに採用される。

事故から得た学びや経験は、失敗を繰り返さないた

めに極めて重要である。習慣的かつ意識的に努力す

れば、今後このようなことは起こらないだろう。 

 

○女性職員を適切かつ先を見越して採用し、維持する

ことは、特に科学や工学のような技術分野において

重要であることを再度強調したい。このことに関

し、JAXAは大きく歩みを進めてはいるが、他の主な

国際宇宙機関に比べると、まだまだ女性比率は低い

状況である。女性比率が 50%に達していない宇宙機

関は、活用できる可能性がある能力のうち重要な部

分を失っていることになる。この女性比率の低さを

解決するのは、女性に限られた役職・地位を作るこ

とではない。優秀な女性は、女性が優遇された役職・

地位に就くことによって、自らの実力が認められな

くなるのではないかと考え、そのような役職・地位

に就くことを渋るからである。したがって、JAXAは、

科学・工学分野から積極的に優秀な女性を採用する

とともに、男女に等しくチャンスが与えられた役

職・地位に女性が手を挙げるよう推奨していくこと

が望ましいと考える。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－３ 有人宇宙活動 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

未来投資戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第二号、第三号、

第四号、第五号、第七号、第八号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 30 年度）9-5 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0261、0291 

※いずれも文部科学省のもの 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

- - - - - - - 予算額（千円） - - 35,289,552 44,921,273 37,846,462 

 

決算額（千円） 
211,177,437 

の一部 

207,856,661 

の一部 
47,919,249 43,176,082 33,968,166 

経常費用（千円） - - - - - 

経常利益（千円） - - - - - 

行政サービス実

施コスト（千円） 
- - - - - 

従事人員数 約 590 の一部 約 580 の一部 約 230 約 230 約 230 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 

主な評価軸（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 （３）有人宇宙活動 

①国際宇宙ステーショ

ン（ISS） 

国際宇宙基地協力協

定の下、我が国の国際

的な協調関係を維持・

強化するとともに、人

類の知的資産の形成、

人類の活動領域の拡大

及び社会・経済の発展

に寄与することを目的

とし、ISS計画に参画す

る。 

（３）有人宇宙活動 

①国際宇宙ステーション

（ISS） 

国際宇宙基地協力協定の

下、我が国の国際的な協調関

係を維持・強化するとともに、

人類の知的資産の形成、人類

の活動領域の拡大及び社会・

経済の発展に寄与することを

目的として、ISS計画に参画す

る。 

ISS における宇宙環境利用

については、これまでの研究

【評価軸】 

○国際宇宙ステーション（ISS）

計画に参画を通じて、我が国

の国際的な協調関係を維持・

強化するとともに、人類の知

的資産の形成、人類の活動領

域の拡大及び社会・経済の発

展に寄与したか。 

○ISS における宇宙環境利用に

ついて、これまでの研究成果

の経済的・技術的な評価を十

分に行うとともに、将来の宇

宙環境利用の可能性を評価

１．国際有人宇宙探査に関する政府方

針決定と、国際宇宙探査に関する閣

僚級国際会議である第 2 回国際宇

宙探査フォーラム(ISEF2)成功への

貢献 

・国際間の技術的議論を深めつつ、

国際有人宇宙探査シナリオ、技

術、費用等の検討を行い、宇宙基

本計画工程表改訂に月近傍有人

拠点への参画や月着陸探査実施

の計画検討、優位性・波及効果の

ある技術実証に取組むことが盛

り込まれ、安倍総理からの国際

＜評定と根拠＞ 

評定：S 

○本中期では、文

科大臣主催によ

る国際宇宙探査

に関する閣僚級

国 際 会 議

（ISEF2）の日本

開催成功への貢

献、「きぼう」の

民間利用拡大と

商業利用創出、

ISS 運用コスト

評定 A 評定 A 

＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示

すとおり、中長期計画に定

められた以上の業務の進捗

が認められるため。 

自己評価では S 評定であ

るが、今後の課題・指摘事項

の欄に示す点について、さ

らなる改善を期待したい。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○日本人宇宙飛行士の活躍

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照

らし、成果等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結

果、顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認め

られるため。 

なお、自己評価では S 評定であるが、今後の課題・指摘事

項に記載のとおり、費用対効果や科学的成果の観点で、中長

期目標上のアウトカム創出に向けて特に顕著な成果の創出等

が認められるとはいえないため、A評定とした。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○日本人宇宙飛行士の活躍や、日本実験棟「きぼう」（JEM）及
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ISS における宇宙環

境利用については、こ

れまでの研究成果の経

済的・技術的な評価を

十分に行うとともに、

将来の宇宙環境利用の

可能性を評価し、ISSに

おける効率的な研究と

研究内容の充実を図

る。また、ISSからの超

小型衛星の放出による

技術実証や国際協力を

推進する。 

なお、ISS計画を含む

有人宇宙活動について

は、費用対効果を向上

させつつ、我が国が引

き続き宇宙分野での国

際的な発言力を維持す

るために、将来の人類

の活動領域の拡大へ寄

与しつつ、技術蓄積や

民間利用拡大の戦略的

実施等が効果的・効率

的に行われることを前

提に、これに取り組む。 

 

ア．日本実験棟（JEM）

の運用・利用 

日本実験棟（JEM）の

運用を着実に行うとと

もに、ISSにおけるこれ

までの成果を十分に評

価し、成果獲得見込み

や社会的要請を踏まえ

た有望な分野へ課題重

点化を行い、JEMを一層

効果的・効率的に活用

することで、より多く

の優れた成果創出を目

指す。 

加えて、ポストISSも

見据えた将来の宇宙探

査につながる技術・知

見の蓄積に努める。 

また、ISSからの超小

型衛星の放出等の技術

実証や、アジア諸国の

相互の利益にかなう

JEM の利用等による国

際協力を推進する。 

 

イ．宇宙ステーション

補給機（HTV）の運用 

宇宙ステーション補

給機（HTV）の運用を着

実に行う。 

 

成果の経済的・技術的な評価

を十分に行うとともに、将来

の宇宙環境利用の可能性を評

価し、ISSにおける効率的な研

究と研究内容の充実を図る。

また、ISSからの超小型衛星の

放出による技術実証や国際協

力を推進する。 

なお、ISS計画への取組にあ

たっては、我が国が引き続き

宇宙分野での国際的な発言力

を維持することに留意しつ

つ、技術蓄積や民間利用拡大

の戦略的実施等を効果的・効

率的に行いつつ、費用対効果

の向上に努める。また、平成

32年までの ISSの共通運用経

費については、宇宙ステーシ

ョン補給機「こうのとり」2機

の打ち上げに加えて、将来へ

の波及性の高い技術等による

貢献の準備を行う。 

さらに、政府が行う平成 33

年以降の ISS 延長への参加の

是非及びその形態の在り方に

関する、外交、産業基盤維持、

産業競争力強化、科学技術等

に与える効果と要する費用な

ど、様々な側面からの総合的

な検討を支援する。 

 

ア．日本実験棟（JEM）の運用・

利用 

日本実験棟（JEM）の運用及

び宇宙飛行士の活動を安全・

着実に行うとともに、宇宙環

境の利用技術の実証を行う。

また、ISSにおけるこれまでの

成果を十分に評価し、成果獲

得見込みや社会的要請を踏ま

えた有望な分野へ課題重点化

を行うとともに、民間利用の

拡大や国の政策課題の解決に

資する研究を取り入れること

で JEM を一層効果的・効率的

に活用し、より多くの優れた

成果創出と社会や経済への波

及拡大を目指す。具体的には、

生命科学分野、宇宙医学分野

及び物質・物理科学分野の組

織的研究を推進するととも

に、タンパク質結晶生成等の

有望分野への重点化を行う。

さらに、世界的な研究成果を

上げている我が国有数の研究

機関や、大学、学会などのコ

ミュニティとの幅広い連携を

強化する。船外実験装置につ

し、ISS における効率的な研

究と研究内容の充実が図られ

たか。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向けた、各

年度の業務運営に関する計画の

達成状況等 

 

１．ISSにおける宇宙環境利用に

ついて、これまでの研究成果

の経済的・技術的な評価を十

分に行うとともに、将来の宇

宙環境利用の可能性を評価

し、ISSにおける効率的な研究

と研究内容の充実を図る。 

２．ISSからの超小型衛星の放出

による技術実証や国際協力を

推進する。 

３．ISS計画への取組にあたって

は、我が国が引き続き宇宙分

野での国際的な発言力を維持

することに留意しつつ、技術

蓄積や民間利用拡大の戦略的

実施等を効果的・効率的に行

いつつ、費用対効果の向上に

努める。 

４．平成 32年までの ISSの共通

運用経費については、宇宙ス

テーション補給機「こうのと

り」2機の打ち上げに加えて、

将来への波及性の高い技術等

による貢献の準備を行う。 

５．政府が行う平成 33年以降の

ISS 延長への参加の是非及び

その形態の在り方に関する、

外交、産業基盤維持、産業競争

力強化、科学技術等に与える

効果と要する費用など、様々

な側面からの総合的な検討を

支援する。 

 

［日本実験棟（JEM）の運用・利

用］ 

６．日本実験棟（JEM）の運用及

び宇宙飛行士の活動を安全・

着実に行うとともに、宇宙環

境の利用技術の実証を行う。 

７．ISS におけるこれまでの成

果を十分に評価し、成果獲得

見込みや社会的要請を踏まえ

た有望な分野へ課題重点化を

行うとともに、民間利用の拡

大や国の政策課題の解決に資

する研究を取り入れることで

JEMを一層効果的・効率的に活

用することで、より多くの優

れた成果創出と社会や経済へ

宇宙探査に関する議論の加速の

発言を得た。 

・ISEF2を文科大臣の主催により開

催(3/3)。ISEF1(米国:2014)より

多い 45カ国・機関の参加があり、

JAXA は、国際パートナーとの連

携のうえ、各国との事前調整、開

催中の支援をし、ISEF2の成功に

貢献した。特に、日本がリーダー

シップを発揮し、ISEF2成果文書

として、宇宙探査の重要性・国際

協力の意義等をうたった初の

ISEF 共同声明、更に宇宙探査に

おける国際協力の円滑推進の基

盤となる原則（東京原則）を取り

まとめ、今後の国際宇宙探査の

機運を大きく高めた。 

・ISEF2 からの新たな取組みとし

て、宇宙産業の裾野拡大のサイ

ドイベント(約 500名、241社)、

若手人材育成等のためのサイド

イベント(79名、25か国)を主催

した。 

 

２．利用ニーズにあった仕組み整備、

JAXA 内事業の連携等による「きぼ

う」の民間利用拡大と、商業利用創

出及び民営化への取組 

・「きぼう」利用において、有力分

野への重点化を行った上で、企

業ニーズにあったプロセス、技

術、企業のスピード感にあった

契約改善（計画から軌道上実験・

実証まで半年~1 年）を行い、利

用者視点中心へ JAXAの仕事のや

り方を変え、「きぼう」の有効利

用を推進した。これらが企業側

から高く評価され、創薬ベンチ

ャーとの高品質タンパク質結晶

生成に係る戦略パートナー契

約・利用拡大、ソニーCSL社との

船外ポートを利用した、長距離

光通信技術実証(探査ハブとの

成果)の契約の商業利用を創出。

これらは、新薬設計や、将来の衛

星間又は地上との大容量データ

通信の実現といった生活・社会

への貢献を目指しているもので

ある。 

・更に、初の「きぼう」利用の事業

化例となる超小型衛星放出の事

業者募集に多くの企業(10 社)の

高い関心を集めている（平成

30(2018)年 5月事業者選定済）。

これは JAXAが行っていた放出事

業を民間に開放し、外部のリソ

ース（人、資金）による商業活動

とすることにより、宇宙産業の

削減に資する新

型宇宙ステーシ

ョン補給機の提

案と技術的成立

性の目途立て

等、特に顕著な

成果が出てい

る。 

 

○なお、中長期計

画 上 、 平 成

29(2017)年度ま

でに予定した業

務は全て実施

し、中長期⽬標

を達成した。 

 

 

や、日本実験棟「きぼう」

（JEM）及び宇宙ステーシ

ョン補給機「こうのとり」

（HTV）の安定した運用実

績（ISS補給機の中で世界

唯一 100％成功）は、国際

協力による ISS 計画にお

いて、中長期目標に定め

る「我が国の国際的な協

調関係の維持・強化」とい

う ISS 計画の目的の下、

我が国の科学技術の力を

立証し、国際プレゼンス

を高めたという点で顕著

な成果と言える。 

 

○「きぼう」の利用を本格化

し、超小型衛星放出によ

るアジア諸国をはじめと

した各国との国際協力の

推進や高品質タンパク質

結晶生成による創薬手法

の確立など、「きぼう」の

利用拡大に資する国内外

に価値ある取組を積極的

に行い、成果を多く創出

してきたことは、中長期

目標に定める「我が国の

国際的な協調関係の維

持・強化」「社会・経済の

発展に寄与する」という

ISS 計画の目的に照らし

て、顕著な成果と言える。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、コスト意識を

持ってプロジェクトを進

め、国際協力を推進する

とともに、今後は「きぼ

う」環境における科学的

成果や商業的成功事例の

創出が期待される。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○投資額に見合う成果とし

て、今後、「きぼう」環境

における科学的・社会的

インパクトのある成果の

創出が期待される。 

 

び宇宙ステーション補給機「こうのとり」（HTV）の安定した

運用実績（ISS補給機の中で世界唯一 100％成功）は、国際

協力による ISS 計画において、中長期目標に定める「我が

国の国際的な協調関係の維持・強化」という ISS 計画の目

的の下、我が国の科学技術の力を立証し、国際プレゼンス

を高めたという点で顕著な成果と言える。 

 

○「きぼう」の利用を本格化し、超小型衛星放出によるアジア

諸国をはじめとした各国との国際協力の推進や高品質タン

パク質結晶生成による創薬手法の確立など、「きぼう」の利

用拡大に資する国内外に価値ある取組を積極的に行い、成

果を多く創出してきたことは、中長期目標に定める「我が

国の国際的な協調関係の維持・強化」「社会・経済の発展に

寄与する」という ISS 計画の目的に照らして、顕著な成果

と言える。 

 

○国際間の技術的議論を深めつつ、国際有人宇宙探査シナリ

オ、技術、費用等の検討を行い、第 2 回国際宇宙探査フォ

ーラム(ISEF2)の成功に貢献した。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○ISS による外交的価値や政治的価値について理解はできる

が、国民目線ではやはり費用対効果が重要。きぼうの様々

な利用が進み、社会への還元がなされてきたことは評価で

きるが、一方で、ISSによる決定的なアウトカム（例えば ISS

が無ければできなかった新薬の普及）まではたどり着けて

いないのではないか。また、高い維持費を抜本的に軽減さ

せることが今期中は出来なかったという認識である。コス

ト意識をもった HTV-X の開発が順調に進んでいることは歓

迎すべきことであり、HTV-Xによりコスト削減が達成された

際には、適切に評価することとしたい。以上の理由からＡ

評価とする。 

 

○宇宙ステーションの活用としては、さらなる商業利用の創

出を行うとともに、民営化を積極的に進めることを期待す

る。 

 

○有人宇宙探査は、地球近傍領域の民営化を早急に強く支援

することでコストを削減し、より遠方領域への人類の活動

領域の拡大を JAXAとして支援することを強く期待する。 

 

○宇宙ステーションの運用ノウハウを民営化することは、超

小型衛星の放出だけでなく、さらに多くの活動について実

施可能と考えており、ぜひ積極的に進めてもらいたい。 

 

○ISS 運用コスト削減に資するための新型宇宙ステーション

補給機（HTV-X）のシステム基本設計を完了し、技術的成立

性の目途を立てたことは、将来的な成果の創出が大いに期

待できる。着実な開発が望まれる。 

 

○過去 20年以上、費用をかけた結果について、そこから得ら

れた成果を客観的に判断する必要がある。その上で、2024

年以降の方針についても検討を行うべきである。 

 

○国際有人宇宙探査については、計画が今後国際的に検討さ

れるものであることから、次期の中期計画内での具体的な

活動の設定には不確実性が残るが、固まり次第、計画内に

適切に反映し、評価可能な軸を設定していく必要がある。 
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②国際有人宇宙探査 

国際有人宇宙探査に

ついては、計画が今後

国際的に検討されるも

のであることから、政

府において、他国の動

向も十分に勘案の上、

その方策や参加の在り

方について、外交、産業

基盤維持、産業競争力

強化、科学技術等に与

える効果と要する費用

に関し、厳しい財政制

約を踏まえつつ、厳格

に評価を行った上で、

慎重かつ総合的に検討

を行うこととしてお

り、当該検討を支援す

る。また、検討の結果を

踏まえ、必要な措置を

講じる。 

いては、宇宙科学及び地球観

測分野との積極的な連携によ

る利用の開拓を行う。 

さらに、ポスト ISS も見据

えた将来の宇宙探査につなが

る技術・知見の蓄積に努める。 

加えて、ISSからの超小型衛

星の放出等による技術実証

や、アジア諸国の相互の利益

にかなう JEM の利用等による

国際協力を推進する。 

 

イ．宇宙ステーション補給機

（HTV）の運用 

宇宙ステーション補給機

（HTV）の運用を着実に行う。

それにより、ISS共通システム

運用経費の我が国の分担義務

に相応する物資及び JEM 運

用・利用に必要な物資を着実

に輸送・補給する。 

 

②国際有人宇宙探査 

今後国際的に検討が行われ

る国際有人宇宙探査に係る方

策や参加のあり方について

は、政府において、他国の動

向も十分に勘案の上、その方

策や参加の在り方について、

外交、産業基盤維持、産業競

争力強化、科学技術等に与え

る効果と要する費用に関し、

厳しい財政制約を踏まえつ

つ、厳格に評価を行った上で、

慎重かつ総合的に検討を行う

こととしており、当該検討を

支援する。また、検討の結果

を踏まえ、必要な措置を講じ

る。 

の波及拡大を目指す。具体的

には、生命科学分野、宇宙医学

分野及び物質・物理科学分野

の組織的研究を推進するとと

もに、タンパク質結晶生成等

の有望分野への重点化を行

う。 

８．世界的な研究成果を上げて

いる我が国有数の研究機関

や、大学、学会などのコミュニ

ティとの幅広い連携を強化す

る。 

９．ISS 船外実験装置について、

宇宙科学及び地球観測分野と

の積極的な連携による利用の

開拓を行う。 

１０．ポスト ISS も見据えた将

来の宇宙探査につながる技

術・知見の蓄積に努める。 

１１．ISSからの超小型衛星の放

出等による技術実証や、アジ

ア諸国の相互の利益にかなう

JEM の利用等による国際協力

を推進する。 

１２．HTVの運用を着実に行う。

それにより、ISS共通システム

運用経費の我が国の分担義務

に相応する物資及び JEM運用・

利用に必要な物資を着実に輸

送・補給する。 

 

［将来的な有人宇宙探査］ 

１３．今後国際的に検討が行わ

れる国際有人宇宙探査に係る

方策や参加のあり方につい

て、政府の検討を支援する。ま

た、検討の結果を踏まえ、必要

な措置を講じる。 

 

創出に着手したものである。 

 

３．ISS運用コスト削減をするための

新しい物資補給機の提案と、システ

ム基本設計完了による技術的成立

性の目途立て 

・宇宙ステーション補給機の刷新

による ISS 運用コスト削減の施

策を提案し、そのシステム基本

設計を完了し、技術的成立性の

目途を立てた。その中で、「こう

のとり」よりも ISSへの輸送能力

を高めるとともに（荷物搭載質

量:4トン→5. 82トン(45%増)）

や、技術実証プラットフォーム

機能を追加した。 

 

４．ISS計画において他国からも頼ら

れる高い信頼性を持つ有人宇宙技

術を確立 ～獲得する立場から頼

られる立場へ～ 

・安定的な「きぼう」運用、HTV運

用(現 ISS物資補給機で唯一 100%

成功）、日本人宇宙飛行士による

ISS運用への貢献をしてきた。こ

れらへの ISS 参加各極からの高

い信頼獲得が、若田飛行士の ISS

船長就任(2014)にも繋がった。

更に、ISSに必須のバッテリ輸送

を HTV6で担う等、必須の存在と

なった。この結果、東京オリパラ

開催の 2020年に、野口・星出飛

行士による日本初の ISS 連続長

期滞在及び ISS 船長(星出)就任

決定へとつながり、必要不可欠

な役割を果たすこととなった。 

 

 

 

○ISS は早ければ 5～6 年で終了となる。国際宇宙ステーショ

ンを中心に行われてきた活動をどのように終了させて、そ

の後の宇宙探査へ引き継いでいくかを検討しなければなら

ない。国際有人宇宙探査のinitiationはISSのtermination

とセットで検討されなければ実現されないのではないか。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○ISEF2 の成功を含めて国際的なパートナーとの協調や民間

利用拡大に積極的に取り組んでいることは、高く評価でき

るが、科学的成果は十分とは言えず、A評価が相当と考えら

れる。 

 

○有人宇宙活動では JAXA の内部評価と部会での評価が乖離

することが多く、その原因を明らかにすることが望ましい。 

 

○今期は、費用対効果の要請に応えるべく、多くの点で費用

の削減や民間との協力を推進してきた点、評価できる。ま

た、国際的な宇宙に関する外交の場での日本のプレゼンス

に有人宇宙活動への参画が大きく貢献している点は否めな

いので、今期の有人宇宙活動が ISEF2 の成功の大きな要因

とも言えるだろう。ただ、JEMの運用での様々な試みが顕著

な成果をあげることにつながれば、Ｓ評価となるが、未だ

その段階には至っていないのではないか。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－４ 宇宙太陽光発電 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

未来投資戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第二号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 30 年度）9-5 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0291 

※いずれも文部科学省のもの 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

- - - - - - - 予算額（千円） - - 358,394 362,662 357,324 

 

決算額（千円） 
211,177,437 

の一部 

207,856,661 

の一部 
308,409 367,513 351,186 

経常費用（千円） - - - - - 

経常利益（千円） - - - - - 

行政サービス実

施コスト（千円） 
- - - - - 

従事人員数 - - - 約 300 の一部 約 290 の一部 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

 

中長期目標 中長期計画 
主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

（４）宇宙太陽光発電 

我が国のエネルギ

ー需給見通しや将来

の新エネルギー開発

の必要性に鑑み、無線

による送受電技術等

を中心に研究を着実

に進める。 

（４）宇宙太陽光発電 

我が国のエネルギ

ー需給見通しや将来

の新エネルギー開発

の必要性に鑑み、無線

による送受電技術等

を中心に研究を着実

に進める。 

【評価軸】 

宇宙太陽光発電技術につ

いて、無線による送受電技

術等を中心に研究を着実

に進めたか。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向け

た、各年度の業務運営に関

する計画の達成状況等 

 

１．宇宙太陽光発電技術に

ついて、無線による送受

１．マイクロ波無線電力伝送技術 

  マイクロ波ビーム方向制御技術の研究成果を踏まえて、

マイクロ波方式 宇宙太陽光発電システム（SSPS）のよう

な大規模アンテナシステムへの適用を想定した精緻なビ

ーム方向制御を行う高出力無線電力伝送実験（伝送距離約

55m、供給電力 340W の実験(右上図)）を、平成 27(2015)

年に J-spacesystems と共同で行い、アンテナパネル間歪

み誤差の自動補正技術の有効性を実証した。平成

28(2016)年には、ビーム方向制御技術を発展させ、飛翔体

へのマイクロ波無線電力伝送を模擬した伝送試験（電波暗

室内の 10m 先を 3cm/s で移動する目標に対するビーム追

従性試験）を行った。この成果の活用として、マイクロ波

無線電力伝送の技術開発と実用実証を兼ねた成層圏滞空

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

中長期計画上、平成

29(2017)年度までに予

定した業務は全て実施

し、中長期目標を達成

した。 

 

 

評定 B 評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画に定めたられたとおり、

概ね着実に業務が実施されたと認めら

れるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○マイクロ波無線電力伝送技術、レー

ザー無線電力伝送技術、大型構造物

組立技術、宇宙太陽光発電システム

（SSPS）総合システム検討など、研

究を着実に進めた点は評価できる。 

 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法

人の中長期目標等に照らし、成果等に

ついて諸事情を踏まえて総合的に勘案

した結果、成果の創出や将来的な成果

の創出の期待等が認められ、着実な業

務運営がなされているため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○マイクロ波無線電力伝送技術、レー

ザー無線電力伝送技術、大型構造物

組立技術、宇宙太陽光発電システム
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電技術等を中心に研究

を着実に進める。 

型無人機への伝送実験計画の具体化に向けた検討及びレ

クテナの試作を進めた。 

 

２．レーザー無線電力伝送技術 

  平成 28 年度に、鉛直方向の大気揺らぎ影響下でのビー

ム制御技術の実証を目的に、高塔日立 G1TOWER を利用し

て、宇宙から地上への伝送を模擬した上下方向のレーザエ

ネルギ伝送実験を実施した。今回開発したレーザービーム

の方向制御により、光衛星間通信実験衛星「きらり」

(OICETS)と比較して 3桁大きい出力（350W）のレーザーを

光通信とほぼ同じ精度で制御できることを確認した（右下

図）。また、GaAs光電変換素子によるレーザーの変換効率

において、目標とした効率 50％の達成を確認した。並行

して平成 29年度に、ビーム方向制御等レーザー方式 SSPS

の要素技術及びレーザー送電技術のミッション実証（回転

翼無人機・月探査ローバーへの無線電力伝送）に関する研

究を推進した。 

  

３．大型構造物組立技術 

  大型平面アンテナを自律的に 2 次元展開するために必

要な方式として、JAXA が考案したソレノイド結合機構を

適用し、展開動作の確認を地上の部分モデル試験で確認し

た。本方式に関連して、国内優先権主張出願 1 件（「結合

装置」）、企業との特許共同出願 2件（「パネル構造物」、「パ

ネル構造物およびその拡張体」）をそれぞれ実施した。ま

た、本技術の応用先として検討している静止降水レーダの

アンテナ面精度の要求値 1mm以下に対して、ほぼそれに近

い 2mm程度の精度が得られていることも確認できた。 

 

４．SSPS総合システム検討 

  エネルギー情勢や環境問題等、急速に変化する社会情勢

に対応しつつ、長期にわたる研究開発における適用技術の

変化も想定しながら、ステークホルダからの理解を得られ

る形で SSPS 研究開発を推進するため、エネルギー政策、

事業投資、再生可能エネルギー技術、宇宙機システム、リ

ニア新幹線研究開発等の専門家による外部諮問委員会

（SSPS事業性検討委員会/SSPSシステム検討委員会）から

の助言も得て、中間段階での成果の社会実装を意識した研

究の進め方を平成 28年度から導入。平成 29年度からは、

新たに SSPS 総合検討委員会を立ち上げ、研究の進め方に

ついてフォローアップしている。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○民間や外部との連携を強化し、引き

続き、各技術開発及び検討を推進す

ることが期待される。 

 

（SSPS）総合システム検討など、研

究を着実に進めており、評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○宇宙太陽光発電について、システム

全体として経済的にも実現可能かど

うかを検討する必要もあるのではな

いか。大型のパネルを展開する技術、

それを宇宙空間まで運搬する技術等

に関して、それを実現するためのコ

ストが必要となり、それらがペイで

きるのかという検討した結果を明示

すべき。 

 

○より具体的な計画を記載し、どこま

で達成したかをできるかぎり明確に

示していただきたい。 

 

＜有識者からの意見＞ 

－ 

 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－５ 個別プロジェクトを支える産業基盤・科学技術基盤の強化策 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

未来投資戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第二号、第三号、

第四号、第五号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 30 年度）9-5 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0291、0292 

※いずれも文部科学省のもの 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

- - - - - - - 予算額（千円） - - 
27,136,572 

の一部 

32,379,812 

の一部 

32,862,884 

の一部 

 

決算額（千円） 
211,177,437 

の一部 

207,856,661 

の一部 

26,673,051 

の一部 

34,408,311 

の一部 

35,507,628 

の一部 

経常費用（千円） - - - - - 

経常利益（千円） - - - - - 

行政サービス実

施コスト（千円） 
- - - - - 

従事人員数 - - 約 290 の一部 約 300 の一部 約 290 の一部 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 

主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 （５）個別プロジェ

クトを支える産

業基盤・科学技術

基盤の強化策 

経済・社会の発展

や我が国の宇宙航

空活動の自立性・自

在性の向上及びそ

の効果的・効率的な

実施と産業競争力

の強化に貢献する

ことを目的とし、コ

（５）個別プロジェクト

を支える産業基盤・科

学技術基盤の強化策 

経済・社会の発展や我

が国の宇宙航空活動の

自立性・自在性の向上及

びその効果的・効率的な

実施と産業競争力の強

化に貢献することを目

的とし、コスト削減を意

識しつつ、技術基盤の強

化及び中長期的な展望

【評価軸】 

コスト削減を意識しつ

つ、技術基盤の強化及

び中長期的な展望を踏

まえた先端的な研究等

の実施を通じて経済・

社会の発展や我が国の

宇宙航空活動の自立

性・自在性の向上及び

その効果的・効率的な

実施と産業競争力の強

化に貢献したか。 

プロジェクトの確実な達成に加えて、宇宙航空技術による産業基盤

強化に貢献するため、次の 3項目のそれぞれに取り組み、顕著な成果

を創出した 

１．宇宙機システムの自在性や競争力の鍵となる技術課題を識別して

研究開発に取り組む 

２．入手性等の観点から国産化が喫緊の課題になっている機器や部品

について重点的に研究開発に取り組む 

３．プロジェクトの確実な達成に加えて、広く社会や産業界の課題解

決を念頭に置き研究開発に取り組む 

 

１．宇宙機システムの自在性や競争力の鍵となる技術課題を識別して

取り組んだ研究開発の成果 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○コスト削減を

意識しつつ、

技術基盤の強

化及び中長期

的な展望を踏

まえた先端 

的な研究等の

実施を通じて

経済・社会の

発展や我が国

評定 A 評定 A 

＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に

示すとおり、中長期計画に

定められた以上の業務の

進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○世界最高性能のリチウ

ムイオン電池の開発及

び市場投入や世界最長

の寿命を持つ波動歯車

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期

目標等に照らし、成果等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、顕著な成果の創出や将

来的な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○我が国の宇宙開発の自立性確保のため、要素技

術の国産化と高性能化は重要な観点であり、世界

最高性能の宇宙用リチウム電池、世界最長寿命の

波動歯車装置、世界最小の超小型三軸制御モジュ
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スト削減を意識し

つつ、技術基盤の強

化及び中長期的な

展望を踏まえた先

端的な研究等を実

施する。 

衛星システムや

輸送システムの開

発・運用を担う企業

の産業基盤の維持

を図るため、民間事

業者による利用の

開拓や海外需要獲

得のための支援を

強化する。民間事業

者の国際競争力強

化を図るため、宇宙

実証の機会の提供

等を行う。具体的に

は、大学や民間事業

者等が超小型衛星

等を「テストベッ

ド」として活用する

こと等による新規

要素技術の実証等

に資するため、小

型・超小型の人工衛

星を活用した基幹

的部品や新規要素

技術の軌道上実証

を適時かつ安価に

実施する環境の整

備を行い、イプシロ

ンロケットを用い

た軌道上実証実験

を実施することを

目指す。 

企業による効率

的かつ安定的な開

発・生産を支援する

ため、機構が開発す

る衛星について、部

品・コンポーネント

等のシリーズ化、共

通化やシステム全

体のコスト削減な

どに取り組むとと

もに、事業者の部品

一括購入への配慮

を促す。部品の枯渇

や海外への依存度

の増大などの問題

解決に向けた検討

を行い、必要な措置

を講じる。 

海外への依存度

の高い技術や機器

について、中小企業

を踏まえた先端的な研

究等を実施する。 

衛星システムや輸送

システムの開発・運用を

担う企業の産業基盤の

維持を図るため、共同研

究の公募や海外展示の

民間との共同開催等、民

間事業者による利用の

開拓や海外需要獲得の

ための支援を強化する。 

民間事業者の国際競

争力強化を図るため、宇

宙実証の機会の提供等

を行う。また、このため

に必要となる関係機関

及び民間事業者との連

携枠組みについて検討

する。具体的には、大学

や民間事業者等が超小

型衛星等を「テストベッ

ド」として活用すること

等による新規要素技術

の実証等に資するため、

小型・超小型の人工衛星

を活用した基幹的部品

や新規要素技術の軌道

上実証を適時かつ安価

に実施する環境の整備

を行い、イプシロンロケ

ットを用いた軌道上実

証実験を実施すること

を目指す。 

企業による効率的か

つ安定的な開発・生産を

支援するため、衛星の開

発に当たっては、部品・

コンポーネント等のシ

リーズ化、共通化やシス

テム全体のコスト削減

などに取り組むととも

に、事業者の部品一括購

入への配慮を促す。 

また、宇宙用部品の研

究開発に当たっては、部

品の枯渇や海外への依

存度の増大などの問題

解決に向けた検討を行

い、必要な措置を講じ

る。 

海外への依存度の高

い重要な技術や機器に

ついて、共通性や安定確

保に対するリスク等の

観点から優先度を評価

し、中小企業を含めた国

内企業からの導入を促

進する。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向

けた、各年度の業務運

営に関する計画の達成

状況等 

 

１．技術基盤の強化及

び中長期的な展望を

踏まえた先端的な研

究等を実施する。 

２．共同研究の公募や

海外展示の民間との

共同開催等、民間事

業者による利用の開

拓や海外需要獲得の

ための支援を強化す

る。 

３．小型・超小型の人工

衛星を活用した基幹

的部品や新規要素技

術の軌道上実証を適

時かつ安価に実施す

る環境の整備を行

い、イプシロンロケ

ットを用いた軌道上

実証実験を実施する

ことを目指す。 

４．衛星の開発に当た

っては、部品・コンポ

ーネント等のシリー

ズ化、共通化やシス

テム全体のコスト削

減などに取り組むと

ともに、事業者の部

品一括購入への配慮

を促す。 

５．宇宙用部品の研究

開発に当たっては、

部品の枯渇や海外へ

の依存度の増大など

の問題解決に向けた

検討を行い、必要な

措置を講じる。 

６．海外への依存度の

高い重要な技術や機

器について、共通性

や安定確保に対する

リスク等の観点から

優先度を評価し、中

小企業を含めた国内

企業からの導入を促

進する。 

７．政府が行う試験方

法の標準化や効率的

な実証機会の提供等

に対し、技術標準文

書の維持向上、機構

（１）オール電化衛星の実現に向けたキー技術の研究：将来の通信衛

星市場における競争力獲得を目指す技術試験衛星9号機の開発主体

の企業が、鍵となる電気推進、航法、電源技術に研究開発成果であ

るホールスラスタ（海外製の推力 290mNに対し、BBM（試作モデル）

で推力 370mN 達成した）、静止軌道用 GPS 受信機（高精度なリアル

タイム軌道決定による軌道遷移及び静止軌道上の軌道制御の全自

動化を世界で初めて実現する目途を得た）、及び宇宙用パワー

MOSFET（高効率 250V 品）を今後の商業展開後も継続的に使う前提

で採用した。 

（２）リチウムイオン電池の開発：世界最高性能（高エネルギー密度

～170Wh/kg、長寿命）の宇宙用リチウムイオン電池の開発を完了し

た。この電池により開発メーカは、米国および欧州の人工衛星用電

池市場への参入に成功し、今日までに 100機以上の人工衛星への採

用実績を上げ国際市場占有率 35%を獲得した。さらに、本開発品の

派生型（150Ahセル、高出力化）が、国際宇宙ステーション（ISS）

の交換用電池に採用（交換前は米国製）された。ISS の主要搭載品

として米国製以外の製品が採用されるのは極めて稀で、高性能と有

人システムに対応する優れた安全性が認められ実現したものであ

る。この成果により第 2回宇宙開発利用大賞経済産業大臣賞を平成

28(2016)年 3月にを受賞した。 

（３）宇宙機システムの長寿命化に向けた技術の研究：太陽電池パド

ル等の駆動に使用される回転駆動機構の摺動部分である「波動歯車

装置」の寿命を延ばす技術を国内企業と共同で開発し特許化した。

これは、従来品の約 15 倍（同一使用条件（負荷率）比較で世界最

長）の寿命を実現し、波動歯車装置の宇宙利用における寿命制約（7

年程度）を事実上解消することに成功した。 

 

２．入手性等の観点から国産化が喫緊の課題になっている機器や部品

について重点的に取り組んだ研究開発の成果 

（１）SJ（Super-Junction）パワーMOSFETの開発：宇宙機システム電

源の小型・高効率化に効果化に寄与し、かつ ITAR 品依存リスクを

解消する世界最高の効率（電力損失を海外競合品に対し 250V 品で

30％、600V品で 50%低減）と耐放射線性を兼ね備えたパワーMOSFET

（電力スイッチング用素子）の開発を完了した。これにより省電力

の宇宙用電子回路が実現可能となり、国内外の衛星システム/コン

ポーネントメーカから多くの引き合いが来ている。 

（２）国産高精度ガス計測センサ（QCM（Quartz Crystal Microbalance）

センサ）の開発：宇宙機の材料等から生じる微量ガスは、観測機器

のレンズやミラー、機構部に付着し汚染（コンタミネーション）に

よる性能低下の原因となり、観測をミッションとするシステムの性

能確保上の重要な課題である。このガス計測センサは、これまで米

国メーカ（一部 ITAR 対象品）による独占状態であった。さらに技

術的にも、米国製センサはコンタミネーション計測において重要な

温度依存精度が悪いという課題があった。今回開発した国産 QCMセ

ンサは、ガス質量を振動数により計測する水晶板の温度を直接計測

する方法（特許）を考案し、作動温度範囲-196～+125℃で米国製セ

ンサの課題を解決したもので、欧州の宇宙機関から引き合いが来て

いる。 

 

３．プロジェクトの確実な達成に加えて、広く社会や産業界の課題解

決も念頭において取り組んだ研究開発の成果 

（１）数値シミュレーション等：数値シミュレーション技術によって、

H3 ロケットエンジン開発等のプロジェクトのリスク低減や経費削

減を実現した。さらに、当該シミュレーション技術を応用して、NEDO

の水素利用事業に参画し、高圧・極低温水素の大気漏洩に伴う水素

相変化現象の可視化を温度計測と解析の両方で世界で初めて実現

し、液化水素スタンドの技術基準の策定に寄与した。また、エンジ

ン燃焼に関する数値シミュレーション技術は、自動車業界を初め多

の宇宙航空活

動の自立性・

自在性の向上

及びその効果

的・効率的な

実施と産業競

争力の強化に

貢献するため

に、平成 27年

度にJAXAの宇

宙技術研究の

主要部分を研

究開発部門に

一元化し、全

社体制で取り

組むことによ

り、以下のと

おり顕著な成

果 を 創 出 し

た。 

 

○なお、中長期

計画上、平成

29(2017)年度

までに予定し

た業務は全て

実施し、中長

期⽬標を達成

した。 

 

 

装置の開発成功をはじ

め、我が国の宇宙機シス

テムの自立性確保や国

際競争力向上に資する

研究開発に取り組み、多

くの成果が創出された

ことは、中長期目標に定

める「我が国の宇宙航空

活動の自立性・自在性の

向上及びその効果的・効

率的な実施と産業競争

力の強化に貢献する」と

いう目的に照らして、顕

著な成果と言える。 

 

○SJ パワーMOFSET や国産

高精度計測センサなど、

入手性等の観点から国

産化が課題となってい

る機器や部品の開発に

成功するとともに、開発

機器の優れた性能（SJパ

ワーMOF SET は世界最

高効率）から、国内に加

え国外からも引き合い

が来ている点は、中長期

目標に照らして、顕著な

成果と言える。 

 

○民間事業者に対し、積極

的に宇宙実証機会の提

供を行い、特許出願件数

や受託研究件数等の大

幅増に繋げたことは、顕

著な成果と言える。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○今後とも、宇宙産業の振

興、国際競争力強化とい

う根幹的な課題の一層

の前進のため、中心的に

推進すべき技術開発を

明確化し、産業界とも連

携の上で取り組んでい

くことが必要。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○積極的な取組により、技

術開発や知財獲得等に

おいて期待以上の進捗

が確認できた。 

 

○宇宙実証は技術の産業

化に欠かせないプロセ

スであり、小型衛星への

民生部品活用の期待が

高まる中、実証機会提供

をはじめとする産業基

ール、国産高精度計測センサ、パワーMOFSET、

宇宙用高精度角度センサ、次世代MPU、宇宙用小

型パッケージ、などの基盤部品・コンポーネント開発

や、高精度軌道決定技術開発のシステム開発な

ど、国産化・高性能化技術開発に取り組み、多く

の成果が創出されたことは、中長期目標に定め

る「我が国の宇宙航空活動の自立性・自在性の向

上及びその効果的・効率的な実施と産業競争力

の強化に貢献する」という目的に照らして、顕著

な実績と認められる。 

 

○特に、リチウムイオン電池については、これまで

に 100 機以上の人工衛星への採用実績を上げ、

国際市場占有率 35%を獲得するとともに、本製品

の派生型が米国製品に代わって ISS の交換用電

池に採用されたことにより、第 2 回宇宙開発利

用大賞経済産業大臣賞を 28年度に受賞した。 

 

○パワーMOFSET や国産高精度計測センサなど、入

手性等の観点から国産化が課題となっている機

器や部品の開発に成功するとともに、開発機器

の優れた性能（パワーMOFSET は世界最高効率）

から、国内に加え国外からも引き合いが来てい

る点は、中長期目標に照らして、顕著な成果と言

える。 

 

○民間事業者に対し、積極的に宇宙実証機会の提

供を行い、特許出願件数や受託研究件数等の大

幅増に繋げたことは、顕著な成果と言える。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○今後とも、自律性、自在性の確保のため、コンポ

ーネントや部品についての活動を進めることを

期待する。このときには産業・安全保障の基盤と

いう点を踏まえてもらいたい。 

 

○低コスト化研究もより強く実施することを期待

する。 

 

○非宇宙産業の企業の参加を従来以上に促進して

いただきたい。 

 

○産業界の評価を積極的に取り込むべきである。

JAXA との共同開発により国際競争力は上がった

か？民生技術の宇宙転用進んだか？民間での宇

宙データ利用件数は増えたか？などを定量的に

調査して、JAXAの活動に feedbackするべきと考

える。 

 

○産業基盤を支えるために開発したコンポーネン

トや技術については、単に研究開発で終わらず、

実証後の利用などの出口イメージを持った研究

開発を実施するとともに、そのフォローアップ

を行うことを期待する。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○Ａ評価が妥当。優れた研究開発の成果により宇

宙航空活動の高度化・効率化を良く支援した。 
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を含めた国内企業

からの導入を促進

する。また、我が国

の優れた民生部品

や民生技術の宇宙

機器への転用を進

めるため、政府が一

体となって行う試

験方法の標準化や

効率的な実証機会

の提供等に貢献す

る。 

基盤的な宇宙技

術に関する研究開

発を進めることで、

プロジェクトの効

果的・効率的な実施

を実現する。また、

我が国の宇宙産業

基盤を強化する観

点から、市場の動向

を見据えた技術開

発を行い、プロジェ

クトや外部機関に

よる技術の利用を

促進する。将来プロ

ジェクトの創出及

び中長期的な視点

が必要な研究につ

いては、最終的な活

用形態を念頭に、機

構が担うべき役割

を明らかにした上

で実施する。 

また、我が国の優れた

民生部品や民生技術の

宇宙機器への転用を進

めるため、政府が一体と

なって行う試験方法の

標準化や効率的な実証

機会の提供等に対し、技

術標準文書の維持向上、

機構内外を含めた実証

機会の検討等を通じて

貢献する。 

基盤的な宇宙技術に

関する研究開発を進め

ることで、プロジェクト

の効果的・効率的な実施

を実現する。また、我が

国の宇宙産業基盤を強

化する観点から、市場の

動向を見据えた技術開

発を行い、プロジェクト

や外部機関による技術

の利用を促進する。 

具体的な研究開発の

推進にあたっては、産業

界及び学界等と連携し、

機構内外のニーズ、世界

の技術動向、市場の動向

等を見据えた技術開発

の中長期的な目標を設

定しつつ、計画的に進め

る。 

将来プロジェクトの

創出及び中長期的な視

点が必要な研究につい

ては、最終的な活用形態

を念頭に、機構が担うべ

き役割を明らかにした

上で実施する。 

 

内外を含めた実証機

会の検討等を通じて

貢献する。 

８．基盤的な宇宙技術

に関する研究開発を

進めることで、プロ

ジェクトの効果的・

効率的な実施を実現

する。 

９．我が国の宇宙産業

基盤を強化する観点

から、市場の動向を

見据えた技術開発を

行い、プロジェクト

や外部機関による技

術の利用を促進す

る。 

１０．具体的な研究開

発の推進にあたって

は、産業界及び学界

等と連携し、機構内

外のニーズ、世界の

技術動向、市場の動

向等を見据えた技術

開発の中長期的な目

標を設定しつつ、計

画的に進める。 

１１．将来プロジェク

トの創出及び中長期

的な視点が必要な研

究については、最終

的な活用形態を念頭

に、機構が担うべき

役割を明らかにした

上で実施する。 

くの企業や大学等の関心を集め、本年度は宇宙分野以外に対して 19

件のプログラム等の利用許諾に応じ、産業界・学術界に貢献した。 

（２）宇宙技術の民生展開による熱膨張率測定装置の超高精度化：衛

星光学系の微小熱変形評価技術及び高安定構造設計の知見を基に、

熱膨張率測定装置の超高精度化（10-8/Kの熱膨張率を市販装置レベ

ルで測定可能）を実現し商品化の目途を得た。これは、半導体製造

装置や光学部品製造装置のメーカニーズに応えるもので、宇宙・地

上を問わず精密機器分野に広く使われる成果である。 

（３）超小型三軸姿勢制御モジュール及び JEM自律移動型船内カメラ

（Int-Ball）の開発：JAXA開発の世界最小（質量 50g、一辺 31mm）

の三軸姿勢制御モジュールを搭載した、世界最小サイズ（質量 1kg、

直径 15cm）で無重力環境下で自律的な回転・並進制御機能を持つロ

ボット Int-Ballを開発した。Int-Ball は ISS 搭乗中の金井宇宙飛

行士の宇宙実験支援を試行中であり、今後宇宙飛行士のワークロー

ド軽減に貢献することが期待される。 

（４）オープンイノベーション：宇宙探査をテーマとして、非宇宙分

野の技術を糾合することを目的に、民間企業等のニーズを取り込ん

だ 36 件（平成 29(2017)年度）の研究開発を進めている。特に顕著

な成果例として、距離画像センサの開発では、単一光子を検出可能

な超高感度センサとして従来の 8 画素程度を大きく超える 32×32

画素での動作を実現し、軌道上ランデブ・ドッキングセンサとして

は相手が暗い対象でも遠距離から測距できるものとして搭載検討

に結び付いた。これらの成果は本取り組みを支援する JSTの中間評

価で「A（着実な進捗があり、十分なイノベーションの構築が期待で

きる。）」と評価された。 

（５）民生技術の活用：民生技術を活用したロケット及び衛星の開発

において、設計・製造から、試験、打上げオペレーションまでの一

連のプロセスを通じて、民生技術の適用に関する技術的な知見を獲

得した。さらに、打上げ実証の成功により民生品の活用可能性を示

したことで、ロケット等の軽量化・低コスト化に向けた今後の民生

品の活用機会の拡大や、超小型衛星の打上げ需要への新たな対応手

段の可能性を提示したことは、我が国の宇宙関連産業への貢献のみ

ならず、今後の民間事業者の宇宙開発を後押しする成果である。 

 

盤・科学技術基盤整備に

ついて JAXA が果たす役

割はますます重要とな

る。イプシロンロケット

の活用を含め、実証の頻

度・環境を不断に見直し

ながら、実用化・国際競

争力強化につなげてい

く取組に期待する。 

 

○宇宙実証は技術の産業化に欠かせないプロセス

であり、小型衛星への民生部品活用の期待が高

まる中、実証機会提供をはじめとする産業基盤・

科学技術基盤整備についてJAXAが果たす役割は

ますます重要となる。イプシロンロケットの活

用を含め、実証の頻度・環境を不断に見直しなが

ら、実用化・国際競争力強化につなげていく取組

に期待する。 

 

○29 年度に軌道上実証した保持解放機構の技術開

発を始め、我が国の産業基盤強化に技術で貢献

する成果が生まれており大いに評価できる。民

間との連携、オープンイノベーションに本格的

に取り組み、小型ロケットの打上や探査ハブな

ど、中期目標期間後半に目に見える成果が生ま

れてきたことは、民間事業者のニーズを的確に

把握・対応するマネジメントスタイルが定着し

てきたことの現れと言える。 

 

○宇宙実証というマーケットインにおけるハード

ルを越えるための環境整備として、革新的衛星

技術実証プログラムを着実に進めていることは

評価できる。部品・コンポーネント開発の国際競

争力を確保するためには、よりスピード感を高

める必要があり、ＩＳＳからの放出など、実証機

会のさらなる拡充に取り組むことを期待。 

 

○民間事業者の巻き込みにおいては、開発する技

術のＰＲが重要となるが、通常の広報だけでな

く、インターネット動画サービスなどマルチソ

ースで伝播しており評価できる。Ｓ-ＮＥＴやＩ

ｏＴ推進ラボなど、他のプラットフォームを通

じた産業界へのアプローチ拡大に向けて、経済

産業省を始めとした関係機関とさらに連携を進

めるべき。 

 

○今後、さらなる技術開発や調達の見直しを通じ

て、国産の低コストかつ優れた部品・ソフトウェ

ア等の活用を促進することにより、自立性を高

め、迅速な宇宙システムの開発を実現すること

で、我が国宇宙機器産業の競争力確保に貢献し

ていただきたい。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－４ 航空科学技術 

関連する政策・施策 

研究開発計画（文部科学省科学技術・学術審議会 研究計画・評

価分科会） 

未来投資戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第二号、第五号、

第十号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 30 年度）9-5 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0291、0292 

※いずれも文部科学省のもの 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

- - - - - - - 予算額（千円） - - 9,653,686 9,555,053 9,708,712 

 

決算額（千円） 
211,177,437 

の一部 

207,856,661 

の一部 
11,256,888 11,029,540 10,013,187 

経常費用（千円） - - - - - 

経常利益（千円） - - - - - 

行政サービス実

施コスト（千円） 
- - - - - 

従事人員数 約 240 約 240 約 230 約 230 約 220 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 

主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 ４．航空科学技

術 

航空科学技

術については、

基盤的な宇宙

航空技術に関

する研究開発

を推進すると

ともに、環境と

安全に関連す

る研究開発へ

の重点化を進

４．航空科学技術 

基盤的な宇宙航空技

術に関する研究開発を

推進するとともに、環境

と安全に関連する研究

開発への重点化を進め

る中にあっても、先端

的・基盤的なものに更に

特化した研究開発を行

う。 

 

（１）環境と安全に重点

【評価軸】 

○エンジンの高効率化、

現行及び次世代の航

空機の低騒音化並び

に乱気流の検知能力

向上等について、実証

試験等を通じて成果

をあげたか。 

○産業界等の外部機関

における成果の利用

の促進が図られたか。 

○関係機関との連携の

１．産業競争力の強化への貢献 

（１）超音速機の最大の課題であるソニックブーム強度が半

減可能となる概念を世界で初めて飛行実証し（低ソニック

ブーム設計概念実証：D-SEND）、国内外の超音速機の実現に

向けた取り組みを促進 

・前中期では、数値シミュレーションにより低ソニックブ

ーム設計概念の成立性確認を実施。 

・今中期では、上記低ソニックブーム設計概念を世界で初

めて飛行実証した。具体的には、小型超音速旅客機のソ

ニックブームによる騒音を雷の音からドアノックレベル

に低減することを可能とした。ICAO（※1）の活動を基準

検討レベルから策定レベルに促進、また JAXA技術を適用

＜評定と根拠＞ 

評定：S 

○今中期は、前中期

に開発した要素

技術を元に、産業

競争力強化およ

び社会と航空輸

送の安全性向上

に貢献する世界

初あるいは世界

一の技術を実証

してメーカ等か

評定 S 評定 S 

＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示すとお

り、中長期計画に定められた以上の

業務の顕著な進捗が認められるた

め。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○超音速機の最大の課題であるソ

ニックブームによる騒音に関し、

我が国独自の低ソニックブーム

設計コンセプトを、世界に先駆け

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期

目標等に照らし、成果等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、特に顕著な成果の創出

や将来的な特別な成果の創出の期待等が認めら

れるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○超音速機の最大の課題であるソニックブーム

による騒音に関し、我が国独自の低ソニックブ

ーム設計コンセプトを、世界に先駆けて実証し
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める中にあっ

ても、先端的・

基盤的なもの

に更に特化し

た研究開発を

行う。 

 

（１）環境と安

全に重点化

した研究開

発 

エンジンの

高効率化、現行

及び次世代の

航空機の低騒

音化並びに乱

気流の検知能

力向上等につ

いて、実証試験

等を通じて成

果をあげる。 

防災対応に

ついては、関係

機関と積極的

に連携した上

で、無人機技術

等必要となる

研究開発を推

進する。 

 

（２）航空科学

技術の利用

促進 

産業界等の

外部機関にお

ける成果の利

用の促進を図

り、民間に対し

技術移転を行

うことが可能

なレベルに達

した研究開発

課題について

は順次廃止す

る。 

さらに、関係

機関との連携

の下、公正中立

な立場から航

空分野の技術

の標準化、基準

の高度化等に

貢献する取組

を積極的に行

う。 

 

（３）技術基盤

の強化及び

化した研究開発 

エンジンの高効率化、

現行及び次世代の航空

機の低騒音化並びに乱

気流の検知能力向上等

について、実証試験等を

通じて成果をあげる。具

体的には、 

（ａ）次世代ファン・タ

ービンシステム技術 

（ｂ）次世代旅客機の機

体騒音低減技術 

（ｃ）ウェザー・セーフ

ティ・アビオニクス技

術 

等について実証試験を

中心とした研究開発を

進める。 

また、第 2 期に引き続

き、 

（ｄ）低ソニックブーム

設 計 概 念 実 証 （ D-

SEND） 

（ｅ）次世代運航システ

ム（DREAMS） 

に係る研究開発を進め、

可能な限り早期に成果

をまとめる。 

防災対応については、

関係機関と積極的に連

携した上で、無人機技術

等必要となる研究開発

を推進する。 

 

（２）航空科学技術の利

用促進 

産業界等の外部機関

における成果の利用の

促進を図り、民間に対し

技術移転を行うことが

可能なレベルに達した

研究開発課題について

は順次廃止する。 

さらに、関係機関との

連携の下、公正中立な立

場から航空分野の技術

の標準化、基準の高度化

等に貢献する取組を積

極的に行う。具体的に

は、運航技術や低ソニッ

クブーム技術等の成果

に基づく国際民間航空

機関（ICAO）等への国際

技術基準提案、型式証明

の技術基準の策定、航空

機部品等の認証、及び航

空事故調査等について、

技術支援の役割を積極

下、公正中立な立場か

ら航空分野の技術の

標準化、基準の高度化

等に貢献したか。 

○コスト削減を意識し

つつ、技術基盤の強化

及び中長期的な展望

を踏まえた先端的な

研究等を実施すると

ともに、基盤的な施

設・設備の整備を通じ

て経済・社会の発展や

我が国の宇宙航空活

動の自立性・自在性の

向上及びその効果的・

効率的な実施と産業

競争力の強化に貢献

したか。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向

けた、各年度の業務運営

に関する計画の達成状

況等 

 

［環境と安全に重点化

した研究開発］ 

１．エンジンの高効率

化、現行及び次世代の

航空機の低騒音化並

びに乱気流の検知能

力向上等の以下の技

術について、実証実験

等を通じて成果をあ

げる。 

（ａ）次世代ファン・タ

ービンシステム技術 

（ｂ）次世代旅客機の機

体騒音低減技術 

（ｃ）ウェザー・セーフ

ティ・アビオニクス技

術 等 

２．次の研究開発を進

め、可能な限り早期に

成果をまとめる。 

（ｄ） 低ソニックブー

ム設計概念実証（D-

SEND） 

（ｅ）次世代運航システ

ム（DREAMS） 

３．防災対応について、

関係機関と積極的に

連携した上で、無人機

技術等必要となる研

究開発を推進する。 

 

［航空科学技術の利用

促進］ 

した超音速機の国内メーカ等との設計検討や海外大手航

空機メーカ等との共同研究が新たに開始されるなど、国

内外の超音速機の実用化に向けた取り組みを加速した。 

（２）世界で初めて晴天時の乱気流を実用レベルで検知する

技術（ウェザー・セーフティ・アビオニクス技術：SafeAvio）

の開発と飛行実証を行い、国内装備品メーカが実用化に向

けた開発投資を決定 

・前中期では、晴天時の乱気流検知のキーとなる信号処理

技術を開発し、観測距離向上の見通しを得た。 

・今中期では、1分以上の対処猶予を実現する観測距離 14km

以上を乗客 1人分の重量（目標 95kg）で実現。実用レベ

ルの晴天時乱気流検知とパイロットへの情報提供を世界

で初めて飛行実証し、航空機装備品市場を新たに開拓す

る可能性を高めた。これにより、国内装備品メーカが開

発投資を決断した他、大手航空機メーカが大型ジェット

機で評価を行うことを決定した。 

（３）高速流体解析ソフト FaSTARの開発を行い、国内航空機

メーカが実利用を開始 

・前中期では、定常解析において高速な圧縮性流体解析ソ

フト FaSTARの開発を行った。 

・今中期では、非定常解析を可能とし、航空機の失速付近

で問題となるバフェット（衝撃波振動現象）について高

精度な衝撃波位置の予測を実現すると共に 20 倍の高速

化を実現。非定常解析を 1日 1ケースで実施可能とした。

また、航空機メーカ（三菱重工業）が「空力設計の現場で

は、空気の流れが時間の経過とともに変化していく状態

を扱う、大規模な非定常解析のニーズが高まっている。

FaSTARの高速性はこのような大規模非定常解析に有効で

ある」（広報誌 JAXA’s No. 067、平成 29（2017）年 1月）

と評価し、利用を開始した。29年度末現在、FaSTARの有

償ライセンスは 4件である。（航空機メーカ 1件、ソフト

ウェア会社 2件、エンジニアリング会社 1件。） 

※1 ICAO（International Civil Aviation Organization）：

国連の専門機関の一つで、国際航空運送に関する国際

基準、勧告、ガイドラインの作成等を行っており、ソニ

ックブーム基準の検討も行っている。 

（４）海外最新開発エンジンと比較して燃費低減目標(1%減)

を 7 割上回る世界トップレベルの燃費低減技術を開発し、

国内メーカが実用化検討に着手 

・前中期では、エンジンの環境適応化技術として、低 NOx燃

焼器技術、騒音低減化技術、低 CO2化技術の研究開発を進

めた。 

・今中期では、エンジン低圧部であるファン、低圧タービ

ンに対する低 CO2化(低燃費化)技術を更に進め、世界初と

なる複合材ファンブレードの中空化、また、タービンブ

レードのセラミック基複合材化等による軽量化および高

効率化を実現し、世界トップレベルの燃費低減技術を開

発した。このことは、複合材ブレード製造技術を有する

海外メーカに対しても優位技術で差別化を可能とし、国

内メーカが国際共同開発で設計分担する競争力の確保に

つながるものである。本研究の成果を受けて国内メーカ

が実用化検討に着手するなど、我が国の国際共同開発の

更なるシェア確保・拡大に向けた技術成果を得た。 

 

２．災害時救援活動の効率化と航空輸送の安全性向上への貢

献 

（１）災害救援航空機情報共有ネットワーク(D-NET)を開発

し、持込型機上システムの実用化等により全国の消防防災

ら高い評価を得

ると共に、研究開

発成果の社会へ

の定着を促す活

動を実施して社

会実装を進めた

ことは、特に顕著

な成果であると

評価する。 

 

○なお、中長期計画

上、平成 29(2017)

年度までに予定

した業務は全て

実施し、中長期⽬
標を達成した。 

 

 

て実証したことで、中長期目標に

定める中長期的な展望を踏まえ

た先端的な研究が進展したこと

に留まらず、当該成果がメーカと

の共同研究の開始等に繋がり、研

究開発成果の産業界への橋渡し

段階に進んだことは、特に顕著な

成果と言える。 

 

○世界で初めて晴天時乱気流検知

技術の開発と飛行実証を行い、実

用化レベルまで小型軽量化を実

現したことで、乱気流の検知能力

向上等について、実証試験等を通

じて成果をあげるという中長期

目標を達成した。それに加えて、

各メーカにおける開発投資決定

や実用機での評価など航空機装

備品市場の新たな開拓に繋げた

ことは、実証のみに留まらず、研

究開発成果の社会実装が進んで

いる点で、特に顕著な成果と言え

る。 

 

○世界最速の高速流体解析ソフト

を開発し、大学等に加えて産業界

などでも幅広く利用拡大を進め

たことは世界最高性能の技術開

発を成功させたこと、利用拡大が

しっかりと進んだことの両面で

特に顕著な成果と言える。 

 

○災害救援航空機情報共有ネット

ワーク（D-NET）について、民間に

技術移転を行い製品開発及び運

用を実施し、熊本地震において本

システムの有効性が実証される

など、災害時の支援活動に必要不

可欠なシステムとして全国的に

展開され、全国のほぼ全ての消防

防災ヘリに搭載・実利用され、防

災機関からも高い評価を獲得し

た。これは、中長期目標に定める

利用促進の最終的な成果として、

新たな社会に欠かせないインフ

ラを構築した点で、特に顕著な成

果と言える。 

 

○着陸時の安全性の向上に繋がる

空港低層風情報提供技術につい

ては、羽田・成田空港の運用評価

において高い評価を獲得し、両空

港での実利用が開始されており、

高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、産業競争力の強化に加

え、国際的にもプレゼンスを示す

たことで、中長期目標に定める中長期的な展望

を踏まえた先端的な研究が進展したことに留

まらず、当該成果がメーカとの共同研究の開始

等に繋がり、研究開発成果の産業界への橋渡し

段階に進んだことは、特に顕著な成果と言え

る。 

 

○世界で初めて晴天時乱気流検知技術の開発と

飛行実証を行い、実用化レベルまで小型軽量化

を実現したことで、乱気流の検知能力向上等に

ついて、実証試験等を通じて成果をあげるとい

う中長期目標を達成した。それに加えて、各メ

ーカにおける開発投資決定や実用機での評価

など航空機装備品市場の新たな開拓に繋げた

ことは、実証のみに留まらず、研究開発成果の

社会実装が進んでいる点で、特に顕著な成果と

言える。 

 

○世界最速の高速流体解析ソフトを開発し、大学

等に加えて産業界などでも幅広く利用拡大を

進めたことは世界最高性能の技術開発を成功

させたこと、利用拡大がしっかりと進んだこと

の両面で特に顕著な成果と言える。 

 

○災害救援航空機情報共有ネットワーク（D-NET）

について、民間に技術移転を行い製品開発及び

運用を実施し、熊本地震において本システムの

有効性が実証されるなど、災害時の支援活動に

必要不可欠なシステムとして全国的に展開さ

れ、全国のほぼ全ての消防防災ヘリに搭載・実

利用され、消防庁長官から感謝状を受領するな

ど、防災機関からも高い評価を獲得した。これ

は、中長期目標に定める利用促進の最終的な成

果として、新たな社会に欠かせないインフラを

構築した点で、特に顕著な成果と言える。 

 

○着陸時の安全性の向上に繋がる空港低層風情

報提供技術については、羽田・成田空港の運用

評価において高い評価を獲得し、両空港での実

利用が開始されており、高く評価できる。 

 

○燃料費はエアラインの経費の約 3割を占めている

中、燃料コストについて、海外の最新開発エンジ

ンと比べて目標値を 7割上回る 1.7%低減できる世

界最高水準の低燃費エンジンを実現するエンジ

ンファン、低圧タービン技術を開発したことは、海

外メーカに対しても優位な技術を我が国が獲得

し、日本の航空機産業の国際競争力の向上に非

常に大きく貢献するものであり、特に顕著な実績と

認められる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、産業競争力の強化に加え、国際的に

もプレゼンスを示すことができるような我が

国独自の技術開発の推進が期待される。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○各年で異なる分野で顕著な成果を挙げてきた
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産業競争力

の強化への

貢献 

経済・社会の

発展や我が国

の宇宙航空活

動の自立性・自

在性の向上及

びその効果的・

効率的な実施

と産業競争力

の強化に貢献

することを目

的とし、コスト

削減を意識し

つつ、技術基盤

の強化及び中

長期的な展望

を踏まえた先

端的な研究等

を実施する。 

基盤的な航

空技術に関す

る研究開発を

進めることで、

プロジェクト

の効果的・効率

的な実施を実

現する。 

的に果たす。 

 

（３）技術基盤の強化及

び産業競争力の強化

への貢献 

経済・社会の発展や我

が国の宇宙航空活動の

自立性・自在性の向上及

びその効果的・効率的な

実施と産業競争力の強

化に貢献することを目

的とし、コスト削減を意

識しつつ、技術基盤の強

化及び中長期的な展望

を踏まえた先端的な研

究等を実施する。 

基盤的な航空技術に

関する研究開発を進め

ることで、プロジェクト

の効果的・効率的な実施

を実現する。 

４．産業界等の外部機関

における成果の利用

の促進を図る。民間に

対し技術移転を行う

ことが可能なレベル

に達した研究開発課

題については順次廃

止する。 

５．運航技術や低ソニッ

クブーム技術等の成

果に基づく国際民間

航空機関（ICAO）等へ

の国際技術基準提案、

型式証明の技術基準

の策定、航空機部品等

の認証、及び航空事故

調査等について、技術

支援の役割を積極的

に果たす。 

 

［技術基盤の強化及び

産業競争力の強化への

貢献］ 

６．コスト削減を意識し

つつ、技術基盤の強化

及び中長期的な展望

を踏まえた先端的研

究等を実施する。 

７．基盤的な航空技術に

関する研究開発を進

めることで、プロジェ

クトの効果的・効率的

な実施を実現する。 

ヘリ 75機全てをネットワーク化し、災害時の航空機による

救援活動の効率化を実現 

・前中期では、D-NETの基本的な仕様とそれに基づく技術の

開発を行い、総合防災訓練等でのユーザー評価を実施し

た。 

・今中期は、技術開発成果の民間への技術移転により製品

開発を実施、平成 26(2014)年 4 月に総務省消防庁が D-

NET 技術を活用した新しい集中管理型消防防災ヘリコプ

ター動態管理システムの運用を開始した。JAXA開発の持

込型機上システムの実用化等により消防防災ヘリへの搭

載が促進され、全国の消防防災ヘリがネットワーク化さ

れた。さらに、消防防災ヘリとドクターヘリの運航状況

情報を共有化することで災害医療を含めたより効率的な

救援活動を可能とし、DMAT※2 事務局が設置されている国

立病院機構、ドクターヘリ運航会社等および JAXAは大規

模災害発生時等に D-NET による情報共有を効率的に行う

ための協定を 29(2017)年 3 月に締結した。熊本地震

(28(2016)年)、および九州北部豪雨(29年)では技術支援

を実施し、消防庁長官から感謝状を受領する等※3、高い評

価を得た。 

（２）着陸時の安全性の向上に繋がる滑走路周辺の風情報を

提供する技術（空港低層風情報：ALWIN）を開発、運用評価

も完了して、国内空港での実利用が開始 

・前中期では、低層風擾乱の影響を定量化して運航障害の

発生を予測する要素技術を開発し、有効性を確認した。 

・今中期は、成田・羽田の両空港で気象庁の気象観測シス

テムを用いて低層風擾乱の情報を航空機に送信する技術

を世界に先駆けて確立し、運用評価においてエアライン

のパイロット（約 200 名）の 81%から有用との評価を得

た。これを受けて気象庁が導入を決定し、平成 29年 4月

に羽田・成田の両空港での実利用が開始された。 

※2 DMAT：災害派遣医療チーム 

※3 熊本地震では総務省消防庁広域応援室により「DMAT等

とのより効率的な連携が可能となった」ことなどを評価

された(公文書を受領)。D-NET の技術に対して総務省消

防庁より「平成 28年度消防防災科学技術賞」を受賞。九

州北部豪雨での技術協力に対し「人命の救助及び被害の

軽減に貢献した」ことにより、消防庁長官から感謝状を

受領。 

 

ことができるような我が国独自

の技術開発の推進が期待される。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○知的財産の保護、技術の流出防止

について、細心の対応が望まれ

る。 

 

 

ことは R&D マネジメントの観点から高く評価

できる。S評価は妥当と考える。 

 

○日本の産業への貢献を鑑みれば、今後は、MRJ

で発生したシステム技術支援を期待する。ま

た、ドローン、空飛ぶ車など、システム技術を

必要とするテーマも増加傾向にあるのではな

いか。 

 

○Ｓ評価が妥当。理由としては、日本独自の低ソ

ニックブーム設計コンセプトを、世界に先駆け

て実証したことは画期的と思われる。晴天時乱

気流検知技術を開発し、実用化レベルまで小型

軽量化したことは日本の強みを生かした成果

で、極めて高く評価できる。世界最速の高速流

体解析ソフト FaSTAR の開発は、CFD ツールと

して産業界だけでなく、大学等など幅広く利用

拡大が進み、国際競争力強化に大いに貢献する

と思われる。D-NETは、災害時の支援活動に不

可欠なシステムとして全国的に展開され、特に

熊本地震・九州北部豪雨において、本システム

の有効性が実証されたことは、特に顕著な成果

と認められる。航空機用エンジンにおいて、世

界トップレベルの低燃費技術開発は、日本の国

際競争力強化に大きく貢献した。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５－１ 利用拡大のための総合的な取組 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

未来投資戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第一号、第二号、

第四号、第五号、第六号、第七号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 30 年度）9-5 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0291、0292 

※いずれも文部科学省のもの 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

技術移転（ライ

センス供与） 
60 件 261 件 295 件 269 件 324 件 352 件 予算額（千円） - - 

27,136,572 

の一部 

32,379,812 

の一部 

32,862,884 

の一部 

施設・設備の供

用 
50 件 135 件 92 件 64 件 88 件 124 件 決算額（千円） 

211,177,437 

の一部 

207,856,661 

の一部 

26,673,051 

の一部 

34,408,311 

の一部 

35,507,628 

の一部 

企業・大学等と

の共同研究 
500 件 718 件 756 件 689 件 1,101 件 1,158 件 経常費用（千円） - - - - - 

 

経常利益（千円） - - - - - 

行政サービス実

施コスト（千円） 
- - - - - 

従事人員数 - - - - - 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 

主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 （１）利用拡大のため

の総合的な取組 

①産業界、関係機関及

び大学との連携・協

力 

国民生活の向上、産

業の振興等に資する観

点から、社会的ニーズ

の更なる把握に努めつ

つ、宇宙について政府

がとりまとめる利用者

（１）利用拡大のため

の総合的な取組 

①産業界、関係機関及

び大学との連携・協

力 

国民生活の向上、産

業の振興等に資する

観点から、社会的ニー

ズの更なる把握に努

めつつ、宇宙について

政府がとりまとめる

【評価軸】 

○国民生活の向上、産業の

振興等に貢献したか。 

○研究開発プロジェクト

の推進及び宇宙開発利

用における研究機関や

民間からの主体的かつ

積極的な参加を促す活

動ができたか。 

 

【定性的指標】 

今中長期計画期間において、JAXAは

宇宙基本法及び宇宙基本計画に基づ

く産業振興に貢献すべく、体制を整備

して利用拡大の取組みを強化した。ロ

ケット・衛星等自身の主要プロジェク

トの実施を通じた利用促進に加え、宇

宙ビジネスへの注目が急速に高まる

中、民間事業者の求めに応じた対応を

迅速に進め、今期間においてベンチャ

ー企業、非宇宙企業等の宇宙利用への

新規参入においても顕著な成果を上

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○宇宙ベンチャーが

勃興し、リスクマネ

ーの流入が進むな

ど宇宙産業に対す

る注目が高まり環

境大きく変化する

中、民間事業者等に

開かれた窓口とし

て新事業促進部を

評定 A 評定 A 

＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示

すとおり、中長期計画に定

められた以上の業務の進捗

が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○平成 24 年度の JAXA 法改

正により、民間事業者の

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果

等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、顕著な成果の創出

や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○平成 24 年度の JAXA 法改正により、民間事業者の求めに応じた援助及

び助言を JAXA業務として実施することが明記されたことを踏まえ、平

成 25年度より外部問合せ窓口（新事業促進部）を新設するなど、組織
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ニーズや開発者の技術

シーズを開発内容に反

映させ、これまで以上

に研究開発の成果が社

会へ還元されるよう、

産学官連携の下、衛星

運用やロケット打ち上

げ等の民間への更なる

技術移転、利用実証の

実施及び実証機会の提

供、民間・関係機関間で

の一層の研究開発成果

の活用、民間活力の活

用等を行う。 

我が国の宇宙航空分

野の利用促進、産業基

盤及び国際競争力の強

化に資するため、必要

な支援を行う。 

また、超小型衛星の

打ち上げ機会の提供や

開発支援等、衛星利用

を促進する環境の一層

の整備を行う。 

さらに、利用料に係

る適正な受益者負担

や、利用の容易さ等を

考慮しつつ、機構の有

する知的財産の活用や

施設・設備の供用を促

進する。 

また、研究開発プロ

ジェクトの推進及び宇

宙開発利用における研

究機関や民間からの主

体的かつ積極的な参加

を促す観点から、他の

研究開発型の独立行政

法人、大学及び民間と

の役割分担・連携を図

るとともに、関係機関

及び大学との間の連携

協力協定の活用等を通

じて、一層の研究開発

成果の創出を行う。 

 

②民間事業者の求めに

応じた援助及び助言 

人工衛星等の開発、

打ち上げ、運用等の業

務に関し、民間事業者

の求めに応じて、機構

の技術的知見等を活か

した、金銭的支援を含

まない援助及び助言を

行う。 

 

利用者ニーズや開発

者の技術シーズを開

発内容に反映させ、こ

れまで以上に研究開

発の成果が社会へ還

元されるよう、産学官

連携の下、衛星運用や

ロケット打ち上げ等

の民間への更なる技

術移転、利用実証の実

施及び実証機会の提

供、民間・関係機関間

での一層の研究開発

成果の活用、民間活力

の活用等を行う。 

我が国の宇宙航空

分野の利用の促進・裾

野拡大、産業基盤及び

国際競争力の強化等

に資するため、JAXA

オープンラボ制度の

実施など必要な支援

を行う。 

また、ロケット相乗

り及び ISS／JEM から

の衛星放出等による

超小型衛星の打ち上

げ機会の提供や開発

支援等、衛星利用を促

進する環境の一層の

整備を行う。 

さらに、利用料に係

る適正な受益者負担

や利用の容易さ等を

考慮しつつ、機構の有

する知的財産の活用

や施設・設備の供用を

促進する。技術移転

（ライセンス供与）件

数については年 60 件

以上、施設・設備の供

用件数については年

50件以上とする。 

加えて、研究開発プ

ロジェクトの推進及

び宇宙開発利用にお

ける研究機関や民間

からの主体的かつ積

極的な参加を促す観

点から、他の研究開発

型の独立行政法人、大

学及び民間との役割

分担を明確にした協

力や連携の促進、並び

に関係機関及び大学

との間の連携協力協

定の活用等を通じて、

一層の研究開発成果

中長期計画の達成に向け

た、各年度の業務運営に関

する計画の達成状況等 

 

［産業界、関係機関及び大

学との連携・協力］ 

１．社会的ニーズの更なる

把握に努めつつ、宇宙に

ついて政府がとりまと

める利用者ニーズや開

発者の技術シーズを開

発内容に反映させ、産学

官連携の下、衛星運用や

ロケット打ち上げ等の

民間への更なる技術移

転、利用実証の実施及び

実証機会の提供、民間・

関係機関間での一層の

研究開発成果の活用、民

間活力の活用等を行う。 

２．JAXA オープンラボ制

度の実施など必要な支

援を行う。 

３．ロケット相乗り及び国

際宇宙ステーション

（ISS）日本実験棟（JEM）

からの衛星放出等によ

る超小型衛星の打ち上

げ機会の提供や開発支

援等、衛星利用を促進す

る環境の一層の整備を

行う。 

４．利用料に係る適正な受

益者負担や利用の容易

さ等を考慮しつつ、機構

の有する知的財産の活

用や施設・設備の供用を

促進する。 

５．他の研究開発型の独立

行政法人、大学及び民間

との役割分担を明確に

した協力や連携の促進、

並びに関係機関及び大

学との間の連携協力協

定の活用等を通じて、一

層の研究開発成果の創

出を行う。 

 

［民間事業者の求めに応

じた援助及び助言］ 

６．人工衛星等の開発、打

ち上げ、運用等の業務に

関し、民間事業者の求め

に応じて、機構の技術的

知見等を活かした、金銭

的支援を含まない援助

及び助言を行う。 

 

げた。 

１．産業振興に資する体制として、民

間事業者向け一般問合せ窓口や、宇

宙実証機会提供の一元窓口（ロケッ

ト相乗り、きぼう放出及び革新的衛

星技術実証プログラムの各種実証

手段を一元的に案内する窓口）を設

置し、リスクマネーを供給する政府

系金融機関に JAXA が技術的情報等

を提供することにより投資判断を

支援する連携枠組みを整備するこ

とで、宇宙ビジネスに取り組む民間

事業者を支援する体制を構築した。

これら取組みもあり、医療系ベンチ

ャー等による創薬の研究開発を目

的とした「きぼう」の利用や、政府

系金融機関等官民 12 社による月資

源探査ベンチャーへの 100 億円規

模の投資といった成果に繋がった。 

 

２．先進光学衛星、次期技術試験衛星、

革新的衛星技術実証プログラム等

の衛星開発・運用等においてプロジ

ェクトの早い段階から民間の力を

活用するなど、前中長期計画期間に

はなかった利用拡大に取り組んだ。

その結果、企業が自ら地上システム

整備や衛星工場の設立を行うなど、

市場拡大に向けて取り組むことと

なった。 

 

３．宇宙実証機会の提供に関し、超小

型衛星のロケット相乗り機数及び

国際宇宙ステーション(ISS)「きぼ

う」からの衛星放出機数を増加させ

るとともに、有償制度の導入など超

小型衛星の打上げ機会を多様化し

た。具体的には、4回の相乗り機会

において 17 機(前中期は 11 機)の

超小型衛星を打ち上げ、20機(前中

期は 5 機)を「きぼう」から放出し

た。また優先打上げや、商業目的打

上げも可能とする有償制度の導入

により、企業による産業利用を拡大

させた。これら宇宙実証機会の提供

を通して、民間企業 7 社を含む 19

団体が超小型衛星開発に新規参入

した。 

 

４．JAXAシーズの説明会には毎年 200

名以上の参加があり、非宇宙企業へ

の知財ライセンス契約に結び付い

ている。風洞試験から得られた知財

を応用し、化学工業薬品メーカから

「酸素応答型感圧コーティング材」

が販売された。また、知財の一環と

して平成 26 年度に商品化許諾権制

度を整備した結果、コンビニエンス

設置する等により

政策や企業要請に

応じた体制を整備

し、中期計画当初は

想定されていなか

った宇宙ベンチャ

ーとの連携や、リス

クマネーを供給す

る投資機関・金融機

関との連携推進を

進めるなどの新た

な取組みに着手し

た。この結果、次期

中長期において宇

宙産業の規模拡大、

プレイヤーの増加

が期待される。 

 

○衛星開発プロジェ

クトにおける従来

にない民間活力の

活用、宇宙実証機会

の企業利用促進等

を行うことにより、

ベンチャーを含む

企業が市場拡大に

向けての取組みを

自ら積極的に進め

ることとなった。 

 

○外部からの業務依

頼の対応体制を強

化し、期間中、年平

均 300 件の問合せ

に対応した。年間

300 件以上の技術

移転、500件以上の

企業・大学等との共

同研究等の取組み

により、前中期計画

ではなかった宇宙

ベンチャー企業、非

宇宙大手企業等へ

の支援、さらに共同

研究が実現し、宇宙

産業の裾野拡大に

大きく貢献した。 

 

○上記のような産業

振興への貢献や、宇

宙開発利用におけ

る研究機関や民間

からの主体的かつ

積極的な参加を促

す活動等について

総合的に勘案した

結果、適正、効果的

かつ効率的な業務

求めに応じた援助及び助

言を JAXA業務として実施

することが明記されたこ

とを踏まえ、平成 25年度

より外部問合せ窓口（新

事業促進部）を新設する

など、組織として産業振

興への貢献のための体制

を整備し、毎年度、民間事

業者を技術でサポートす

る様々な取組を積極的に

積み重ねた結果が実を結

び、今中長期目標期間全

体として、宇宙ベンチャ

ーの誕生や非宇宙企業の

宇宙分野参入があったこ

とは、中長期目標に照ら

して、顕著な成果と言え

る。 

 

○新設した新事業促進部に

おいて、外部からの依頼

に係る一連の内規を整備

するとともに、今中長期

目標期間中、年平均 300件

の問合せ対応、年間 300件

以上の技術移転（定量的

指標の 5 倍以上）、500 件

以上の企業・大学等との

共同研究等の取組などを

達成したことは、中長期

目標に定める「我が国の

宇宙航空分野の利用促

進、産業基盤及び国際競

争力の強化に資する」と

いう目的に対して、顕著

な成果を創出したと認め

られる。 

 

○先進光学衛星、次期技術

試験衛星、革新的衛星技

術実証プログラム等の衛

星開発・運用等において、

プロジェクトの早い段階

から民間活力を活用する

など、前中期目標期間に

はなかった新たな宇宙利

用拡大に積極的に取り組

んだことは高く評価でき

る。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、産業界のニー

ズを把握しつつ、様々な

取組を積極的に推進し、

さらなる宇宙利用の拡大

に努めることが期待され

る。 

として産業振興への貢献のための体制を整備し、毎年度、民間事業者

を技術でサポートする様々な取組を積極的に積み重ねた結果が実を結

び、今中長期目標期間全体として、宇宙ベンチャーの誕生や非宇宙企

業の宇宙分野参入があったことは、中長期目標に照らして、顕著な成

果と言える。 

 

○今までの地道な利用拡大への取組により、宇宙航空事業に参入する民

間企業が増え、ビジネスチャンスとして金融界に認められたとともに、

実際に日本政策銀行（DBJ）との協力に結びつき、DBJ等官民 12社によ

る月資源探査ベンチャーへの 100 億円規模の投資という成果に繋がっ

た点は、利用拡大の取組の１つの象徴的な成果として特筆すべきであ

る。 

 

○新設した新事業促進部において、外部からの依頼に係る一連の内規を

整備するとともに、今中長期目標期間中、年平均 300件の問合せ対応、

年間 300件以上の技術移転（定量的指標の 5倍以上）、500件以上の企

業・大学等との共同研究等の取組などを達成したことは、中長期目標

に定める「我が国の宇宙航空分野の利用促進、産業基盤及び国際競争

力の強化に資する」という目的に対して、顕著な成果を創出したと認

められる。 

 

○先進光学衛星、次期技術試験衛星、革新的衛星技術実証プログラム等

の衛星開発・運用等において、プロジェクトの早い段階から民間活力

を活用するなど、前中期目標期間にはなかった新たな宇宙利用拡大に

積極的に取り組んだことは高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、産業界のニーズを把握しつつ、様々な取組を積極的に推進

し、さらなる宇宙利用の拡大に努めることが期待される。 

 

○政府において衛星データを活用した宇宙利用ビジネスの拡大を目指し

ていることを踏まえ、JAXAが持つ衛星データの集約・オープン化につ

いて、データ提供の仕方や利用のための制度の検討を進めていくこと

が望まれる。 

 

○現在の利用拡大に向けた積極的な取組は高く評価できるが、今後は

JAXA全体としての一体感のあるさらなる推進を期待したい。多くのプ

ロジェクトもあり、人員的にも厳しいことは理解しているが、宇宙利

用の拡大こそが宇宙開発を進める源泉となるため、今以上に積極的に

進めることを期待する。 

 

○JAXAが技術を開発し、小型化・低コスト化し、その活用方法も実証し

た上で、早期にそれらを民間（特にベンチャー企業）に移管して、民間

がそれを活用してビジネスを実施するといった、エコシステムを早急

に確立していただくことを期待する。 

 

○民間事業者や大学等を対象とした多様な活動を含む領域であるが、第

3 期の体制整備およびネットワーク構築をもとに、より具体的かつ優

先度を考慮した目標設定が望まれる。 

 

○大学共同利用連携拠点の成果を長期にわたって watch し、一定期間ご

とに評価する必要があるだろう。 

 

○利用拡大のための総合的な取組の項目において、JAXAの持つ様々な成

果・財産を有効に活用するため、衛星データの利用促進に向けた環境

整備をはじめとする新たなサービスやビジネスの創出・支援に資する

取組を通じて宇宙産業の裾野拡大へ貢献していくことが期待される。 
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の創出を行う。企業・

大学等との共同研究

については年 500 件

以上とする。 

 

②民間事業者の求め

に応じた援助及び

助言 

人工衛星等の開発、

打ち上げ、運用等の業

務に関し、民間事業者

の求めに応じて、機構

の技術的知見等を活

かした、金銭的支援を

含まない援助及び助

言を行う。 

【定量的指標】 

○技術移転（ライセンス供

与）件数（年 60件以上）。 

○施設・設備の供用件数

（年 50件以上）。 

○企業・大学等との共同研

究（年 500 件以上）。 

 

ストアにおける「ブラックホール味

唐揚げ」の全国販売や、パートワー

ク雑誌「週刊小惑星探査機はやぶさ

2をつくる」が創刊され、宇宙ブラ

ンドの認知度が向上した。  

 

５．JAXA と大学の双方から資金を拠

出し設立する大学共同利用連携拠

点の立上げや、期間中に締結した連

携協力協定等に基づき、相手方のノ

ウハウの活用により、JAXA だけで

は為し得ない成果の創出が進んだ。 

 

運営の下で「研究開

発成果の最⼤化」に

向けて顕著な成果

の創出や将来的な

成果の創出の期待

等があった。 

 

 

 

○宇宙産業ビジョンにおい

て衛星データを活用した

宇宙利用ビジネスの拡大

を目指していることを踏

まえ、JAXA が持つ衛星デ

ータの集約・オープン化

について、データ提供の

仕方や利用のための制度

の検討を進めていくこと

が課題である。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○積極的に多様な取組が行

われ、多くの分野で民間

の参入が行われた点は高

く評価できる。 

 

〇JAXA が保有する技術と企

業のマッチングを積極的

に継続していくことに期

待する。 

 

○定量的評価指標について

大きく目標を達成してい

る点は望ましいが、基準

の妥当性を確認するとと

もに、国民生活の向上、産

業の振興にどれだけ貢献

したかについて適切に把

握するための適切な評価

指標の在り方についても

検討が必要である。 

 

○民間事業者への援助・助言により宇宙産業への投資が増加し、産業の

すそ野拡大につながったことは高く評価でき、次は成功事例を出すこ

とが重要と考える。 

 

○民間の比重が大きくなるにつれ、JAXAが果たすべき役割も変わってい

くと思われる。将来を見据え、中長期的な戦略についても、併せて検

討していただきたい。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○積極的に多様な取組が行われ、多くの分野で民間の参入が行われた点

は高く評価できる。 

 

○今中期期間において、ベンチャーなどの民間事業者支援のための体制

整備に取り組み、最終年度に、日本政策投資銀行を通じた大型のリス

クマネー供給を実現したことは極めて大きな成果。オープンラボ制度

の見直しも、事業化に重点が置かれ、きめ細やかな制度として深堀り

されたものと評価できる。 

 

○今後も民間事業者との連携推進に期待するが、連携する事業者に対し、

切れ目ない支援を継続していくことも重要。また、ＪＡＸＡ内でも、

これまでの人材とは異なるスキルが求められることになるため、組織

内のマネジメント体制も機動的に見直し、再構築していく必要がある。 

 

○第４期中長期目標期間においては、ますますの宇宙利用拡大に向け、

「きぼう」を利用したサービスの民間事業者への開放を進めることや、

「S-Matching」や「S-Booster」といった政府の取組との連携など、積

極的に取り組んでいくことを期待する。 

 

○世界でデジタル化が加速し、衛星データがビッグデータとして取り入

れられ、AI解析で様々な産業にソリューションとして提供されている。

日本でも政府衛星データのオープン＆フリー化などにより、衛星デー

タ利用が飛躍的に拡大することが見込まれている中、ＪＡＸＡにおい

ても、衛星データ利用において各産業を横断する経済産業省と連携し、

宇宙利用拡大と産業振興に大きく貢献することを期待。 

 

○この中期目標期間に新しく加わった業務であり、JAXA内部での体制整

備と関係主体とのネットワーク構築を積極的に進めてきたことから A

評価は妥当と考える。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 



51 

  

様式２－２－４－１ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５－２ 調査分析・戦略立案機能の強化 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

未来投資戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第十号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 30 年度）9-5 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0291、0292 

※いずれも文部科学省のもの 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

- - - - - - - 予算額（千円） - - 
27,136,572 

の一部 

32,379,812 

の一部 

32,862,884 

の一部 

 

決算額（千円） 
211,177,437 

の一部 

207,856,661 

の一部 

26,673,051 

の一部 

34,408,311 

の一部 

35,507,628 

の一部 

経常費用（千円） - - - - - 

経常利益（千円） - - - - - 

行政サービス実

施コスト（千円） 
- - - - - 

従事人員数 - - 約 5 約 5 約 5 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 

主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 （２）調査分析・

戦略立案機能

の強化 

宇宙開発利用

に関する政策の

企画立案に資す

るために、宇宙

分野の国際動向

や技術動向に関

する情報の収集

及び調査・分析

機能を強化し、

（２）調査分析・戦

略立案機能の強

化 

宇宙開発利用に

関する政策の企画

立案に資するため

に、宇宙分野の国

際動向や技術動向

に関する情報の収

集及び調査・分析

機能を強化し、関

係者等に対して必

【評価軸】 

宇宙開発利用に関する政

策の企画立案に資する情

報提供を実施したか。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向け

た、年度の業務運営に関す

る計画の達成状況等 

 

１．宇宙分野の国際動向や

技術動向に関する情報

１．調査分析機能の強化 

政策の企画立案に資するため、また、急速に

変化する国際動向を正しく把握し分析するた

め、情報共有基盤の構築、外部連携ネットワー

クの拡大・強化等を段階的に進め、JAXAの情報

収集・調査分析体制の高度化・高機能化を図っ

た。 

 

２．情報収集・調査分析機能の高度化・高機能

化 

新興国（中国、インドなど）の台頭や新興宇

宙企業による IT系ビジネスモデルへの転換等、

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

中期計画上、

平成 29(2017)年

度までに予定し

た業務は全て実

施し、中期⽬標

を達成した。 

 

評定 B 評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画に定められた

とおり、概ね着実に業務が

実施されたと認められるた

め。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○国内外の機関との新たな

ネットワークを拡大・構

築し、JAXA の情報収集・

調査分析体制の強化を図

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等につ

いて諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、成果の創出や将来的な成果の

創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされているため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○国内外の機関との新たなネットワークを拡大・構築し、JAXA の情報収集・

調査分析体制の強化を図ったことは評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○宇宙開発において一段と戦略性が求められる中、調査分析・戦略立案は重要
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関係者等に対し

て必要な情報提

供を行う。国内

においては大学

等とのネットワ

ークを強化し、

海外においては

機構の海外駐在

員事務所等を活

用し、海外研究

調査機関や国際

機関との連携等

を図る。 

要な情報提供を行

う。国内において

は大学等とのネッ

トワークを強化

し、海外において

は機構の海外駐在

員事務所等を活用

し、海外研究調査

機関や国際機関と

の連携等を図る。 

の収集及び調査・分析機

能を強化し、関係者等に

対して必要な情報提供

を行う。 

２．国内においては大学等

とのネットワークを強

化し、海外においては機

構の海外駐在員事務所

等を活用し、海外研究調

査機関や国際機関との

連携等を図る。 

変化の激しい国際動向に迅速に対応するため、

国際情勢分析で定評のある欧米シンクタンク

や大学・研究機関、市場動向・ビジネス戦略に

強みを有する国内外のコンサル等との新たな

ネットワークを拡大・構築し、JAXAの専門的能

力と補完関係を築くことにより、JAXAの調査分

析能力の強化を図った。（例：米国 CISIS,仏国

IFRIとの連携構築、米コンサル、東大との「宇

宙ガバナンス研究会」等）。 

従来の宇宙技術や活動動向を超えて、新たな

社会的課題にも対応し得る広い見識や高度な

調査分析への対応能力を獲得した。 

 

ったことは評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○宇宙開発において一段と

戦略性が求められる中、

調査分析・戦略立案は重

要な機能であることか

ら、今後とも本機能を強

化していくことが期待さ

れる。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○高度化した情報収集及び

その分析結果が、宇宙開

発利用に関する政策・戦

略立案につながることを

期待しており、情報提供

を受けた側がどのように

活用したかを追跡できる

よう、双方向のコミュニ

ケーションを密にしてい

く必要がある。 

 

な機能であることから、今後とも本機能を強化していくことが期待される。 

 

○戦略立案機能について、政府と十分に調整、連携した上で、我が国の宇宙政

策に対して将来的な展望を与えるような戦略の策定を行うことが望まれ

る。 

 

○限られた予算と人員では、どのような情報を収集するのか、どのような調査

に焦点を当てるのか、についての検討をより戦略的に行う必要があるので

はないか。他の機関と有用なネットワークを構築するには、ＪＡＸＡとして

の強みを持たないと連携できないのではないか。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○今期においては、宇宙を取り巻く国際環境の変化や日本との協力関係にあ

る米国の新政権の宇宙政策の変化などが起こり、それらに対応するために、

JAXA に情報収集と調査分析機能がますます期待される状況になって来てい

る現状で、わずかな人員でその期待に応えるのは困難であると考える。 

 

○宇宙開発利用に関する政策を企画立案のためには、今後ますます世界の関

連状況を把握することが重要となってきている。そういった意味では、単な

る情報の配信をするだけではなく、依頼を受けてその情報を調べるなどの

役割を担っていただけると大変有益であると考える。予算上の問題もある

とは思うが、何らかの方法を考えてほしい。 

 

○中期目標期間において、段階的な機能強化を確実に実施した点は大きく評

価できる。諸外国を含むネットワークを大幅に拡大したことも、ＪＡＸＡの

持つ技術力に対する信頼性の現れであるといえる。 

 

○今後は、中長期目標・計画という柱の下、JAXA ならではの付加価値が何か

ということを意識し、諸外国の状況を把握し、我が国の状況を客観的に見る

ことが重要。また、民間事業者の宇宙ビジネスにとって有意義な調査分析結

果については、可能な限り公開していくことも検討いただきたい。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５－３ 基盤的な施設・設備の整備 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

未来投資戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第二号、第三号、

第四号、第五号、第七号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 30 年度）9-5 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0291、0292 

※いずれも文部科学省のもの 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

- - - - - - - 予算額（千円） - - 
27,136,572 

の一部 

32,379,812 

の一部 

32,862,884 

の一部 

 

決算額（千円） 
211,177,437 

の一部 

207,856,661 

の一部 

26,673,051 

の一部 

34,408,311 

の一部 

35,507,628 

の一部 

経常費用（千円） - - - - - 

経常利益（千円） - - - - - 

行政サービス実

施コスト（千円） 
- - - - - 

従事人員数 - - - - - 

 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

中長期目標 中長期計画 

主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 （３）基盤的な

施設・設備の

整備 

衛星及びロ

ケットの追跡・

管制のための

施設・設備、環

境試験・航空機

の風洞試験等

（３）基盤的な

施設・設備の

整備 

衛星及びロ

ケットの追跡・

管制のための

施設・設備、環

境試験・航空機

の風洞試験等

【評価軸】 

我が国の宇宙航空活

動に支障を来さない

よう機構内外の利用

需要に適切に応えた

か。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に

１．独自技術による宇宙航空活動(宇宙機開発効率化

及び利用拡大)への貢献 

①約 40 年間の我が国宇宙機の全不具合約 7500 件

から、3年間かけて熱サイクルに起因する不具合

(除く設計不良等)を詳細に抽出・分析・評価し、

我が国で初めて評価モデルを構築した。信頼性の

専門家との討議を経て、搭載機器受入れ試験にお

ける熱サイクル数を削減可能である条件を規定

し(8サイクル→4サイクル)、27年間に亘る課題

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○過去の試験データを 3

～5 年かけて分析し、

真空試験における熱

サイクル数が半減で

きることを見出した

り、音響試験の振動条

件の緩和策を見出し

評定 A 評定 A 

＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示すとお

り、中長期計画に定められた以上の

業務の進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○年度単位の計画を着実に実行し

ながら、中長期目標期間全体を通

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照ら

し、成果等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、顕

著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められるた

め。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○年度単位の計画を着実に実行しながら、中長期目標期間全体を
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の試験施設・設

備等、宇宙航空

研究開発にお

ける基盤的な

施設・設備の整

備について、機

構における必

要性を明らか

にした上で行

い、我が国の宇

宙航空活動に

支障を来さな

いよう機構内

外の利用需要

に適切に応え

る。 

の試験施設・設

備等、宇宙航空

研究開発にお

ける基盤的な

施設・設備の整

備について、老

朽化等を踏ま

え、機構におけ

る必要性を明

らかにした上

で行い、我が国

の宇宙航空活

動に支障を来

さないよう機

構内外の利用

需要に適切に

応える。 

なお、老朽化の

進む深宇宙通

信局の更新に

ついては、我が

国の宇宙科学・

宇宙探査ミッ

ションの自在

性確保の観点

から検討を進

め、必要な措置

を講じる。 

向けた、各年度の業務

運営に関する計画の

達成状況等 

 

１．衛星及びロケット

の追跡・管制のため

の施設・設備、環境

試験・航空機の風洞

試験等の試験施設・

設備等、宇宙航空研

究開発における基

盤的な施設・設備の

整備について、老朽

化等を踏まえ、機構

における必要性を

明らかにした上で

行う。 

２．老朽化の進む深宇

宙通信局の更新に

ついては、我が国の

宇宙科学・宇宙探査

ミッションの自在

性確保の観点から

検討を進め、必要な

措置を講じる。 

を解決した。これにより、2トン級衛星では 1機

あたり約 1,500 万円の開発費削減と 1.4 か月の

開発期間短縮が図れる。また、過去の音響試験デ

ータを分析した結果、機器搭載位置に関係なく質

量のみにより振動試験条件が決まることを見出

し、試験条件の緩和を可能とした。 

②JAXAの成果である GNSS位置決定技術(MADOCA)の

適用と重力モデルの改善により、低軌道衛星の軌

道決定精度を 15～20cm(RMS)から 4cm(RMS)に向

上させ、世界トップクラスを達成した。これによ

り、ALOS-2や将来ミッション(先進レーダ衛星等)

における SAR 観測データで観測地点の地表変位

を数 mm～cm オーダーで把握することが容易とな

り、地形変化による災害予測、災害発生時の状況

把握向上に貢献した。 

 

２．外部供用利用促進することによる国内産業振興へ

の貢献 

環境試験設備の外部供用の促進により、第三期中期

計画中に試験 20 件/年、運転日数 137 日/年、収入約

4 億/5 年と大幅に増加するとともに(前中期は 7 件/

年、31日/年、約 3000万円/5年)、人工衛星(TURKSAT、

準天頂衛星)や航空機部品のみならず、自動車部品、

船舶機器等の宇宙以外の製品開発等(自動車部品輸出

のための再開発試験や船舶機器の製品不具合対策等)

に貢献した。また、民間活力による試験設備の効率的

な運用と産業振興を目指して、民間事業者に試験設備

維持義務とともに試験設備の使用権を与え、自らの企

画によって産業振興や人材育成等を行える枠組みを

構築し、試行を始めた。 

 

３．コスト削減 

老朽化した設備の計画的更新、設備等の集約、予備

品の国産化等により、維持管理コストを削減した。 

①維持運営費の削減：環境試験設備の設備維持費

は、老朽化が著しく大/小と能力別に運用してき

た振動試験装置 2 機を新型 1 機に統合し運用効

率を上げ維持費を削減、さらに過去の発生不具合

(約 4000 件以上)を分析して設備点検周期等の見

直し(例：スペースチャンバー真空ポンプ点検周

期 6年毎→10年毎など)を行い、24年度比約 2億

円/年の削減を達成した。 

②衛星追跡設備の効率化：臼田・内之浦運用設備に

関し、現地メーカ運用者による運用から筑波から

の遠隔監視・制御化(リモート化)を及び分散され

ていた運用エリアの集約等により、全ての JAXA

地上ネットワーク設備の筑波からの一元管理を

可能とし、30(2018)年度は 3.9億/年(9.2億から

5.3億へ約 40％減) のコスト削減を可能とした。 

 

た。これによって、開

発費削減及び開発期

間短縮を可能とした。

また、測位衛星群を使

用するとともに重力

モデルの改善より、軌

道決定精度を 15～

20cmから4cmに向上で

きるようになった。こ

れによって衛星デー

タによる地盤変化抽

出等が容易になった。 

 

○JAXA 保有試験設備の

外部供用を促進した

結果、前中期期間に比

べて件数が大きく増

加した。特に、宇宙産

業以外の企業の参加

が増え、宇宙以外の産

業振興にも貢献した。 

 

○老朽化する設備の維

持運営費の削減、計画

的な更新、および効率

化により、年間約 6億

円(試験設備約 2億円/

年＋追跡設備 3.9億円

/年)のコスト削減が

可能となった。 

 

○なお、中長期計画上、

平成 29(2017)年度ま

でに予定した業務は

全て実施し、中長期⽬
標を達成した。 

 

 

じて行った以下のような地道な

取組が、当初計画に定められた以

上の成果の創出に繋がっており、

顕著な成果と言える。 

・中長期目標期間内の 3年間をかけ

て、宇宙機の不具合を抽出・分析・

評価し、我が国で初めて評価モデ

ルを構築し、衛星の開発費削減及

び開発期間短縮を実現した。 

・JAXA が開発した GNSS 位置決定 

技術の適用と重力モデルの改善

により、低軌道衛星の軌道決定精

度について、世界最高水準の精度

を達成した。 

・中長期目標期間を通じて施設の供

用など外部利用を促進し、前中期

目標期間比で運転日数を 4 倍以

上、供用収入を 10倍以上とした。 

・老朽化した設備の計画的更新、予

防保全、設備の集約等により、種

子島・内之浦射場における世界最

高水準のオンタイム打上げへの

多大な貢献、環境試験設備におけ

る平成 24 年度費約 2 億円の維持

費削減、臼田・内之浦施設におけ

る維持費のコスト 4割減等を実現

した。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、施設・設備の計画的な

整備や予防保全、外部共用促進等

に努めることが期待される。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○基盤的な施設・設備の整備は、宇

宙開発プロジェクトを支える極

めて重要なミッションである。

JAXAは、単に施設・設備の整備の

みならず、現場発信の多数の技術

開発を積極的に進めており、顕著

な成果を創出したと認められる。 

 

○宇宙産業の裾野拡大に伴い、施設

利用のユーザ増加が見込まれる

中、産官学連携により民間利用の

活性化を図るとともに、引き続き

効率的な運用について検討を期

待する。 

 

通じて行った以下のような地道な取組が、当初計画に定められ

た以上の成果の創出に繋がっており、顕著な成果と言える。 

・中長期目標期間内の 3～5 年間をかけて、宇宙機の不具合を抽

出・分析・評価し、我が国で初めて評価モデルを構築し、衛星

の開発費削減及び開発期間短縮を実現した。 

・JAXAが開発した GNSS位置決定 技術の適用と重力モデルの改

善により、低軌道衛星の軌道決定精度について、世界最高水準

の精度を達成した。 

・中長期目標期間を通じて施設の供用など外部利用を促進し、前

中期目標期間比で運転日数を 4 倍以上、供用収入を 10 倍以上

とした。 

・老朽化した設備の計画的更新、予防保全、設備の集約等により、

種子島・内之浦射場における世界最高水準のオンタイム打上げ

への多大な貢献、環境試験設備における平成 24 年度費約 2 億

円の維持費削減、臼田・内之浦施設における維持費のコスト 4

割減等を実現した。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、施設・設備の計画的な整備や予防保全、外部共用促

進等に努めることが期待される。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○基盤的な施設・設備の整備は、宇宙開発プロジェクトを支える

極めて重要なミッションである。JAXAは、単に施設・設備の整

備のみならず、現場発信の多数の技術開発を積極的に進めてお

り、顕著な成果を創出したと認められる。 

 

○宇宙産業の裾野拡大に伴い、施設利用のユーザ増加が見込まれ

る中、産官学連携により民間利用の活性化を図るとともに、引

き続き効率的な運用について検討を期待する。 

 

○過去の経緯等はあると思われるが、種子島等に打上げ施設を統

合する等で、施設の効率化を検討する必要があるのではない

か。 

 

○民間事業者による環境試験設備の利活用により、設備維持費の

削減と産業振興への貢献を同時に実現したことは画期的なア

イデアだと評価できる。また、蓄積した過去の試験データの分

析により試験条件を見直し、安全性を確保しつつ開発スケジュ

ールの短縮やコスト削減に寄与したことは、中期目標期間を通

じて地道に取り組んだ成果であり、高く評価したい。 

 

○民間事業者による試験設備の利用ニーズは高く、今後ますます

増えていくことが見込まれることから、積極的な施設供与やニ

ーズに応じた柔軟な運用など、産業振興への一層の貢献を期待

する。 

 

○整備する施設・設備には JAXA 職員の働く場所も含まれる。職

員自体は知的労働者であるため、生産性やワークライフ・バラ

ンスの視点からも、適切な環境を整備することが重要。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５－４ 国内の人的基盤の総合的強化、国民的な理解の増進 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

未来投資戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第八号、第九号、

第十号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 30 年度）9-5 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0291、0292 

※いずれも文部科学省のもの 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  

 

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

大学院生受け入

れ総数 
- 273 人 245 人 222 人 212 人 226 人 予算額（千円） - - 

27,136,572

の一部 

32,379,812 

の一部 

32,862,884 

の一部 

宇宙航空を授業

に取り入れる連

携校 

80 団体 162 団体 117 団体 118 団体 117 団体 126 団体 決算額（千円） 
211,177,437

の一部 

207,856,661

の一部 

26,673,051

の一部 

34,408,311 

の一部 

35,507,628 

の一部 

教員研修・教員

養成の参加数 
1,000 人 1,897 人 1,020 人 1,929 人 1,601 人 1,545 人 経常費用（千円） - - - - - 

コズミックカレ

ッジの開催数 
150 回 317 回 338 回 392 回 466 回 481 回 経常利益（千円） - - - - - 

宇宙教育指導者

の育成数 
500 人 947 人 645 人 583 人 636 人 553 人 

行政サービス実施

コスト（千円） 
- - - - - 

 
地域連携拠点構

築数 
1 か所/年 4 か所 2 か所 4 か所 3 か所 1 か所 従事人員数 - 約 50 の一部 約 30 約 30 約 30 

 人材交流 500 人 852 人 806 人 747 人 682 人 689 人  

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目

標 
中長期計画 

主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 （４）国内の

人 的 基 盤

の 総 合 的

強化、国民

的 な 理 解

（４）国内の人的基盤の総

合的強化、国民的な理解

の増進 

宇宙航空分野の人材の

裾野を拡大し、能力向上を

【評価軸】 

宇宙航空分野の人材の

裾野を拡大し、能力向

上が図られたか。 

 

１．高度な教育機能・人材育成機能による宇宙人材基盤のさ

らなる充実 

（１）世界に通用する人材の育成と確保、学生受入制度の整

理 

  今中期より、外国人を対象とした教育職の公募を始め、

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○『高度な教育

機能・人材育

成機能による

評定 A 評定 A 

＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す

とおり、中長期計画に定められ

た以上の業務の進捗が認めら

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照

らし、成果等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結

果、顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認め
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の増進 

宇 宙 航 空

分野の人材

の裾野を拡

大し、能力向

上を図るた

め、政府、大

学、産業界等

と連携し、大

学院教育へ

の協力や青

少年を対象

とした教育

活動等を通

じて外部の

人材を育成

するととも

に、外部との

人材交流を

促進する。 

 

①大学院教

育等 

先 端 的 宇

宙航空ミッ

ション遂行

現場での研

究者・技術者

の大学院レ

ベルでの高

度な教育機

能・人材育成

機能を継承・

発展させる

ため、大学共

同利用シス

テム等を活

用し、機構の

研究開発活

動を活かし

た大学院教

育への協力

を行うとと

もに、産業界

や大学との

間で人材交

流を実施し、

我が国の宇

宙航空産業

及び宇宙航

空研究の水

準向上に貢

献する。 

 

②青少年へ

の教育 

学 校 に 対

する教育プ

図るため、政府、大学、産

業界等と連携し、大学院教

育への協力や青少年を対

象とした教育活動等を通

じて外部の人材を育成す

るとともに、外部との人材

交流を促進する。 

 

①大学院教育 

先端的宇宙航空ミッシ

ョン遂行現場での研究者・

技術者の大学院レベルで

の高度な教育機能・人材育

成機能を継承・発展させる

ため、総合研究大学院大

学、東京大学大学院との協

力をはじめ、大学共同利用

システム等に基づく特別

共同利用研究員制度及び

連携大学院制度等を活用

して、機構の研究開発活動

を活かし、大学院教育への

協力を行う。 

 

②青少年への教育 

学校に対する教育プロ

グラム支援、教員研修及び

地域・市民団体等の教育活

動支援等の多様な手段を

効果的に組み合わせ、年代

に応じた体系的なカリキ

ュラムの構築を行うこと

で、青少年が宇宙航空に興

味・関心を抱く機会を提供

するとともに、広く青少年

の人材育成・人格形成に貢

献する。その際、日本人宇

宙飛行士の活躍や各種プ

ロジェクトが広く国民に

夢や希望を与えるもので

あることを踏まえ、その価

値を十分に活かした各種

の取組を推進する。また、

宇宙航空教育に当たる人

材の育成を的確に行う。具

体的には、地域が自ら積極

的に教育活動を実施し、さ

らに周辺地域にも活動を

波及できるよう、各関係機

関と連携し地域連携拠点

の構築を支援するととも

に、教員及び宇宙航空教育

指導者が授業や教育プロ

グラムを自立して実施で

きるよう支援する。 

（ａ）学校や教育委員会等

の機関と連携して、宇宙

航空を授業に取り入れ

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向

けた、各年度の業務運

営に関する計画の達成

状況等 

 

［大学院教育］ 

１．総合研究大学院大

学、東京大学大学院

との協力をはじめ、

大学共同利用システ

ム等に基づく特別共

同利用研究員制度及

び連携大学院制度等

を活用して、機構の

研究開発活動を活か

し、大学院教育への

協力を行う。 

 

［青少年への教育］ 

２．学校に対する教育

プログラム支援、教

員研修及び地域・市

民団体等の教育活動

支援等の多様な手段

を効果的に組み合わ

せ、年代に応じた体

系的なカリキュラム

の構築を行うこと

で、青少年が宇宙航

空に興味・関心を抱

く機会を提供すると

ともに、広く青少年

の人材育成・人格形

成に貢献する。 

３．宇宙航空教育に当

たる人材の育成を的

確に行う。具体的に

は、地域が自ら積極

的に教育活動を実施

し、さらに周辺地域

にも活動を波及でき

るよう、各関係機関

と連携し地域連携拠

点の構築を支援する

とともに、教員及び

宇宙航空教育指導者

が授業や教育プログ

ラムを自立して実施

できるよう支援す

る。 

 

［その他人材交流等］ 

４．客員研究員、任期付

職員（産業界からの

出向を含む）の任用、

研修生の受け入れ等

の枠組みを活用し、

平成 28(2016)年度に女性外国人准教授 2 名を採用した。

外国人教員を増やすことで、国際力強化を図るだけでな

く、国際的視点に立った教育を行い、世界に通用する優れ

た人材の育成に取り組んでいる。また、優れた若手研究者

の招聘制度(インターナショナルトップヤングフェローシ

ップ)による世界第一線級人材の継続的採用を進めるとと

もに、宇宙科学・探査の小規模プロジェクト等の機会を活

用した人材育成施策として、テニュアトラック型特任助教

制度(原則 5 年の任期で参加し、テニュア審査を経て無期

の教員として雇用する)を新設し、公募を開始した。この

制度では、魅力あるポストを準備することで優秀な若手の

人材を宇宙分野へ誘導し、また、小規模プロジェクト等へ

の参加により若手研究者の育成に貢献する。 

  総合研究大学院大学における教育への協力において、人

材育成及び優秀な人材の確保を目的として、宇宙科学専攻

特別奨学金制度を創設し、29 年度より運用を開始した。

29 年度の結果として、受入れ学生による学会での論文発

表数が 343件あり、28年度に比べて 30件増加したことか

ら、長期的な成果を目指して、次期中長期期間においても

引き続き取り組む。また、JAXA における学生受入の実態

を調査し、その結果をもとに旧来の制度を整理し、新たに

「学生受入実施規程」を整備し、大学院教育をはじめとし

て、適正かつ質の高い人材育成に貢献できる環境を整え

た。 

（２）JAXA の研究開発活動や成果を活かした実践的な教育

機会の提供 

  前中期は、JAXA と大学が持つ問題意識を共有し、大学

のニーズの 1つである「設計力」向上をメインターゲット

に設定し、JAXA の研究成果である数値解析ソフトウェア

を応用した数値流体力学(CFD)教育支援ツールを大学等に

提供した。当時は、ワークステーションなどを持つ限られ

た大学でしか使用できず、提供先は 2 大学に留まってい

た。 

  今中期は、この CFD教育支援ツールを、一般的な PC 端

末で実体験できるものに改良し、大型の計算機を持たない

大学等でも実践的な CFDの教育を可能とすることで、提供

範囲を大きく拡大し、25大学 3高専に新規提供した(累計

27大学 3高専で利用中)。本ツールは大学等の設計教育に

おいて中心的役割を果たし、実践的な航空機空力設計(名

古屋大学)、航空機全体のシステム統合設計(東京大学)、

設計の PDCA サイクルの実践(高知高専)で活用されるな

ど、設計力向上に貢献している。 

 

２．青少年への教育 

前中期は、「宇宙航空教育」というものを「知ってもらう」

という段階であり、その中で、体験型科学教室(コズミック

カレッジ)や連携活動拠点の構築を進めた。 

 今中期は、宇宙航空教育について、『宇宙を知ってもらう

(JAXA 主体)⇒地域の自立を促す(JAXA 支援)⇒地域が自立

(地域主体)』という戦略に沿って事業を進めた。 

 特に、体験型科学教室(コズミックカレッジ)では、JAXA

で、地域の要望に対するコンサルテーションや地域指導者へ

の指導プラン案の提示などの支援を行った結果、地域主催者

が、継続的に自主的な活動を展開するようになり、地域の自

立した事業として定着が進んでいる。コズミックカレッジ

は、年 150回を大幅に上回る 400回以上の開催数となった。 

 また、教員研修による指導者の意識改革により、連携授業

において児童・生徒が主体的に学ぶ授業づくりが進んでい

宇宙人材基盤

のさらなる充

実』として、優

れた若手研究

者の招聘制度

(インターナ

ショナルトッ

プヤングフェ

ローシップ )

による世界第

一線級人材の

継続的採用を

進めるととも

に、テニュア

トラック型特

任助教制度や

奨学金制度の

導入、数値流

体 力 学 (CFD)

教育支援ツー

ルの提供、『青

少 年 へ の 教

育』として、生

徒・教員の養

成や地域主体

型の連携の強

化、『宇宙航空

分野にとどま

らない広範な

人材育成・交

流等』として、

イノベーショ

ンハブによる

民間との人材

糾合の加速、

国際宇宙探査

フ ォ ー ラ ム

(ISEF2) に お

ける 3 つのサ

イドイベント

の実施など、

各階層に網羅

的に働きかけ

を行ったとと

もに、宇宙航

空分野にとど

ま ら な い 人

材・知の糾合

を進め、人的

基盤の総合的

な強化を図っ

た。 

 

○なお、中長期

計画上、平成

29(2017)年度

までに予定し

た業務は全て

れるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○今中長期目標期間より、外国

人を対象とした教育職の公

募を始め、平成 28 年度に女

性外国人准教授2名を採用す

るとともに、JAXAの研究成果

である数値解析ソフトウェ

アを応用した設計教育支援

ツールを一般的な PC 端末で

使えるように改良すること

により、幅広い大学と高専に

提供できるようにしたこと

は高く評価できる。 

 

○地域の自立性を向上させる

という明確な戦略の下、体験

型科学教室（コズミックカレ

ッジ）において、地域の要望

に対するコンサルテーショ

ンや地域指導者への指導プ

ラン案の提示などの支援を

行い、地域主催者が、継続的

に自主的な活動として定着

させたことは高く評価でき

る。 

 

○平成 27 年度に宇宙探査イ

ノベーションハブを立ち上

げるとともに、イノベーショ

ンフェロー制度やクロスア

ポイントメント制度等を盛

り込んだ人事規則の改定や

イノベーションハブにおけ

る知財規程の新設による体

制の構築等を通じ、多様な分

野の企業、大学、研究機関等

との連携を積極的に進めた

ことにより、40件の共同研究

テーマを見いだし、約 8割が

非宇宙業界からの参加とな

るなど、従来の JAXA の研究

開発とは異なる新たな人材

糾合の基盤を構築したこと

は、中長期計画に定める「イ

ノベーション創出機能を強

化するため、様々な異分野の

人材・知を糾合した研究体制

の構築を推進する」という点

において、将来的な成果の創

出が期待される体制が構築

され、顕著な成果と言える。 

 

○全ての定量的指標について

基準値を上回り、一部の指標

については大幅に基準値を

上回ったことは高く評価で

られるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○今中長期目標期間より、外国人を対象とした教育職の公募

を始め、平成 28年度に女性外国人准教授 2 名を採用する

とともに、JAXA の研究成果である数値解析ソフトウェア

を応用した設計教育支援ツールを一般的な PC 端末で使え

るように改良することにより、幅広い大学と高専に提供で

きるようにしたことは高く評価できる。 

 

○地域の自立性を向上させるという明確な戦略の下、体験型

科学教室（コズミックカレッジ）において、地域の要望に

対するコンサルテーションや地域指導者への指導プラン

案の提示などの支援を行い、地域主催者が、継続的に自主

的な活動として定着させたことは高く評価できる。 

 

○イノベーションフェロー制度やクロスアポイントメント

制度等を盛り込んだ人事規則の改定やイノベーションハ

ブにおける知財規程の新設による体制の構築等を通じ、多

様な分野の企業、大学、研究機関等との連携を積極的に進

めたことにより、40件の共同研究テーマを見いだし、約 8

割が非宇宙業界からの参加となるなど、従来の JAXA の研

究開発とは異なる新たな人材糾合の基盤を構築したこと

は、中長期計画に定める「イノベーション創出機能を強化

するため、様々な異分野の人材・知を糾合した研究体制の

構築を推進する」という点において、将来的な成果の創出

が期待される体制が構築され、顕著な成果と言える。 

 

○JST の支援を受けて平成 27 年度から創設した「宇宙探査

イノベ－ションハブ」は大きく成長し、約 420名の研究者

が参画し企業による自己投資も得られる状態になってい

る。当該ハブについては JSTからも A評価とされた。 

 

○平成 29 年 3 月に開催された「第 2 回国際宇宙探査フォー

ラム」において、次世代の人材育成の観点から、若年層向

け、高校生向け、産業界向けの宇宙探査について考えるサ

イドイベントを主催し、人材育成に貢献した。 

 

○全ての定量的指標について基準値を上回り、一部の指標に

ついては大幅に基準値を上回ったことは高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○宇宙人材基盤の充実に向け、引き続き、JAXA全体で、大学

や自治体との連携を強化し、様々な取組を実施することが

期待される。 

 

○今度の JAXA に必要な人材を確保していくために、どのよ

うな人材が必要なのか Competency などを定義した上で、

人材の育成をしていくための施策を期待する。 

 

○宇宙科学研究所において修士、博士を修了した人材の過半

数が宇宙関連以外の分野に就職している。貴重な人材のよ

り多くが宇宙関連分野で就職できるよう、支援を強化すべ

きである。 

 

○JAXA は元々研究開発の機関であるため、教育に必要な環

境が整っていない。学生にとってのメンターやメンタルヘ

ルスのケア、他大学院との交流などが不足している。もし
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ログラム支

援、教員研修

及び地域・市

民団体等の

支援等の多

様な手段を

効果的に組

み合わせ、年

代に応じた

体系的なカ

リキュラム

の構築を行

うことで、青

少年が宇宙

航空に興味・

関心を抱く

機会を提供

するととも

に、広く青少

年の人材育

成・人格形成

に貢献する。

その際、日本

人宇宙飛行

士の活躍や

各種プロジ

ェクトが広

く国民に夢

や希望を与

えるもので

あることを

踏まえ、その

価値を十分

に活かした

各種の取組

を実施する。

また、宇宙航

空教育に当

たる人材の

育成を的確

に行う。 

る連携校を年 80 校以

上、教員研修・教員養成

への参加数を年 1000 人

以上とする。 

（ｂ）社会教育現場におい

ては、地方自治体、科学

館、団体及び企業等と連

携して、コズミックカレ

ッジ（「宇宙」を素材とし

た、実験・体験による感

動を与えることを重視

した青少年育成目的の

教育プログラム）を年

150回以上開催する。ま

た、全国各地で教育プロ

グラムを支えるボラン

ティア宇宙教育指導者

を中長期目標期間中に

2500名以上育成する。 

（ｃ）機構との協定に基づ

き主体的に教育活動を

展開する地域拠点を年 1

か所以上構築するとと

もに、拠点が自ら積極的

に周辺地域に活動を波

及できるよう支援する。 

 

③人材交流の促進 

客員研究員、任期付職員

（産業界からの出向を含

む）の任用、研修生の受け

入れ等の枠組みを活用し、

国内外の宇宙航空分野で

活躍する研究者の招聘等

により、大学共同利用シス

テムとして行うものを除

き、年 500人以上の規模で

人材交流を行い、大学、関

係機関、産業界等との交流

を促進することにより、我

が国の宇宙航空産業及び

宇宙航空研究の水準向上

に貢献する。 

さらに、イノベーション

創出機能を強化するため、

様々な異分野の人材・知を

糾合した研究体制の構築

を推進する。 

 

国内外の宇宙航空分

野で活躍する研究者

の招聘等により、大

学、関係機関、産業界

等との交流を促進

し、我が国の宇宙航

空産業及び宇宙航空

研究の水準向上に貢

献する。 

５．イノベーション創

出機能を強化するた

め、様々な 異分野

の人材・知を糾合し

た研究体制の構築を

推進する。 

 

【定量的指標】 

○宇宙航空を授業に取

り入れる連携校（年

80 校以上） 

○教員研修・教員養成

への参加数（年 1000

人以上） 

○コズミックカレッジ

開催数（年 150 回以

上）。 

○宇宙教育指導者育成

数（中長期計画期間

中 2500 名以上）。 

○地域拠点構築（年1か

所以上） 

○人材交流数（大学共

同利用システムとし

て行うものを除き、

年 500人以上） 

 

る。 

 

３．宇宙航空分野にとどまらない広範な人材育成・交流等 

（１）「研究開発成果の最大化」を目指し、非宇宙航空分野

からの技術・人材の糾合によるオープンイノベーション環

境の構築に向けた取組みを進めた。これらの取組みによっ

て、宇宙航空分野の裾野拡大が大きく前進するとともに、

宇宙航空分野での活用及び企業の事業化の観点で効果が

高い研究テーマの選定・推進により、我が国全体としての

研究開発成果の最大化に貢献した。 

①産学官の技術・人材を結集したオープンイノベーション

を着実に実施していくため、平成 27(2015)年 4 月 1 日

付で宇宙探査イノベーションハブを立ち上げた。宇宙探

査は、ハブの運営体制や人材糾合を実現する仕組みが評

価され、科学技術振興機構(JST)のイノベーションハブ

構築支援事業に採択された。29(2017)年度に JSTによる

中間評価により、探査ハブの総合評価は「A」であった。 

②フォーラムの主催など多様な分野の企業、大学、研究機

関等との連携を積極的に進め、54件の採択課題に対し、

JAXA内外約 420 名の研究者(91機関)参加を得るなど宇

宙探査イノベーションハブは約 9 割が非宇宙業界から

の参加となる等、従来の JAXAの研究開発のプレイヤー

を大きく超える人材糾合の基盤を構築した。さらに、

28(2016)年度の JST 支援事業の資金 4.5 億円に対し、

共同研究における、企業側の自己投資額約 4億円(28年

度実績)。29年度も増加見込みであり、当初投入資金以

上の効果が生まれており、JSTの評価では特に評価をさ

れた。 

③イノベーションハブの設立に合わせて、27(2015)年にイ

ノベーションフェロー制度、クロスアポイントメント制

度(民間から 5 名)等を盛り込んだ人事規則を改定し、

異分野の人材・知を糾合した開かれた研究体制の構築を

進めた。また、優れた研究者や多様な企業の参加促進を

目指し、企業がハブ事業に参加しやすくするためのイノ

ベーションハブにおける知財規程を新設した。 

④次世代航空イノベーションハブでは、航空気象影響防御

技術(WEATHER-Eye)に関するコンソーシアムを創設し、

異分野異業種を含む産学官 22機関(8 企業／4 研究所／

10大学)の参加を得て、共通の研究開発課題を定めた将

来ビジョンを策定した。ビジョンに基づき、コンソーシ

アム内外の機関と協力して研究を推進している。 

（２）国際宇宙探査フォーラム(ISEF2)閣僚級会合の機会を

とらえて、「探査時代」に活躍する次世代の人材育成の観

点から、サイドイベントとして、若手(18-35歳)を対象と

した“Y-ISEF”、国内高校生を対象とした“S-ISEF”及び

産業界向けの“I-ISEF”の 3 つのサイドイベントを主催

し、非宇宙分野の参画促進と異分野糾合を図り、多くのメ

ディアにも取り上げられた結果、参加者のみならず、国内

の宇宙人材基盤の底上げに大きく貢献した。 

 

実施し、中長

期⽬標を達成

した。 

 

 

きる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○宇宙人材基盤の充実に向け、

引き続き、JAXA全体で、大学

や自治体との連携を強化し、

様々な取組を実施すること

が期待される。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○イノベーションハブは、その

研究成果自体も重要である

が、「イノベーションハブの

仕組みを活用した人材育成

活動」と捉えることもできる

ことから、民間企業に対し、

JAXA の高度な研究開発現場

における実習を通じた人材

育成と理解されるようなプ

ロモーションも必要ではな

いかと考える。 

 

○青少年への教育は、将来的に

宇宙に関わる人材育成のた

め極めて重要。教員の育成に

留まらず、教科書や指導書

に、宇宙航空に関わる記述を

加えることも大切であり、教

育現場と連携して働きかけ

を行うなど積極的に取り組

んでいただきたい。また、宇

宙分野において長い経験を

有する人材の活用の在り方

についても検討いただきた

い。 

 

○大学・大学院教育において

は、産業界と連携した受皿づ

くりや奨学金制度の整備な

どが重要。また、研究開発の

みならず、衛星データの加

工・編集方法や他のデータと

の統合方法、統計等について

も学べるプログラムを設け

るなど、大学・産業界とも連

携して新しい産業を創出す

る人材を生み出す取組や、多

様な産業との活発な人材交

流について、JAXAの活躍に期

待する 

 

JAXA が大学院教育を目指すのであれば、外形的な教育環

境以外にも、広い意味での教育環境整備を進める必要があ

る。 

 

○宇宙ベンチャーを起業する人材を育てることも急務であ

る。 

 

○青少年及び教育者だけでなく、家族も参加するプログラム

を作っていただきたい。宇宙分野に対する関心が親世代に

も拡大することで、具体的に宇宙関連事業に関わろうとす

る人達が増えるだろう。 

 

○宇宙探査以外の分野でも交流が進む可能性が高くなり、大

学院教育を受けた人材の就職先も拡大するため、宇宙探査

分野イノベーションハブを活用して、非宇宙産業企業が宇

宙産業に進出するために必要な支援策を聞きだし、協力し

て宇宙産業の拡大を進めていだたきたい。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○青少年への教育は、将来的に宇宙に関わる人材育成のため

極めて重要。教員の育成に留まらず、教科書や指導書に、

宇宙航空に関わる記述を加えることも大切であり、教育現

場と連携して働きかけを行うなど積極的に取り組んでい

ただきたい。また、宇宙分野において長い経験を有する人

材の活用の在り方についても検討いただきたい。 

 

○大学・大学院教育においては、産業界と連携した受皿づく

りや奨学金制度の整備などが重要。また、研究開発のみな

らず、衛星データの加工・編集方法や他のデータとの統合

方法、統計等についても学べるプログラムを設けるなど、

大学・産業界とも連携して新しい産業を創出する人材を生

み出す取組や、多様な産業との活発な人材交流について、

JAXAの活躍に期待する 

 

○国際宇宙探査フォーラム日本開催の機会をとらえ、３つの

サイドイベントを主催したことは、学生など次世代の人材

育成、理解の増進において大きな功績となった。未来の人

材育成は、長いスパンで取り組む必要があり、連携する学

校数をしっかり確保していくことはもとより、裾野を広げ

る努力を継続していくことが重要。 

 

○２つのハブ機能を活用し、宇宙分野以外の人材との敷居な

い交流が生まれていることは、宇宙産業の競争力強化に直

結するものと期待できる、国内の生産人口減少に伴い、優

れた人材の確保が容易でなくなっていく中、海外人材も含

め、受け皿を広く取りながら、定常的に働ける仕組みづく

りなど、関係府省とも連携して取り組んでいくべき。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５－５ 宇宙空間における法の支配の実現・強化 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

未来投資戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第一号、第二号、

第三号、第四号、第十号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 30 年度）9-5 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0291、0292 

※いずれも文部科学省のもの 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

- - - - - - - 予算額（千円） - - 
27,136,572 

の一部 

32,379,812 

の一部 

32,862,884 

の一部 

 

決算額（千円） 
211,177,437 

の一部 

207,856,661 

の一部 

26,673,051 

の一部 

34,408,311 

の一部 

35,507,628 

の一部 

経常費用（千円） - - - - - 

経常利益（千円） - - - - - 

行政サービス実

施コスト（千円） 
- - - - - 

従事人員数 - - - - - 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 

主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 （５）宇宙空間

における法

の支配の実

現・強化 

政府による

外交・安全保障

分野における

宇宙開発利用

の推進、二国間

協力、多国間協

力に積極的に

貢献する。 

（５）宇宙空間にお

ける法の支配の

実現・強化 

政府による外交・

安全保障分野にお

ける宇宙開発利用

の推進に貢献する

ため、同分野におけ

る宇宙開発利用の

可能性を検討する。 

また、以下のよう

な活動を通じて、政

【評価軸】 

○政府による外交・安

全保障分野における

宇宙開発利用の推進

に貢献したか。 

○政府による外交・安

全保障分野における

二国間協力、多国間

協力に貢献したか。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向

１．外交・安全保障分野における宇宙開発利用の促進 

（１）日米、日仏及び多国間に関わる外交・安全保障分野

における宇宙開発利用において、JAXAは技術で支える実

施機関として、今中期計画期間中に新たに下記のような

重要な役割を果たした。 

・日米安全保障協議委員会（「2+2」）等の結果、平成 25

年に「日米宇宙状況監視(SSA)協力取決」が締結され、

更に平成 26 年に宇宙物体の軌道に関する情報提供協

力に日米両政府が合意した。これに基づき、JAXAにお

いては、米国防省統合宇宙運用センター(JSpOC)との

間での SSA情報の双方向での共有を開始し、また、米

国戦略軍等との間で連携強化の在り方について協議

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○外交・安全保障分野

に対し、平成 25 年

の「日米宇宙状況監

視（SSA）協力取決」

などに基づき、JAXA

と米機関の双方向

での SSA 情報の共

有を開始し、米国戦

略軍等との間では、

連携強化の在り方

評定 A 評定 A 

＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示すとおり、

中長期計画に定められた以上の業務

の進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○今中長期目標期間においては、政府

方針として、外交・安全保障分野に

おける宇宙開発利用の推進が新た

な JAXA の役割として求められた

中、実施機関として、平成 25 年の

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標

等に照らし、成果等について諸事情を踏まえて総合的

に勘案した結果、顕著な成果の創出や将来的な成果の

創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○今中長期目標期間においては、政府方針として、外

交・安全保障分野における宇宙開発利用の推進が新

たな JAXAの役割として求められた中、実施機関とし

て、平成 25 年の「日米宇宙状況監視（SSA）協力取
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国連宇宙空

間平和利用委

員会（COPUOS）

における、宇宙

空間の研究に

対する援助、情

報の交換、宇宙

空間の平和利

用のための実

際的方法及び

法律問題の検

討に積極的に

貢献する。 

宇宙活動の

持続可能性の

強化のために

「宇宙活動に

関する国際行

動規範」の策定

を支援すると

ともに、諸外国

の関係機関・国

際機関等と協

力関係を構築

する。 

政府による

COPUO S や宇

宙空間の活用

に関する国際

的な規範づく

り等に関する

取組に積極的

に支援する。 

今後、国際的

な連携を図り

つつ、我が国の

強みをいかし、

世界的に必要

とされるデブ

リ除去技術等

の研究開発を

着実に実施す

る。 

府による外交・安全

保障分野における

二国間協力、多国間

協力に貢献する。 

（ａ）国連宇宙空間

平和利用委員会

（COPU OS）にお

ける、宇宙空間の

研究に対する援

助、情報の交換、

宇宙空間の平和

利用のための実

際的方法及び法

律問題の検討に

おいて、宇宙機関

の立場から積極

的に貢献する。 

（ｂ）宇宙活動の持

続可能性の強化

のために「宇宙活

動に関する国際

行動規範」の策定

に関して政府を

支援する。 

 

政 府 に よ る

COPUOS や宇宙空間

の活用に関する国

際的な規範づくり

等に関する取組に

積極的に支援する。 

今後、国際的な連

携を図りつつ、我が

国の強みをいかし、

世界的に必要とさ

れるデブリ除去技

術等の研究開発を

着実に実施する。 

けた、各年度の業務運

営に関する計画の達成

状況等 

 

１．政府による外交・安

全保障分野における

宇宙開発利用の推進

に貢献するため、同

分野における宇宙開

発利用の可能性を検

討する。 

２．以下のような活動

を通じて、政府によ

る外交・安全保障分

野における二国間協

力、多国間協力に貢

献する。 

（ａ） 国連宇宙空間平

和利用委員会（COPU 

OS）における、宇宙空

間の研究に対する援

助、情報の交換、宇宙

空間の平和利用のた

めの実際的方法及び

法律問題の検討にお

いて、宇宙機関の立

場から積極的に貢献

する。 

（ｂ）宇宙活動の持続

可能性の強化のため

に「宇宙活動に関す

る国際行動規範」の

策定に関して政府を

支援する。 

３．政府による COPUO 

S や宇宙空間の活用

に関する国際的な規

範づくり等に関する

取組に積極的に支援

する。 

４．今後、国際的な連携

を図りつつ、我が国

の強みをいかし、世

界的に必要とされる

デブリ除去技術等の

研究開発を着実に実

施する。 

を進め、運用体制構築等に資する情報収集及び調整の

支援を行った。 

・米国が主催する多国間の SSA国際合同机上演習に防衛

省等と共に初参加（平成 27 年度のオブザーバ参加を

経て、平成 28 年度に初の正式参加）し、JAXAが支援

したことで、SSA 活動における我が国のプレゼンスを

向上させ、日米連携の強化に貢献した。 

・このような状況のなかで、政府として SSA 関連施設及

び防衛省や JAXA を始めとした関係政府機関等が一

体となった SSAの運用体制を、平成 30 年代前半まで

に構築することが決定され、JAXAとしても、その新た

な設備整備に着手した。 

・さらに、日仏との協力関係において、平成 27 年度に

CENSとの機関間協定を新たに締結し、協力項目として

「デブリ衝突回避の研究開発」を追加した。さらに、

28年度の日仏宇宙政策対話において、政府間の対話を

支援するなど貢献し、「宇宙状況把握(SSA)協力文書」

が二国間で締結される等の進展が見られた。 

（２）平成 26 年に締結した独立行政法人国際協力機構

（JICA）との包括協力協定に基づき、新たな衛星データ

利用に向けた検討（発展途上国における灌漑事業の事業

効果指標として衛星データを活用する等）や国連の「持

続可能な開発（SDGs）のための 2030 年アジェンダ」に

対する貢献について検討を行うなど、日本の国際協力に

関し、宇宙利用を通じた効果的な途上国支援の可能性を

向上させた。 

 

２．国連における宇宙空間の平和利用の促進 

（１）国連宇宙部との協力による、ISS「きぼう」からの超

小型衛星放出の機会を発展途上国に提供することに合

意し、第 1 回目の選定作業を JAXA が主導し、ケニア初

の超小型衛星を選定した(平成 28(2016)年 9月)。選定に

あたっては、物体登録等の国際法を遵守することを必須

条件にする等、この活動を通じて発展途上国に広がりつ

つある超小型衛星利用への国際法上の義務や課題を周

知徹底することに大きく貢献した。29(2017)年度には第

２回目の選定作業の結果グアテマラ衛星を選定すると

ともに、第 3回の募集を実施中であり、本取り組みの定

着が図られた。 

（２）平成 24(2012)年から 2年間、国連宇宙空間平和利用

委員会（COPUOS）の議長に JAXA堀川技術参与が就任、ま

た、29(2017)年には COPUOS 科学技術小委員会の議長に

JAXA向井技術参与が就任し、日本のプレゼンス向上に大

きく貢献した。特に、デブリ低減に関する法的メカニズ

ムの議論を推進する際はISS協力を通じた豊富な国際経

験をもとに、日本の先進的なデブリ法規制を展開しつ

つ、両氏を先頭に JAXAが大いに貢献した。 

 

について協議を進

め、運用体制構築等

の調整の支援を行

った。 

 

○SSA における日仏

二国間の協力の進

展に貢献するとと

もに、多国間の SSA

国際合同机上演習

においては、JAXA

の支援を経て初め

て正式参加となり

我が国のプレゼン

スを向上させた。 

 

○「きぼう」からの超

小型衛星放出機会

を発展途上国に提

供する枠組みを国

連宇宙部と締結し

具体化する等、国連

における宇宙空間

の平和利用促進に

顕著に貢献した。ま

た、国連主要会議に

JAXA から議長を輩

出するとともに、デ

ブリ削減等を含む

宇宙空間の平和利

用に係る法的なメ

カニズムの議論を

積極的にリードし

た。 

 

○なお、中長期計画

上、平成 29(2017)

年度までに予定し

た業務は全て実施

し、中長期⽬標を達

成した。 

 

 

「日米宇宙状況監視（SSA）協力取

決」等に基づき、JAXAと米機関の双

方向での SSA 情報の共有を開始す

るとともに、米国戦略軍等との間で

連携強化の在り方について協議を

進め、運用体制構築等の調整支援を

行ったことは高く評価できる。 

 

○平成 24 年から 2 年間、国連宇宙空

間平和利用委員会（COPUOS）の議長

に JAXA 堀川技術参与が就任すると

ともに、平成 29 年には同委員会の

科学技術小委員会の議長に JAXA 向

井技術参与が就任しており、特に、

スペースデブリ低減のルール策定

や持続可能な開発目標（SDGs）に係

る各国のコンセンサス形成におい

て、両氏を先頭に JAXA が議論を前

進させたことは、中長期目標に定め

る「政府への積極的な支援」に留ま

らず、国際社会の先導的な役割を担

った点で、顕著な成果と言える。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、外交・安全保障分野にお

ける政府方針を踏まえ、実施機関と

しての役割を果たすとともに、

COPUOS への貢献を通じ、我が国の

プレゼンスを高めることが期待さ

れる。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○我が国の外交・安全保障分野におけ

る国際的プレゼンスを向上させて

いくためには、COPUOS への積極的

貢献が重要であり、今中長期目標期

間において、COPUOS の重要ポスト

に JAXA 技術参与が就任したこと

は、高く評価できた。 

 

〇宇宙デブリ除去や深宇宙における

宇宙資源活用などの新たな宇宙領

域においてもコンセンサス形成な

ど我が国のリーダーシップを期待

されており、今後、一層の貢献に期

待する。また、新たな宇宙領域にお

ける法整備への貢献にも期待する。 

 

決」等に基づき、JAXA と米機関の双方向での SSA 情

報の共有を開始するとともに、米国戦略軍等との間

で連携強化の在り方について協議を進め、運用体制

構築等の調整支援を行ったことは高く評価できる。 

 

○平成 24年から 2年間、国連宇宙空間平和利用委員会

（COPUOS）の議長に JAXA堀川技術参与が就任すると

ともに、平成 29年には同委員会の科学技術小委員会

の議長に JAXA向井技術参与が就任しており、特に、

スペースデブリ低減のルール策定や持続可能な開発

目標（SDGs）に係る各国のコンセンサス形成におい

て、両氏を先頭に JAXAが議論を前進させたことは、

中長期目標に定める「政府への積極的な支援」に留ま

らず、国際社会の先導的な役割を担った点で、顕著な

成果と言える。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、外交・安全保障分野における政府方針を踏

まえ、実施機関としての役割を果たすとともに、

COPUOS への貢献を通じ、我が国のプレゼンスを高め

ることが期待される。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○デブリ除去の技術的な優位を国際標準化（日本は標

準化への積極性が足りない）での主導権に繋げるな

どの工夫を積極的にやることが必要ではないか。技

術の開発と外交への貢献を具体的に結びつける方策

を検討することも課題である。 

 

○宇宙デブリ対策は宇宙開発の大きな課題であり、１

つの事業になり得るもの。世界をリードする立場に

ある JAXAの技術力を活かし、安全保障と産業振興を

両立する成果をあげることを期待。 

 

○今後、宇宙開発の多様化に伴い、軌道上補償や宇宙資

源開発などの分野においても法整備が望まれること

から、これまでの知見・ノウハウに基づき、今後、一

層貢献していくことに期待する。  

 

○中期計画期間中コンスタントにＡ評価を獲得してき

たことは評価できる。 

 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５－６ 国際宇宙協力の強化 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

未来投資戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第一号、第二号、

第三号、第四号、第十号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 30 年度）9-5 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0291、0292 

※いずれも文部科学省のもの 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

- - - - - - - 予算額（千円） - - 
27,136,572 

の一部 

32,379,812 

の一部 

32,862,884 

の一部 

 

決算額（千円） 
211,177,437 

の一部 

207,856,661 

の一部 

26,673,051 

の一部 

34,408,311 

の一部 

35,507,628 

の一部 

経常費用（千円） - - - - - 

経常利益（千円） - - - - - 

行政サービス実

施コスト（千円） 
- - - - - 

従事人員数 - - - - - 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 

主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 （６）国際宇

宙協力の強

化 

宇宙活動の

持続可能性の

強化のために

諸外国の関係

機関・国際機

関等と協力関

係を構築す

る。 

機構の業務

（６）国際宇宙協

力の強化 

諸外国の関係機

関・国際機関等と

協力関係を構築す

る。具体的には、 

（ａ）宇宙先進国

との間では、ISS

計画等における

多国間の協力、

地球観測衛星の

開発・打ち上げ・

【評価軸】 

諸外国の関係機関・国際

機関等と協力関係を構

築したか。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向

けた、各年度の業務運営

に関する計画の達成状

況等 

 

１．宇宙先進国との間

１．アジア太平洋地域での協力の拡大 

（１）インド、中東諸国との協力関係の構築 

JAXAのアジア諸国との協力関係は、前中期は APRSAF等を活用した

東南アジア諸国との協力にとどまっていたが、本中期期間において、

日本国政府と連携し、宇宙技術利用を国づくりの根幹として推進し

ている新興国との協力拡大を積極的に推進した。その結果、インドと

は、28年 11月に両政府首脳の立ち合いの下で新たな協力覚書（MOU）

の締結に基づく協力関係を強化し、29 年 7 月には MOU に基づく第１

回ジョイント・ワーキング・グループを開催し、月探査、地球観測、

測位の分野での具体的な協力について実施取極め（IA）の締結に向け

て調整を進めていくことに合意した。月極域探査共同ミッションに

ついて技術検討作業に着手し、最初の報告書をとりまとめ、次のフェ

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○前中期ではアジ

ア諸国との協力

は東南アジア諸

国との協力にと

どまっていたと

ころ、今中期では

外交上の重要国

であるインド、さ

ら に は 中 東 の

UAE、トルコとの

評定 A 評定 A 

＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す

とおり、中長期計画に定めら

れた以上の業務の進捗が認め

られるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○今中長期目標期間におい

て、アジア諸国との協力関

係を、中長期計画に定める

東南アジア諸国だけではな

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標

等に照らし、成果等について諸事情を踏まえて総合的

に勘案した結果、顕著な成果の創出や将来的な成果の

創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○今中長期目標期間において、アジア諸国との協力関

係を、中長期計画に定める東南アジア諸国だけでは

なく、インド・アラブ首長国連邦・トルコ等に拡大

し、平成 29 年度においてはインドの宇宙機関
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運営に当たっ

ては、宇宙開

発利用に関す

る条約その他

の国際約束を

我が国として

誠実に履行す

るために必要

な措置を執る

とともに、輸

出入等国際関

係に係る法令

等を遵守す

る。 

運用等における

二国間の協力等

を行い、相互に

有益な関係を築

く。 

（ｂ）宇宙新興国

に対しては、ア

ジア太平洋地域

宇宙機関会議

（APRSAF）の枠

組み等を活用し

て、宇宙開発利

用の促進及び人

材育成の支援

等、互恵的な関

係を築く。特に

APRSAFについて

は、我が国のア

ジア地域でのリ

ーダーシップと

プレゼンスを発

揮する場として

活用する。 

（ｃ）航空分野に

ついては、将来

技術や基盤技術

の分野を中心に

研究協力を推進

するとともに、

多国間協力を推

進するため、航

空研究機関間の

研究協力枠組み

である国際航空

研究フォーラム

（IFAR）におい

て主導的役割を

果たす。 

 

機構の業務運営

に当たっては、宇

宙開発利用に関す

る条約その他の国

際約束を我が国と

して誠実に履行す

るために必要な措

置を執るととも

に、輸出入等国際

関係に係る法令等

を遵守する。 

で、国際宇宙ステーシ

ョン（ISS）計画等にお

ける多国間の協力、地

球観測衛星の開発・打

ち上げ・運用等におけ

る二国間の協力等を

行い、相互に有益な関

係を築く。 

２．宇宙新興国に対し

て、アジア太平洋地域

宇 宙 機 関 会 議

（APRSAF）の枠組み等

を活用して、宇宙開発

利用の促進及び人材

育成の支援等、互恵的

な関係を築く。特に

APRSAFについて、我が

国のアジア地域での

リーダーシップとプ

レゼンスを発揮する

場として活用する。 

３．航空分野について、

将来技術や基盤技術

の分野を中心に研究

協力を推進するとと

もに、多国間協力を推

進するため、航空研究

機関間の研究協力枠

組みである国際航空

研 究 フ ォ ー ラ ム

（IFAR）において主導

的役割を果たす。 

４．機構の業務運営に当

たって、宇宙開発利用

に関する条約その他

の国際約束を我が国

として誠実に履行す

るために必要な措置

を執るとともに、輸出

入等国際関係に係る

法令等を遵守する。 

ーズに移行する目途をつけた。さらには中東のトルコ、UAEに対して

は、ISS参加機関である JAXAしか提供できない ISS「きぼう」利用機

会を通じた人材育成に係る協力関係を構築する等、国際協力拡大に

向け新たな展開を図ることができた。 

（２）アジア太平洋地域宇宙機関フォーラム（APRSAF）を通した国際協

力の構築 

①APRSAF は、今中期において、宇宙技術よる各地域の課題解決を目

指したワーキンググループを新設する等の改善を実施し、30 を超

える国・地域の宇宙機 関のみならず利用機関や開発援助機関か

ら 500 名超の参加者を得られる規模になり、この地域における国

際協力構築の場として定着させることができた。 

②具体的には、アジア太平洋地域の災害監視協力である「センチネル

アジア」活動（10年間で 200以上の自然災害に対応）や、「きぼう」

からの超小型衛星放出や「きぼう」での学生向けの Asian-Try-

Zero-G実験実施（APRSAF参加国から１２０もの応募があり、その

中の 5 件の実験を大西宇宙飛行士が ISS 滞在中に実施。金井飛行

士の滞在中にも８件の実験を実施。）等の ISS「きぼう」利用の成

果をアジア各国で広く共有し協力を拡大することで、アジア各国

の宇宙技術利用による人材育成に大きく貢献している。 

③APRSAF24 において、新たに各国の宇宙政策の観点で各国・各地域

のニーズ・課題を共有し、アジア太平洋地域全体の宇宙開発利用能

力の向上、地域貢献につながる具体的な協力の可能性を議論する

場として運営改善を行い、その成果を「共同声明」としてとりまと

めた。「共同声明」を踏まえ、小型衛星の共同開発や宇宙政策コミ

ュニティ形成に向けた活動に着手した。 

 

２．国際機関との連携・協力による新たな取り組み 

（１）国際協力機構（JICA）との協力により、陸域観測技術衛星２号「だ

いち 2号」（ALOS-2）を用いた森林伐採・変化検出技術を活かして、

世界の熱帯林の伐採変化の状況を平均して 1か月半に 1回の頻度で、

タブレットやスマホを使って現地でデータにアクセス可とする「熱帯

林早期警戒システム（JJ-FAST）」のサービスを開始し、アジア地域も

含む７７か国を対象に拡大した。本システムは、JICA が有する開発

援助に対する長年の実績や当該国との間の有効なネットワークと、

JAXA の持つ宇宙技術が融合し実現したもので、新たな連携による顕

著な成果である。 

（２）国連宇宙部（UNOOSA）との JAXA の間で締結した国際宇宙ステー

ション（ISS）の日本実験棟「きぼう」からの超小型衛星放出機会の

提供（Kibo-Cube）に係る取り決めに基づき、第１回目の選定作業を

JAXA が主導して牽引し、ケニア初の超小型衛星を選定した。JAXA に

とって、アフリカとは初の宇宙協力ミッションとなり、外交的に重要

なアフリカ域（ケニア）との協力強化にも寄与するもの。本件は、28

年 8月の第 6回アフリカ開発会議（TICAD）において両国首脳に報告

された。30年 1月には当該衛星の JAXAへの引き渡しが完了し、30年

4 月に ISSへの打ち上げ、5月に「きぼう」からの放出が行われた。

29年度には、第 2回募集の結果グアテマラ衛星を選定するとともに、

並行して第 3 回募集を推進し、開発途上国が初めて衛星を打ち上げ

る機会を提供するものとして定着した。 

 

３．欧米諸国との戦略的な協力関係の促進 

（１）平成 27 年 12 月の ISS 計画の平成 36 年までの延長決定と同時

に、日米政府間で合意された日米オープン・プラットフォーム・パー

トナーシップ・プログラム（OP3）に基づき、日米間の ISS相互利用、

アジア太平洋地域の ISS 利用等の新たな活用促進策の協議を進め、

さらなる日米関係強化を図っている。 

（２）平成 27年度にフランス国立宇宙研究センター（CNES）、ドイツ航

空宇宙センター（DLR）との新協力協定を締結し、戦略的互恵関係確

立のための具体的な協力案件の協議を推進中。重点テーマを定め、単

新たな協力関係

を構築し、科学技

術を通じた当該

国との友好関係

維持に貢献し、顕

著な成果を得た。 

 

○さらに、国連宇宙

部や国際協力機

構（JICA）等新た

なパートナーと

共に、アフリカや

南米の発展途上

国との協力を実

現し、日本がリー

ドする国際協力

を世界に拡大す

ることが可能に

なった。 

 

○一方、宇宙先進国

との協力は、日米

政府間で合意さ

れた日米オープ

ン・プラットホー

ム・パートナーシ

ップ・プログラム

（OP3）に基づき、

ISS の新たな活用

促進を進めてお

り、相互に有益な

成果の創出と日

米同盟関係の強

化が図られてい

る。また、仏、独

の宇宙機関との

間では、経営視点

でより戦略的な

重点分野を設定

していくアプロ

ーチに切り替え

具体的な協力案

件の創出を図っ

た。 

 

○航空分野の代表

的な国際枠組み

である国際航空

研究フォーラム

（IFAR）において

JAXA が議長機関

を務め、リーダー

シップを発揮し

た。また、ソニッ

クブームに関す

る研究成果を国

際民間航空機関

（ ICAO）に提供

く、インド・アラブ首長国

連邦・トルコ等に拡大し、

当該国の宇宙開発利用の促

進や人材育成の支援に係る

取組を通じて友好的な関係

を構築することに大きく貢

献したことは、中長期計画

に定められた以上の顕著な

成果と言える。 

 

○さらに、アフリカや南米等

の日本にとって外交上重要

な諸外国との協力関係の構

築を実現し、我が国のプレ

ゼンスを高めたことも、高

く評価できる。 

 

○宇宙先進国との協力関係も

順調に強化していることは

評価できる。 

 

○国際航空研究フォーラム

（IFAR）において、JAXAが

議長機関を務め、議論を前

進させるとともに、ソニッ

クブームに関する研究成果

を国際民間航空機関（ICAO）

に提供し、ICAOの活動を加

速させたことは評価でき

る。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○JAXAの調査・計画立案機能

と連携し、他国との比較分

析を行いながら、戦略的に

国際協力を行っていくこと

が期待される。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○中国やインド等の新興国が

宇宙開発に参入しているこ

とを鑑み、今後の国際協力

関係の展開については、戦

略的な視点が一層必要にな

ってくると考える。 

 

〇引き続き、技術連携などの

多国間協力を推進し、我が

国の産業界の国際競争力強

化に寄与していただきた

い。特に新興国に対しては

戦略的に関係を構築するこ

とで、我が国の価値を高め

イニシアティブをとってい

ただきたい。 

（ISRO）との大型協力案件として月極域探査共同ミ

ッションに関する実施取極めも締結するなど、当該

国の宇宙開発利用の促進や人材育成の支援に係る

取組を通じて友好的な関係を構築することに大き

く貢献したことは、中長期計画に定められた以上の

顕著な成果と言える。 

 

○さらに、アフリカや南米等の日本にとって外交上重

要な諸外国との協力関係の構築を実現し、我が国の

プレゼンスを高めたことも、高く評価できる。 

 

○宇宙先進国との協力関係も順調に強化しているこ

とは評価できる。 

 

○国際航空研究フォーラム（IFAR）において、JAXAが

議長機関を務め、議論を前進させるとともに、ソニ

ックブームに関する研究成果を国際民間航空機関

（ICAO）に提供し、ICAOの活動を加速させたことは

評価できる。 

 

○平成 29 年 3 月に宇宙探査に関する国際的閣僚級会

議である「第 2 回国際宇宙探査フォーラム」を政府

とともに開催し、成功させたことで、国際パートナ

ーとの協力をより確固たるものにした。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○JAXAの調査・計画立案機能と連携し、他国との比較

分析を行いながら、戦略的に国際協力を行っていく

ことが期待される。 

 

○国内外において、政府・宇宙機関とは独立した民間

事業者による宇宙活動が活発化しているという状

況に対して、アジア・太平洋地域宇宙機関会議

（APRSAF）を適切に対応しつつ発展させていくこと

が望まれる。 

 

○中国などの台頭を考慮すると、より具体的な国際協

力を戦略的に進めることが必要ではないか。我が国

のリーダーシップの維持向上のための戦略が必要

である。 

 

○国際宇宙協力は平和的な安全保障策の重要な柱で

あり、アジア諸国だけでなく、世界の様々な地域・

諸国との協力関係が拡大し、深まっていくことは非

常に喜ばしい。また、国際宇宙協力の発展には日本

国民の了解と支援が必須であり、かつ高度な専門教

育を受けた人材が重要。さらに日本の宇宙および非

宇宙分野での技術や経済力、文化力の高さなど日本

の総合能力が大きく貢献してくるために、国内の人

的基盤の総合的強化、国民的な理解の増進が極めて

重要となる。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○多くの国と国際協力を行うことは望ましいが、今後

の宇宙空間の利用に関する法整備などを考えると、

日本と利益を共有する国を増やすことを戦略的に

考える必要がある。これまでのアジア太平洋地域に

重点を置いた方針は継続されるべきと考える。特
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独では実施困難な社会課題の解決のために、宇宙利用促進、技術開発、

産業振興等での成果創出が期待される。こうした経営レベルでの対話

を通して、温室効果ガス（GHG）排出量報告の精度向上への衛星観測

データの活用に係る協力を行うことについて合意し、12 月にパリで

開催された気候サミット（One Planet Summit）の期間に、JAXA及び

国立環境研究所と CNES、DLR及び ESAとの間で協力協定を締結した。

パリ協定の実施に向けたグローバルな取り組みに対して宇宙技術が

貢献していくべく、GHG の宇宙からの観測協力を JAXA が牽引する形

で構築した。 

 

４．将来の宇宙探査活動への新たなプレーヤー参画促進 

（１）Kibo-CUBE、Asian Try Zero-Gの取り組みは、日本が有する ISS

「きぼう」のインフラを開発途上国や宇宙新興国に開放することによ

り、こうした国々の人材育成に貢献するとともに、開発途上国が宇宙

新興国が新たに宇宙探査活動に参画するきっかけとなる機会を提供

するものとして定着した。 

（２）こうした JAXAの取り組みは、将来の宇宙探査活動への新たなプ

レーヤーの参画を促す取り組みのひな型として各国において高い評

価を受けてるとともに、今後宇宙探査活動のグローバルな展開を促進

するものとして期待されており、国連宇宙平和利用委員会（COPUOS）

や第 2回国際宇宙探査フォーラム（ISEF-2）においても多くの国のス

テートメントにおいて言及された。 

 

５．航空分野における国際協力 

（１）平成 27(2015)年 10 月に JAXA は IFAR の議長に就任し、平成 29

年(2017)年 10月までの 2年間において、IFARの発展に向けた運営体

制づくりのリーダーシップを発揮した。 

（２）NASA との連携で得られたソニックブームに関する研究成果、ま

た、低ソニックブーム設計概念実証（D-SEND）において世界で初めて

実証した「低ブーム機体の実現性」と「検証済み低ブーム波形推算技

術」を国際民間航空機関（ICAO）に提示し、ソニックブームに関する

国際基準策定において基準検討レベルから策定レベルに促進させた。 

（３）NASAとは 4件の共同研究を実施し、DLR、フランス国立航空宇宙

研究所（ONERA）とは戦略的協力の検討を開始して 2 件の共同研究計

画が策定された。 

 

し、ICAOの活動を

基準検討レベル

から策定レベル

に促進させた。 

 

○なお、中長期計画

上、平成 29(2017)

年度までに予定

した業務は全て

実施し、中長期⽬
標を達成した。 

 

に、最近のアジア太平洋地域での自然災害の多発を

考えると、防災や減災という観点からの協力関係を

この地域で重点的に築くことは、日本の宇宙政策へ

の理解を深めることにつながる。 

 

〇引き続き、技術連携などの多国間協力を推進し、我

が国の産業界の国際競争力強化に寄与していただ

きたい。特に新興国に対しては戦略的に関係を構築

することで、我が国の価値を高めイニシアティブを

とっていただきたい。 

 

○APRSAFなどは、日本の宇宙ベンチャーが海外にでて

いくためのいい舞台となりえるので、JAXA主導でぜ

ひ宇宙ベンチャーを海外に紹介していくなど、進め

ていただきたい。 

 

○国際的なプレゼンスの向上やリーダーシップの発

揮という点で、大きな成果をあげた。民間事業者の

海外展開に当たり、政府間、宇宙機関間での良好な

協力関係の構築が重要となる中、特に CNES,DLR,ESA

等との間で戦略的な対話を推進した点は顕著な成

果といえる。中期目標期間を通じて APRSAF の枠組

みを活用し、主体的な取組を進めたことも、コアな

成果として評価する。 

 

○これまでの実績を基に、外交上重要となる国を始

め、さらに新たな宇宙協力を進めていくことに期

待。政治的な影響を受ける面もあるため、関係府省

と十分に連携して進めていただきたい。 

 

○アジアを中心とした多角的な協力関係の構築によ

り一層の取り組み（体制を含め）をすべきである。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５－７ 相手国ニーズに応えるインフラ海外展開の推進 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

未来投資戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第十号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 30 年度）9-5 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0291、0292 

※いずれも文部科学省のもの 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

- - - - - - - 予算額（千円） - - 
27,136,572 

の一部 

32,379,812 

の一部 

32,862,884 

の一部 

 

決算額（千円） 
211,177,437 

の一部 

207,856,661 

の一部 

26,673,051 

の一部 

34,408,311 

の一部 

35,507,628 

の一部 

経常費用（千円） - - - - - 

経常利益（千円） - - - - - 

行政サービス実

施コスト（千円） 
- - - - - 

従事人員数 - - - - - 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 

主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 （７）相手国ニーズ

に応えるインフラ

海外展開の推進 

相手国のニーズ

に応えるため、関係

府省との協力を密

にしつつ、人材育

成、技術移転、相手

国政府による宇宙

機関設立への支援

等を含め、政府が推

進するインフラ海

（７）相手国ニーズ

に応えるインフラ

海外展開の推進 

相手国のニーズ

に応えるため、関係

府省との協力を密

にしつつ、人材育

成、技術移転、相手

国政府による宇宙

機関設立への支援

等を含め、政府が推

進するインフラ海

【評価軸】 

相手国のニーズに応え

るため、関係府省との協

力を密にしつつ、政府が

推進するインフラ海外

展開を支援したか。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向

けた、各年度の業務運営

に関する計画の達成状

況等 

JAXA は、平成 27(2015)年に発足した政府の「宇宙システム海

外展開タスクフォース」に参画し、今後宇宙開発利用が大きく進

展すると思われる国・地域に重点を置いて、当該国のニーズにこ

たえたインフラ海外展開を推進した。特に、相手国において、宇

宙技術に対する人材育成面の要請が強いことから、宇宙機関であ

る JAXA でしか実施できない貢献策として、現場実習、宇宙技術

に関する講義、小型衛星打ち上げ手段の提供等に取り組み、今中

期計画期間中に初めて民間受注につなげ、政府の進めるインフラ

海外展開政策の最初の具体的事案となった。 

 

１．アラブ首長国連邦（UAE） 

（１）UAEは、産業構造転換のため人材育成を国家の最重要政策

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○政府の進めるインフ

ラ海外展開に参画し、

相手国ニーズに応え

る宇宙協力として、企

業では実施が困難な

筑波宇宙センターの

試験設備を使った現

場実習、JAXA 設計標

準・管理標準に基づく

講義、国際宇宙ステー

評定 A 評定 A 

＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示すとおり、

中長期計画に定められた以上の業務の

進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○トルコ共和国やアラブ首長国連邦を

中心として、筑波宇宙センターの試

験設備を使った現場実習や講義、宇

宙実証機会の提供等を通じた人材育

成プログラムを実施し、相手国の宇

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法

人の中長期目標等に照らし、成果等に

ついて諸事情を踏まえて総合的に勘案

した結果、顕著な成果の創出や将来的

な成果の創出の期待等が認められるた

め。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○トルコ共和国やアラブ首長国連邦を

中心として、筑波宇宙センターの試
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外展開を支援する。 外展開を支援する。  

１．相手国のニーズに応

えるため、関係府省と

の協力を密にしつつ、

人材育成、技術移転、

相手国政府による宇

宙機関設立への支援

等を含め、政府が推進

するインフラ海外展

開を支援する。 

に掲げ、宇宙開発を重点課題として促進している。JAXAは、宇

宙システム海外展開タスクフォースの中に設置された UAE 作

業部会の活動として、UAE 宇宙機関と対話を重ね、平成

28(2016)年 3 月きぼうからの小型衛星/超小型衛星の放出機会

の提供、きぼうを利用した実験の実施、深宇宙通信局の相互協

力、航空機による微小重力実験機会の提供等を柱とする機関間

協力協定を締結した。 

更に、平成 30(2018)年打上げ予定の温室効果ガス観測技術

衛星 2 号（GOSATー2）と、Khalifasat（UAE）の相乗りが実現

したことにより、その打上げ余剰能力の利用について協議を重

ね、、UAEの超小型衛星を含む複数の小型衛星の放出を合意し、

搭載に向けた支援を行った（※ 平成 30(2018)年 3月に先方か

ら本搭載機会について辞退の申し出があり、今後の打上げ/放

出機会の検討を含めて調整中）。 

（２）上記のような協力に取り組むことを通じて、両国の信頼が

築かれ、平成 28(2016)年 3 月 UAE 建国 50 周年(2021 年)を記

念する国家事業である火星探査計画の探査機打上げ輸送サー

ビスの国際競争入札において、日本企業の受注につながった。

このことは、同タスクフォース初の成果であり、JAXAは国の政

策に技術で支える中核機関としての役割をはたすことができ

た。 

 

２． トルコ共和国（トルコ） 

（１）平成 25(2013)年に、JAXAは、トルコの技術者 29人に対す

る技術講義や筑波宇宙センターにおける試験設備を用いた技

術訓練を行った。 また、平成 28(2016)年 9月には、「きぼう」

を利用した曝露実験機会の提供や超小型衛星の放出等の人材

育成を中心とした協力覚書を締結し、トルコが自主開発の衛星

搭載に向け開発した電子回路を実験試料とした曝露実験を「き

ぼう」にて平成 29(2017)年 4月開始、2回目の曝露実験に向け

た耐放射線材料と小型衛星放出機構を利用した３U衛星の安全

審査を経た受領及び米国への輸送実施など、トルコの求める宇

宙協力に応えた。本プロジェクトにはイスタンブール工科大学

等の修士・博士課程の学生が主体的に参画しており、教育効果

も含め将来的な成果の創出が期待される。 

（２）上記のような協力への取り組みを通じて、両国の信頼が築

かれ、平成 28(2016)年にトルコが自主開発を進める通信放送

衛星 6A の主要サブシステム設計の支援と主要コンポーネント

の調達において、日本企業による主要４サブシステム中２サブ

システム（電気系衛星バス設計及び通信制御 (Telemetry 

Commanding＆Ranging)設計）の受注に繋がった。この受注によ

って、日本企業によるコンポーネントの海外展開は、欧米企業

のみならず、新興国であるトルコのメーカーに広がった。 

 

なお、同タスクフォースの活動が開始されてから、UAEの火星

探査衛星打上げ契約やトルコの通信放送衛星６Aのサブシステム

契約など、日本企業により有望な契約を獲得しており、同タスク

フォースの意義、成果は大きい。 

  

ション「きぼう」を用

いた技術実証機会や

小型衛星の放出機会

の提供などの人材育

成プログラムを JAXA

が実施し、今中長期計

画期間中に初めて実

現できた新興国から

の宇宙機打上げサー

ビスの民間受注や宇

宙機の民間受注につ

ながったことは、顕著

な成果であると評価

する。なお、中長期計

画上、平成 29(2017)年

度までに予定した業

務は全て実施し、中長

期目標を達成した。 

 

 

宙技術に対する人材育成面のニーズ

に応え、政府が推進するインフラ海

外展開に大きく貢献したことは高く

評価できる。 

 

○特に、上述の取組を通じたアラブ首

長国連邦との信頼関係の構築が、当

該国の火星探査機打上げにおける日

本企業の受注成功に繋がったことは

インフラ海外展開を支援したことが

明確な成果に結びついたという点

で、顕著な成果と言える。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○今後とも、政府の海外展開タスクフ

ォースとの連携しつつ、相手国のニ

ーズに応え、信頼関係の構築に繋げ

る取組が期待される。 

 

○準天頂衛星を活用した高精度測位サ

ービスを始め、インフラ輸出、宇宙

産業の海外展開に向けた取組へます

ます貢献することが期待される。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○内閣府の進める海外展開タスクフォ

ースとの連携や宇宙機関同士のネッ

トワークの活用により、我が国の強

みを活用した一層のインフラ展開が

期待される。 

験設備を使った現場実習や講義、宇

宙実証機会の提供等を通じた人材育

成プログラムを実施し、相手国の宇

宙技術に対する人材育成面のニーズ

に応え、政府が推進するインフラ海

外展開に大きく貢献したことは高く

評価できる。 

 

○特に、上述の取組を通じたアラブ首

長国連邦との信頼関係の構築が、当

該国の火星探査機打上げにおける日

本企業の受注成功に繋がったことは

インフラ海外展開を支援したことが

明確な成果に結びついたという点

で、顕著な成果と言える。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○今後とも、政府の海外展開タスクフ

ォースとの連携しつつ、相手国のニ

ーズに応え、信頼関係の構築に繋げ

る取組が期待される。 

 

○準天頂衛星を活用した高精度測位サ

ービスを始め、インフラ輸出、宇宙

産業の海外展開に向けた取組へます

ます貢献することが期待される。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○内閣府の進める海外展開タスクフォ

ースとの連携や宇宙機関同士のネッ

トワークの活用により、我が国の強み

を活用した一層のインフラ展開が期

待される。 

 

○中期計画に掲げたことを着実に実行

したと評価するが、インフラのパッ

ケージ輸出という政府全体の戦略目

標においては、まだまだ顕著な成果

が見られるとは言えない。中長期的

な視点で、産業界とのコミュニケー

ションをさらに密にしながら、相手

国のニーズ発掘などプロジェクトの

上流段階から積極的に関与すること

を期待。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５－８ 情報開示・広報 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

未来投資戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第十号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 30 年度）9-5 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0291、0292 

※いずれも文部科学省のもの 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

タウンミーテ

ィングの開催 
10 回 15 回 10 回 10 回 10 回 9 回 予算額（千円） - - 

27,136,572 

の一部 

32,379,812 

の一部 

32,862,884 

の一部 

博物館、科学館

や学校等と連

携した講演 

400 回 670 回 614 回 662 回 637 回 444 回 決算額（千円） 
211,177,437 

の一部 

207,856,661 

の一部 

26,673,051 

の一部 

34,408,311 

の一部 

35,507,628 

の一部 

査読付論文 350 件 391 件 435 件 465 件 478 件 416 件 経常費用（千円） - -  - - 

 

経常利益（千円） - - - - - 

行政サービス実

施コスト（千円） 
- - - - - 

従事人員数 - 約 50 の一部 約 20 約 20 約 20 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 

主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 （８）情報開示・広

報 

宇宙航空研究開

発は、国民生活の向

上、産業振興等に資

するものであり、こ

のような観点から、

機構の事業内容や

その成果について、

ユーザであり出資

者でもある国民の

（８）情報開示・広報 

事業内容やその成果につい

て国民の理解を得ることを目

的として、Web サイト等にお

いて、国民、民間事業者等に

対して分かりやすい情報開示

を行うとともに、Webサイト、

Eメール、パンフレット、施設

公開及びシンポジウム等の多

様な手段を用いた広報活動を

実施する。この際、情報の受

【評価軸】 

事業内容やその成果に

ついて国民の理解を得

られたか。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向

けた、各年度の業務運

営に関する計画の達成

状況等 

 

１．年度計画の業務を着実に実施。所期の数値目標を大

きく上回って達成見込み。業務の意義を十二分に達成

している。 

（例）タウンミーティング：中期計画期間中の開催目標

50 回以上に対し、54 回（全 54 回予定）開催（目標の

108%超）。 

（例）講演：目標年 400 回以上に対し、実績年平均 600

回以上（目標の 150%超）。年平均約 11万人が参加。 

（例）査読論文数：目標年 350 件以上→実績年平均 430

件以上（目標の 122％超） 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○JAXA 事業やその成果

についての国民の理

解を増進し、JAXAの事

業基盤である国民や

社会からの支持を得

ることを目的として、

年度計画の業務を着

実に実施。数値目標は

全て達成し、中期計画

評定 A 評定 A 

＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示すとおり、

中長期計画に定められた以上の業務の

進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○タウンミーティング開催数、講演実

施数、査読付論文等発表数について、

初期の数値目標を上回っていること

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法

人の中長期目標等に照らし、成果等に

ついて諸事情を踏まえて総合的に勘案

した結果、顕著な成果の創出や将来的

な成果の創出の期待等が認められるた

め。 

 

＜評価すべき実績＞ 
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理解を得ることが

不可欠である。 

このため、Web サ

イト等において、国

民、民間事業者等に

対して分かりやす

い情報開示を行う

とともに、Web サイ

ト、E メール、パン

フレット、施設公開

及びシンポジウム

等の多様な手段を

用いた広報活動を

展開する。 

この際、情報の受

け手との双方向の

やりとりが可能な

仕組みを構築する

等、機構に対する国

民の理解増進のた

めの工夫を行う。ま

た、日本人宇宙飛行

士の活躍や各種プ

ロジェクトが、国民

からの幅広い理解

や支持を得るため

に重要であるとと

もに、広く国民に夢

や希望を与えるも

のであることを踏

まえ、価値を十分に

活かした各種の取

組を行う。 

また、宇宙航空研

究開発の成果につ

いては、その国外へ

の発信が我が国の

国際的なプレゼン

スの向上をもたら

すことから、英語版

Web サイトの充実

等、海外への情報発

信を積極的に行う。 

け手との双方向のやりとりが

可能な仕組みを構築する等、

機構に対する国民の理解増進

のための工夫を行う。また、

日本人宇宙飛行士の活躍や各

種プロジェクトが、国民から

の幅広い理解や支持を得るた

めに重要であるとともに、広

く国民に夢や希望を与えるも

のであることを踏まえ、その

価値を十分に活かした各種の

取組を推進する。具体的には、 

（ａ）Webサイトについては、

各情報へのアクセス性を高

めたサイト構築を目指すと

ともに、各プロジェクトの

紹介、ロケットの打ち上げ

中継及び ISS 関連のミッシ

ョン中継等のインターネッ

ト放送を行う。また、ソー

シャルメディア等の利用に

より、双方向性を高める。 

（ｂ）シンポジウムや職員講

演等の開催及び機構の施設

設備や展示施設での体験を

伴った直接的な広報を行

う。相模原キャンパスに関

しては、新たに展示施設を

設け、充実強化を図る。対

話型・交流型の広報活動と

して、中長期目標期間中に

タウンミーティング（専門

家と市民との直接対話形式

による宇宙航空開発につい

ての意見交換会）を 50回以

上開催する。博物館、科学

館や学校等と連携し、年

400 回以上の講演を実施す

る。 

（ｃ）査読付論文等を年 350

件以上発表する。 

また、我が国の国際的なプ

レゼンスの向上のため、英語

版 Web サイトの充実、アジア

地域をはじめとした在外公館

等との協力等により、宇宙航

空研究開発の成果の海外への

情報発信を積極的に行う。 

 

１．Web サイトについ

て、各情報へのアク

セス性を高めたサイ

ト構築を目指すとと

もに、各プロジェク

トの紹介、ロケット

の打ち上げ中継及び

国際宇宙ステーショ

ン（ISS）関連のミッ

ション中継等のイン

ターネット放送を行

う。また、ソーシャル

メディア等の利用に

より、双方向性を高

める。 

２．シンポジウムや職

員講演等の開催及び

機構の施設設備や展

示施設での体験を伴

った直接的な広報を

行う相模原キャンパ

スに関しては、新た

に展示施設を設け、

充実強化を図る。 

３．我が国の国際的な

プレゼンスの向上の

ため、英語版 Web サ

イトの充実、アジア

地域をはじめとした

在外公館等との協力

等により、宇宙航空

研究開発の成果の海

外への情報発信を積

極的に行う。 

 

【定量的指標】 

○タウンミーティング

開催数（中長期計画

期間中 50回以上）。 

○講演実施数（年400回

以上） 

○査読付論文等発表数

（年 350件以上）。 

２．毎年度、重点的な活動目標を据え、新規の取り組み

を積極的に実施。特に今中期期間を通して外部連携に

注力し、JAXA単独で到達し難い層へのリーチを実現。 

 FY25：JAXAの発信する情報へのアクセス性と双方向性

の確保（例：コミュニティサイトや海外ユーザのため

の情報マッチングサイトの開設） 

FY26：外部活力を活用する連携企画の推進（例：宇宙

博の共催、美術館等の企画展への協力） 

 FY27：宇宙航空に対する無関心層への活動、JAXA経費

を抑えた活動を推進（例：ライブ配信の拡充など伝え

る努力と工夫を充実化） 

 FY28：JAXA単独では難しいリーチの実現のための外部

連携企画の推進（例：自ら外部への企画提案、外部か

らの協力依頼に対する企画提案の実施） 

 FY29：国民の意識調査（JAXA調べ）の結果を受け、無

関心層への関心喚起と有関心層への理解増進の両面の

強化を推進（例：きっかけ作りと、事業の意義・成果

の訴求の両方の企画をそれぞれ推進）。 

 

３．JAXA事業の進捗や成果について、透明性、双方向性、

即時性を確保してその意義と価値を丁寧に伝える努力

と工夫を行い、理解と応援の機運を醸成。 

（例）メディアとの丁寧かつ地道な対話・・・記者会見

や記者説明会、プレスリリースなどによる丁寧な発信

と対話により、メディアでの肯定的、好意的な露出が

増加。 

（例）Webサイト、インターネット放送、SNS（YouTube、

Facebook、Twitterの充実化に加え、LINE、Google+、

Instagramなどの導入）・・・多様な手段を構築。 

 

４．さらに、外部機関との連携企画や新しい取り組みを

積極的に実施。重点対象層（宇宙航空への関心の薄い

若年層、女性層）への関心喚起と、関心を有する層へ

の理解増進と支持醸成を目的として、JAXA単独でのリ

ーチが難しい層へのリーチを実現。 

（例）宇宙博 2014 を NHK、NHK プロモーション、朝日新

聞社と共催。42万人が来場。 

（例）化粧品会社、Ｊリーグクラブチーム、映画やコミ

ックのイベント、など、宇宙航空分野以外との業種と

の連携企画を積極的に実施。 

 

５．その結果、高い認知度の維持、社会や生活への役立

ち感の向上と、国民や社会からの支持の拡大につなげ

た。 

（例）JAXAの認知度は高水準を維持・・・平成 24（2012）

年度 72%→平成 29（2017年度）88%（平成 29年度意識

調査） 

（例）宇宙航空事業について「社会や国民生活に役立っ

ている」との回答が増加・・・平成 24（2012）年度 60%→

平成 29（2017年度）91%（同上） 

（例）日本の宇宙航空を支持するとの回答・・・92%（同

上） 

 

の所期の目標を上回

る成果も得た。 

 

○また、様々なチャネル

を通じ、JAXA事業の意

義と価値を伝える努

力、工夫に尽力した。 

 

○このほか、宇宙航空に

対する無関心層、JAXA

単独ではリーチし難

い層へのアプローチ

のため、外部機関との

連携企画の実現や協

力に積極的に取り組

み、これまで困難であ

ったリーチを実現し

た。 

 

○その結果、JAXA事業の

高い認知度を維持し、

国民や社会からの支

持の拡大につなげ、顕

著な成果を創出した

と評価する。 

 

○なお、中長期計画上、

平成 29(2017)年度ま

でに予定した業務は

全て実施し、中長期⽬
標を達成した。 

 

 

は高く評価できる。 

 

○毎年度、目標を設定し、多様な取組

を順調に進めることで、今中長期目

標期間を通して、高い認知度を達成

し「社会や国民生活に役立っている」

という回答が持続的に増加した点

は、中長期目標に定める「国民の理

解を得る」という観点で、顕著な成

果と言える。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○若年層などの宇宙航空分野への関心

が薄い国民に対し、SNS を活用した

広報など様々な手法を取り入れるほ

か、内容の面で質の向上を図ってい

くことが期待される。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○今後とも、平成 27年度の X線天文衛

星「ひとみ」の対応時と同様、失敗

の原因究明結果をしっかり公表し、

他の事業にも活かしていくことが期

待される。 

 

○今後、国民の関心を長期的に維持す

るための検討を行う段階に達してお

り、開示する情報内容もそれに合わ

せて検討されていくことに期待す

る。 

 

○子供・青少年向けなど層別や、産業

界との連携など、狙いを定めた広報

戦略についても今後さらに検討して

いただきたい。 

○タウンミーティング開催数、講演実

施数、査読付論文等発表数について、

初期の数値目標を上回っていること

は高く評価できる。 

 

○毎年度、目標を設定し、多様な取組

を順調に進めることで、今中長期目

標期間を通して、高い認知度を達成

し「社会や国民生活に役立っている」

という回答が持続的に増加した点

は、中長期目標に定める「国民の理

解を得る」という観点で、顕著な成

果と言える。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○認知度は 9 割を維持できていること

から、今後は、今期に重視した低関

心層へのアプローチ以外の取組も必

要である。 

 

○今後とも、平成 27年度の X線天文衛

星 ASTRO-H 対応時と同様、失敗の原

因究明結果をしっかり公表し、他の

事業にも活かしていくことが期待さ

れる。 

 

○これまでの情報開示・広報の積極的

な活動により、JAXA自体の認知度や

支持は十分高いレベルに達してきて

おり、次は JAXAが行っている様々な

事業についての認知度を高めるため

の、戦略的な取組計画の検討が必要

である。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○JAXA の認知度が 90%近いというの

は、これまでの取組の成果であろう。

このような高い認知度がある状況で

は、関心の薄い層の関心を高めるこ

とよりも、JAXAの取組についての理

解をより高めることの方が必要なの

ではないか。青少年の理解を深める

ことにより、宇宙科学・宇宙の技術

開発への志望者を増やすことにつな

げてもらいたい。 

 

○広報については、国の機関として優

れた取組がされているものと評価。

前中期目標期間で「認知度」を上げ、

今期は「役立ち感」を上げるという

２段階の戦略が大成功したと言え

る。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５－９ 事業評価の実施 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

未来投資戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第十号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 30 年度）9-5 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0291、0292 

※いずれも文部科学省のもの 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

- - - - - - - 予算額（千円） - - 
27,136,572 

の一部 

32,379,812 

の一部 

32,862,884 

の一部 

 

決算額（千円） 
211,177,437 

の一部 

207,856,661 

の一部 

26,673,051 

の一部 

34,408,311 

の一部 

35,507,628 

の一部 

経常費用（千円） - - - - - 

経常利益（千円） - - - - - 

行政サービス実

施コスト（千円） 
- - - - - 

従事人員数 約 50 の一部 約 50 の一部 約 10 約 10 約 10 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 

主な評価軸（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 （９）事業評価の実施 

世界水準の成果の創出、

利用促進を目的としたユ

ーザとの連携及び新たな

利用の創出、我が国として

の自立性・自在性の維持・

向上並びに効果的・効率的

な事業の実施を目指し、機

構の実施する主要な事業

について、宇宙政策委員会

の求めに応じ評価を受け

るとともに、事前、中間、

（９）事業評価の実施 

世界水準の成果の創出、

利用促進を目的としたユ

ーザとの連携及び新たな

利用の創出、我が国として

の自立性・自在性の維持・

向上並びに効果的・効率的

な事業の実施を目指し、機

構の実施する主要な事業

について、宇宙政策委員会

の求めに応じ評価を受け

るとともに、事前、中間、

【評価軸】 

世界水準の成果の創出、利

用促進を目的としたユーザ

との連携及び新たな利用の

創出、我が国としての自立

性・自在性の維持・向上並び

に効果的・効率的な事業の

実施を目指し、適宜機構外

の意見を取り入れた評価を

適切に実施し、事業に適切

に反映したか。 

 

１．事業評価 

 JAXA の実施する主要な事業について、宇宙政策委員

会の求めに応じ評価を受けるとともに、科学技術・学術

審議会（宇宙開発利用部会及び航空科学技術委員会）に

おける評価（事前：11回、中間：5回、事後：9回）を

受け、JAXA の事業に適切に反映した。加えて、宇宙開

発利用部会調査安全小委員会においては、69 件の附議

を通じ、機構の安全計画等について評価を受けた。 

 プロジェクトの各段階（準備・移行・計画変更・終了）

で実施する経営審査にあたり、事業の成果の創出・拡大

を目指し、政策的な要求やユーザからの意見を取り入

れた目標・成功基準（アウトカム目標）を設定すること

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

中長期計画上、

平成 29(2017)年

度までに予定し

た業務は全て実

施し、中長期⽬標

を達成した。 

 

 

評定 B 評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画に定められたとおり、概

ね着実に業務が実施されたと認められ

るため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○宇宙政策委員会及び科学技術・学術

審議会（宇宙開発利用部会及び航空

科学技術委員会）における評価を受

け、JAXAの事業に適切に反映したこ

とは評価できる。 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法

人の中長期目標等に照らし、成果等に

ついて諸事情を踏まえて総合的に勘案

した結果、成果の創出や将来的な成果

の創出の期待等が認められ、着実な業

務運営がなされているため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○宇宙政策委員会及び科学技術・学術

審議会（宇宙開発利用部会及び航空
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事後において適宜機構外

の意見を取り入れた評価

を適切に実施し、事業に適

切に反映する。特に、大学

共同利用システムを基本

とする宇宙科学研究にお

いては、有識者による評価

をその後の事業に十分に

反映させる。なお、これら

評価に当たっては、各事業

が宇宙基本計画の目標で

ある「宇宙安全保障の確

保」、「民生分野における宇

宙利用の推進」及び「宇宙

産業及び科学技術の基盤

の維持・強化」に貢献し得

るものであることを念頭

に置く。 

事後において適宜機構外

の意見を取り入れた評価

を適切に実施し、事業に適

切に反映する。特に、大学

共同利用システムを基本

とする宇宙科学研究にお

いては、有識者による評価

をその後の事業に十分に

反映させる。なお、これら

評価に当たっては、各事業

が宇宙基本計画の目標で

ある「宇宙安全保障の確

保」、「民生分野における宇

宙利用の推進」及び「宇宙

産業及び科学技術の基盤

の維持・強化」に貢献し得

るものであることを念頭

に置く。 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向け

た、各年度の業務運営に関

する計画の達成状況等 

 

１．機構の実施する主要な

事業について、宇宙政策

委員会の求めに応じ評価

を受けるとともに、事前、

中間、事後において適宜

機構外の意見を取り入れ

た評価を適切に実施し、

事業に適切に反映する。 

２．大学共同利用システム

を基本とする宇宙科学研

究においては、有識者に

よる評価をその後の事業

に十分に反映させる。 

としている。当該アウトカム目標について、事前に JAXA

外の有識者（外部評価委員）による外部評価を受けるこ

とを原則とする仕組みを導入し、外部評価委員からい

ただいた意見について、適宜プロジェクトに反映した。 

 さらに、宇宙政策委員会の求めに応じて、H3 ロケッ

トに係る審議・報告を実施したほか、同委員会の宇宙法

制小委員会等への出席を通じて、ロケットの安全審査

に係る機構の取組やリモートセンシングデータに係る

諸外国の法規制状況などについて報告・情報提供を行

った。 

 ASTRO-Hの運用異常に際しては、原因究明、再発防止

策の設定等の結果について、宇宙開発利用部会「X線天

文衛星「ひとみ」の異常事象に関する小委員会」に報告

した。 

 

２．宇宙科学研究における有識者評価 

有識者による評価として、全国の宇宙科学コミュニ

ティの代表者からなる宇宙理工学委員会に対して、宇

宙科学研究所長から諮問を行い、その答申を踏まえて

事業を遂行した。コミュニティの意見を宇宙科学コミ

ュニティの代表機関である宇宙科学研究所の事業に反

映することにより、透明性を確保し、コミュニティ全体

の学術研究の発展に寄与しており、着実な業務運営が

行われた。 

 

 

○宇宙理工学委員会の意見を宇宙科学

研究所の事業に十分に反映し、コミ

ュニティ全体の学術研究の発展に寄

与したことは評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、着実な業務実施が期待さ

れる。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○今後ますますの成果を出していくこ

とに期待するとともに、そのための

適切な指標を設定し、成果の把握に

努めていただきたい。 

科学技術委員会）における評価を受

け、JAXAの事業に適切に反映したこ

とは評価できる。 

 

○宇宙理工学委員会の意見を宇宙科学

研究所の事業に十分に反映し、コミ

ュニティ全体の学術研究の発展に寄

与したことは評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、着実な業務実施が期待さ

れる。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○宇宙研理工学委員会は、共同利用研

究所である宇宙研とともに日本の宇

宙科学・探査を推進する母体であり、

理工学委員会の“答申”を外部評価

と見立てるのは誤りである。宇宙科

学研究所は独自にきわめて厳格な国

際評価を受けており、その評価を尊

重すべきである。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－２ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重

要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―１ 内部統制・ガバナンスの強化 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する政策評価・行政事業

レビュー 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0291 

※文部科学省のもの 

 

２．主要な経年データ 

 

評価対象となる指標 達成目標 

基準値等 

（前中期目標期間

最終年度値等） 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

- - - - - - - - - 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 

主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 １．内部統制・ガバ

ナンスの強化 

情報セキュリテ

ィ、プロジェクト

管理、契約の適正

化等のための対応

を行うとともに、

機構の業務運営、

危機管理が適切に

実施されるよう、

内部統制・ガバナ

ンスを強化するた

めの機構内の体制

を整備する。 

 

（１）情報セキュ

リティ 

政府の情報セキ

ュリティ対策にお

ける方針を踏ま

え、情報セキュリ

ティに係るシステ

ムの見直し、機構

の内部規則の充実

及びその運用の徹

底、関係民間事業

者との契約におけ

る適切な措置な

ど、情報セキュリ

ティ対策のために

必要な強化措置を

講じる。 

１．内部統制・ガバナ

ンスの強化 

情報セキュリティ、

プロジェクト管理、契

約の適正化等のため

の対応を行うととも

に、機構の業務運営、

危機管理が適切に実

施されるよう、内部統

制・ガバナンスを強化

するための機構内の

体制を整備する。 

 

（１）情報セキュリテ

ィ 

政府の情報セキュ

リティ対策における

方針を踏まえ、情報資

産の重要性の分類に

応じたネットワーク

の分離等の情報セキ

ュリティに係るシス

テムの見直し、機構の

内部規則の充実及び

その運用の徹底、関係

民間事業者との契約

における適切な措置

など、情報セキュリテ

ィ対策のために必要

な強化措置を講じる。 

 

（２）プロジェクト管

【主な評価指標】 

中長期計画の達成に向け

た、各年度の業務運営に関

する計画の達成状況等 

 

［情報セキュリティ］ 

１．政府の情報セキュリテ

ィ対策における方針を

踏まえ、情報資産の重要

性の分類に応じたネッ

トワークの分離等の情

報セキュリティに係る

システムの見直し、機構

の内部規則の充実及び

その運用の徹底、関係民

間事業者との契約にお

ける適切な措置など、情

報セキュリティ対策の

ために必要な強化措置

の実施計画に基づき、着

実に実施する。 

 

［プロジェクト管理］ 

２．機構が実施するプロジ

ェクトについては、経営

層の関与したマネジメ

ントの体制を維持する。 

３．プロジェクトの実施に

当たっては、担当部門と

は独立した評価組織に

よる客観的な評価によ

り、リスクを明らかに

１．内部統制システムの構築 

 内部統制システムを着実に運用してい

くため、内部統制システムの各要素につい

て、分かりやすくまとめた具体的な指針を

JAXA独自の「内部統制実施指針」（平成 27

（2015）年 4月 1日）として制定・公表し

た。さらに同指針に基づく PDCA サイクル

を整備・運用したことで、内部統制システ

ムの不断の見直し・改善を可能とした。 

 

２．情報セキュリティ 

（１）前中長期計画期間（第 2期中長期計

画期間）においては複数の重大な事案が

発生するなど、セキュリティ対策が十分

とは言えなかった。その本質的原因は、

システム面の対策が不十分であったこ

とだけでなく、人材の育成が後手に回っ

ていたことなど、本格的なサイバー攻撃

に対する準備が十分でなかったと認識

し、今中長期計画期間を通じて以下のと

おり総合的な対策を徹底した。その結

果、JAXAの情報セキュリティ対策につい

ては、重大なインシデントを発生させな

い水準に達し、前中期に比し、顕著な成

果を得た。 

①対策システムを構成も含めて見直し、

外部からの攻撃メールが今中長期計

画期間中に 11 倍以上に増加したにも

関わらず、職員の手元への着信数を

1/30に減少させるなど、セキュリティ

リスクを大幅に低減した。 

②単に開封しないだけでなく初動動作

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○今中長期計画期

間中、改正通則法

を踏まえ、内部統

制システムを構

築し、PDCAサイク

ルを確実に実施

した。 

 

○サイバー攻撃が

激増する中、特

に、前中期と比べ

て格段に巧妙化

した攻撃に対し、

これまでウイル

スの検出手段も

高度化されるな

どの対策を講じ、

重大なインシデ

ントを発生させ

ずに対応できて

いる。中長期計画

期間にわたって、

新たな未知のウ

イルス検体を独

自で発見する技

術を段階的に構

築し、未知のウイ

ルス発見時には、

セキュリティ専

門機関等に情報

評定 B 評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画に定められたとおり、概

ね着実に業務が実施されたと認めら

れた。 

自己評定では A評定であるが、今後

の課題・指摘事項の欄に示す点につい

て、さらなる改善を期待したい。 

 

＜評価すべき実績＞ 

１．情報セキュリティ 

○今中長期目標期間中に外部からの

攻撃メールが 11 倍以上に増加した

にもかかわらず、情報セキュリティ

対策を徹底的に行ったことにより

重大なインシデント（情報流出）を

発生させなかった。さらに、新たな

未知のウイルス検体までも独自に

発見する技術を獲得・構築し、未知

のウイルス発見時にはセキュリテ

ィ専門機関に情報提供し、国全体の

セキュリティ対策に資する取組ま

で行っていることは、高く評価でき

る。 

 

２．プロジェクト管理 

○一定の成果を残したものの短期間

での X線天文衛星「ひとみ」（ASTRO-

H）ミッションの喪失があり、プロ

ジェクト管理に課題があることが

判明した。当該事象への反省を生か

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照ら

し、成果等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、成

果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務

運営がなされているため。 

なお、自己評価では A評定であるが、今後の課題・指摘事項に

記載のとおり、情報セキュリティに関する取組などで成果がある

ものの、プロジェクトマネジメントにおける ASTRO-Hや SS520-4

号機の失敗を受けた信頼性向上策は途上であると考えられ、以上

のことなどを総合的に勘案し、B評定とした。 

元理事による収賄疑惑については、司法による判断を待たなけ

ればならないとはいえ、事実とすれば機構の信用を損なう行為で

あり、それを防止できなかった内部統制の仕組みに不十分なとこ

ろはなかったのか徹底した検証と再発防止が必要である。 

 

＜評価すべき実績＞ 

１．情報セキュリティ 

○今中長期目標期間中に外部からの攻撃メールが 11 倍以上に増

加したにもかかわらず、情報セキュリティ対策を徹底的に行っ

たことにより重大なインシデント（情報流出）を発生させなか

った。さらに、新たな未知のウイルス検体までも独自に発見す

る技術を獲得・構築し、未知のウイルス発見時にはセキュリテ

ィ専門機関に情報提供し、国全体のセキュリティ対策に資する

取組まで行っていることは、高く評価できる。 

 

２．プロジェクト管理 

○一定の成果を残したものの短期間での X線天文衛星 ASTRO-Hミ

ッションの喪失があり、プロジェクト管理に課題があることが

判明した。当該事象への反省を生かし、全社的に再発防止策や

教訓を水平展開するとともにプロジェクト業務の進め方の改
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（２）プロジェク

ト管理 

機構が実施する

プロジェクトにつ

いては、経営層の

関与したマネジメ

ントの体制を維持

する。プロジェク

トの実施に当たっ

ては、担当部門と

は独立した評価組

織による客観的な

評価により、リス

クを明らかにし、

プロジェクトの本

格化の前にフロン

トローディングに

よりリスク低減を

図るとともに、計

画の実施状況を適

切に把握し、計画

の大幅な見直しや

中止をも含めた厳

格な評価を行った

上で、その結果を

的確にフィードバ

ックする。また、計

画の大幅な見直し

や中止が生じた場

合には、経営層に

おける責任を明確

化するとともに、

原因の究明と再発

防止を図る。 

 

（３）契約の適正

化 

「独立行政法人

整理合理化計画」

を踏まえ、機構の

締結する契約につ

いては、原則とし

て一般競争入札等

によることとす

る。また、「独立行

政法人における調

達等合理化の取組

の推進について」

（平成 27 年５月

25 日総務大臣決

定）に基づく取組

を着実に実施する

こととし、「調達等

合理化計画」に沿

って、公正性・透明

性を確保しつつ合

理的な調達を推進

理 

機構が実施するプ

ロジェクトについて

は、経営層の関与した

マネジメントの体制

を維持する。プロジェ

クトの実施に当たっ

ては、担当部門とは独

立した評価組織によ

る客観的な評価によ

り、リスクを明らかに

し、プロジェクトの本

格化の前にフロント

ローディングにより

リスク低減を図ると

ともに、計画の実施状

況を適切に把握し、計

画の大幅な見直しや

中止をも含めた厳格

な評価を行った上で、

その結果を的確にフ

ィードバックする。ま

た、計画の大幅な見直

しや中止が生じた場

合には、経営層におけ

る責任を明確化する

とともに、原因の究明

と再発防止を図る。 

 

（３）契約の適正化 

「独立行政法人整

理合理化計画」を踏ま

え、契約については、

原則として一般競争

入札等によることと

する。また、「独立行

政法人における調達

等合理化の取組の推

進について」（平成 27

年 5 月 25日総務大臣

決定）に基づく取組を

着実に実施すること

とし、「調達等合理化

計画」に沿って、公正

性、透明性を確保しつ

つ合理的な調達を推

進する。「調達等合理

化計画」の実施状況を

含む入札及び契約の

適正な実施について

は、監事による監査を

受ける。また、「調達

等合理化計画」の実施

状況を Web サイトに

て公表する。 

また、契約の履行に

関しては、履行におけ

る不正を抑止するた

し、プロジェクトの本格

化の前にフロントロー

ディングによりリスク

低減を図るとともに、計

画の実施状況を適切に

把握し、計画の大幅な見

直しや中止をも含めた

厳格な評価を行った上

で、その結果を的確にフ

ィードバックする。 

４．計画の大幅な見直しや

中止が生じた場合には、

経営層における責任を

明確化するとともに、原

因の究明と再発防止を

図る。 

 

［契約の適正化］ 

５．「独立行政法人整理合

理化計画」を踏まえ、契

約については、真にやむ

を得ないものを除き、原

則として一般競争入札

等によることとする。 

６．「独立行政法人におけ

る調達等合理化の取組

の推進について」（平成

27年 5月 25日総務大臣

決定）に基づく取り組み

を着実に実施すること

し「調達等合理化計画」

に沿って、公正性、透明

性を確保しつつ合理的

な調達を推進する。 

７．「調達等合理化計画」の

実施状況を含む入札及

び契約の適正な実施に

ついては、監事による監

査を受ける。 

８．「調達等合理化計画」の

実施状況を Web サイト

にて公表する。 

９．契約の履行に関して

は、履行における不正を

抑止するため、過大請求

の抑止と早期発見のた

めの取組、契約制度の見

直し等、契約相手先との

関係を含め、機構におけ

る契約管理体制の見直

しを含めた抜本的な不

正防止策を講じる。 

まで含め徹底した職員教育を行うと

ともに、一つ一つのアラートの原因を

突き止め、きめ細かく対策を施す地道

な活動を通じて、外部サービスだけに

頼らない JAXA 独自の監視能力を向上

した。 

（２）また、ウイルス検体の発見数につい

ては、年間 1,000件以上の水準に達して

おり、これをセキュリティ専門企業・関

係機関に脅威情報として水平展開する

など、一組織の活動に留まらないセキュ

リティ事案を縮減させる国全体の取組

みに貢献した（なお、単独組織の検体提

供数としては、当該セキュリティ専門企

業の国内顧客の中で第1位との報告を受

けている）。 

 

３．プロジェクト管理 

（１）ASTRO-H運用異常に対する原因究明、

再発防止策、水平展開、および JAXA 全

体のプロジェクト業務の改善 

①27 年度に発生した ASTRO-H 運用異常

に対し、3ヶ月という短期間で直接原

因・背後要因の特定、及び対応策の立

案を実施した。 

②ASTRO-H 以外のプロジェクトについ

て、水平展開及び総点検を実施し、上

記直接原因・背後要因の確認を含めた

網羅的な確認に取り組むことにより、

プロジェクトの確実性を向上させ、順

調な成果創出に貢献した。 

③さらに、上記運用異常をきっかけとし

て、JAXA全体のプロジェクトマネジメ

ントを見直すこととし、 (a) プロジ

ェクトの確実な実施に向けた仕組み

の再構築、(b) プロジェクトが提供す

る価値の向上に向けた仕組みとリス

ク低減に向けた仕組みを再構築し、実

際のプロジェクトに対し適用を開始

した。 

 

４．契約の適正化 

（１）27年度より、組織横断的かつ若手職

員を中心として、研究開発成果の最大化

に資する調達プロセスの見直しを行っ

てきた。 

①調達企画機能の強化(研究者・技術者

と調達部門が調達プロセスの上流段

階から協働する)により、JAXA内では

手戻りの削減等、企業からは契約手続

きスケジュールの短縮が可能となり、

内外から肯定的評価が得られている。 

②対話型選定方式(競争手続きの中で候

補者と対話することで、より良い提案

を引き出し、より質の高い調達を実現

する)を試行した。試行後の競争参加

者を対象としたアンケートでは「文書

よりも情報量が多く、表現の難しい内

を提供する技術

水準まで至った。 

 

○平成 27(2015)年

度の X線天文衛星

「 ひ と み 」

(ASTRO-H)運用異

常においては、衛

星の運用を断念

する結果に至っ

たものの、その

後、理事長を長と

する対策本部の

下で原因究明、再

発防止策の設定

等に取り組んだ。

さらに、同事故を

契機に 10 年前に

確立した JAXA 全

体のプロジェク

トマネジメント

をさらに強化し、

プロジェクトの

確実な実施とプ

ロジェクトが提

供する価値の向

上をもたらす仕

組みを構築・運用

することで、次期

中長期に向けた

プロジェクトの

確実性の向上と

プロジェクト成

果の付加価値向

上を両立が期待

される。調達企画

機能の強化、対話

型選定方式及び

調達手続きの一

部をアウトソー

シングする取組

は、JAXAプロジェ

クトの社内調整

に掛かる時間の

短縮と企業選定

の正確性の向上

により、より質の

高い調達につな

がることが期待

され、今中長期計

画期間末までに

成果創出が見込

まれる。 

 

○なお、中長期計画

上 、 27 年 度 の

ASTRO-H のミッシ

ョン喪失を除き、

し、全社的に再発防止策や教訓を水

平展開するとともにプロジェクト

業務の進め方の改善を行った。これ

らの対応により、今後のプロジェク

トが確実に実施されることが期待

される。 

 

３．契約の適正化 

○契約手続きは中長期目標や調達等

合理化計画に沿って着実に進めら

れたと評価できる。 

 

○上記に加え、積極的な取組として、

組織横断的かつ若手職員を中心に

調達プロセスの見直しを行い、調達

企画機能の強化や対話型の選定方

式の新規導入、調達手続きのアウト

ソーシング化による効率化を行っ

た。これらにより、JAXAの調達機能

の向上が見込まれ、将来的な成果の

創出が期待される。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○プロジェクト管理については全社

的に新手法や新たな考え方が浸透

しているかを確認するかとともに、

当該取組が実際に安全性や信頼性

の確保・向上、プロジェクト運営の

合理化・効率化に繋がっているか確

認する必要がある。 

 

○プロジェクト管理の強化は、H3 ロ

ケットプロジェクトにおいて真価

が問われる。JAXAのみならず、プラ

イム企業、さらに多くの参加企業も

含めた総合的なプロジェクト管理

が要求される。次期目標期間の最重

要プロジェクトなので万全な体制

で推進することが望まれる。 

 

○プロジェクトの外部評価のフィー

ドバックが有効に機能しているか

（実活動に生かされているか）どう

かを見ていく必要がある。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○「ひとみ」のミッション喪失という

事案に対し、JAXA 全体のプロジェ

クト業務の改善に着手し、対策内容

を水平展開し、マネジメント強化に

取り組んでいることは評価できる。 

 

○情報セキュリティ及び契約の適正

化は、再発防止が図られており、高

く評価できる。 

 

○一方、プロジェクト管理、特に安全・

信頼性は実績を積み重ねて評価す

善を行った。これらの対応により、今後のプロジェクトが確実

に実施されることが期待される。 

 

３．契約の適正化 

○契約手続きは中長期目標や調達等合理化計画に沿って着実に

進められたと評価できる。 

 

○上記に加え、積極的な取組として、組織横断的かつ若手職員を

中心に調達プロセスの見直しを行い、調達企画機能の強化や対

話型の選定方式の新規導入、調達手続きのアウトソーシング化

による効率化を行った。これらにより、JAXAの調達機能の向上

が見込まれ、将来的な成果の創出が期待される。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○情報セキュリティにおいては、第 2期中期期間に発生した重大

な事案に対する対策に取り組み、他機関を上回る水準に達し、

顕著な成果と判断できる。一方、JAXAのミッションを確実に果

たす為に重要な管理項目であるプロジェクト管理においては、

中期期間中の 2度の失敗（ASTRO-H、SS520-4号機）を踏まえる

と、信頼性確立は途上段階であること、などの要素を総合的に

勘案し B評定が妥当である。 

 

○プロジェクト管理については全社的に新手法や新たな考え方

が浸透しているかを確認するかとともに、当該取組が実際に安

全性や信頼性の確保・向上、プロジェクト運営の合理化・効率

化に繋がっているか確認する必要がある。 

 

○プロジェクト管理の強化は、H3 ロケットプロジェクトにおい

て真価が問われる。JAXAのみならず、プライム企業、さらに多

くの参加企業も含めた総合的なプロジェクト管理が要求され

る。次期目標期間の最重要プロジェクトなので万全な体制で推

進することが望まれる。 

 

○見直しが行われたプロジェクト管理については、具体的なプロ

ジェクト遂行において、PDCAによる不断の点検評価・改善を行

うとともに、適切に遂行できているかを随時確認する必要があ

る。また、プロジェクトの分類とマネジメントレベルについて

は、適時の見直し・改訂が必要である。 

 

○新たなプロジェクト管理が、効率的かつ確実なものとなった

か、PDCAによる不断の点検評価・改善を行っていただきたい。

また、プロジェクト管理の見直しに伴う調達形態や契約内容等

の見直しにおいても、世界の先進的宇宙活動国における調達や

契約の水準に合致したものとなるよう、継続的な対応を期待す

る。 

 

○プロジェクトの外部評価のフィードバックが有効に機能して

いるか（実活動に生かされているか）どうかを見ていく必要が

ある。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○新たな施策については、きちんと評価しながら、必要があれば

修正もしつつ、より適切に行うことが望まれる。 

 

○引き続き、プロジェクト管理の改革について職員の理念の浸透

を図る必要がある。 

 

＜その他特筆すべき事項＞ 
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する。「調達等合理

化計画」の実施状

況を含む入札及び

契約の適正な実施

については、監事

による監査を受け

る。また、「調達等

合理化計画」の実

施状況を Web サイ

トにて公表する。 

また、機構が締

結した契約の履行

に関しては、履行

における不正を抑

止するため、契約

相手先との関係を

含め、機構におけ

る契約管理体制の

見直しを含めた抜

本的な不正防止策

を講じる。 

め、過大請求の抑止と

早期発見のための取

組、契約制度の見直し

等、契約相手先との関

係を含め、機構におけ

る契約管理体制の見

直しを含めた抜本的

な不正防止策を講じ

る。 

 

容にも対応できる」等の回答を得てお

り、企業選定の正確性向上に寄与する

仕組みが構築できた。 

③調達企画機能の強化等の円滑な実施

に向け、専門知識を持つ調達関係職員

の工数確保を図り、調達手続きの一部

をアウトソーシングすることとし、29

年度から実施すべくアウトソーシン

グ業務の調達を開始した。 

  

特にプロジェクトマネジメントにつ

いては、中期計画当初の契約業務では、

契約に係る事務処理のみでプロジェク

トとの関係が薄かったが、中期末におい

ては、契約業務を調達業務に移行し、プ

ロジェクトにおける調達活動の計画立

案時から調達部門が主体的に参画し、プ

ロジェクトの特性によって定める個別

契約書による契約を初めて行い、JAXAの

要求を正確に理解し契約履行できる相

手方を選定する仕組みを実行に移し、プ

ロジェクトの確実な実施に調達面から

貢献した。 

   

（２）加えて、約 140件のプリンターや複

合機等の出力機器について、機器の調

達、保守、運用までを一括して請け負う

「サービス調達」方式を導入した。5 年

間で約5億円の調達コスト削減が見込ま

れる。 

 

29(2017) 年 度 ま

でに予定した業

務は全て実施し、

中長期⽬標を達

成した。 

 

ることが重要であり、１年間の取組

で評価できるものではない。 

SS-520-4 号機の実験失敗の原因究

明結果等を踏まえ、今後も引き続き

信頼性の確保に努めていくことが

重要である。 

 

○「ひとみ」の喪失事案を起点として、

組織全体のプロジェクト管理の体

制を改善した点は評価できるが、新

体制が機能するかどうかは今後引

き続き注視していく必要がある。 

 

○「ひとみ」の喪失事案以外の部分に

おいては、組織改編や民間との関係

の確立などが適切に進められてい

る。 

 

＜その他特筆すべき事項＞ 

○第３期中長期目標期間中における

会計検査院による指摘事項につい

て、対応状況を以下の通り確認し

た。 

 

○平成 28 年度会計検査院による指摘

事項（処置済）（平成 28年度評価書

より抜粋） 

「電子ジャーナルの購読契約を締

結するに当たり、過去の利用実績を

参考にするなどして、利用見込みに

応じて PPV（閲覧回数ごとに課金）

方式を利用する電子ジャーナルを

選定することにより、購読料金の節

減を図るよう改善させたもの

（1,042 万円）」について指摘され

たものの、以下の方針により処置を

行い、処置済みとしたことを確認し

た。 

・購読契約種別の選定に当たっては、

利用者の要望及び過去のダウンロ

ード数等を参考にするなどして、

PPVによる方式が経済的になるもの

は原則として PPV方式を導入する。 

・電子ジャーナルの各種利用条件が

年間購読と PPV 方式では異なるこ

とから、研究開発等の業務に支障が

及ばないことを前提として、購読料

金の支払が経済的なものとなるよ

う検討を行う。 

 

○第３期中長期目標期間中における会計検査院による指摘事項

に関して、対応状況を以下の通り確認した。 

 

○平成 28 年度会計検査院による指摘事項（処置済）（平成 28 年

度評価書より抜粋） 

「電子ジャーナルの購読契約を締結するに当たり、過去の利用

実績を参考にするなどして、利用見込みに応じて PPV（閲覧回

数ごとに課金）方式を利用する電子ジャーナルを選定すること

により、購読料金の節減を図るよう改善させたもの（1,042万

円）」について指摘されたものの、以下の方針により処置を行

い、処置済みとしたことを確認した。 

・購読契約種別の選定に当たっては、利用者の要望及び過去のダ

ウンロード数等を参考にするなどして、PPVによる方式が経済

的になるものは原則として PPV方式を導入する。 

・電子ジャーナルの各種利用条件が年間購読と PPV方式では異な

ることから、研究開発等の業務に支障が及ばないことを前提と

して、購読料金の支払が経済的なものとなるよう検討を行う。 

 

○平成 29 年度会計検査院による指摘事項（処置済）（平成 29 年

度評価書より抜粋） 

「X線天文衛星 ASTRO-Hの事故の教訓を踏まえて、打上げ前審

査において、人工衛星の打上げ後に契約の相手方による検証作

業が行われたかの確認を含む人工衛星の運用に係る作業手順

が作成されているかなどについての確認を徹底することによ

り、今後、人工衛星の打上げ後に、契約の相手方が新たなコマ

ンドを作成する必要が生じた場合であっても、人工衛星の運用

に重大な影響を生じさせないよう改善させたもの（指摘の背景

となった ASTRO-Hの開発等に係る支出額（支出）318億 3257万

円、打上げ後に作成された新たなコマンドについて、検証作業

が行われたかの確認を行う取扱いとしていなかった初期運用

支援に係る契約金額相当額（支出）3130万円）」について指摘

されたものの、以下のとおり処置を行い、処置済みとしたこと

を確認した。 

 

・JAXAは、事故直後から対策本部を立ち上げ、プロジェクト改革

に着手した。会計検査院からの改善要求に基づき、平成

29(2017)年 9 月に、技術資料「プロジェクトにおける LL チェ

ックリスト(BDB-14017)」を改訂し、JAXA内に周知した。 

・改訂内容は、「運用内容の地上での事前検証の徹底」の項目を

追加した。具体的には、ASTRO-H事故を踏まえ、人的ミスによ

るミッション喪失を防ぐため、運用準備に係る教訓を取り込ん

でいることを開発完了審査で審査することとした。 

・これにより、今後、人工衛星の打上げ後に、契約の相手方が新

たなコマンドを作成する必要が生じた場合であっても、人工衛

星の運用に重大な影響を生じさせないよう処置を講じた。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－２ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重

要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―２ 柔軟かつ効率的な組織運営 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する政策評価・行政事業

レビュー 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0291 

※文部科学省のもの 

 

２．主要な経年データ 

 

評価対象となる指標 達成目標 

基準値等 

（前中期目標期間

最終年度値等） 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

- - - - - - - - - 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 

主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 ２．柔軟かつ効率

的な組織運営 

貴重な財政資源

を効率的かつ効果

的に活用し、理事

長のリーダーシッ

プの下、研究能力

及び技術能力の向

上、及び経営・管理

能力の強化を図

り、事業の成果の

最大化を図る。ま

た、責任と裁量権

を明確にしつつ、

柔軟かつ機動的な

業務執行を行うと

ともに、効率的な

業務運営を行う。 

２．柔軟かつ効率

的な組織運営 

貴重な財政資源

を効率的かつ効果

的に活用し、理事

長のリーダーシッ

プの下、研究能力

及び技術能力の向

上、及び経営・管理

能力の強化を図

り、事業の成果の

最大化を図る。ま

た、責任と裁量権

を明確にしつつ、

柔軟かつ機動的な

業務執行を行うと

ともに、効率的な

業務運営を行う。 

【主な評価指標】 

中長期計画の達成に向

けた、各年度の業務運

営に関する計画の達成

状況等 

 

１．貴重な財政資源を

効率的かつ効果的に

活用し、理事長のリ

ーダーシップの下、

研究能力及び技術能

力の向上、及び経営・

管理能力の強化を図

り、事業の成果の最

大化を図る。 

２．責任と裁量権を明

確にしつつ、柔軟か

つ機動的な業務執行

を行うとともに、効

率的な業務運営を行

う。 

１．新生 JAXA理念(経営理念及び行動宣言)及びコーポレートスローガン

を策定し公表するとともに、内部統制の仕組みを強化し、理念を実現

しつつある。 

（１）全社横断の検討チームの検討や職員と理事長との直接対話を経て、

新生 JAXA 理念(経営理念及び行動宣言)及びコーポレートスローガン

を策定(平成 25年 10月)して公表、社会に JAXAの決意を示した。 

（２）経営層が定める経営・事業方針をもとに基幹職が組織目標と個人

目標を設定する仕組みとし、経営視点及び個人視点両面からの PDCAの

仕組みを強化し理念を浸透させた。 

（３）その効果として、今中期計画期間中は、「国際競争力の向上」とい

った活動方針を職員に浸透させ、結果として、基幹ロケットの連続成

功、有人宇宙活動や航空技術の進展など、我が国のプレゼンスの向上

に貢献した。 

 

２．組織体制の再編による技術力及びミッション企画機能の強化、及び 

（１）高度化、複雑化した宇宙機システムに対応するため、全社の力が

結集するように本部制を改める大規模な組織再編を行うとともに、ミ

ッション企画機能を強化した(平成 27年 4月)。これにより次期基幹ロ

ケット(H3)、次期技術試験衛星(技術試験衛星 9 号機)の開発体制を確

立した。プライム企業選定にあたっては、国際競争力獲得に主体的に

かかわる企業を選定し、共同してミッション要求を設定した。 

（２）「研究開発部門」を 4 領域(主として電気系、機械系、ソフトウェ

ア系及び宇宙輸送領域)に大くくり化(平成 27 年 4 月)するとともに、

拠点横断的な位置づけとし、JAXA内外の連携を促進した。さらに、開

発部門の協力のもと研究戦略を策定(平成 28年 3月)し、研究開発の方

向性をさだめ、効果的効率的に研究を進める体制を整えた。 

（３）将来の国際宇宙探査計画に向けて、宇宙探査技術の研究開発を産

学共同で実施する、開かれた拠点として設置(平成 27年 4月)した「宇

宙探査イノベーションハブ」においては、平成 27年度に国立研究開発

法人科学技術振興機構(JST)のオープンイノベーションハブ構築支援

事業に応募し採択され、今中期期間中に 54件の研究課題を採択した。

成果を事業化につなげるために外部の専門家を招聘し、知財規程を新

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○理事長主導で経営理

念及び行動宣言を示

して内外に JAXA の方

向性を明らかにする

ととともに、その実現

のための組織構造改

革を実施したことで、

プロジェクトの達成

に加えて、外交・安全

保障分野や、宇宙・航

空分野以外の機関と

の協力、連携が進ん

だ。 

 

○組織構造改革と合わ

せ人事制度改革や働

き方改革により職員

の意識改革が進み、効

率的な業務運営を行

った。 

 

○なお、中長期計画上、

平成 29(2017)年度ま

でに予定した業務は

全て実施し、中長期⽬
標を達成した。 

 

評定 A 評定 A 

＜評定に至った理由＞ 

○評価すべき実績の欄に示すとおり、

中長期計画に定められた以上の業

務の進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○政府の安全保障政策、外交政策等に

柔軟に組織として対応してきたこ

となど、高く評価できる。 

 

○宇宙輸送システムや宇宙科学研究

所などの各本部に散っていた研究

開発機能を集約化し、研究開発部門

を設置し、研究開発能力の集中的強

化を図った。これは JAXA 創設以来

最大の構造改革であり、単年度では

成果が見えにくい施策であるが、将

来的に顕著な成果が期待される。 

 

○今中長期計画中に追加された JAXA

の新たな役割や新たな事業を認識

して、今までの JAXA に足りないも

のを補うために、クロスアポイント

制度を導入し、外部人材の登用を進

めた。これにより既存の JAXA に足

りない能力・技術を補う機動的な業

務執行が行えるようになり、将来的

に顕著な成果の創出が期待される。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発

法人の中長期目標等に照らし、成果

等について諸事情を踏まえて総合

的に勘案した結果、顕著な成果の創

出や将来的な成果の創出の期待等

が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○政府の安全保障政策、外交政策等

に柔軟に組織として対応してき

たことなど、高く評価できる。 

 

○宇宙輸送システムや宇宙科学研

究所などの各本部に散っていた

研究開発機能を集約化し、研究開

発部門を設置し、研究開発能力の

集中的強化を図った。これは JAXA

創設以来最大の構造改革であり、

単年度では成果が見えにくい施

策であるが、将来的に顕著な成果

が期待される。 

 

○今中長期計画中に追加された

JAXA の新たな役割や新たな事業

を認識して、今までの JAXA に足

りないものを補うために、クロス

アポイント制度を導入し、外部人

材の登用を進めた。これにより既

存の JAXA に足りない能力・技術
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設した。加えて、航空安全技術の分野において、産学官 22機関(8企業

／4研究所／10大学)の間で WEATHER-Eyeコンソーシアムを構築した。

これらの取り組みについては、JSTによる平成 29年度中間評価によっ

て「着実な進捗があり、十分なイノベーションの構築が期待できる。」

とされ総合評価として「A」評価を受けた(S～Dの 5段階評価の上から

2番目)。 

（４）国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO)、独

立行政法人国際協力機構(JICA)などの非宇宙分野の機関と連携し、成

果を社会へ還元しつつある。また、ヤクルト社や光通信分野など非宇

宙分野との連携や、研究協力が進んだ。 

 

３．安全保障分野への貢献 

（１）平成 26年 3月に、防衛省技術研究本部(現：防衛装備庁)との包括

連携協定を締結し、宇宙分野で初めて研究協力を開始するとともに、

人事交流を定常的なものとした。さらに、連携拡大の結果、初の防衛

省との協力衛星に取り組むこととなった。 

 

４．JAXA全体のプロジェクト業務の改善 

（１）X線天文衛星「ひとみ」(ASTRO-H)異常事象を受けて、理事長主導

の下、組織の総力を挙げて、迅速かつ確実に、技術的な原因究明を行

ったことにとどまらず、以降のプロジェクトに係る全社点検の実施や、

内部統制上の実施状況を調査した。これにより抽出した課題とその対

策を踏まえ、民間企業との役割分担を明確化するとともに、あらかじ

めリスクを識別して確実にプロジェクトを成功に導く環境を整備し、

技術能力の向上を図った。 

 

５．人事制度改革及び働き方改革 

（１）生み出した成果(価値)に応じて評価・処遇する基幹職人事制度を

新たに運用し、経営・事業方針等に沿って、期初に基幹職の役割・責任

を踏まえた個々の目標設定を行い、目標共有しながら業務運営を進め

たことで、より付加価値の高い成果を創出する仕組みに見直した。 

（２）高度な専門技術を有する人材をより柔軟に受け入れるためのクロ

スアポイントメント制度に関し、原則相手機関のルールを基準とでき

る給与支給方法の見直し等の改善を行ったことにより、外部人材を 14

名登用できた。(民間企業 5名、大学 8名、研究機関 1名) 

（３）業務の遂行手段や方法、時間に縛られない環境で成果を創出する

ことを狙いとして、教育職を対象に専門業務型裁量労働制を導入した。 

（４）平成 25(2013)年度から文部科学省の補助金を得て「男女共同参画

推進」を行ってきたがこの活動を総括・評価し、28(2016)年 4 月から

「女性活躍の推進」と「ワーク・ライフ・バランスの実現」を 2 本柱

とする定常組織「ワーク・ライフ変革推進室」を立ち上げ、女性活躍促

進のための制度拡充、研修等による意識改革、残業削減の取り組みや、

業務改善による働き方の変革などに取り組んだ。 

 

これらの施策を通じ、職員が価値の高い成果を、効率的に生み出す環

境への意識改革が進み、柔軟かつ効率的な業務運営を行った。 

 

○イノベーションマインドの醸成は

重要であるため、一部の職員だけで

はなく広く JAXA 職員全員がそのよ

うなマインドを持つような取組を

実施することが望まれる。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○年度単位での成果は見えにくいが、

全体として、JAXA 法の改正や宇宙

基本計画策定などの環境変化に対

し、理事長の強いリーダーシップの

下、中長期目標期間を通じて体制を

変革してきたことは高く評価でき

る。 

 

 

を補う機動的な業務執行が行え

るようになり、将来的に顕著な成

果の創出が期待される。 

 

○29年度には、プロジェクトが行う

調達に係る方針、調達マネジメン

ト計画の立案の支援を行うこと

を目的とした契約部から「調達

部」への改組、職員をより高付加

価値な業務に従事させることを

目指した管理業務改革への着手、

人事諸制度の変更などを通じ、労

働生産性の向上を図っており、柔

軟かつ効率的に組織の業務運営

を円滑に進める観点で顕著な実

績と認められる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○イノベーションマインドの醸成

は重要であるため、一部の職員だ

けではなく広く JAXA 職員全員が

そのようなマインドを持つよう

な取組を実施することが望まれ

る。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○A 評価が妥当。法人全体のマネジ

メントにおいて、27年４月の国立

研究開発法人への移行時に、本部

制を改め JAXA 全体でプロジェク

トを推進する組織再編に取り組

み、研究成果の最大化に向けた体

制を整えた。また、政府の安全保

障政策、外交政策等に対応するた

め、柔軟な組織運営を実施し、限

られたリソースの中、新たなに付

与された役割を着実に実施し、顕

著な成果を達成した。 

 

○政府・各省庁及び民間からの要請

や協業が拡大し、経営が複雑化す

ることに良く組織として対応し

ており、高く評価する。 

 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－２ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重

要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―３ 業務の合理化・効率化 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する政策評価・行政事業

レビュー 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0291 

※文部科学省のもの 

 

２．主要な経年データ 

 

評価対象となる指標 達成目標 

基準値等 

（前中期目標期間

最終年度値等） 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

- - - - - - - - - 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 

主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 ３．業務の合理化・効率

化 

限られた財源の中で

効率的かつ効果的に事

業を推進するため、民

間活力の活用や自己収

入の拡大を図るととも

に、関係府省との情報

交換等を通じ、事業内

容が重複しないように

配慮する。 

 

（１）経費の合理化・効

率化 

機構は、民間事業者

への委託による衛星運

用の効率化や、射場等

の施設設備の維持費等

を節減することに努め

る。また、業務の見直

し、効率的な運営体制

の確保等により、一般

管理費について、法人

運営を行う上で各種法

令等の定めにより発生

する義務的経費等の特

殊要因経費を除き、平

成24年度に比べ中長期

目標期間中に 15％以

上、その他の事業費に

３．業務の合理化・効率

化 

限られた財源の中で

効率的かつ効果的に事

業を推進するため、民

間活力の活用や、施設・

設備の供用、ISS等の有

償利用及び寄付の募集

等による自己収入の拡

大を図るとともに、関

係府省との情報交換等

を通じ、事業内容が重

複しないように配慮す

る。 

 

（１）経費の合理化・効

率化 

民間事業者への委託

による衛星運用の効率

化や、射場等の施設設

備の維持費等を節減す

ることに努める。また、

業務の見直し、効率的

な運営体制の確保等に

より、一般管理費につ

いて、法人運営を行う

上で各種法令等の定め

により発生する義務的

経費等の特殊要因経費

を除き、平成 24年度に

【主な評価指標】 

中長期計画の達成に向け

た、各年度の業務運営に関

する計画の達成状況等 

 

［経費の合理化・効率化］ 

１．民間事業者への委託に

よる衛星運用の効率化

へ向けた検討や、射場等

の施設設備の維持費等

を節減することに努め

る。 

２．新たな業務の追加又は

業務の拡充を行う場合

には、関係府省との情報

交換等を通じ、事業内容

が重複しないように配

慮しつつ、当該業務につ

いても同様の効率化を

図るものとする。 

３．国の資産債務改革の趣

旨を踏まえ、遊休資産の

処分等を進める。 

４．ISS 等の有償利用及び

寄付の募集等による自

己収入の拡大に努める。 

 

［人件費の合理化・効率

化］ 

５．給与水準について、国

経費の効率化・合理化に向け、以下に示す活動を進めた。 

（１）衛星運用の効率化に向けた取り組み 

①陸域観測技術衛星 2号「だいち 2号」(ALOS-2)の衛星運

用では、衛星運用とデータ配布を一体で民間事業者に委

託し、24 時間窓口業務の兼務などによる衛星運用に係

る人件費の削減効果を得ている。 

②また、開発中の先進光学衛星では、民間事業者が自己投

資により地上システムの開発から運用及び衛星データ

配布を行う新たな枠組みにより、さらなる効率化に向け

た取り組みを推進している。 

（２）射場等の施設設備維持費等の節減に向けた取り組み 

①JAXA の情報システム関連調達について、発注ロットを

見直すことにより、運用経費の節減を実現した。 

（a）システム運用業務について、汎用的な業務と専門的

業務を分離することにより競争性を強化した。 

（b）複合機等について JAXA 全体の需要を一括して調達

することにより、調達コストの節減に努めた。 

②筑波宇宙センターの追跡管制系施設設備において、3箇

所に分散している運用室を 1 箇所に統合・集約する改

修に取り組み、施設設備の維持費の節減や、共通作業の

統合による運用費の節減を図っている。 

③筑波宇宙センターにおける小型振動試験設備(18t 振動

試験設備及び 13.6t振動試験設備)の統合整理に取り組

み、消費電力や維持コスト等の節減に努めた。 

④種子島宇宙センターにおける、入退場システムの更新作

業として生体認証機能を導入することとした。これによ

り、打上げ時に各セキュリティエリアに配置する警備員

の減員が可能となり、設備の維持・運用費等の節減を図

っている。 

（３）一般管理費、事業費削減 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

中長期計画上、平

成 29(2017)年度まで

に予定した業務は全

て実施し、中長期目

標を達成した。 

 

 

評定 B 評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画に定められたとおり、概

ね着実に業務が実施されたと認められ

た。 

 自己評価では A 評定であるが、今後

の課題・指摘事項の欄に示す点につい

て、さらなる改善を期待したい。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○収入について、前期の 101 億円に対

して、今期（平成 28年度まで）には

3 倍以上となったことについて、受

託収入増の取組が実績となった点は

評価できる。 

 

○人件費の合理化・効率化についても

着実に進めたと評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○自己収入の拡大をはじめ、着実な運

営を実施したと評価する。 

 

○引き続き、自己収入の拡大に向けた

取組を行うことが期待される。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○次年度以降、可能な限り定量的な指

標設定が望まれる。 

 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法

人の中長期目標等に照らし、成果等に

ついて諸事情を踏まえて総合的に勘案

した結果、成果の創出や将来的な成果

の創出の期待等が認められ、着実な業

務運営がなされているため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○情報収集衛星関連を除く受託収入に

ついては、前期 101 億円に対し、今

期は 570 億円に増加し、特に、民間

等からの受託については、前期 60億

円に対し、今期は 199 億円を獲得す

し、3倍以上の増収に至った。また、

自己収入についても、24億円以上の

水準に至り、平成 24年度比で 2.5倍

以上となった。これらの実績は高く

評価できる。 

 

○人件費の合理化・効率化についても

着実に進めたと評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、受託収入・自己収入の拡

大に向けた取組を行うことが期待さ

れる。 

 

＜有識者からの意見＞ 
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ついては、平成 24年度

に比べ中長期目標期間

中に 5％以上の効率化

を図る。ただし、新たな

業務の追加又は業務の

拡充を行う場合には、

当該業務についても同

様の効率化を図るもの

とする。また、人件費に

ついては、次項に基づ

いた効率化を図る。な

お、国の資産債務改革

の趣旨を踏まえ、野木

レーダーステーション

について国庫納付する

等、遊休資産の処分等

を進める。 

 

（２）人件費の合理化・

効率化 

給与水準について

は、国家公務員の給与

水準を十分配慮し、手

当を含め役職員給与の

在り方について検証し

た上で、業務の特殊性

を踏まえた適正な水準

を維持するとともに、

検証結果や取組状況を

公表するものとする。

総人件費については、

政府の方針を踏まえ、

厳しく見直しをするも

のとする。 

比べ中長期目標期間中

に 15％以上、その他の

事業費については、平

成24年度に比べ中長期

目標期間中に 5％以上

の効率化を図る。ただ

し、新たな業務の追加

又は業務の拡充を行う

場合には、当該業務に

ついても同様の効率化

を図るものとする。ま

た、人件費については、

次項に基づいた効率化

を図る。なお、国の資産

債務改革の趣旨を踏ま

え、野木レーダーステ

ーションについて国庫

納付する等、遊休資産

の処分等を進める。 

 

（２）人件費の合理化・

効率化 

給与水準について

は、国家公務員の給与

水準を十分配慮し、手

当を含め役職員給与の

在り方について検証し

た上で、業務の特殊性

を踏まえた適正な水準

を維持するとともに、

検証結果や取組状況を

公表するものとする。

総人件費については、

政府の方針を踏まえ、

厳しく見直しをするも

のとする。 

 

家公務員の給与水準を

十分配慮し、手当を含め

役職員給与の在り方に

ついて検証した上で、業

務の特殊性を踏まえた

適正な水準を維持する

とともに、検証結果や取

組状況を公表する。 

６．総人件費見直しについ

て、政府の方針を踏ま

え、対応する。 

 

【定量的指標】 

○一般管理費の効率化（中

長期目標期間中に平成

24年度比 15%以上）*。 

○一般管理費以外の事業

費の効率化（中長期目標

期間中に平成 24 年度比

5%以上）。 

*：法人運営を行う上で各

種法令等の定めにより

発生する義務的経費等

の特殊要因経費を除く 

①一般管理費削減について効率化に努めた結果、平成

24(2012)年度に比べ中期目標期間中に 15％以上の効率

化を達成した。 

②新規に追加される業務、拡充業務を除くその他の事業費

については、24 年度に比べ中期目標期間中に 5%以上の

効率化を達成した。 

（４）国の資産債務改革の趣旨を踏まえた処置 

①野木レーダーステーション(種子島)については平成

25(2013)年 9月 30日付、第 2 期中期目標期間における

運営費交付金の精算収益化額に相当する額については

26(2014)年 3 月 31 日付、小笠原宿舎用地については

28(2016)年 2 月 23日付で文部科学省への国庫納付を完

了する。 

②また、内之浦宇宙センターの長坪退避室・川原瀬退避室

については 26 年 3 月 31 日付で肝付町へ無償譲渡、不

要となった実験用航空機については 27(2015)年 4 月 1

日付で(株)エアロスペースナガノと売買契約、準天頂衛

星初号機「みちびき」については 29(2017)年 2月 28日

付で内閣府へ無償譲渡を完了する等、処分を進めた。 

（５）受託収入・自己収入の拡大 

  情報収集衛星関連を除く受託収入については、2波長赤

外線センサの研究開発業務(防衛装備庁)、民生品を活用し

た宇宙機器の軌道上実証(経済産業省)、高感度ガンマ線カ

メラの開発(独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機

構)、燃料電池自動車及び水素供給インフラの規制・基準

等に係る研究開発(民間企業)、実験設備やスーパーコンピ

ュータ等の設備供与等の案件創出に取り組み、前中期計画

期間総計 101億円に対し、今中期計画期間(28年度までの

合計)は 570 億円へと増加に至った。特に、民間等からの

受託については、前中期計画期間総計 60 億円に対し、今

中期計画期間は 199億円を獲得するという、前中期計画期

間に対し 3倍以上の増収に至った。 

  国際宇宙ステーション(ISS)等の有償利用(例：「きぼう」

からの超小型衛星の有償放出等)、知財収入などにより自

己収入(※)の拡大に努めた。特に競争的資金等について

は、国立研究開発法人科学技術振興機構(JST)の「イノベ

ーションハブ構築支援事業」(最長 5年間、最大 4.5億円

／年)、防衛装備庁の「安全保障技術研究推進制度」(3年

間、最大 3,900 万円／年)が採択されるなど新規の獲得に

努めた結果、24億円以上の水準に至り、平成 24年度比で

2.5倍以上の水準まで達した。 

 

○合理化・効率化の指標は前中期目標

最終年度を基準として設定されてい

るが、業務の成果とのバランスを崩

さない目標値をどのように設定する

のかが引き続きの課題。効率化・合

理化することが何らかの評価に繋が

る（次目標値の緩和の許容など）よ

うなインセンティブも必要と考え

る。 

 

○収入の大幅な伸びは高く評価でき

る。 

 

○引き続き外部資金、自己収入の増加

を目指すことが重要。そのために必

要な制度や事業の改定・改革に積極

的に取り組んでいただきたい。 

 

○次年度以降、可能な限り定量的な指

標設定が望まれる。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 

 

  



76 

  

様式２－２－４－２ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重

要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―４ 情報技術の活用 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する政策評価・行政事業

レビュー 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0291 

※文部科学省のもの 

 

２．主要な経年データ 

 

評価対象となる指標 達成目標 

基準値等 

（前中期目標期間

最終年度値等） 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

- - - - - - -  - 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 

主な評価軸（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 ４．情報技術の活

用 

情報技術及び情

報システムを用い

て研究開発プロセ

スの革新及び業務

運営の効率化を図

り、プロジェクト

業務の効率化や信

頼性向上を実現す

る。 

また、財務会計

業務及び管理業務

に係る主要な業

務・システムにつ

いて、最適化計画

を実施し、同計画

に基づく業務の効

率化を実現する。 

このような取組

等により、管理部

門については、一

層の人員やコスト

の削減を図る。 

４．情報技術の活

用 

情報技術及び情

報システムを用い

て研究開発プロセ

スの革新及び業務

運営の効率化を図

り、プロジェクト

業務の効率化や信

頼性向上を実現す

る。 

また、平成 23年

度に改定・公表し

た「財務会計業務

及び管理業務の業

務・システム最適

化計画」を実施し、

業務の効率化を実

現する。 

このような取組

等により、管理部

門については、一

層の人員やコスト

の削減を図る。 

【主な評価指標】 

中長期計画の達成に向けた、各

年度の業務運営に関する計画

の達成状況等 

 

１．情報技術及び情報システム

を用いて一層の業務の効率

化、確実化及び信頼性向上を

図る 

２．平成 26 年度までの実績を

踏まえ、数値シミュレーショ

ンやソフトウェアエンジニ

アリングの情報技術を用い

て、研究開発のプロセスの革

新を目指し、プロジェクト等

への適用を進める。 

３．新たに導入する JAXA スー

パーコンピュータの整備を

引き続き行うとともに、維

持・運用を確実に行う。 

４．平成 23 年度に改定・公表

した「財務会計業務及び管理

業務の業務・システム最適化

計画」に基づき、申請業務の

効率化等の改善に取り組む。 

１．スーパーコンピュータ(スパコン)について、前中期では、ロケット・

航空分野を中心に活用してきたが、本中期では、新たな数値シミュレ

ーション技術を獲得したことで、研究開発プロセスを革新する活用が

進んだことから、平成 28(2016)年 4 月より新スパコンのフル稼動(約

3PFlops、旧型の約 20 倍の性能)を開始した。さらに、調布(スパコン

側)ー筑波(地球観測衛星データ保管側)間のネットワーク回線を増速

(1Gbps→10Gbps)し、地球観測等の大量のデータ授受を可能とした。 

 

２．JAXAの共通情報システムは、前中期まで、執務室の自席で利用する

ことを前提に整備・運用してきたが、世の中の IT技術の進展をとらえ、

本中期では、執務室の自席でできることは、在宅でも出張先でもでき

るように、共通情報システムの利便性向上(モバイル PC＋無線 LAN 環

境の向上、メール・グループウェアの刷新、電子決裁の拡大、個人用ス

トレージ容量の 25倍増(40GB→1TB)、Web会議システムの拡張)に取り

組み、平成 29(2017)年 1月から運用を開始したとともに、利用促進に

向けた機能改善を順次実施した。また、サーバ類については、セキュ

リティ等の理由で事業所内で保有すべきものを除き、全て、パブリッ

ククラウドサービスに移行し(約 100システム)、JAXA独自でバックア

ップサイトを整備・運用するよりもはるかに安価かつ短期間で、被災

時等の業務停止リスクを低減できた。 

 

３．また、前中期までは、JAXA向けに独自開発したものを維持・運用し

てきたが、世の中の IT 技術の進展により、汎用の IT サービスや業務

システムが充実してきたことから、本中期からは、積極的にそれらを

採用する方針に転換した。 

＜評定と根

拠＞ 

評定：B 

中長期計

画上、平成

29(2017) 年

度までに予

定した業務

は全て実施

し、中長期

⽬標を達成

した。 

 

評定 B 評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画に定められたと

おり、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められた。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○スーパーコンピュータの更

新を行い、培ってきた数値シ

ミュレーション技術を様々

な環境で応用できる環境を

整えた。これにより、将来的

な成果の創出が期待される。 

 

○共通情報システムの更新を

積極的に行い業務の生産性

向上に貢献した。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○情報セキュリティレベルを

確保しつつ、情報通信技術を

活用することにより、業務の

効率化をさらに進めていく

ことが期待される。 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長

期目標等に照らし、成果等について諸事情を踏

まえて総合的に勘案した結果、成果の創出や将

来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な

業務運営がなされているため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○スーパーコンピュータの更新を行い、培って

きた数値シミュレーション技術を様々な環

境で応用できる環境を整えた。これにより、

将来的な成果の創出が期待される。 

 

○共通情報システムの更新を積極的に行い業

務の生産性向上に貢献した。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○情報セキュリティレベルを確保しつつ、情報

通信技術を活用することにより、業務の効率

化をさらに進めていくことが期待される。 

 

＜有識者からの意見＞ 

－ 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－２ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重

要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ～Ⅶ 財務内容の改善に関する事項 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する政策評価・行政事業

レビュー 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0291 

※文部科学省のもの 

 

２．主要な経年データ 

 

評価対象となる指標 達成目標 

基準値等 

（前中期目標期間

最終年度値等） 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

- - - - - - - - - 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 

主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 Ⅳ．財務内容の改

善に関する事項 

固定的経費の節

減等による予算の

効率的な執行、競

争的資金や受託収

入等の自己収入の

増加等に努め、よ

り適切な財務内容

の実現を図る。な

お、自己収入の増

加に向けて、先端

的な研究開発成果

の活用等について

幅広く検討を行

う。 

また、毎年の運

営費交付金額の算

定に向けては、運

営費交付金債務残

高の発生状況にも

留意する。 

Ⅲ．予算（人件費の見積りを

含む。）、収支計画及び資金

計画 

固定的経費の節減等による

予算の効率的な執行、競争的

資金や受託収入等の自己収入

の増加等に努め、より適切な

財務内容の実現を図る。なお、

自己収入の増加に向けて、先

端的な研究開発成果の活用等

について幅広く検討を行う。 

また、毎年の運営費交付金

額の算定に向けては、運営費

交付金債務残高の発生状況に

も留意する。 

 

Ⅳ．短期借入金の限度額 

短期借入金の限度額は、282

億円とする。短期借入金が想

定される事態としては、運営

費交付金の受入れに遅延等が

生じた場合がある。 

 

Ⅴ．不要財産又は不要財産と

なることが見込まれる財産

がある場合には、当該財産

の処分に関する計画 

野木レーダーステーション

（鹿児島県西之表市安城字鹿

毛馬頭 3409-5 及び鹿児島県

西之表市安城字小畑尻 3366-

4 の土地を除く。）について

【主な評価指標】 

中長期計画の達成に向

けた、各年度の業務運

営に関する計画の達成

状況等 

 

１．固定的経費の節減

等による予算の効率

的な執行、競争的資

金や受託収入等の自

己収入の増加等に努

め、より適切な財務

内容の実現を図る。 

２．自己収入の増加に

向けて、先端的な研

究開発成果の活用等

について幅広く検討

を行う。 

３．毎年の運営費交付

金額の算定に向けて

は、運営費交付金債

務残高の発生状況に

も留意する。 

４．短期借入金の限度

額は、282 億円とす

る。 

５．野木レーダーステ

ーションについては

平成25年度に現物で

国庫納付する。小笠

原宿舎用地について

は、平成 27年度に現

Ⅲ．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

固定的経費の節減等による予算の効率的な執行、競争的資

金や受託収入等の自己収入の増加等に努め、適切な財務内容

を実現した。なお、自己収入については、国際宇宙ステーシ

ョン(ISS)等の有償利用(例：「きぼう」からの超小型衛星の

有償放出等)、知財収入などの拡大に努めた。特に競争的資

金等については、国立研究開発法人科学技術振興機構(JST)

の「イノベーションハブ構築支援事業」(最長 5 年間、最大

4.5億円／年)、防衛装備庁の「安全保障技術研究推進制度」

(3年間、最大 3,900万円／年)が採択されるなど新規の獲得

に努めた結果、24億円以上の水準に至り、平成 24年度比で

2.5倍以上の水準まで達した。 

 

Ⅳ．短期借入金の限度額 

国等への資金請求及び資金繰りを適切に実施し、平成 25

（2013）年度から 29(2017)年度まで、短期借入金の実績は

ない。 

 

Ⅴ．不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産があ

る場合には、当該財産の処分に関する計画 

１．中長期計画当初に計画された以下の処分案件について、

国庫納付が完了した。 

（１）野木レーダーステーション：平成 25年 9月 30日現物

納付 

（２）小笠原宿舎用地：平成 28年 2月 23日現物納付 

２．中長期計画当初に計画されていない以下の処分案件につ

いて、国庫納付が完了した。 

（１）第 2期中長期目標期間における運営費交付金の精算収

益化額に相当する額：平成 26（2014）年 3月 31日現物納

付 

 

Ⅵ．重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

中長期計画上、平成 28

（2016）年度までに予

定した業務は全て実施

し、中長期計画及び中

期⽬標は達成される見

込みである。 

評定 B 評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画に定められたとおり、概

ね着実に業務が実施されたと認められ

た。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○競争的資金の獲得が平成 24 年度比

で 2.3 倍となったことは、適切な自

己収入増加の取組の成果として、高

く評価できる。 

 

○予算の運用については適切に行った

と評価できる。 

 

＜その他特筆すべき事項＞ 

○第３期中長期目標期間中における会

計検査院による指摘事項について、

対応状況を以下の通り確認した。 

 

○平成 26 年度会計検査院による指摘

事項（処置済）（平成 27 年度評価書

より抜粋） 

１．指摘概要 

①引渡書の作成状況 

無償寄託等資産 283件（帳簿価額

計 72 億 8147万余円）中、受寄者等

へ資産を引き渡す際に引渡書を作成

していなかった資産が 44件（帳簿価

額計 12 億 3060 万余円）、引渡書は

作成しているが引渡条件を付記して

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法

人の中長期目標等に照らし、成果等に

ついて諸事情を踏まえて総合的に勘案

した結果、成果の創出や将来的な成果

の創出の期待等が認められ、着実な業

務運営がなされているため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○競争的資金の獲得が平成 24 年度比

で 2.5 倍以上の水準まで達したこと

は、適切な自己収入増加の取組の成

果として、高く評価できる。 

 

○予算の運用については適切に行った

と評価できる。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○引き続き外部資金、自己収入の増加

を目指すことが重要。そのために必

要な制度や事業の改定・改革に積極

的に取り組んでいただきたい。 

 

＜その他特筆すべき事項＞ 

○第３期中長期目標期間中における会

計検査院による指摘事項について、

対応状況を以下の通り確認した。 

 

○平成 26 年度会計検査院による指摘

事項（処置済）（平成 27 年度評価書
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は、独立行政法人通則法に則

して平成 25 年度に現物で国

庫納付する。また、小笠原宿

舎用地については、平成 27 

年度に現物で国庫納付する。 

 

Ⅵ．重要な財産を譲渡し、又

は担保に供しようとすると

きは、その計画 

不要財産として国庫納付を

しない野木レーダーステーシ

ョンの残余部分（鹿児島県西

之表市安城字鹿毛馬頭 3409-

5 及び鹿児島県西之表市安城

字小畑尻 3366-4の土地）につ

いては、平成 25 年度以降に

売却を行う。 

 

Ⅶ．剰余金の使途 

機構の実施する業務の充

実、所有施設の改修、職員教

育等の充実に充てる。 

 

物で国庫納付する。 

６．不要財産として国

庫納付をしない野木

レーダーステーショ

ンの残余部分につい

ては、平成 25年度以

降に売却を行う。 

７．剰余金が発生した

場合は、機構の実施

する業務の充実、所

有設備の改修、職員

教育等の充実に充て

る。 

その計画 

１．中長期計画当初に計画された以下の処分案件について、

譲渡が完了した。 

（１）野木レーダーステーション（不要財産として国庫納付

をしない残余部分）：平成 25年 7月 29日売買契約 

２．中長期計画当初に計画されていない以下の処分案件につ

いて、譲渡が完了した。 

（１）長坪退避室、川原瀬退避室：平成 26年 3月 31日無償

譲渡 

（２）次世代運用システム（DREAMS）技術実証用飛行機：平

成 27（2015）年 4月 1日売買契約 

（３）準天頂衛星初号機「みちびき」（QZS-1）：平成 29（2017）

年 2月 28日無償譲渡 

 

Ⅶ．剰余金の使途 

平成 25年度から 29年度まで、剰余金の実績はない。 

 

いなかった資産が 45件（帳簿価額計

12億 6847万余円）見受けられた。 

②無償寄託期間延長時の手続き 

無償寄託が行われていた 3会社 74

件（帳簿価額計 20 億 1960万余円）

中、36件（帳簿価額計 14億 6356万

余円）の期間延長の手続きが確認で

きなかった。 

２．JAXAによる改善処置 

平成 27 年 9 月、上記指摘に基づ

き、引渡書の作成、資産使用責任者

等に対する研修、資産取扱要領等の

改訂を行い、資産責任者が引渡書の

作成等を確認する体制を整備すると

ともに、無償寄託の期間を延長する

際、資産使用責任者は資産責任者の

承認を得ることとし、手続を明確に

する処置を講じた。 

３．会計検査院によるフォローアップ 

改善処置後のフォローアップ検査

においても新たな要処置事項は発生

していない。 

より抜粋） 

１．指摘概要 

①引渡書の作成状況 

無償寄託等資産 283件（帳簿価額

計 72 億 8147万余円）中、受寄者等

へ資産を引き渡す際に引渡書を作成

していなかった資産が 44件（帳簿価

額計 12 億 3060 万余円）、引渡書は

作成しているが引渡条件を付記して

いなかった資産が 45件（帳簿価額計

12億 6847万余円）見受けられた。 

②無償寄託期間延長時の手続き 

無償寄託が行われていた 3会社 74

件（帳簿価額計 20 億 1960万余円）

中、36件（帳簿価額計 14億 6356万

余円）の期間延長の手続きが確認で

きなかった。 

２．JAXAによる改善処置 

平成 27 年 9 月、上記指摘に基づ

き、引渡書の作成、資産使用責任者

等に対する研修、資産取扱要領等の

改訂を行い、資産責任者が引渡書の

作成等を確認する体制を整備すると

ともに、無償寄託の期間を延長する

際、資産使用責任者は資産責任者の

承認を得ることとし、手続を明確に

する処置を講じた。 

３．会計検査院によるフォローアップ 

改善処置後のフォローアップ検査

においても新たな要処置事項は発生

していない。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－２ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重

要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅷ―１ 施設・設備に関する事項 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する政策評価・行政事業

レビュー 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0291、0292 

※文部科学省のもの 

 

２．主要な経年データ 

 

評価対象となる指標 達成目標 

基準値等 

（前中期目標期間

最終年度値等） 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

- - - - - - - - - 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 

主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 １．施設・設備に

関する事項 

衛星等の確実

な打ち上げ及び

運用と、研究の

推進に必要な施

設・設備の更新・

整備を重点的・

計画的に実施す

る こ と に 努 め

る。 

１．施設・設備に関する事項 

平成 25 年度から平成 29 年度内に整備・更

新する施設・設備は次のとおりである。 

（単位：百万円） 

施設・設備の内容 予定額 財源 

宇宙・航空に関する

打ち上げ、追跡・管

制、試験その他の研

究開発に係る施設・

設備 

10,872 
施設整備

費補助金 

 

［注］金額については見込みである。 

【主な評価指標】 

中長期計画の達成に向

けた、各年度の業務運

営に関する計画の達成

状況等 

 

１．宇宙・航空に関する

打ち上げ、追跡・管

制、試験その他の研

究開発に係る施設・

設備に関する計画の

整備・更新の進捗は

順調か。 

１．ロケットのオンタイム打ち上げを支え

るリスク低減 

 山間部に立地する事業所の自然災害リス

ク(土砂災害)に対し予防保全を推進し、特

に、種子島宇宙センターと内之浦宇宙空間

観測所の JAXA保有道路について調査・計測

と予防保全を集中的に実施した。 

 ロケット搬送路への対策を集中的に実施

したことで、近隣都道府県では年平均 60件 

以上(29 年度は全国で過去 10 年で最多の発

生件数を記録)の土砂災害が発生する中、打

上げ作業の支障となる土砂災害の発生を 0

件に抑止し、28(2016)年度に 5ヶ月間に 5機

連続打上げ、29(2017)年度に過去年度最大

機数(年 6 機)の打上げを含む、今中期計 22

機のオンタイム打ち上げに大きく貢献し

た。 

 なお、全 JAXA事業所の自然災害対策費用

は、前中期比で 35％減少した。 

 

２．施設・設備の整備を通じた業務課題の改

善 

調布航空宇宙センター2m×2m 遷音速風洞

試験設備は、設備から生じる騒音のために

20 年間以上運転が制限されていた。この課

題に対し、トンネル工事で用いられる共鳴

型防音の考え方を応用した防音技術を新た

に考案したことで、改修後の騒音は道路交

通による騒音を下回るレベルにまで低減

し、当該試験設備の運転制約を解消した。ま

た、周辺環境の確実な保全の観点から騒音

モニタリングポストを設置し、常時監視体

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○山間部に立地する事

業所の自然災害リス

ク(土砂災害)に対し

予 防 保全 を集 中的 

に実施することで土

砂災害の発生を抑止

し、ロケットの打ち上

げなど JAXA 事業を 

確実に支えたととも

に、JAXA事業が拡大す

る中でそれを支える

共 通 系施 設設 備の 

維持費(消費電力と保

全運用費 )を削減し

た。 

 

○設備から生じる騒音

によって 20 年以上運

転が制限されていた

風洞に JAXA 考案の防

音技術を適用したこ

とで、我が国唯一の試

験設備が本来持って

いた性能をフルに発

揮できるようになり、

更なる成果の創出が

期待されるとともに、

これらの改善を通じ

て、考案した防音技術

が広く社会貢献につ

評定 B 評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画に定められたとおり、概

ね着実に業務が実施されたと認められ

た。 

自己評価では A 評定であるが、今後

の課題・指摘事項の欄に示す点につい

て、さらなる改善を期待したい。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○電力使用量の削減や維持費の削減は

着実に行われており高く評価できる

（Ⅰ.5.（3）基盤的な施設・設備の

整備の A 評定に本活動の評価も含

む）。 

 

○予防保全活動を行い世界最高水準の

ロケットオンタイム打ち上げを支え

たことは高く評価できる。（Ⅰ.1.（4）

宇宙輸送システムのＳ評定に本活動

の評価も含む）。 

 

○調布航空宇宙センターの 2m×2m 遷

音速風洞試験設備の防音対策は単な

る老朽化更新や整備に留まらず、こ

の取組により当センターの地元住民

からの理解にもつながった点で評価

できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○施設・設備の状況分析・優先度評価

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法

人の中長期目標等に照らし、成果等に

ついて諸事情を踏まえて総合的に勘案

した結果、成果の創出や将来的な成果

の創出の期待等が認められ、着実な業

務運営がなされているため。 

なお、自己評価では A評定であるが、

今後の課題・指摘事項に記載のとおり、

今中期期間全体として、中長期目標上

のアウトカム創出に向けて顕著な成果

の創出等が認められるとはいえないた

め、B評定とした。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○電力使用量の削減や維持費の削減は

着実に行われており高く評価できる

（Ⅰ.5.（3）基盤的な施設・設備の

整備の A 評定に本活動の評価も含

む）。 

 

○予防保全活動を行い世界最高水準の

ロケットオンタイム打ち上げを支え

たことは高く評価できる。（Ⅰ.1.（4）

宇宙輸送システムのＳ評定に本活動

の評価も含む）。 

 

○調布航空宇宙センターの 2m×2m 遷

音速風洞試験設備の防音対策は単な

る老朽化更新や整備に留まらず、こ
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制を構築した。 

当該試験設備が本来持つ性能を最大限に

発揮することが可能となったことにより、

更なる成果の創出が期待されるとともに、

我が国唯一の試験設備として JAXA内外によ

る同設備の利用拡大が期待される。さらに、

獲得した防音技術は、近隣住民の心理的生

理的影響にも配慮しており、JAXA 事業に対

する理解を深め、騒音問題の解決に大きく

貢献したとともに、民間企業を通じて、広く

社会への活用が期待される。 

 

３．維持費削減 

電力消費量削減支援ツール「電力見える

化システム」の整備と節電活動の推進、電力

需給契約への新電力の参入促進、業務プロ

セス分析による業務見直し等を通じて、拡

大する JAXA事業を支える共通系施設設備の

電力使用量と保全運用費を削減した。 

（１）電力使用量：前中期末比：6.0%（年間

約 1.2億円）の削減 (削減目標に対し 120%

の成果) 

（２）保全運用費：前中期末比：5.8%（年間

約 1.6億円）の削減 (削減目標に対し 116%

の成果) 

 

ながる期待感が得ら

れ、所期の目標を上回

る多角的な成果を得

たと評価する。 

 

○なお、中長期計画上、

平成 29(2017)年度ま

でに予定した業務は

全て実施し、中長期目

標を達成した。 

を実施し適切かつ合理的な老朽化対

策や予防保全の取組の継続的な推進

が求められるとともに、調布航空宇

宙センターの風洞防音対策に代表さ

れる多角的に恩恵がある設備更新や

整備を積極的に推進することが望ま

れる。 

 

○老朽化した施設の改修等について、

合理的な計画（波及効果の高いもの

から改修など）が引き続き望まれる。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○JAXAの全プロジェクトは、施設・設

備の確実な運用が前提で成り立って

いる。蔭でプロジェクトを支えてい

る人達の実績は高く評価したい。一

方、本項目のみに着目した場合、顕

著な成果を創出したとは言い難く、

着実に業務を実施したものと評価す

る。 

 

の取組により当センターの地元住民

からの理解にもつながった点で評価

できる。 

 

○29 年度は全国の土砂災害が過去 10

年で最多の年であったにも関わら

ず、台風等の災害の危機に常にさら

される種子島宇宙センターや内之浦

宇宙観測所の JAXA 保有道路におけ

る予防保全などを集中的に実施し、

土砂災害の発生を全 JAXA事業所で 0

件に抑えた点は、高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○JAXAの全プロジェクトは、施設・設

備の確実な運用が前提で成り立って

いる。蔭でプロジェクトを支えてい

る人達の実績は高く評価したい。一

方、本項目のみに着目した場合、今

中期期間全体として顕著な成果を創

出したとは言い難く、着実に業務を

実施したものと評価する。 

 

○施設・設備の状況分析・優先度評価

を実施し適切かつ合理的な老朽化対

策や予防保全の取組の継続的な推進

が求められるとともに、調布航空宇

宙センターの風洞防音対策に代表さ

れる多角的に恩恵がある設備更新や

整備を積極的に推進することが望ま

れる。 

 

○老朽化した施設の改修等について、

合理的な計画（波及効果の高いもの

から改修など）が引き続き望まれる。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○ロケットのオンタイム打上げとい

う、日本のロケットの競争力の源泉

となるところに複数年を通じて大き

く貢献しており、評価する。 

 

○地道な活動の積み重ねを評価する。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－２ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重

要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅷ―２ 人事に関する計画 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する政策評価・行政事業

レビュー 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0291 

※文部科学省のもの 

 

２．主要な経年データ 

 

評価対象となる指標 達成目標 

基準値等 

（前中期目標期間

最終年度値等） 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

- - - - - - - - - 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 

主な評価軸（評価の視点）、

指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

２．人事に関する事項 

キャリアパスの設

計、職員に対するヒア

リングの充実及び外

部人材の登用等、人材

のマネジメントの恒

常的な改善を図り、高

い専門性や技術力を

持つ研究者・技術者、

プロジェクトを広い

視野でマネジメント

する能力を持つ人材

を育成するとともに、

ニーズ指向の浸透を

図り、機構内の一体的

な業務運営を実現す

る。 

また、業務の円滑な

遂行を図る。 

２．人事に関する計画 

キャリアパスの設

計、職員に対するヒア

リングの充実及び外部

人材の登用等、人材の

マネジメントの恒常的

な改善を図り、高い専

門性や技術力を持つ研

究者・技術者、プロジェ

クトを広い視野でマネ

ジメントする能力を持

つ人材を育成するとと

もに、ニーズ指向の浸

透を図り、機構内の一

体的な業務運営を実現

する。 

また、業務の円滑な

遂行を図る。 

具体的には、人材育

成実施方針の維持・改

訂及び人材育成委員会

の運営等により、業務

の効果的・効率的な運

営を図る。 

また、国や民間等の

ニーズを踏まえた幅広

い業務に対応するた

め、以下の措置を講じ

る。 

（ａ）人材育成実施方

針に基づき、高度な

専門性や技術力を有

【主な評価指標】 

中長期計画の達成に向けた、各年

度の業務運営に関する計画の達成

状況等 

 

１．キャリアパスの設計、職員に

対するヒアリングの充実及び外

部人材の登用等、人材マネジメ

ントの恒常的な改善を図り、高

い専門性や技術力を持つ研究

者・技術者、プロジェクトを広

い視野でマネジメントする能力

を持つ人材を育成するととも

に、ニーズ指向の浸透を図り、

機構内の一体的な業務運営を実

現する。 

２．人材育成実施方針の維持・改

訂及び人材育成委員会の運営等

により、業務の効果的・効率的

な運営を図る。 

３．国や民間等のニーズを踏まえ

た幅広い業務に対応するため、

以下の措置を講じる。 

（ａ）人材育成実施方針に基づき

高度な専門性や技術力を有する

人材、プロジェクトを広い視野

でマネジメントする能力を有す

る人材、外部ニーズと技術を橋

渡しできる人材等を養成するた

め、研修の充実等に取り組むと

ともに、適宜外部人材を登用す

る。 

１．国立研究開発法人への移行を受け、理事長の

リーダーシップによりこれまでの人事制度に

ついて以下の見直しを多角的に行うことによ

り、JAXA全体の活動が、価値の創出と成果の最

大化に繋がっていくよう、職員一人一人の意識

と働き方の基盤を根本から変容させた。 

（１）教育職人事制度の見直し：教育職の人事考

課制度について、中長期的視点からの学術研究

成果の評価のみならず、プロジェクト等の開発

業務への貢献を積極的に評価する仕組みとし、

目標達成に向けた役割分担や責任分担を明確

にしたうえで、評価・処遇に反映する仕組みに

抜本的に変更した。加えて、JAXAとして初めて

裁量労働制を導入し、時間に縛られない研究環

境で成果を創出できる勤務環境の整備を行っ

た。これらを通じて、学術研究とプロジェクト

業務への取り組み方を改善し、一般職職員と一

体となって研究成果の最大化に取り組めるよ

う、教育職職員の意識と働き方を変革した。 

（２）外部人材の登用：クロスアポイントメント

制度の導入により、高度な専門技術を有する人

材をより相手方基準で柔軟に受け入れる制度

を新たに創設し、民間企業人材を含め JAXA で

は得られない高い専門性を有する外部人材 14

名(民間企業 5名、大学 8名、研究機関 1名)を

採用し、人材と知識の糾合を進めた。 

（３）基幹職人事制度の導入：管理職の概念を抜

本的に見直し、新たな価値の創出を自らリード

する役割を担う基幹職として再定義した。基幹

職は、理事長の定める経営・事業方針等に沿い、

期初に各々の役割・責任を踏まえた目標を設定

し、部下と共有しながら成果創出に努力した結

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○国立研究開発法人とし

ての成果の最大化や女

性活躍の推進の側面か

ら人事諸制度を見直し、

これらを具体的に進め

ることで、所期の目標を

上回る成果を創出した。 

 

○なお、中長期計画上、平

成 29(2017)年度までに

予定した業務は全て実

施し、中長期⽬標を達成

した。 

 

評定 A 評定 A 

＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示すとおり、

中長期計画に定められた以上の業務の

進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○教育職の人事制度見直しや基幹職人

事制度の見直しを行い、管理職の人

事制度を JAXA の役割に合わせて改

善した。具体的には管理職を新たな

価値の創出を自らリードする役割を

担う基幹職と再定義し、成果創出の

実績によりこれまで以上に処遇に差

をつける仕組みとすることで、管理

職の意識改革を行った。この取組は

本見込評価総合評定 A を創出する原

動力となった人材を育成したという

点で、顕著な成果と言える。 

 

○中長期計画に定められた業務を着実

に実施したことに加え、特に職員の

業務の円滑な遂行のため、ワークラ

イフバランス改善に関する取組を積

極的に行った。残業時間縮減の取組

や女性活躍の推進、フレックス制度

等の積極的導入を進めたことによ

り、将来的な顕著な成果の創出が期

待される。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法

人の中長期目標等に照らし、成果等に

ついて諸事情を踏まえて総合的に勘案

した結果、顕著な成果の創出や将来的

な成果の創出の期待等が認められるた

め。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○国立研究開発法人への移行を踏ま

え、教育職の人事制度見直しや基幹

職人事制度の見直しを行い、管理職

の人事制度を JAXA の役割に合わせ

て改善した。具体的には管理職を新

たな価値の創出を自らリードする役

割を担う基幹職と再定義し、成果創

出の実績によりこれまで以上に処遇

に差をつける仕組みとすることで、

管理職の意識改革を行った。また、

クロスアポイントメント制度の導入

により高度な専門技術を有する人材

を柔軟に受け入れられる体制とな

り、実際に 14名の外部人材が当該制

度を利用している。これらの、多角

的な取組は本見込評価総合評定 A を

創出する原動力となった人材を育成

したという点で、顕著な成果と言え

る。 

 

○中長期計画に定められた業務を着実
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する人材、プロジェ

クトを広い視野でマ

ネジメントする能力

を有する人材、外部

ニーズと技術を橋渡

しできる人材等を養

成するため、研修の

充実等に取り組むと

ともに、適宜外部人

材を登用する。 

（ｂ）組織横断的かつ

弾力的な人材配置を

図るとともに、任期

付職員の効果的な活

用を推進する。 

（ｂ）組織横断的かつ弾力的な人

材配置を図るとともに、任期付

職員の効果的な活用を推進す

る。 

果により、これまで以上に大きく処遇に差が出

る仕組みとした。これにより、JAXA全体の価値

創出に対する意識と働き方を変革した。 

（４）組織横断的な人事配置：ミッション企画機

能の強化や全社的な研究開発体制の見直し、新

規プロジェクトの立ち上げ等の人材需要に対

応し、人員増が望めない中で、組織横断的に柔

軟な人員配置を行った。さらに研究員及び開発

員から研究開発員へ変更し、研究と開発を垣根

なく推進する意識に変容した。 

 

２．女性比率の低い宇宙航空分野において女性が

より働きやすい職場に変革するために、理事長

のリーダーシップにより以下の施策を次々と

導入し、今中期計画期間中に女性活躍の促進と

ワーク・ライフ・バランスの向上を大幅に実現

した。 

（１）長時間労働縮減：今中期計画期間終了年度

の平成 29年度には、対 27年度比で 30%の削減

を行う行動計画を策定・公表し、組織を挙げて

長時間労働の縮減に取り組み中(毎年度増大傾

向だったところ 29年度では約 20.7％縮減)。 

（２）女性活躍の推進：前中期では存在しなかっ

た女性役員 1名の就任、女性部長 1名、女性教

授 1名、女性プロジェクトマネージャ 1名を新

たに任用、女性管理職比率も 25 年度 3.4％→

29年度 9％へと拡大させた。また、女性活躍推

進法に基づく認定制度(愛称「えるぼし」)の最

上位認定を受け、積極的な対外公表により、

JAXAの女性活躍推進をアピールした。 

（３）ワーク・ライフ・バランスの実現：フレッ

クス制度の拡大(25 年度 74 名→29 年度 744

名)、テレワーク勤務制度(29年度 32名)、育児

短時間勤務の要件拡大(小学校就学前→小学校

3年生迄)を行い、育児・介護者、男女を問わず

働きやすい環境の整備に努め、成果の最大化の

ための業務に集中できるようになりつつある。 

 

○優秀な人材の確保は、国際競争力の

強化という研究開発法人の目標達成

には不可欠である。優秀な任期付職

員が定着できるようなキャリアパス

の提示を検討することが必要。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○女性比率は未だ低いが、重点を置い

て取組を進めた結果、比率が向上し

ている点は評価できる。 

 

 

に実施したことに加え、特に職員の

業務の円滑な遂行のため、ワークラ

イフバランス改善に関する取組を積

極的に行った。フレックス制度の拡

大やテレワーク制度の拡充などを行

い職員が実際にその制度を利用し働

きやすい職場作りを進めている点、

各種施策を通じ残業時間の削減を実

現している点、各種施策の成果とし

て法人として女性活躍推進法に基づ

く「えるぼし」（3段階中の最上位）

を取得した点は、顕著な実績として

高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○優秀な人材の確保は、国際競争力の

強化という研究開発法人の目標達成

には不可欠である。優秀な任期付職

員が定着できるようなキャリアパス

の提示を検討することが必要。 

 

○女性活躍の推進は成果をあげている

が、まだまだ十分とは言えないので、

民間をリードするつもりでより積極

的に施策を進めることが望まれる。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○プロジェクトへの要請の高度化や恒

常的なコストダウン・人員削減の圧

力が存在する中で、現場人員のモラ

ルや満足度、あるいはストレスなど

の適切な管理が重要である。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－２ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重

要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅷ―３ 安全・信頼性に関する事項 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する政策評価・行政事業

レビュー 

平成 30 年度行政事業レビューシート番号 0291 

※文部科学省のもの 

 

２．主要な経年データ 

 

評価対象となる指標 達成目標 

基準値等 

（前中期目標期間

最終年度値等） 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

- - - - - - - - - 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 

主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 ３．安全・信頼

性に関する

事項 

経営層を含

む安全及びミ

ッション保証

のための品質

保証管理体制

を構築・維持

し、その内部監

査及び外部監

査における指

摘事項を的確

に反映する等

により、課題を

減少させ、ミッ

ションの完全

な喪失を回避

する。万一ミッ

ションの完全

な喪失が生じ

た場合には、経

営層における

責任を明確化

するとともに、

原因の究明と

再発防止を図

る。 

また、打ち上

げ等に関して、

国際約束、法令

及び科学技術・

３．安全・信頼性に関する事

項 

経営層を含む安全及びミ

ッション保証のための品質

保証管理体制を構築・維持

し、その内部監査及び外部

監査における指摘事項を的

確に反映する等により、課

題を減少させ、ミッション

の完全な喪失を回避する。

万一ミッションの完全な喪

失が生じた場合には、経営

層における責任を明確化す

るとともに、原因の究明と

再発防止を図る。具体的に

は、 

（ａ）これまでに整備した

品質マネジメントシステ

ムを確実に運用し、継続

的に改善する。 

（ｂ）安全・信頼性教育・訓

練を継続的に行い、機構

全体の意識向上を図る。 

（ｃ）機構全体の安全・信頼

性に係る共通技術データ

ベースの充実、技術標準・

技術基準の維持・改訂等

により技術の継承・蓄積

と予防措置の徹底、事故・

不具合の低減を図る。 

また、打ち上げ等に関し

て、国際約束、法令及び科学

【主な評価指標】 

中長期計画の達成に向け

た、各年度の業務運営に関

する計画の達成状況等 

 

１．経営層を含む安全及び

ミッション保証のため

の品質保証管理体制を

構築・維持し、その内部

監査及び外部監査にお

ける指摘事項を的確に

反映する等により、課題

を減少させ、ミッション

の完全な喪失を回避す

る。万一ミッションの完

全な喪失が生じた場合

には、経営層における責

任を明確化するととも

に、原因の究明と再発防

止を図る。 

具体的には、 

（ａ）これまで整備した品

質マネジメントシステ

ムを確実に運用し、継続

的に改善する。 

（ｂ）安全・信頼性教育・

訓練を継続的に行い、機

構全体の意識向上を図

る。 

（ｃ）機構全体の安全・信

頼性に係る共通技術デー

タベースの充実、技術基

１．H-IIA/B ロケット及びイプシロンロケ

ットについて、今中期は計 22 機全ての

打上げに成功。特に、29(2017)年度は過

去最大の年間7機(※)のロケット打上げ

に成功。 

 

２．JAXA が関与した 15 機の人工衛星及び

宇宙ステーション補給機「こうのとり」

(HTV)のうち、X 線天文衛星「ひとみ」

(ASTRO-H)を除く 14機について、正常に

運用が行われている。なお、ASTRO-H の

運用異常を受け、原因を究明するととも

に、業務運営に関する以下の改革を JAXA

全体に展開した。 

（１）原因究明と ISAS の業務運営の改革

【詳細は、平成 28 年度業務実績等報告

書「I.3.(2) 宇宙科学･探査(C-46頁)」

参照】 

（２）再発防止策の水平展開として、ジオ

スペース探査衛星「あらせ」(ERG)及び強

化型イプシロンロケットの総点検実施 

（３）開発体制や業務の進め方等の課題抽

出及び対処を JAXA全体に展開 

（４）これまで各部門で S&MA 業務を総括

していた担当を部門から独立させ、信頼

性統括の直属とする組織見直しを実施

し、各審査会において独自に評価した結

果を表明するとともに、信頼性統括から

理事長に直接報告するなどプロジェク

トと独立した評価機能を強化 

（５）プロジェクトを推進する部門の経営

層や S&MA 業務を統括する経営層と企業

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

○中期計画上、

平成 27(2015)

年度の ASTRO-

H のミッショ

ン 喪 失 を 除

き、 29(2017)

年度までに予

定した業務は

全て実施し、

中期⽬標を達

成した。 

 

○なお、期間を

通して前中期

の 2倍、単年度

では過去最大

の 7 機(※)の

ロケットを打

上げ、その成

功に貢献する

とともに、不

具合を 3 割削

減した。 

 

※基幹ロケット

6 機及び SS-

520を集計 

 

評定 B 評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画に定められたとおり、概ね着実に業務が実

施されたと認められるため。 

 自己評定では A 評定であるが、今後の課題・指摘事項

の欄に示す点について、さらなる改善を期待したい。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○ASTRO-H の運用異常を受けた再発防止策の検討や残遮

水平展開、他プロジェクトの総点検等を実施し、プロ

ジェクト管理の強化を行った。 

 

○地道な延べ 1000名を超える技術者・研究者に対する安

全・信頼性確保に関する研修活動は、我が国の宇宙開

発における本分野の底上げに貢献したとして高く評価

できる。 

 

○96件の安全・信頼性・品質保証要求、技術標準・技術

基準の改・制定を行い、これまでの知見を使える形で

最新化したことは、信頼性設計等に関する研究開発が

進展していることを示し、高く評価できる。 

 

○これまでの地道な安全信頼性向上活動により、今中期

における不具合総数を前中期比で約 3 割低減したこと

は高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○宇宙開発におけるチャレンジと信頼性確保はトレード

オフの関係ではなく、信頼性確保はプロジェクトの基

盤・土台である。基盤・土台が堅固であれば、より高

いチャレンジが可能となるので、企画・コンセプト、

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中

長期目標等に照らし、成果等について諸事情

を踏まえて総合的に勘案した結果、成果の創

出や将来的な成果の創出の期待等が認めら

れ、着実な業務運営がなされているため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○ASTRO-H の運用異常を受けた再発防止策の

検討や残遮水平展開、他プロジェクトの総

点検等を実施し、プロジェクト管理の強化

を行った。 

 

○地道な延べ 1000名を超える技術者・研究者

に対する安全・信頼性確保に関する研修活

動は、我が国の宇宙開発における本分野の

底上げに貢献したとして高く評価できる。 

 

○96件の安全・信頼性・品質保証要求、技術

標準・技術基準の改・制定を行い、これまで

の知見を使える形で最新化したことは、信

頼性設計等に関する研究開発が進展してい

ることを示し、高く評価できる。 

 

○これまでの地道な安全信頼性向上活動によ

り、期間を通して前中期の 2 倍、単年度で

は過去最大の 7 機のロケットを打ち上げな

がら、今中期における不具合総数を前中期

比で約 3 割低減したことは高く評価でき

る。 
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学術審議会が

策定する指針

等に従い、安全

確保を図る。 

技術・学術審議会が策定す

る指針等に従い、安全確保

を図る。 

準の維持・改訂等により

技術の継承・蓄積と予防

措置の徹底、事故・不具

合の低減を図る。 

２．打ち上げ等に関して、

国際約束、法令及び科学

技術・学術審議会が策定

する指針等に従い、安全

確保を図る。 

の経営層との会合を適宜開催し、プロジ

ェクトや安全・信頼性に関する情報共有

と課題検討する取組みを実施 

 

３．全社的な品質マネジメントシステム

の、１）重要度に合わせた重点課題の評

価への見直し、２）好事例や課題の全社

的共有、３）新宇宙基本計画策定、国立

研究開発法人への移行、ISO9001 品質マ

ネジメントシステム規格の変更等への

対応等、継続的な改善を図った。 

 

計画、設計、製造、オペレーション等全てのステージ

において信頼性第一の取組が必要である。 

 

○ASTRO-H の喪失の反省に基づき安全・信頼性について

の意識向上を図る体制が作られたが、教育や訓練に加

えて、安全・信頼意識の共有についての職員の主体的

な問題意識を反映できる仕組み（職場環境の改善など

についてのパブコメの収集など）が望まれる。 

 

○現在政府が進めているミッションアシュアランスに関

する検討は、単一のシステムとしてとらえるのではな

く、宇宙システム全体として捉える必要がある。現状

の安全性・信頼性の範疇ではないが、今後はそのよう

な視点も含めた取組を進めることを期待する。 

 

○平成 27 年度の ASTRO-H の事故後の平成 28 年度も HTV

搭載導電性テザー実証実験の一部機能実証失敗や SS-

520-4 号機の軌道投入失敗などがあり、引き続きの安

全・信頼性技術の向上が必要である。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○平成 27 年度の ASTRO-H の喪失事案を受け、JAXA はプ

ロジェクトマネジメント改革に着手したが、平成 29年

の SS-520-4 号機の実験失敗の原因究明結果等を踏ま

え、今後も引き続き信頼性の確保に努めていくことが

重要である。 

 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○宇宙開発におけるチャレンジと信頼性確保

はトレードオフの関係ではなく、信頼性確

保はプロジェクトの基盤・土台である。基

盤・土台が堅固であれば、より高いチャレ

ンジが可能となるので、企画・コンセプト、

計画、設計、製造、オペレーション等全ての

ステージにおいて信頼性第一の取組が必要

である。 

 

○ASTRO-H の喪失の反省に基づき安全・信頼

性についての意識向上を図る体制が作られ

たが、教育や訓練に加えて、安全・信頼意識

の共有についての職員の主体的な問題意識

を反映できる仕組み（職場環境の改善など

についてのパブコメの収集など）が望まれ

る。 

 

○平成 27 年度の ASTRO-H の事故後の平成 28

年度も HTV 搭載導電性テザー実証実験の一

部機能実証失敗や SS-520-4 号機の軌道投

入失敗などがあり、引き続きの安全・信頼

性技術の向上が必要である。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○ASTRO-H 事故が起きてしまい、その理由が

明らかに体制の問題であったことから、Ａ

とするのは難しいのではないか。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－２ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重

要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅷ―４ 中長期目標期間を超える債務 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する政策評価・行政事業

レビュー 
― 

 

２．主要な経年データ 

 

評価対象となる指標 達成目標 

基準値等 

（前中期目標期間

最終年度値等） 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

- - - - - - - - - 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 （該当無し） 

 

中長期目標期間を超え

る債務負担については、ロ

ケット・衛星等の研究開発

に係る業務の期間が中長

期目標期間を超える場合

で、当該債務負担行為の必

要性及び資金計画への影

響を勘案し合理的と判断

されるものについて行う。 

【主な評価指標】 

中長期計画の達成に向けた、各年度の業務

運営に関する計画の達成状況等 

 

１．中長期目標期間を超える債務負担につ

いては、ロケット・衛星等の研究開発に

係る業務運営の機関が中長期目標期間

を超える場合で、当該債務負担行為の必

要性及び資金計画への影響を勘案し合

理的と判断されるものについて行う。 

２．中長期目標期間を超える債務負担は有

るか。有る場合は､その理由は適切か。 

 

ロケット・衛星に代表される

ように JAXA の研究開発に係る

業務において、次期においても

主務大臣により中長期目標と

して認められる可能性が高い

事業に限定した上で、その目標

の達成のために、今中期から継

続して調達が必要であると法

人の長が判断したものに対し

て、中長期目標期間を超える債

務負担を行っている。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

中長期計画を踏まえて、

適切に実施している。 

 

評定 B 評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画に定められたとおり、概

ね着実に業務が実施されたと認められ

た。 

 

＜評定に至った理由＞ 

国立研究開発法人の中長期目標等に

照らし、成果等について諸事情を踏ま

えて総合的に勘案した結果、成果の創

出や将来的な成果の創出の期待等が認

められ、着実な業務運営がなされてい

るため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

－ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜有識者からの意見＞ 

－ 

 

４．その他参考情報 

特になし 

 

※「Ⅷ－５ 積立金の使途」については、第 2 期中期目標期間中の最終年度における積立金はないため、評価対象外。 


